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要     約 

1. 国の概要 

パキスタン・イスラム共和国（以下「パ国」）はインドの西隣り、アジアと中近東の結節点

に位置し、日本の約 2.1倍（796,100km2）の国土に世界第 5位となる約 2.27億人 1の人口を要す

る大国である。国土の中央～東部をインダス川が南北に流れ、その流域に形成されたインダス

平原に人口の約 8 割が集中する。北部は 8,000m を超える山々が連なる山岳地帯となり、中国

へ連なる。アフガニスタン・イランと国境を接する西部はバロチスタン高原と呼ばれる山がち

で乾燥した地域となる。 

プロジェクトの対象地域であるシンド州は「パ国」南東部、インダス川下流域の広大な平原

地帯を占め、全国最大の商都 Karachi を中心に全国第 2 位の人口（約 4,700 万人）を擁してい

る。西はキルタール山脈を介してバロチスタン州、北はインダス川に沿ってパンジャブ州に接

し、東はタール砂漠を挟んでインドに対する。南はアラビア海に開け、その西端に Karachi が
位置する。内陸部の大部分は年間降雨量が 200mm に満たない乾燥地域であるため、大規模な

灌漑農業が発達している。 

「パ国」の GDP は名目で 3,394 億米ドル 2、人口一人当たり GNI は 1500 米ドル 3で DAC 区

分による低位中所得国に位置付けられる。その市場規模と地政学的位置から将来の経済発展へ

の大きな潜在力を持つとされるが、不安定な治安・政治状況や大規模自然災害の頻発、恒常的

な財政・貿易赤字等の影響で、経済成長は不十分なレベルに留まっている。 

「パ国」の産業構造は GDP 比で見ると農業 23.02%、鉱工業 18.90%、サービス業 58.08%4と

経済のサービス化が進んでいるが、依然として綿花やコメを中心にした農業が就労人口の

37.4%5を抱える基幹産業である。特に輸出の 6 割を占める繊維製品の原料となる綿花の生産は

「パ国」経済に大きな影響力を有している。 

2. 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「パ国」では、5～16 歳の総人口 5,153 万人に対し同年代の不就学児童（Out of School 
Children: OOSC）は約 2,280 万人で、不就学児童数としては世界で 2 番目に多いとされる 6。特

に、前期（第 6～8 学年：10～12 歳）・中期（第 9～10 学年：13～14 歳）・後期（第 11～12 学

年：15～16歳）からなる中等教育の就学率が低く、前期中等教育の純就学率は 49%（男子 53%、

女子 45%）に留まり、初等教育からの進学の促進及び後期中等教育の進学へとつながる前期中

等教育の就学率の向上（特に女子）が喫緊の課題となっている 7。また、「パ国」では、社会通

 
1 UN 推計、2021 年 
2 世界銀行、2021 年 
3 世界銀行、2021 年 
4 連邦統計局、2020 年 
5 連邦統計局、2020 年 
6 UNICEF Pakistan: https://www.unicef.org/pakistan/education. 
7 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 
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念的にコミュニティ外の学校へ女子を通学させることに抵抗感が強く、近隣に前期中等学校

（以下、「中学校」という。）がないことが、子どもを中学校に通学させないことの大きな要因

のひとつになっている。 

シンド州は全 4 州のうち 2 番目に多い人口約 4,700 万人を抱え、「パ国」最大の商業・工業都

市である Karachi を擁する、当国の経済成長を牽引する重要な州である。一方で、同州の前期

中等教育純就学率は 34%（男子 37%、女子 30%）8と低く、特に同州農村部では、小学校数

35,377 校に対し中学校数が 2,162 校と、圧倒的に中学校が少ない状況にある。また、就学者数

においては、初等教育で約 1.2 倍、前期中等教育で約 1.3 倍、後期中等教育で約 1.4 倍 9、の男

女間格差が見られる。かかる状況をふまえ、通学可能な圏内に中学校を整備し、物理的なアク

セスを改善することは、中等教育就学率（特に女子生徒）の向上のための喫緊の課題となって

いる。 

こうした状況に対して、「パ国」では、教育セクターの政策である「国家教育政策（2009年）」

や「国家教育政策枠組（2018 年）」において、教育へのアクセスの改善および OOSC 対策を最

優先課題に位置付けている。同様に、シンド州学校教育セクター計画・ロードマップ 2019-
2024 年（Sindh Education Sector Plan & Roadmap（2019-2024）: SESP&R（2019-2024））でも、3
つの目標の１つとして「公正な教育へのアクセス」が、「教育の質の改善」や「ガバナンス強

化」とともに掲げられている。また、SESP&R（2019-2024）では、この「公正な教育へのアク

セス」目標を達成するためのプログラムとして 3 つが設定されている。そのうち「プログラム

2」の目的として、「エビデンスに基づくニーズを満たすために学校施設整備を拡大する」を掲

げ、既存小学校の小学校と前期中等学校を含む基礎学校へのアップグレードや統合を進めてい

る。 

このような状況を踏まえ、シンド州政府はシンド州北部の 4 県と Karachi 市の 1 郊外区にお

いて 20～25 校の既存小学校（Primary School）を、前期中等クラス（第 6～8 学年）を含む基礎

学校（Elementary School）へアップグレードするために必要な教室棟の増設（約 75 教室）と教

育用家具及び機材の供与に係る無償資金協力を要請し、その対象サイトとして計 36 サイト＋

追加 5 サイトを提案した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、当初要請 36 サイトについて、

2021 年 11～12 月にローカルスタッフによる事前調査を実施し、治安上の理由からシンド州学

校教育識字局（School Education & Literacy Department, Government of Sindh: SELD）により事前

に取り消しのあった 1 サイト（KA01）を除く 35 サイトを踏査して、選定条件を満たしていな

いと判断された 6サイトを調査対象から除外した。また、現地調査に先立ち、JICA安全アドバ

イザー（以下「SA」）より安全上の問題があると指摘を受けた 2 サイトについて、SELD と協

議の上で調査対象から除外した。一方、SELD から 5 サイトの追加要請があり、これを受け入

れて合計 33 サイトを最終的な調査対象として整理し、現地調査を実施し、最終的に 29 サイト

 
8 ADB (2019) School Education in Pakistan: A Sector Assessment. Manila: ADB 
9 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 
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が協力対象サイトとされた。 

以上の経緯を踏まえ、調査団は現地調査の結果を踏まえた国内解析を行い、協議で最終的に

確認された要請 29 サイトのうち 20 サイトが協力対象として妥当との結果を得た。本調査では、

5 県の 20 サイトを対象に、事業のフィージビリティを確認し、最終的に合意された以下の要請

内容に従って同範囲の概略設計を策定、本準備調査報告書をとりまとめた。 

先方との協議に基づきまとめられた本プロジェクトの概要は以下の通りである。 

1) 協力対象範囲・コンポーネント、協力規模 

現地調査 I 及びその後の国内解析を経て絞り込まれた 29 サイトにつき、協議にて合意した

「学校のアップグレードに関する方針（School Up-gradation Policy）」（SELD、2021 年 11 月 26
日発行）に照らした評価をして、協力対象サイトの選定と優先順位付けを行った。具体的には

以下の通りである。 

表 1 協力対象サイトの優先順位 

優先順位 基準 
A  農村部：既存女子就学数 15 名以上で周辺学校の女子就学数が 25 名以上 

 農村部（例外）：既存女子就学数 12 名以上 14 名以下で周辺学校の女子就学数が 40
名以上 

B  A の条件の「農村部」のうち、周辺学校の既存女子就学数の条件を満たさない 
B－  A の条件の「農村部（例外）」のうち、周辺学校の既存女子就学数の条件を満たさない 
C  B－の条件を満たさない 

就学需要の評価 Aは将来の需要が高く見込まれ、計画対象とする。評価 Bは周辺校の就学数

の条件を満たしていないものの既存就学数の需要が高く見込まれることから、計画対象とする。

なお、B－も既存就学数と周辺校の就学数の多いサイトから、予算の範囲内で可能な限り計画

対象とする。また、評価 B－は、予見できない不測の事態に備えて、A ないし B の代替サイト

とする方針とする。なお、国内解析時の SELDとのオンライン協議において、当初の要請 20～
25 校の最低ラインである 20 校を協力対象とすることで口頭にて合意をし、その後書面にて確

認を得ている。 

施設コンポーネントは前期中等カリキュラムの実施と学校運営に最低限必要な施設として、

1 サイトあたり一般教室（前期中等クラス用）3 教室、校長室、倉庫兼教員室、便所とし、既

存小学校校舎が老朽化等で継続的な利用が不適切と判断されたサイトでは初等クラス用の教室

の改築を協力対象に含めることとした。また、それらに必要な最小限の教育家具を協力対象と

して計画した。なお、コンピュータ室は前案件 10では適切に利用されていない状況にあったが、

政府の中等教育課程カリキュラム下でのコンピュータ教育普及への取り組みや将来的な必要性、

及びノンフォーマル授業や学校運営委員会の会議での利用など、地域でのフレキシブルな利用

が可能な多目的教室として整備して協力対象に含めこととした。他方、コンピュータ機材は前

 
10 シンド州農村部女子前期中等教育強化計画」として、2012 年より準備調査を開始し、「南部」と「北部」の 2 つの案件として

形成され、2019 年に完工した。 
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案件の活用状況を踏まえ、原則先方負担による調達とした。なお、宗教的事情から女子校とし

て必要不可欠な門塀を予算の許す範囲で一体整備することとした。 

2) 施設・機材の概略設計 

本計画は前案件の設計仕様を基本とし、幾つかのプロトタイプを独自に設計し、各々のサイ

トに適用する形で概略設計を行う。平面は桁行方向 3.12m スパンを基本とした矩形・開放片廊

下式の単純な形式を基本に、2 階建てや L 型を含む多様な施設タイプを含めて、様々な狭小な

条件の敷地に適合できるよう計画した。構造方式は現地標準に従い耐震性の高い鉄筋コンクリ

ート軸組構造とし、部材の寸法等は「パ国」建築基準に基づく構造解析を行い決定した。また、

対象地域はインダス川下流域の低地にあって頻繁に洪水等の被害を受けるサイトもある。2022

年にも対象地域を含むシンド州の広範囲が洪水被害を受けており、詳細設計時に床高の設定を

再検討する。設備については、現地での頻繁に発生する停電事情を考慮し、本計画ではソーラ

ーパネルシステムを協力対象に含めこととした。また、設備機器については、既存校で一般的

に設置され、維持管理に問題がない範囲の内容として、必要最小限の照明設備、コンセント設

備に加え、酷暑の気象条件に対して天井扇を設けることとし、器具及び配線は最大浸水レベル

より上部に設置する計画とした。更に、機材については、本計画で整備される施設が適切に機

能するための教育家具を対象に必要最小限の内容を計画した。 

本計画における協力対象施設の内容・規模、教育家具・機材の整備内容を表に示す。 

表 2 施設計画概要 

優先 

順位 

NO. サイト名（学校名） 

  

 

施設内容 延床面積 

 教室棟 便所棟 合計（㎡） 

階数・棟数 教室 多目的

教室 

校長室/

倉庫 

ﾌﾞｰｽ数  

第一

優先 

（A） 

SU01 GGPS Tando Ali Abad 2 階・1 棟 3 1 1 4 258.76 

SU04 GGPS Khairo Indhar 2 階・1 棟 3 1 1 4 264.52 

LA01 GGPS Zangeja 2 階・1 棟 3 1 1 4 292.50 

LA04 GBPS Kodrani 2 階・1 棟 3 1 1 5 261.64 

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 2 階・1 棟 5 1 1 6 365.24 

KH01 GGPS Noonari 2 階・1 棟 3 1 1 4 257.68 

KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang 2 階・1 棟 3 1 1 6 264.52 

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 平屋・1 棟 3 1 1 4 247.54 

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 2 階・1 棟 5 1 1 4 359.48 

KH10 GGPS Nizamuddin lashari 2 階・1 棟 3 1 1 6 299.34 

KH15 GGPS Khambhara South 2 階・1 棟 6 1 1 4 392.42 

KA03 GBPS Radho Jokhio 2 階・1 棟 7 1 1 6 483.92 

第二

優先 

（B） 

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur 2 階・1 棟 3 1 1 4 253.20 

NF01 GGPS Rahim Chand 2 階・1 棟 3 1 1 5 261.64 

NF02 GGPS M. Haroon Shar 2 階・1 棟 3 1 1 5 261.64 

KH04 GGPS Belharo Gambat 2 階・1 棟 6 1 1 6 437.50 

KH09 GGPS Sari 2 階・1 棟 3 1 1 4 258.76 

KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH) 2 階・2 棟 6 1 1 5 395.30 

KH14 GGELS Imdad Ali Shar  2 階・1 棟 3 1 1 4 293.58 

第三 

優先

（B-） 

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro 平屋・1 棟 3 1 1 4 246.46 

 合計 20 サイト＊ 20 棟 77 20 20  6,155.64 
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*なお、B-である SU03、NF04、KH07、KA02 の 4 サイトは、上記 20 サイトの万が一の代替サイトとして、

設計範囲に含める。 

表 3 教育家具内容 

室名 家具内容 数量 
  （1 室あたり） （合計） 
教室 教員用机・椅子 1 セット 77 セット 

生徒用 2 人掛け机（S） 15 255 

生徒用 2 人掛け机（L） 15 900 
生徒用 2 人掛け椅子（S） 15 255 
生徒用椅子（L） 30 1,800 
キャビネット 1 77 

多目的教室 教員用机・椅子 1 セット 20 セット 
PC 用机 15 300 
生徒用椅子（L） 30 600 
キャビネット 1 20 

校長室 校長用机・椅子 1 セット 20 セット 
 来客用椅子 4 80 
 キャビネット 2 40 
倉庫兼教員室 打合せテーブル・椅子 4 脚 1 セット 20 セット 
 キャビネット 2 40 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工程は、詳細設計・積算に 8 ヶ月、現地での入札に係る期間

は、公示から図書配布、開札、入札評価、結果承認、契約まで準備期間 1 ヶ月を含んで 5 ヶ月

である。また、施設建設においては、現地建設会社の能力を踏まえて概ね 10 サイト前後の工

事を 1 ロットにまとめて行うこととし、全体を県単位で 2 ロットに分割する。1 ロットの標準

工期はサイトごとの実質的な建設工期を現地の標準的な工期に準じて平屋建て 11 ヶ月、2階建

て 12 ヵ月とし、盛土等の準備工事を要するサイトや雨季及びラマダン期間中の作業効率低下

を考慮した上で、仮設資材と職人をスライドさせながら各サイトでの工事を進めることとして、

建設ロット 1 の本体工事 18 ヶ月、ロット 1 の建設開始の 9 ヶ月後から開始される建設ロット 2
の本体工事 15 ヶ月を併せて建設工事工期は 24 ヶ月と設定する。なお、家具調達についてはそ

れぞれの施設完工時期を睨んで入札を行うこととなるが、対象となる施設 2 ロット分の家具を

まとめて入札にかけ、手続きの効率化を図る。また、家具調達に係る入札期間は入札準備、公

示から契約まで 3.5 ヶ月であり、調達期間は発注から納入、初期調整、検収までロット 1 と 2
の完工時期に合せて 2 回の調達で計画し、それぞれ 5 ヶ月を見込む。 

以上から、プロジェクト全体工期は、詳細設計期間 8 ヶ月、入札期間 5 ヶ月、施設建設期間

24 ヶ月、合計 37 ヶ月と見込まれる。 
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5. プロジェクトの評価 

本プロジェクトは女子の前期中等教育へのアクセス改善と就学における男女間・地域間格差

の緩和を目標に、シンド州北部の農村部（一部地方都市部を含む）において、既存小学校の女

子生徒を対象とした前期中等教育課程を含む基礎学校へのアップグレードに最低限必要な施設

を整備するもので、裨益対象は広く一般国民である対象地域の住民である。対象地域は「パ国」

の中でも女子の前期中等就学率が 30%11と全国平均（38%）に比べて低い地域であり、緊急な

改善が必要とされている。「国家教育政策枠組（2018年）」では、憲法で教育の無償化と義務化

を保障した 5～16 歳の OOSC 対策を最優先課題の 1 つに位置付けている。また、シンド州政府

は、これらを踏まえ、最新の SESP&R（2019-2024）において、最優先課題の 1つである教育へ

のアクセスの改善策として、データやニーズに基づく学校インフラの整備をあげている。特に

女子の就学率を上げるために、施設の改修や中学校建設のニーズに優先順位を付け、年間計画

を立てるというものである。2019～2024年の間に、クラスター指定校を中心に新たに35,000の
教室を作り、中学・高校については 2024 年までに公立校に占める中学・高校の割合を 15%ま

で引き上げるとしている。本プロジェクトはこれに整合し、上位計画の目標達成に直接貢献す

るものである。 

本協力対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

指標名 基準値 
（2021 年実績値） 

目標値（2029 年） 
【事業完成 3 年後】 

対象 20 校における女子前期中等学

校の教室数 0 教室 60 教室 

対象 20 校の前期中等教育女子生徒

数（人/年） 175 人 1,707 人 

また、本協力対象事業の実施により以下の定性的効果が期待される。 

• 女子の前期中学校の施設として必須である外周塀や清潔な便所が整備されることにより、

農村地域における女子の就学が促進される。 

• 前期中学校を整備することにより、長距離通学のため就学が困難であった対象児童も含め

就学機会が改善される。 

本プロジェクトはこのような効果が期待できるとともに、「パ国」政府の上位計画を踏まえ

てシンド州政府が優先政策として取り組む「農村部女子前期中等教育の普及」の実現を支援し、

また、地域間・ジェンダー間の格差解消を通じて「パ国」社会経済状況の安定に寄与するもの

であることから、協力対象事業を我が国の無償資金協力で実施することの妥当性は高く、また

有効性が十分に認められると判断される。 

 
11 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 
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写真 

◼ 協力候補サイト状況 （Sukkur県）   

 

 

 
SU01 GGPS Tando Ali Abad：既存校舎外観。床スラブ（外壁

面）、庇の RC は爆裂し鉄筋が露出した部分が散見される。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur：既存校舎外観。床スラブ（外

壁面）、庇の RC は爆裂。パラペット部には亀裂が見られる。 

 同左：建設用地。隣地の拡張スペースを利用。 

 

 

 SU03 GGPS Illahi Bux Mangi：建設中の校舎外観。（シンド州政

府支援） 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 
SU04 GGPS Khairo Indhar：既存校舎外観。床スラブ（外壁面）の

RC は爆裂。屋根スラブ端部はクラックが散見される。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 



 

 

 

 SU05 GGPS Radhi：既存校舎外観。床スラブ（外壁面）、庇の RC

は爆裂し鉄筋が露出した部分が散見される。 

 同左：建設用地。隣地の拡張スペースを利用。既存敷地から約

-1ｍのレベル差があり、盛土が必要となる。 

◼ 協力候補サイト状況 （Larkana 県）   

 

 

 LA01 GGPS Zangeja：既存校舎外観。南棟（写真右手）は、屋根

のレンガプレートが部分的に崩れ落ち、教室利用は危険な状

態。庇の RC は爆裂し鉄筋が露出している。 

 同左：建設用地。隣地男子校の拡張スペースを利用。男子校の

校舎を取り壊す必要がある。 

 

 

 

 LA02 GBPS Mir Muhammad Jalbani：既存校舎外観。  同左：敷地が狭小であり、拡張地もないため協力対象外とした。 

 

 

 LA03 GBPS Ghulam Hussain Hakro：既存校舎外観。妻側外壁

にクラックがある。 

 同左：建設用地。別途拡張スペースを利用。前面道路から約-

1.8ｍのレベル差がある。 



 

 

 

 

LA04 GGPS Kodrani：既存校舎 1 外観。構造的に大きな損傷は

ない。 

 同左：既存校舎 2 外観。屋根がすべて崩壊。壁にはクラックが

散見される。狭小な建設用地のため解体する必要がある。 

 

 

 LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro：既存校舎外観。外壁の下端

の損傷が大きい。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。  

◼ 協力候補サイト状況 （Naushahro Feroze 県）   

 

 

 NF01 GGPS Rahim Chand：既存校舎外観。出窓（庇）は、RC が

爆裂。建物本体には大きな損傷は見られない。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 
NF02 GGPS M. Haroon Shar：既存校舎外観。大きな損傷は確認

出来ない。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 



 

 

 

 
NF04 GGPS Yousif Rajper：既存校舎外観。廊下天井にモルタル

の剥離。その他大きな損傷はない。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 
NF05 GGPS Uris Solangi：既存校舎外観。前面外壁上部にクラッ

クがある。教室内には雨漏りの形跡がある。 

 同左：狭小な建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 

 
NF06 GGPS Wahid Bux Khaskhaly：既存校舎外観。仮設の屋根

は一部穴が開き、崩壊寸前のため補強木材で支持されている。 

 同左：隣地の拡張スペース。狭小のため協力対象外とした。 

 

 

 
NF08 GGPS Ali Murad Chang：既存校舎外観。屋根スラブ先端

にクラックあり。床スラブ（外壁面）の一部で RC が爆裂。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 



 

 

 

 NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah：既存校舎外観。庇の一部で

RC が爆裂し鉄筋が露出している。 

 同左：狭小な建設用地。既存校のオープンスペースと隣地の拡

張スペースを利用。校舎の解体が必要となる。 

◼ 協力候補サイト状況 （Khairpur 県）   

 

 

 

 KH01 GGPS Noonari：広場の青空教室と既存校舎外観。床が凸

凹しており、壁の塗装剥がれがある。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースと隣地の拡張スペ

ースを利用。 

 

 

 
KH02 GGPS Dur Muhammad Jiskani：既存校舎外観。学生数の

正誤がとれないため、協力対象外とした。 

 同左：建設用地。 

 

 

 
KH04 GGPS Belharo Gambat：既存校舎外観。女子校整備後は

男子校として使われる予定。 

 同左：建設用地。隣地男子校スペースを利用。既存校舎は天井

のモルタルが剥離し鉄筋が露出して、危険な状態である。 



 

 

 

 

 
KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang：既存校舎外観。内外

壁ともに横方向のクラックが散見される。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。 

 

 

 
KH06 GGPS Fateh Ali Chandio：既存校舎外観。内外壁にクラッ

クが散見される。 

 同左：建設用地。別途拡張スペースを利用。前面道路から約-

0.5ｍのレベル差があり、盛土が必要である。 

 

 

 
KH07 GBPS Sher Muhammad Jiskani：既存校舎外観。内外壁と

庇にクラックが散見される。 

 同左：建設用地。既存のオープンスペースを利用。樹木は土地

所有者が建設前に移動させる予定。 

 

 

 
KH08 GGPS Lal Bux Kandharo：既存校舎外観。両側の妻側外

壁に屋根から床方向に大きなクラックがある。 

 同左：建設用地。既存校オープンスペースを利用。 



 

 

 

 

 
KH09 GGPS Sari：既存校舎外観。施設の状態は良い。  同左：建設用地。隣地の拡張スペースを利用。 

 

 

 
KH10 GGPS Nizamuddin lashari：既存校舎外観。外壁面上部に

横方向にクラックや雨漏りの痕跡が見られる。 

 同左：建設用地。既存校裏手の拡張スペースを利用。既存敷地

より-0.45ｍのレベル差がある。 

 

 

 
KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH)：広場の青空教室と既存

校外観。内外壁、天井には大きな亀裂、天井は一部モルタルが

剥がれ鉄筋が露出。 

 同左：狭小な建設用地。既存校の解体が必要となる。 

 

 

 
KH12 GGPS Manzoor Hussain Bhatti：既存校舎と仮設校舎の

外観。 

 同左：建設用地。既存校裏手の拡張スペースを利用。 



 

 

 

 

 
KH13 GBPS Mitho Khan：既存校舎外観。雨漏りの形跡が散見さ

れる。 

 同左：建設用地。隣地の斜面下拡張スペースを利用。別の拡張

スペース候補有り。 

 

 

 
KH14 GGELS Imdad Ali Shar：既存校舎外観。内壁に若干のク

ラックが見られる。 

 同左：建設用地。別途拡張スペースを利用。前面道路から約-

1.6ｍのレベル差があり、盛土が必要である。 

 

 

 KH15 GGPS Khambhara South：既存校舎外観。狭小な敷地。屋

根スラブ鉄筋下のモルタルが剥離している。 

 同左：天井が崩落し、鉄筋が露出した教室内部（建替えが必

要）。 

◼ 協力候補サイト状況 （Karachi Kemari & Malir 県）   

 

 

 KA02 GBPS PUB Malir：既存校舎外観。施設の状態は良いが、

雨漏りの痕跡がある。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースと拡張スペースを

利用。 



 

 

 

 KA03 GBPS Radho Jokhio：既存校舎外観。3 つの教室棟は屋

根、内外壁のクラックが散見され、構造上危険。 

 同左：建設用地。既存校のオープンスペースを利用。傾斜地の

拡張スペースも有り。 

◼ 類似施設（前案件）   

 

 

 GGPS Muhammad Sadiq Palh：校舎外観。2018 年に竣工。外構

には樹木が植えられている。 

 同左：廊下内部。内壁には張り紙や絵等で装飾が行われてい

る。 

 

 

 同上：教室内部。  同上：多目的室内部、PC はほとんど利用されていない。 

 

 

 同上：校長室内部。  同左：倉庫内部。スタッフ室としても使われている。 



 

◼ 類似施設（USAID 支援学校）   

 

 

 GGHS Kettle Colony School： 校舎外観。USAID 支援により

2021 年 10 月に竣工した。 

 同左：中庭から見た校舎外観。屋上に設置された太陽光パネル

48 枚ですべての電力を賄っている。 

 

 

 同上：Grade9 教室内部。片側に男子、もう片側に女子が分かれ

て着席している。 

 同上：就学前教育（ECE）の教室内部。開口部にはアルミ建具が

使われ、明るい室内空間となっている。 

 

 

 同上：コンピュータ室内部。PC16 台、サーバー室に PC1 台があ

る。Grade 6～8 の生徒を対象に、1 週間に 1 回、40 分間の授業

を行う。 

 同左：実験室内部。高校にアップグレードするために設置が義

務となっている。Grade 9～10 の生徒を対象に、物理、化学、生

物の理科 3 科目の授業を行う。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 教育セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

（1） 教育セクター改革 

「パ国」では、2010年の第 18次憲法改正法令に基づき、教育セクターの抜本的な改革が行

われた。その１つが、憲法改正で新たに追加された第 25（a）条が謳う「5 歳から 16 歳まで

のすべての子どもの教育の無償化と義務教育化」である 12。これで、この年齢層の子どもた

ちには無償で教育を受けられる権利が付与され、国家はそれを担保・実現する義務を負った。

さらに、2010 年の憲法改正以前は、連邦政府が管轄していた教育政策、教育計画、カリキュ

ラム、教育基準等の策定や教員・教育行政に携わる職員の人件費を含む予算の配分等の全権

が、各州政府に完全に委譲され、教育セクターの地方分権化が成立した 13。 

2010 年以前と以後を比べて、シンド州を含む各州政府はドナーの支援も得て、教育改革を

進めてきたが、成果としてあまり表れていないのが現状である。2,280万人を超える不就学児

童（Out of School Children: OOSC）数は世界の中で 2 番目に多く 14、「万人のための教育」や

「ミレニアム開発目標」で設定された目標の 1 つである「初等教育における完全普及」も未

だ達成されていない。就学率等の教育指標においては、詳細は後述するが、男女間、都市

部・農村部間、経済階層間の格差がなお大きく、特に、シンド州やバロチスタン州では農村

部の女子の初等教育から前期中等教育への進学時の中途退学が、農村部の男子や都市部の女

子と比べて著しく多いままである。こうした問題は州によって状況が異なることもあり、地

方分権化により州レベルで取り組むことが求められたが、予算不足や人員不足、職員の能力

不足等により、州独自の教育政策やカリキュラムの策定には至っていない 15。 

（2） 教育制度 

「パ国」の教育制度は大きく分けて 2つに分かれる。1つは学校における公教育制度で、も

う 1つは学校教育を受けられない子ども（OOSC）や受けられなかった成人を対象にしたノン

フォーマル教育（Non Formal Education: NFE）である。 

公教育制度 

「パ国」の公教育制度は、全国共通で、初等教育（5～9 歳、G1～5）、前期中等教育（10～
12 歳、G 6～8）、中期中等教育（13～14 歳、G 9～10）、後期中等教育（15～16 歳、G 11～12）
に分かれる（次表参照）。なお、憲法では 5 歳から 16 歳の 12 年間が義務教育課程と規定され

ている。また、義務教育課程ではないが、初等教育前の 1 年間の就学前教育（Kachi）やそれ

 
12 ADB. 2019. School Education in Pakistan: A Sector Assessment. Manila: ADB. 
13 ibid. 
14 UNICEF Pakistan: https://www.unicef.org/pakistan/education (2022 年 2 月 27 日) 
15 ADB. 2019. School Education in Pakistan: A Sector Assessment. Manila: ADB. 

https://www.unicef.org/pakistan/education%20(2022
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以前の幼児教育のサービスがほとんどの小学校や初等教育をカバーする一貫校で提供されて

いる。 

表 1-1 「パ国」における教育制度 

年齢 教育レベル 学年（G） 学校・一貫校のタイプ 
15～16 歳 後期中等教育 G11～12 Higher  

Secondary 
School (HSS) 

-  - 

13～14 歳 中期中等教育 G9～10 Secondary 
School (SS) 

High  
School (HS) 

10～12 歳 前期中等教育 G6～8 Middle 
School (MS) 

Elementary 
School 
(ELS) 5～9 歳 初等教育 G1～5  Primary 

School (PS) 
 - 

3～4 歳 就学前教育 Kachi 
出典：ADB. 2019. School Education in Pakistan: A Sector Assessment. Manila: ADB、「パキスタン教育統計 2017-
2018 年」、「パキスタン・イスラム共和国シンド州北部農村部女子前期中等教育強化計画準備調査報告書」

を基に調査団作成 

「パ国」における高等教育は、12 年間の義務教育を修了した後、大学（4 年間）や大学院

（2 年間の修士課程や博士課程）の高等教育機関で受けることができる。大学や大学院には

自然科学系や社会科学系の学部やプログラムがあり、各分野で学士号、修士号、博士号を取

得することができる。 

また、通常教育とは別に、「パ国」では職業・技術訓練プログラムも提供されている。前

期中等教育（G6～8）の修了後に職業訓練センター（Vocational Training Centers）に進むか、

あるいは中期中等教育（G9～10）修了後に職業訓練・技術教育機関（Vocational Training 
Institutes、Mono-technics、Polytechnics、Colleges of Technology 含む）に進んで、各種コース・

プログラムの修了証書や DAE（Diploma of Associate Engineers）を取得することもできる 16。 

NFE 制度 

「パ国」では、現在学校教育を受けていない OOSC や、学校教育を受けられなかった成人

を対象に NFE のサービスが提供されている。NFE には、成人を対象とした識字プログラムの

ほか、OOSC を対象とした学校教育相当のノンフォーマル基礎教育（Non Formal Basic 
Education: NFBE）プログラムが含まれる。NFBE について、特に初等教育を受け始める年齢

より遅れて勉強を始めた子どもたちが前期中等教育（G6～8）から公教育に入り直せるよう

に、NFBE のカリキュラムを学校教育のカリキュラムに合わせ（同等性の担保）、さらに学校

教育の期間（60～72 ヶ月）より短期間（30～36 ヶ月）でそれらのカリキュラムを終えられる

ように、速習式学習プログラムのモデルが開発され、実施が開始されている。2013-2014年に

NFBEを提供する施設は全国で 17,767カ所であったが、2017-2018年には 35,059カ所に倍増し

ている。しかし、NFBE で学ぶ子どもの数は公教育の就学者数の 2%に過ぎず、学校に全く行

ったことがない子どもや中途退学者の OOSC 対策にはまず公教育へのアクセス改善が必須と

いえる 17。 

 
16 JICA. 2020.パキスタン教育セクターに係る情報収集・確認調査ドラフト・ファイナル・レポート 
17 Pakistan Education Statistics 2017-2018. 
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（3） 学校の種類 

「パ国」の学校は、公立校、私立校、宗教学校（マドラサ）に分かれる。「パ国」では、

こうした学校の違いによって、カリキュラムや評価方法等の教育基準が異なり、統一されて

いないことから、教育の質が学校の種類によって異なる問題を抱えている。私立校は都市部

のエリート校のみならず、近年は農村部の低コスト校も増えてきている。低コスト校であっ

ても、私立校は有償である分、一般的に学校施設の整備や教員の出勤管理を含む学校運営が

適切に行われ、提供される教育の質が公立校より高いとされている。また、公立校の中には、

Education Foundation が学校運営を技術面および資金面で支援する学校、さらには官民連携

（Public Private Partnership: PPP）により州政府に代わって NGO 等が学校運営を行っている学

校も含まれ、数は限られるが無償であっても質の高い教育を提供している公立校もある。 

（4） 学校の種類別の学校数、就学者数、教員数 

「パ国」の教育機関の特徴は、その多くを小学校が占めていることで、それは公立校に限

られた特徴でもある。2017-2018 年の教育統計によれば、公立と私立を合わせた全教育機関

223,116校のうち、小学校が 61%を占め、以下中学校の 21%、Secondary Schoolの 14%、Higher 

Secondary Schoolの 3%、大学の 1%と続く。公立校のみで見ると、全体の 78%が小学校である

のに対し、私立校は全体の 43%のみが小学校で、中学校も 26%を占めた。また、学校のタイ

プ別・教育レベル別に見ると、「パ国」の全小学校 137,079校のうち公立校が 119,202校（87%）

で私立校が 17,877 校（13%）であった（下図参照）。しかし、全中学校 46,665 校に占める公

立校と私立校の数と割合は、私立校が 30,115 校（64.5%）、公立校が 16,550 校（35.5%）と逆

転し、その傾向は Secondary School と Higher Secondary School も同様であった（下図参照）。 

 
出典：Pakistan Education Statistics 2017/2018 

図 1-1 「パ国」の学校数（種別・レベル別）（2017-2018 年） 

次に、2017-2018年の教育統計を基に、就学者数と教員数を学校の種類、教育レベル、性別

で見る。まず、2017-2018年の初等教育（G1～5学年）の全就学者数は 18,663千人で、そのう

ち公立校（その他公立校を含む）に 65%、私立校に 35%が就学していた。同様に、前期中等

教育（G6～8）の全就学者数は 6,422 千人で、公立校と私立校の各就学者数の割合は 66%と

34%で、初等教育と変わらなかった。しかし、中期中等教育（G9～10）の全就学者数 3,348
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千人に占める公立校の就学者の割合は 70%、さらに後期中等教育（G11～12）の全就学者数

1,681千人に占める公立校の就学者の割合は 89%と、学校数では私立校の数が公立校を上回っ

ているが、公立校の就学者数が圧倒的に多い。 

就学者数に占める男女の割合を見ると、どの教育レベルも男子の割合が女子の割合を上回

っている。初等教育と前期中等教育では男子 56%に対し女子が 44%、中期中等教育では男子

57%に対し女子が 43%、後期中等教育では男子 54%に対し女子が 46%となっている。 

また、2017-2018 年の教員数は、就学前教育から高等教育で教えるすべての教員を含めて

1,664 千人であった。そのうち公立校（その他の公立校含む）の教員は 859 千人（52%）で、

私立校の教員は 805 千人（48%）であった。教育レベル別に見ると、初等教育の公立校の教

員と私立校の教員の割合は、76%対 24%、前期中等教育では 31%対 69%、中期中等教育では

44%対 56%、後期中等教育では 51%対 49%となっている。また公立校の教員（その他の公立

校の教員を除いた 800 千人）の男女比を教育レベル別に見ると、小学校では男性教員が 56%

で女性教員が 44%、中学校では男性教員が 47%で女性教員が 53%、High School では男性教員

が 57%で女性教員が 43%、Higher Secondary School では男性教員が 56%、女性教員が 44%で

あった。 

シンド州の学校数・就学者数・教員数 

シンド州では、公立学校は男女別学を基本としているが、都市部・農村部に関わらず、も

ともと男子校しかない場所では、女子校を建設するにも通勤可能な女性教員を配置すること

が難しく、男子校で女子の就学も認める形の共学校が多く存在する（下表参照）。女子校に

は女性教員、男子校には男性教員が配置され、共学校は配置されている教員のほとんどが男

性教員であることから、Karachi 地域を除いて教員も圧倒的に男性が多い（下表参照）。共学

や男性教員に対する保護者の抵抗は少なくなく、Karachi 地域以外の地域では女子の就学者数

が圧倒的に少なく、男子の半分以下の県もある（下表参照）。 

表 1-2 シンド州における学校数、就学者数、教員数（性別、地域別） 

地域 県 
学校数 就学者数 教員数 

男子 女子 共学 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 

Hyderabad 全 9 県計 2,251 1,599 9,569 13,419 702,432 426,372 1,128,804 21,147 8,802 29,949 

Karachi Malir 115 139 494 748 35,280 32,250 67,530 1,238 1,097 2,335 

  他 6 県計 556 428 1,309 2,293 178,733 220,801 399,534 5,131 11,551 16,682 

Larkana Larkana 195 198 893 1,286 141,904 106,204 248,108 3,505 1,622 5,127 

  他 4 県計 1,179 928 4,269 6,376 427,784 239,020 666,804 12,976 3,633 16,609 

Sukkur Sukkur 213 172 899 1,284 104,220 70,069 174,289 2,952 1,344 4,296 

  Khairpur 327 407 2,886 3,620 216,912 142,473 359,385 6,313 2,218 8,531 

  他 1 県 384 286 1,565 2,235 136,370 61,808 198,178 3,585 824 4,409 

Mirpurkhas 全 3 県計 1,655 1,333 6,445 9,433 350,100 165,066 515,166 9,743 2,714 12,457 

ABA@ 

NS*1 

Naushahro 

Feroze 
189 283 2,127 2,599 168,231 111,564 279,795 4,963 1,546 6,509 

  他 2 県計 570 647 4,936 6,153 346,664 192,788 539,452 9,123 3,060 12,183 

合計   7,634 6,420 35,392 49,446 2,808,630 1,768,415 4,577,045 80,676 38,411 119,087 

注）2022 年 6 月現在、Hyderabad は 2 つの地域に分かれている。 

*1 ABA@ NS: Shaheed Benazirabad Division at Shaheed Benazirabad (Nawabshah) 

出典：ASC 2020-2021 
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（5） 「パ国」およびシンド州における教育へのアクセスの現状 

OOSC 

前述のとおり、「パ国」の OOSC は 5～16 歳の学齢期の総人口（5,153 万人）の 44%にあた

る 2,280 万人を超え、世界で 2 番目に多いとされている。2,280 万人余の OOSC は、初等教育

に約 506 万人、前期中等教育に約 651 万人が集中し、どちらも女子が圧倒的に多い 18（下表

参照）。特に、初等教育（5～9 歳）では男子の OOSC が約 203 万人であるのに対し、女子は

約 303万人と 100万人多く、前期中等教育（10～12歳）では男女間の差は 23万人にとどまる

が、10～12 歳の女子の総人口の 55%にあたる約 337 万人が OOSC となっている（男子は 47%
の約 314 万人が OOSC となっている）19（下表参照）。こうした OOSC 数における男女間格差

は、COVID-19 による世帯収入の減少や長期間の学校閉校の影響でさらに拡大していると考

えられる。 

表 1-3 「パ国」の不就学児童数と人口比（教育レベル別・性別） 

学齢 性別 人口 就学者数 不就学児数 不就学児割合 
初等 

(5～9 歳) 
男子 11,599,850 9,570,557 2,029,293 17.5% 
女子 10,748,818 7,717,307 3,031,511 28.2% 
合計 22,348,668 17,287,864 5,060,804 22.6% 

前期中等 
(10～12 歳) 

男子 6,623,763 3,481,205 3,142,558 47.4% 
女子 6,119,475 2,747,863 3,371,612 55.1% 
合計 12,743,238 6,229,068 6,514,170 51.1% 

中・後期 
中等 

(13～16 歳) 

男子 8,527,788 3,016,434 5,511,354 64.6% 
女子 7,910,410 2,152,436 5,757,974 72.8% 
合計 16,438,198 5,168,870 11,269,328 68.6% 

合計 男子 26,751,401 16,068,196 10,683,205 30/0% 
女子 24,778,703 12,617,606 12,161,097 49.1% 
合計 51,530,104 28,685,802 22,844,302 44.3% 

出典：Pakistan Education Statistics 2016/2017 

また、2012/2013 年～2016/2017 年までの 5 年間の OOSC の数の推移を性別で見ると、女子

の OOSCは 2012/2013年の 1,375万人から 2016/2017年には 1,216万人に減少し、男子の OOSC
も 2012/2013 年の 1,220 万人から 2016/2017 年には 1,068 万人に減少している（次図参照）。上

述のとおり、COVID-19の影響により 2020/2021年の OOSCは再び増加していると思われる。

また、2022 年に発生した洪水の影響による OOSC の増加も懸念される。 

 

 
18 MoFEPT. 2019. Education Statistics 2016-2017. Islamabad: MoFEPT.  
19 ibid. 



 6 

 
出典：Pakistan Education Statistics 2016/2017 

図 1-2 「パ国」における不就学児童・生徒（5～16 歳）の推移（性別） 

シンド州における OOSC 

シンド州における OOSC の数は 640 万人～675 万人と推測されている。正確な数字を割り

出すことは難しいが、下表の 3 つの教育統計データがそれぞれシンド州における OOSC を推

測している。少しデータが古いが、PSLM によれば初等教育において 2007-2008 年に 187 万

人（39.9%）だった OOSC が 2013-2014 年に 257 万人（42.1%）に増加している。同様に、前

期中等教育で 2007-2008 年に 77 万人（36.9%）だった OOSC は 2013-2014 年に 113 万人

（39.2%）に増加している。COVID-19 の影響により、2020 年 4 月以降はさらに増加している

ことが予想される。 

表 1-4 シンド州における学齢期の子どもの OOSC の人数 
単位：百万人  

教育レベル 教育統計データ 
PSLM 2013-2014 Alif Ailaan 2018 PES 2016-2017 

初等（G1～5） 2.6 1.87 1.65 
前期中等（G6～8） 1.13 4.8 1.94 
中期中等（G9～10） 0.97 1.35 
後期中等（G11～12） 2.05 1.47 
合計人数 6.75 6.67 6.41 
注）Alif Ailaan 2018 のデータは、中等教育の各レベルの内訳は示されていない。 

出典：PSLM 2013-2014、Alif Ailaan 2018、パキスタン教育統計 2016-2017（Situation Analysis of the Education 
Sector in Sindh で引用） 

シンド州の OOSC の特徴として、まず女子の OOSC の割合（48.9%）が男子のそれ（29.5%）

より非常に高く、男女間格差が大きい（19.4 ポイント差）20。また、シンド州の OOSC は途

中退学した子どもより、一度も学校に行ったことがない子どもの割合が多く、OOSC 全体の

54%を占める 21。男子の OOSC と比べ、一度も学校に行ったことがない女子の OOSC に占め

る割合（63%）は高い 22。前期中等教育（6～8 学年）に一度も就学したことがない男子の

 
20 SELD. Situation Analysis of the Education Sector in Sindh. Karachi: SELD. 
21 ibid. 
22 ibid. 
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OOSC が 72%であるのに対し、女子の OOSC は 80%と高い 23。性別に加えて、貧困や居住場

所も OOSC の要因となっており、OOSC の 50.1%は最貧困家庭の子どもであり、初等教育の

OOSC の 52.9%は農村部の子どもである 24。 

就学率 

世界銀行によれば、「パ国」の 2019 年の初等教育の総就学率は、男子は 101.3%と高いが、

純就学率は未だに低い 25。しかし、女子の初等教育の総就学率は 89.2%と男女間の格差は大

きく、全体の完全普及までにはまだ時間がかかりそうである 26。また、州別の初等教育の総

就学率は、2018 年時点で、パンジャブ州を除いて、初等教育の完全普及は達成されていない。

シンド州を含む 3州では、初等教育における女子の総就学率が 100%を超えておらず、男女間

の格差が非常に大きい（下表参照）。シンド州の初等教育の総就学率は男子が 96%であるの

に対し、女子は 75%と 21 ポイントもの格差がある（下表参照）。 

表 1-5 「パ国」の初等教育の総就学率（州別、性別）（2016-2017 年） 

 男子 女子 全体 
シンド州 96% 75% 86% 

パンジャブ州 106% 102% 104% 
KP 州 125% 94% 110% 

バロチスタン州 70% 43% 58% 
パキスタン 104% 90% 97% 

出典：Pakistan Education Statistics 2016-2017.  

世界銀行によれば、2019 年の中等教育における総就学率は、全体で 44.9%（女子が 41.6%、

男子が 47.9%）である 27。データが少し古いが、州別の前期中等教育および中期・後期中等

教育における総就学率の推移は次表のとおりである。シンド州の 2014-2015 年時の前期中等

教育の総就学率は 55%、同じ年の中期・後期中等教育の総就学率は 51%と、いずれも「パ国」

の平均（62%と 58%）を大きく下回っている。 

表 1-6 「パ国」の前期および中期・後期中等教育おける総就学率の推移（州別） 

（2004-2005 年、2008-2009 年、2014-2015 年） 

 前期中等教育 中期・後期中等教育 
2004-05 2008-09 2014-15 2004-05 2008-09 2014-15 

シンド州 52% 59% 55% 43% 47% 51% 
パンジャブ州 55% 63% 64% 43% 56% 63% 

KP 州 53% 62% 71% 42% 50% 55% 
バロチスタン州 39% 45% 48% 32% 31% 39% 
パキスタン 53% 61% 62% 43% 52% 58% 

出典：PSLM 2004-2005, 2008-2009, 2014-2015,cited in ADB. 2019. School Education in Pakistan: A Sector 
Assessment. . 

 
23 SELD. Situation Analysis of the Education Sector in Sindh. Karachi: SELD 
24 ibid. 
25 https://data.worldbank.org/indicator/SE.PRM.ENRR.MA?locations=PK 
26 https://data.worldbank.org/indicator/SE.PRM.ENRR.FE?locations=PK 
27 https://data.worldbank.org/indicator/SE.SEC.ENRR?locations=PK 
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就学率における男女間、都市部・農村部間、経済階層間の格差 

初等教育および中等教育の総就学率におけるジェンダー格差は、男子の総就学率を 1 とし

た時の女子の総就学率の割合（GPI）により示すことができる。シンド州の初等教育および

中等教育のGPIは、どちらも0.79と、「パ国」の全国平均の0.87と0.81よりも下回っており、

男女間格差が大きいことがわかる（下図参照）。一方、イスラマバード首都圏のGPIは初等教

育と中等教育のどちらも女子の総就学率が男子のそれを上回り 1 を超えており、パンジャブ

州もどちらの GPI も 0.96 とほぼ男女平等を達成している（下図参照）。 

 

出典：Pakistan Education Statistics 2016-2017. 

図 1-3 「パ国」の初等教育および中等教育の総就学率におけるジェンダー・ギャップ指数 

（州別）（2016-2017 年） 

初等教育の総就学率は、性別だけでなく、州、立地（都市部/農村部）、また家庭の経済状

況によっても影響される。下表が示すとおり、シンド州は、バロチスタン州に次いで、特に

農村部の最貧困世帯の女子の総就学率が 35%と、男子の 55%や「パ国」農村部女子の平均の

49%と比べても著しく低い（次表参照）。 

表 1-7 「パ国」の経済階層別の初等教育における総就学率 

（州別、性別、立地別）（2014-2015 年） 

州/ 経済階層 都市部 農村部 

男子 女子 男子 女子 

シンド州 99% 90% 69% 47% 

第 1 分位(最貧困) 59% 46% 55% 35% 

第 2 分位  91% 70% 75% 47% 

第 3 分位 86% 110% 84% 68% 

第 4 分位  115% 109% 95% 87% 

第 5分位（最富裕） 121% 117% 93% 119% 

パンジャブ州 117% 113% 106% 90% 

第 1 分位(最貧困) 89% 91% 81% 60% 

第 2 分位  120% 115% 106% 99% 

第 3 分位 119% 113% 119% 103% 

第 4 分位  128% 122% 134% 118% 

第 5分位（最富裕） 119% 119% 127% 119% 
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KP 州 111% 98% 99% 75% 

第 1 分位(最貧困) 86% 65% 86% 48% 

第 2 分位  113% 94% 100% 70% 

第 3 分位 114% 97% 98% 88% 

第 4 分位  98% 108% 106% 89% 

第 5分位（最富裕） 132% 116% 115% 105% 

バロチスンタン州 88% 78% 69% 36% 

第 1 分位(最貧困) 79% 31% 59% 24% 

第 2 分位  103% 74% 69% 38% 

第 3 分位 77% 84% 79% 38% 

第 4 分位  90% 116% 87% 74% 

第 5分位（最富裕） 95% 127% 114% 66% 

パキスタン 108% 102% 93% 74% 

第 1 分位(最貧困) 79% 68% 71% 49% 

第 2 分位  106% 93% 93% 74% 

第 3 分位 101% 109% 106% 87% 

第 4 分位  119% 113% 122% 104% 

第 5分位（最富裕） 120% 118% 117% 113% 

出典：PSLM 2013/2014. 

シンド州における出席率 

シンド州では、他州と同様に学年の始まりに登録された児童・生徒の就学者（登録者）数

に比べ、実際に学校に登校・出席している児童・生徒数は時期によってもかなり減ることが

ある。特に農村部では、酷暑や冬の時期、また農繁期に欠席者が増える傾向にある。シンド

州の 2018 年の 8 月～10 月の欠席率は 8 月が 46%で 10 月が 60%となっている（下表参照）。 

表 1-8 県別の欠席率（2018 年 8 月～10 月） 

県 2018 年 8 月～10 月の欠席率 

8 月 9 月 10 月 

Karachi, Malir 50% 52% 77% 

Khairpur 51% 85% 85% 

Larkana 49% 43% 52% 

Naushero Feroze 39% 43% 48% 

Sukkur 30% 48% 46% 

シンド州 46% 50% 60% 

注）シンド州には 2018 年当時 29 県あり（現在は 30 県）、本プロジェクトの対象 5 県のみを抜粋、教育レベ

ルは不明。 

出典：SELD. Situation Analysis of the Education Sector in Sindh. Karachi: SELD. 

（6） 「パ国」およびシンド州における教育の質の現状 

残存率（定着率） 

最新の「パ国」教育統計（2017-2018）によれば、「パ国」におけるG1~5までの残存率は、

男子が 67%であるのに対し女子は 59%と 8 ポイントの格差がある（下表参照）。シンド州で

は、男子の残存率（71%）はイスラマバード以外の 3 州の男子の残存率を上回っているもの
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の、女子は 2 番目に低い KP 州の 51%よりも 11 ポイント低い 40%で一番低い残存率となって

いる（下表参照）。G1~8 までの残存率を見ても、シンド州では男子の 48%に対し、女子は半

分の 24%しかなく、他州の女子の残存率とも格差が大きい（下表参照）。G1~10までの残存率

では、シンド州の男子はそれほど下がらず 45%であるのに対し、女子はさらに 19%まで下が

り、他州の中でも一番低い数字となっている（下表参照）。 

表 1-9 残存率（レベル別、性別、州別） 

州/首都 G1～5 G1～8 G1～10 
男子 女子 男子 女子 男子 女子 

シンド州 71% 40% 48% 24% 45% 19% 
パンジャブ州 66% 68% 48% 53% 39% 43% 
KP 州 66% 51% 44% 36% 31% 26% 
バロチスタン州 62% 56% 52% 46% 55% 46% 
イスラマバード 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
パキスタン 67% 59% 48% 43% 39% 34% 
注）AJK、FATA、GB のデータを省略 
出典：：Pakistan Education Statistics 2017-2018 

シンド州における中退率 

「パ国」教育統計（2017-2018）によれば、シンド州の初等教育における純就学率（Net 
Enrollment Rate: NER）は 69%であるのに対し、前期中等教育における NERは 34%となってい

る。35 ポイントもの子どもが小学校で中途退学したか、中学校への進学時に進学しなかった

といえる。小学校での中途退学は、年によりばらつきがあるが、2015-2016 年では G1～2 へ

の進級時が最も高く、男子 18.5%、女子 25%となっている 28。2015-2016 年の中途退学率は、

G4～5 への進級時が最も高く、男子 20.9%、女子 25.2%となっている 29。 

表 1-10 シンド州の公立小学校における中途退学率（性別、学年別）（2013-2016 年） 

単位：% 

年度 G1～2 G2～3 G3～4 G4～5 
男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 

2013-14 18.8 22.0 20.0 14.5 14.0 14.3 14.2 14.1 14.2 14.3 14.0 14.2 
2014-15 12.3 14.0 13.0 11.5 10.3 11.1 11.7 10.9 11.4 20.9 25.2 22.7 
2015-16 18.5 25.0 20.9 15.4 16.0 15.6 12.1 13.5 12.7 13.2 14.7 13.5 

出典：SEMIS 2014-15 to 2016-17（SELD の Situational Analysis of the Education Sector in Sindh で引用） 

進学率 

最新の「パ国」教育統計（2017-2018 年）によれば、「パ国」全体の小学校から中学校への

進学率は男女ともに 82%である（下表参照）。しかし、州別に見ると、シンド州では男子が

73%であるのに対し、女子は 6 ポイント少ない 67%となり全国で一番低く、全国平均を下回

っている（下表参照）。また、中学校から高校への進学率も、シンド州では男子が 100%であ

るのに対し、女子は 93%と格差がある（下表参照）。一方、中学校から高校への進学率は、

 
28 SEMIS 2016-2017（SELD の Situational Analysis of the Education Sector in Sindh で引用） 
29 ibid. 
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男女ともに全国平均を超えている（下表参照）。 

表 1-11 小学校から中学校および中学校から高校への進学率（性別、州別） 

州・首都 小学校から中学校 中学校から高校 

男子 女子 男子 女子 

シンド州 73% 67% 100% 93% 

パンジャブ州 85% 87% 97% 90% 

KP 州 85% 84% 85% 83% 

バロチスタン州 85% 85% 100% 94% 

イスラマバード 98% 100% 100% 100% 

パキスタン 82% 82% 96% 90% 

出典：：Pakistan Education Statistics 2017-2018 

注）AJK、FATA、GB のデータを省略 

学習到達度 

「パ国」では、特に農村部の子どもたちの学習到達度が低いとされる。しかし、2019 年の

教育現状報告書（Annual Status of Education Report: ASER）によれば、全国レベル（農村部）

の G5 の母国語（ウルドゥー語/シンディー語/パシュトゥン語）での物語の読解力、英語の読

解力（文章）、算数（2 桁の割り算）のテスト結果は、2014 年時と比べ確実に正解率が伸びて

いる（下表参照）。 

表 1-12 G5 の学習到達度の変化（2014-2019 年） 

テスト科目 正解率 

2014 年 2019 年 

物語の読解力 46.4% 59.1% 

英語の読解力 42.3% 55.4% 

算数（2 桁の割り算） 40.4% 56.9% 

出典：Annual Status of Education Report: ASER-Pakistan 2019 

同様に、G3、G5、G8 の母国語での読解力のレベルを見てみると、G8 でも文字すら読めな

い生徒が 3.1%もおり、物語を読めない生徒は 13.8%いる（下表参照）。 

表 1-13 学年別（G3、G5、G8）児童・生徒の読解力レベル 

学年 読解力のレベル 合計 

全く読めない 文字のみ 単語 文 物語 

G3 10.4% 8.9% 35.5% 27.0% 18.3% 100% 

G5 9.4% 3.4% 9.3% 18.8% 59.1% 100% 

G8 3.1% 1.3% 2.8% 6.6% 86.2% 100% 

出典：Annual Status of Education Report: ASER-Pakistan 2019 

シンド州における G5 と G8 の標準達成度テスト（Standardized Achievement Test: SAT）の正

解率の推移（2013-14～2016-17年）は、下表の示すとおりである。G5の国語と算数、またG8

の理科は年々向上している。 
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表 1-14 シンド州の G5 と G8 の SAT 正解率の推移（2013-14～2016-17 年） 

学年 科目 2013-14 2014-15 2015-16 2016-17 
G5 国語 29.50% 32.81% 32.32% 32.80% 

算数 17.09% 18.22% 23.61% 25.41% 
理科 17.74% 15.26% 23.18% 21.45% 

G8 国語 37.01% 40.48% 37.58% 39.85% 
数学 13.73% 17.62% 22.37% 20.93% 
理科 17.07% 17.17% 24.87% 25.89% 
全体 22.60% 25.09% 28.27% 28.89% 

出典：Sukkur-IBA, 2013, 2014, 2015, 2016（SELD の Situation Analysis of the Education Sector in Sindh で引用） 

学習到達度は、都市部・農村部の格差に加え、性別でも格差がある。例えば、母国語（ウ

ルドゥー語/シンディー語/パシュトゥン語）で少なくとも文章が読める児童・生徒（5～16 歳）

は、男子が 46%に対して、女子は 38%と 8 ポイントの差があった 30。同様に、英語でも、少

なくとも英単語が読める児童・生徒は、男子が 48%に対し、女子は 39%と 8 ポイント差であ

った 31。さらに、少なくとも引き算ができる男子は 43%、女子は 36%であった 32。学習到達

度における男女間格差があるのは、特に農村部では、女子は家庭での手伝いなどで、男子と

比べ復習・予習をする時間が限られることが考えられる。また、共学校の女子児童・生徒は、

男性教員に対して、分からないところを質問できないという事情も考えられる。 

（7） ジェンダーおよび地域間格差の要因・制約条件 

シンド州の農村部における女子の就学の制約条件は、貧困、ジェンダー、学校施設・設備

の問題、親の教育に対する意識・関心の問題に集約できる。まず、貧困世帯では、親は生活

に追われ、子どもの教育に関心がない場合が多い。さらに、機会費用の観点から、初等教育

の段階から男子、女子ともに就学が制約される。男子は、小学校の高学年になれば外で働い

て賃金を稼ぐことができることから、親が子どもに労働をさせる場合がある。女子も、家庭

内で母親の家事の手伝いや幼い弟妹の世話を強いられ、学校に行かせてもらえない場合があ

る。こうした傾向は、COVID-19 の影響で収入が減った貧困世帯でますます顕著になってい

ると思われる。 

次に、ジェンダーによる制約は、前期中等教育以降に大きくなる。多くの親が、娘につい

ては教育よりもジェンダー規範やパルダ 33を優先する傾向にある。初潮を迎えた女子は特に

女性の身体へと成長しつつあることから、親は娘を男性の目にさらしたくないとの理由から、

村外にある学校には通わせなかったり、男性教員から教わる共学校には通わせなかったりす

る。また、シンド州では、早期婚は法律で禁じられているものの、慣習として続いており、

地域によっては早期婚が前期中等教育に進学せず、中退する理由の 1 つとなっている。早い

場合は小学校高学年で親が結婚を決めて、小学校を児童婚のために中退する場合もある。子

ども婚や早期婚は、貧困家庭が口減らしのために行うことも多いが、性別役割分担の観点か

ら女性は結婚したら家事と子育てをするだけなので、教育は必要ないとする親の考え方によ

 
30 Annual Status of Education Report: ASER-Pakistan 2019. 
31 ibid. 
32 ibid. 
33 南アジアを中心とした地域で行われている、女性を社会から隔離する風習や制度である。 
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るところも大きい。 

最後に、女子の就学は、学校が自宅近くにある初等教育に比べ、学校が近くにない前期中

等教育レベル以降により制約される。特に農村部は中学校以降の学校の数が非常に限られ、

自宅から通学できる距離にない場合が多い。農村部での交通手段は限られる。家族がバイク

を持っている場合は学校への送迎をしてもらえるが、なければ、リキシャーを友人と一緒に

借り上げなければならない場合が多い。その場合、経済的に余裕のない家庭では金銭的な制

約が発生し、通学を断念せざるを得なくなる。男子の場合は、交通費が捻出できなくても徒

歩通学ができるが、女子の場合は親の考え方次第となる。教育を優先する親であれば、兄弟

や女子の友人たちとグループになって徒歩通学することになる。 

（8） インクルーシブ教育 34の現状 

「パ国」では、性別や居住場所に加え、障がいによって学校教育を受ける機会を奪われて

いる子どもが少なくない。身体に障がい（特に下肢に障がい・脊椎に損傷）がある場合、都

市部やユニオンカウンシル・レベルに設置されている特別支援学校を除く多くの学校がバリ

アフリーの作りではないため、アクセスや移動の困難さがある。また、目や耳が不自由な子

どもたちのために点字、手話、読唇術を取り入れた授業も特別支援学校に限られている。 

シンド州では、障がいの定義や障がいの種類の分類方法が正式に定められておらず、その

ため障がい者の総数や障がいの種類別の内訳等のデータも取られていないのが現状である。

2011 年の「World Report on Disability 2011」によれば、「パ国」の障がいのある人々の割合は

13.4%とされている。また、2018 年の ASER では、「Washington Group’s Child Functioning 
Module」を使って、パンジャブ州およびシンド州の 5 県の 5～16 歳のサンプルデータを基に

15.2%と算出した。一方、ASERでは、2014年の世帯別調査においてパイロット的に障がいの

ある子どもの就学調査を行って以来、2019 年まで継続調査がなされてきた。2019 年の ASER
によれば、調査対象の学校の 22.2%が障がいのある子どもが通学していると回答した。最も

高かった障がいの種類は身体障がい（41.4%）で、行動障がい（12.1%）が続いた。下表は、

障がいのある子どもが通う学校の割合、就学者数に占める障がいのある子どもの割合を州別

に示している。シンド州は、他州と比べ、障がいのある子どもを受け入れている学校の割合、

就学者数に占める障がいのある子どもの割合、ともに少ない（次表参照）。 

表 1-15 障がいのある子どもが通う学校の割合・就学者数に占める障がいのある子どもの割合 

州 障がいのある子どもが通っている
学校の割合 

就学者数に占める障がいのある 
子どもの割合 

シンド州 10.5% 0.11% 
パンジャブ州 20.8% 0.24% 
KP 州 30.6% 0.53% 
バロチスタン州 11.5% 0.28% 
出典：Annual Status of Education Report: ASER Pakistan 2019 

 
34 インクルーシブ教育は、多様な学習者のニーズに応え、対処するプロセスである。教育を受ける機会、学ぶ機会から排除

される子どもたちをできるだけ減らし、学習者の数を増やすことを目的としている。持続可能な開発目標（Sustainable 
Development Goals: SDGs）のゴール 4（教育）においても、ターゲット 4.5 には「教育における差別をなくす」ことが掲げら

れ、その手法として 4A「インクルーシブで安全な学校をつくる」が示されている。 
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シンド州の農村部における障がいのある子どもの就学者数（公立校・私立校）は下表の示

すとおりである。また、就学している障がいのある子どもの障がいの種類は、「目の障がい」

「耳の障がい」「身体障がい」「知的障がい」「行動障がい」「複数の障がい」等に分類されて

いる（下表参照）。 

表 1-16 シンド州で障がいのある子どもが就学している学校の割合（%）・ 

障がい児の就学者数（人）（公立校・私立校別） 

 公立校 私立校 全体 

男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 

障がい児の 

割合% 

0.07 0.04 0.1 0.08 0.07 0.15 0.07 0.04 0.11 

障がい児
童・生徒数 

83 45 128 7 6 13 90 51 141 

出典：Annual Status of Education Report: ASER-Pakistan 2019 

障がいのある子どもの就学は、さらに性別によって格差が生じている。「パ国」では、障

がいのない子どもであっても、女子は移動の自由が制限されている。障がいがあれば、なお

さら移動は厳しく、学校へのアクセスが制限される。次表は、州別の障がいがある子どもの

中で就学している児童・生徒の総数に占める男女の割合である。すべての州において、男子

の方が多数を占めている。 

表 1-17 障がい児の総就学者数に占める男女の割合（州別） 

州 女子の割合 男子の割合 

シンド州 36.2% 63.8% 

パンジャブ州 47.9% 52.1% 

KP 州 21.6% 78.4% 

バロチスタン州 29.2% 70.8% 

出典：Annual Status of Education Report: ASER Pakistan 2019 

（9） 学校施設・設備の整備状況 

学校の教室数 

「パ国」では、教室が 1 つもなく「青空教室」で授業を行っている学校、または教室が 1

つしかないという学校が多く存在する（次表参照）。これは、小学校だけでなく、前期中等

学校や中期中等学校にも共通する問題で、特にシンド州は深刻な状況にある。例えば、シン

ド州では、合計 38,155 の小学校のうち、4,808 校（12.6%）に教室が全くなく、14,735 校

（38.6%）には教室が 1 つしかない。さらに、合計 2,281 の中学校のうち 100 校（4.4%）に教

室が全くなく、223 校（9.8%）には教室が 1 つしかない。 
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表 1-18 「パ国」における教室数別の学校数（州別、教育レベル別）（2017-2018 年） 

州 教育 

レベル 

教室の数 未報告の
学校数 

合計学校
数 0 1 2 3 4 以上 

シンド州 小学校 4,808 14,735 12,958 1,817 3,837 - 38,155 

前期中等 100 223 273 531 1,154 - 2,281 

中期中等 - 3 13 32 1,977 - 2,025 

合計 4,908 14,961 13,244 2,380 6,968 - 42,461 

パンジャ
ブ州 

小学校 699 2,246 15,988 6,049 11,751 - 36,733 

前期中等 24 23 121 154 7,957 - 8,279 

中期中等 10 5 29 34 7,304 - 7,382 

合計 733 2,274 16,138 6,237 27,012 - 52,394 

KP 州 小学校 1,077 787 7,620 4,248 8,238 - 21,970 

前期中等 74 33 59 1,909 598 - 2,673 

中期中等 14 3 11 59 2,783 - 2,870 

合計 1,165 823 7,690 6,216 11,619 - 27,513 

バロチス
タン州 

小学校 1,056 3,230 4,822 678 999 921 11,706 

前期中等 26 68 246 104 964 10 1,418 

中期中等 8 4 21 21 1,070 2 1,126 

合計 1,090 3,302 5,089 803 3,033 933 14,250 

出典：Pakistan Education Statistics 2017-2018. 

設備の整備状況 

学校の設備の整備状況は、女子の就学に少なからず影響を与える。特に、外から児童や教

員の様子が見えないようにする外壁やトイレの整備は不可欠とされる。シンド州の中学校で

は、トイレが整備されていない学校が 2,281 校中 477 校もあり、外壁のない学校も全 2,281 校

中 395 校もある（次表参照）。 

表 1-19 「パ国」の公立小・中学校の学校設備の整備状況（州別） 

課題 状況 

パキスタン パンジャブ州 シンド州 バロチスタン州 KP 州 

初等 
前期 

中等 
初等 

前期 

中等 
初等 

前期 

中等 
初等 

前期 

中等 
初等 

前期 

中等 

校舎 

有り 108,745 16,069 36,671 8,278 33,347 2,181 9,686 1,384 21,187 2,646 

無し 8,976 311 62 1 4,808 100 1,913 33 783 27 

無回答 866 149 0 0 0 0 107 1 0 0 

電気 

有り 71,383 12,912 35,367 8,197 16,028 1,394 1,709 450 15,327 2,009 

無し 45,653 3,474 1,366 82 22,127 887 9,889 967 6,388 615 

無回答 1,551 143 0 0 0 0 108 1 255 49 

飲料水 

有り 79,691 13,488 36,557 8,271 20,919 1,600 1,408 375 17,234 2,216 

無し 37,302 2,873 176 8 17,236 681 10,181 1,042 4,476 411 

無回答 1,594 168 0 0 0 0 117 1 260 46 

トイレ 

有り 86,073 14,647 36,585 8,275 23,250 1,804 2,726 891 19,617 2,522 

無し 30,095 1,674 148 4 14,905 477 8,059 517 2,093 103 

無回答 2,419 208 0 0 0 0 921 10 260 48 

外壁 

有り 87,220 14,707 36,001 8,226 22,559 1,886 4,237 1,006 19,635 2,507 

無し 29,682 1,602 732 53 15,596 395 7,362 411 2,035 114 

無回答 1,685 220 0 0 0 0 107 1 300 52 
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校舎の 

状態 

良好 50,958 9,204 24,450 5,740 12,484 904 1,653 252 12,060 2,194 

要修繕 39,115 4,575 11,003 2,265 14,678 940 5,342 843 7,474 311 

危険 10,869 970 1,086 263 6,185 337 2,171 268 1,421 101 

校舎無 8,976 311 62 1 4,808 100 1,913 33 783 27 

無回答 8,670 1,469 132 10 0 0 627 22 232 40 

合計 118,588 16,529 36,733 8,279 38,155 2,281 11,706 1,418 21,970 2,673 

出典：Pakistan Education Statistics 2017-18. 

（10） 教員 

教員数 

下表は、「パ国」における州別・教育レベル別、立地別（都市部・農村部）、性別の教員数

を示している。「パ国」全体の公立小学校には、約 363 千人の教員が配置され、そのうち女性

教員が約 158 千人、男性教員が約 205 千人と男性教員の方が多い。一方、公立中学校に配置

されている教員は女性教員が約 73 千人で男性教員が 66 千人と女性教員の方が多い。シンド

州の農村部については、公立小学校も中学校も、男性教員（68,759 人、8,261 人）が女性教員

（22,342 人、4,339 人）より圧倒的に多いが、都市部の公立小学校は男性教員の方が多いもの

の、格差はそれほど大きくなく、公立中学校は女性教員の方が多くなっている（次表参照）。 

表 1-20 「パ国」の公立校の教員数（州別、教育レベル別、立地別、性別）2017-2018 年 

州・地域 
教育 

段階 

都市部 農村部 合計 

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 

シンド州 
初等 13,402 10,720 24,122 55,357 11,622 66,979 68,759 22,342 91,101 

前期中等 1,997 2,168 4,165 6,264 2,171 8,435 8,261 4,339 12,600 

パンジャ
ブ州 

初等 7,794 15,148 22,942 56,799 76,726 133,525 64,593 91,874 156,467 

前期中等 5,744 11,125 16,869 29,408 42,856 72,264 35,152 53,981 89,133 

KP 州 
初等 4,482 4,438 8,920 44,049 23,501 67,550 48,531 27,939 76,470 

前期中等 915 851 1,766 8,521 5,379 13,900 9,436 6,230 15,666 

バロチス
タン州 

初等 2,337 1,420 3,757 8,370 3,337 11,707 10,707 4,757 15,464 

前期中等 1,713 1,520 3,233 4,720 2,583 7,303 6,433 4,103 10,536 

ICT 州 
初等 42 1,272 1,314 570 593 1,163 612 1,865 2,477 

前期中等 13 241 254 199 293 492 212 534 746 

パキスタ
ン 

初等 28,333 33,694 62,027 177,188 124,591 301,779 205,521 158,285 363,806 

前期中等 10,666 16,437 27,103 55,590 57,129 112,719 66,256 73,566 139,822 

出典：Pakistan Education Statistics 2017-18. 

1 人教員学校および複式学級 

「パ国」では、特に農村部や遠隔地にある学校は就学者数が少なく、また教員のなり手も

限られることから、学校に教員が 1人しか配置されていない学校が、国内の 118,587校の公立

小学校のうち 27,203校（23%）もある（下表参照）。そのほとんど（25,880校）が農村部に集

中している。また、44%にあたる 52,212校が 2人以下の教員配置となっている。1人しか配置

されていない小学校では、1人の教員が就学前の児童から小学校 5学年の児童を教えることに

なり、児童一人一人への目配りができないのはもちろん、教科ごとにカリキュラムに沿った



 17 

授業を行って、教育の質を担保することは到底できないと思われる。それは 2 人で 6 学年を

分担する場合も同様で、3 学年と 3 学年の複式学級となり、特に高学年（G3～5）のクラスで

は、教科ごとの教育の質の担保は困難と思われる。 

表 1-21 校内教員数別公立小学校数（立地別、男子・女子校別） 

教員数 
都市部 農村部 合計 

男子校 女子校 合計 男子校 女子校 合計 男子校 女子校 合計 

1 968 355 1,323 19,491 6,389 25,880 20,459 6,744 27,203 

2 878 492 1,370 14,871 8,768 23,639 15,749 9,260 25,009 

3 653 389 1,042 9,257 5,713 14,970 9,910 6,102 16,012 

4 745 613 1,358 9,757 8,158 17,915 10,502 8,771 19,273 

5 560 488 1,048 4,614 3,500 8,114 5,174 3,988 9,162 

>5 2,171 1,834 4,005 5,871 3,869 9,740 8,042 5,703 13,745 

無回答 460 259 719 5,301 2,163 7,464 5,761 2,422 8,183 

合計 6,435 4,430 10,865 69,162 38,560 107,722 75,597 42,990 118,587 

出典：Pakistan Education Statistics 2017-2018. 

教員の資格 

シンド州の公立小学校（G 1～5）、中学校（G 6～8）、高校（G 9～10）の教員について、学

歴・資格別に見てみると、「初等教育教員資格」しか持たない教員が中学校でも教えている。

（次表参照）。同様に、小学校と前期中等学校で教えることができる「教員資格」しか持た

ない教員が中学校や高校でも教えていることが分かる（次表参照）。 さらに問題なのは、訓

練をまったく受けていない教員が、すべてのレベルに一定数含まれていることである。これ

らの観点から、シンド州では、特に今後さらに教育の質の改善に取り組んでいく上で、能力

に基づく教員の採用が必須といえる。 

表 1-22 シンド州の教員の資格（教育レベル別、性別）2016-2017 年度 

レベル 学歴・資格 シンド州 

男性 女性 合計 

小学校 小学校教員資格 29,187 8,884 38,071 

小中教員資格 2,384 1,395 3,779 

教育学士 21,298 7,009 28,307 

教育修士 6,405 2,910 9,315 

訓練 6,240 2,369 8,609 

未訓練 2,181 830 3,011 

不明 - - - 

合計 67,695 23,397 91,092 

前期中等学校 小学校教員資格 1,415 1,128 2,543 

小中教員資格 486 445 931 

教育学士 2,721 1,686 4,407 

教育修士 1,786 1,103 2,889 

訓練 1,414 621 2,035 

未訓練 294 136 430 

不明 - - - 

合計 8,116 5,119 13,235 
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中期中等学校 小学校教員資格 2,474 2,241 4,715 
小中教員資格 2,257 1,443 3,700 

教育学士 6,484 6,103 12,587 
教育修士 6,571 3,925 10,496 
訓練 2,750 1,190 3,940 
未訓練 330 311 641 
不明 - - - 
合計 20,866 15,213 36,079 

出典：Pakistan Education Statistics 2016-2017. 

教員養成・採用 

シンド州の教員になるために必要な資格には、2種類ある。まず、教育学士号（B.Ed.）、教

育修士号（M.Ed.）、12 年間の義務教育修了後の 2 年間のコース、あるいは 4 年間のコースを

受けて教育学準学士（Associate Degree in Education: ADE）を取得している者とされている。

もう 1 つは、高校レベルで採用される専門科目の教員になるためには、関係分野の学士号を

持っている者とされる。「パ国」の大学には、教職課程はなく、科目の専門知識は持ってい

ても、教育者になるための専門的な知識がないまま、採用試験に合格して科目教員になって

しまうケースが多い。採用された新人教員は、採用後配置前に 3 週間程度の教員養成研修を

受けただけで、即現場で教え始める。 

シンド州では 2017 年度に教員およびそれ以外の職員の採用試験が実施されて以来 2021 年

度まで採用試験は行われてこなかった。これは、教員の採用を巡って政治家や地域の権力者

によるコネ採用の要請が後を絶たず、また不採用の決定をめぐって SELD を相手取った裁判

が発生していること等から、SELD が消極的になっていることも否定できない。とはいえ、

毎年定年退職を迎える教員が一定数いることからその補充はもちろん、1 人教員の学校が半

数以上を占めるシンド州では新規の採用が必須課題である。 

SELD 関係者によれば、シンド州政府は 2021/2022 年度に 5 万人程度の新規採用、さらに次

年度にも同数程度の新規採用を目指しているとのことであった。2021 年の「シンド州の教員

および教員以外の職員採用方針」では、教員は主に小学校教員（PSTs）（BPS-1435）、および

中学校・基礎学校教員（JESTs）（BPS-14）の採用で、加えて就学前教育の教員（ECTs）
（BPS-15）、高校の教員（SSTs）（BPS-16）、高校の科目担当教員（SSTs）（BPS-17）の採用も

行われる方針、および教員から校長（BPS-17）等への昇進の方針が示されている。また、教

員採用は、ユニオンカウンシル（Union Council: UC）、もしくはタルカ・レベルごとに行われ、

特に女性教員の少ない農村部では女性が出身地・居住地や出身地・居住地に近い学校に採用

されることで、女子の就学促進に結び付ける狙いも持たれている。 

  

 
35 これまで、シンド州で新規採用される PSTs の給与階級は BPS-9 からであったが、今回 BPS-14 に引き上げられた。現役

の教員（合計 7 万 3 千人余）の中にはなお BPS-14 以下の教員が 2 万 3 千人弱いることから、12+2 年の教育修了資格

を持っている現役の PSTs については BPS-14 に昇進させるとしている。 
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表 1-23 シンド州における教員採用方針（2021/2022 年度） 

 レベル 受験資格 最低合格基準 採用人数 

1 就学前(ECTs)  学歴等については不明 

 シンド州出身の女子のみ 

 

全教科あわせて
55%の正解率 

 

約 5 万人 2 小学校(PSTs)  21～30 歳のシンド州出身者 

 義務教育（12 年）+2 年 

 認定大学の HEC の成績証明書
（正解率 50%以上） 

3 中学校(JESTs) 

4 高校（SSTs）  学歴等については不明 

 シンド州出身者 

5 高校科目担当
（SSTs） 

 学歴等については不明 

 シンド州出身者 

出典：SELD. 2021. Recruitment Policy- 2021 Teaching & Non-teaching Staff. Karachi: SELD.および SELD 関係者へ

の聞き取り結果を基に調査団作成 

シンド州の教員および教員以外の職員採用試験には、SELD 等の政府関係機関はそのプロ

セスに全く関与せず、第三者機関（Sukkur にある IBA 大学）が募集広告を出し、応募書類の

取り纏め、応募書類のスクリーニング、採用試験の実施・採点、結果発表までを担う。受験

資格は、小学校教員の場合、21～30 歳までのシンド州出身者で、12 年間の義務教育＋2 年間

の高等教育を受けており、シンド高等教育委員会（Higher Education Commission: HEC）から

の成績証明書が 50%以上の正解率であることとなっている。さらに、教育学を専門に学んで

いる応募者には加点がなされる。例えば、教育学士（B. Edu/BS Edu）の応募者には 4 点、教

育準学士（Associate Degree in Education：ADE、2 年間）の応募者には 2 点、同じく M. Edu

（B.Edu1 年間+M.Edu1 年間）の応募者に 2 点、B.Edu（1 年間）の応募者に 1 点の加点がそれ

ぞれ行われる。 

教員採用の筆記試験は 100 点満点で、55%の正解率が合格の最低基準とされている。小学

校および中学校の教員採用の筆記試験は、理科 20点、算数 20点、英語 20点、母国語 20点、

社会 20点の構成となっている。しかしながら、前回の採用試験で採用が十分にできなかった

遠隔地の UC で、今回も同様の事態となった場合、採用の合格最低基準を特別に 40%とする

こととしている。また、身体障がい者やマイノリティ（ヒンドゥー教徒等）にはそれぞれ

5%のクォータが設けられている。さらに、共学校の全教員採用者数の内 15%以上を女性にす

るとするクォータも設けられている。 

なお、本プロジェクトの対象となる 5 県の 2021 年の教員採用予定数は下表のとおりである。 

表 1-24 本プロジェクト対象県の教員採用計画（2021/2022 年） 

 県 採用人数（計画） 

1 Sukkur 900 人 

2 Larkana 1,443 人 

3 Khairpur 1,400 人（実際の採用者数は 1,100 人の見込み） 

4 Naushahro Feroze PSTs1,000 人, JESTs 600 人 

5 Malir, Karachi 438 人（内農村部の教員 7 割、女性 4 割を想定） 

出典：各県の Deputy/District Education Officer, Primary への聞き取りを基に調査団作成 
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1-1-2 開発計画 

（1） 国家・州開発計画 

Vision 2025 

「パ国」政府は、2014年に「パキスタン・ビジョン 2025」を打ち出し、2025年までに上位

中所得国入りを果たし、独立 100 周年を迎える 2047 年には、最終目標として世界の上位 10
位以内の経済圏に仲間入りすることを目指すとした。このビジョンの策定にあたっては、政

党、連邦・州政府、民間セクター、ドナー、学識者、市民社会等の幅広い関係者からの意見

が聴取された経緯がある。「パ国」では、急激な人口増加により特に若年層の全人口に占め

る割合が非常に高く、この若年層が国際社会において競争力を持った人的資源となれるどう

かで、経済発展への好機にも脅威にもなると認識されてきた。同ビジョンは、「この人口ボ

ーナスの実現には、人材開発、特に教育、訓練、保健の分野への投資にかかっている 36」と

し、労働人口の生産性向上のために必要な対策を取ることが急務であると位置づけている。 

同ビジョンでは、国民共通のビジョンとして「アジアの虎」となることを目標に掲げ、そ

れを実現するための 5つの要件と 7つの柱を打ち出している。5つの要件とは、1) 共通の国家

ビジョン、2) 政治の安定と継続、3) 平和と安全、4) 法の支配、5) 社会正義である。また、優

先的に取り組むべき分野として示された 7 つの柱は、以下のとおりである。 

① 人民第一主義：社会資本・人的資本の開発と女性のエンパワメント 
② 成長：持続的で内発的、そして包摂的な成長 
③ ガバナンス：民主的なガバナンス、制度改革、公的部門の近代化 
④ 安全：エネルギー、水、食料の安全 
⑤ 起業家精神：民間部門の起業がけん引する成長 
⑥ 知識経済：付加価値の創出による競争力のある知識経済の発展 
⑦ 連携：輸送インフラの近代化と近隣国との地域的な連携 

上記優先的に取り組む 7 つの柱の中で、教育セクターに関係するのは主に第 1 の柱である。

この第 1 の柱の実現を通じて到達すべき目標として、以下が設定されている 

 小学校の就学率と修了率を 100%にし、識字率は 90%に向上させる。 

 高等教育の普及率を 7%から 12%にし、博士号取得者数を 7,000人から 15,000人に向上

させる。 

 初等・中等教育での GPI を 1（男女間の格差がなくなる）にし、女性の就労率を 24%
から 45%に向上させる。 

（2） 国家教育政策枠組（2018年） 

 「パ国」における最新の教育政策は、2009 年に策定された「国家教育政策」である。その

後 2017年に「国家教育政策案」が策定されたが、未だ承認されていない。国家教育政策では、

 
36 Planning Commission, Ministry of Planning, Development and Reform. 2014. Pakistan Vision 2025.  
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2 つの包括的な目標が掲げられた。1 つ目の目標は、教育へのアクセスを拡大することで、2

つ目は教育の質を改善することであった。2018 年に打ち出された「国家教育政策枠組」でも、

これら 2 つの目標は踏襲され、「パ国」における教育セクターの優先課題として、それらを含

む 3 つの課題があげられている。3 つの課題とは、1）OOSC 対策、2）教育制度の統一、3）

教育の質の向上、である。 

それぞれの優先事項について、同枠組では、1）優先事項とした理由、2）課題を達成する

ための方法、について説明している。学校教育へのアクセスに焦点を当てた優先事項 1 の概

要を以下の表に示す。 

表 1-25 「国家教育政策枠組（2018 年）」の優先事項 1 の概要 

 優先事項 1 

理由  OOSC は、学校がなかったり自宅から遠かったりするために、農村部や前期中等
教育レベルにより多い。 

 貧困世帯は、子ども、特に女子について、遠く離れている中学校や高校に行かせ
る経済的余裕がない。 

 公立校には質の高い学校が少なく、また農村部の学校の教員の能力は低いため、
既存の学校施設があまり利用されていない。 

方法  既存のデータや調査結果を基に、OOSC が特に多い県を特定する。 

 可能な対策を取る: 

- インフラ・施設の整備 

- 経済的障壁の解決 

- イノベーティブな解決 

- NFE プログラム 

- テクノロジーの活用 

出典：National Education Policy Framework 2018 

（3） シンド州教育セクター計画とロードマップ（2019-2024） 

SELD は、Global Partnership for Education（GPE）を通じた国連児童基金（UNICEF）による

支援に基づき、「シンド州教育セクター計画とロードマップ（SESP&R（2019-2024））」を策

定した。SESP&R（2019-2024）は、「すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供

し、生涯学習の機会を促進する」とする Sustainable Development Goals（SDGs）のゴール 4 と

も一致する、以下の 3 つの主要課題をあげている。 

① 公平なアクセス 

② 教育の質と学習 

③ ガバナンスと運営管理 

これら 3 課題に基づいて、SESP&R（2019-2024）には、下表のとおり目標と目的が設定さ

れている。 

表 1-26 SESP&R（2019-2024）の目標と目的 

 目標 目的 

1 公平なアクセス: 
公平な就学を増やすとともに、
全ての教育レベルに就学する
児童や若者が各レベルの教育
を修了できるようにする 

OOSC の NFE への公平なアクセスを増やす。 

エビデンスにより示されたニーズに基づいて、学校建設を行
い、学習しやすい環境を作る。 

特に女子や周辺化された子どもの全教育レベルへの公平な
就学と各教育レベルでの教育の修了を増やす。 



 22 

2 教育の質と学習: 
教育の質に関するシステムを
改善する:  
1)応募者の能力に基づく教員
採用、教員研修・専門家養成、
2) カリキュラム、教科書、学習
教材、3) 児童生徒の学習成果
と質の保証 

能力に基づく採用方法により、優秀な教員を採用し、豊富な
人材から構成されるサポートシステムにより、効率的かつ効果
的にサポートする。 
教員や校長等のために、クラスターに基づく「Continuous 
Professional Development: CPD」の取組を実施する。 
ローカルのニーズやグローバルなトレンドを踏まえ、包摂的な
教育とライフ・スキル、ジェンダー平等、文化的多様性、市民
権等に焦点を当てて、公教育および NFE のカリキュラムを改
善する。 
適切な言語により改訂されたカリキュラムを基に、教科書と学
習教材の供給を改善する。 
学校独自の児童・生徒の評価・報告システムを確立し、5 年生
と 8 年生の児童・生徒を対象とする学習評価を実施するほか、
授業の質について評価を行う関連機関の能力を強化する。 

3 ガバナンスと運営管理: 
全レベルの資源のより効果的
で説明可能な利用 

パフォーマンスと説明責任を強化するための管理メカニズムを
確立する。 
人件費（給与）以外の予算について、透明で持続可能な配分
と利用に向けて改善する。 
関連機関による県の計画、実施、品質保証を含む統合セクタ
ー計画のための組織力と資源を改善する。 

出典：SESP&R（2019～2024 年） 

（4） 学校統廃合政策およびクラスター政策 

学校統廃合政策 

シンド州の学校教育セクターが抱える大きな問題のひとつが農村部における学校不足で、

その対策・戦略として、SESP&R（2019-2024）に掲げられているのが「学校統廃合政策

（School Consolidation Policy）(2012 年)」の実施である。この政策は、学校運営の財政面での

無駄を省き、モニタリングやガバナンスの効率化を図ることで、出来るだけ州内全域に学校

施設がカバーされることを目的に策定された。学校統廃合の対象として当てはまるケースの

多くは、同じ敷地内に小学校と中学校があるケースで、この場合は「Elementary School」（基

礎学校）にすることで、それまで小学校と中学校にそれぞれ校長が配置されていたのを 1 人

の校長にし、小学校と中学校それぞれに学校運営委員会（School Management Committee: SMC）
基金や修繕費等の予算が割り当てられていたのを 1 校分にすることで、予算の削減が図れる。

また、そのほかの学校統廃合のケースとしては、特に農村部において半径 2～3 ㎞圏内に実在

する複数の小規模小学校（各校 1～3 教室のみ）を 1 校に統廃合し、さらに基礎学校へアップ

グレードするケースである。この場合、大規模な学校施設の整備を要するが、それまで徒歩

通学圏内に中等教育以降の学校がなかったところ、中等教育へのアクセスが改善されるメリ

ットがある。 

シンド州の学校統廃合政策において、SELD の RSU（Reform Support Unit）は SEMIS のデ

ータを基に州内の中学校以降の学校 1,350 校をキャンパス・スクール（統合する学校）とし

て指定している 37。同政策下の計画では、これらのキャンパス・スクールに統合されるため

 
37 SELD/RSU 関係者への聞き取り結果および USAID の SBEP 関係者（CMP の担当者）から入手したデータによる。 
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に廃校となる学校は 2,746 校とされている。本プロジェクトの対象県である Sukkur 県、

Khairpur県、Larkana県、Naushahro Feroze県、Malir/Karachiにおけるキャンパス・スクールの

数は順に 62校、130校、112校、51校、33校である（次表参照）。同じ敷地内にある学校の統

廃合については、施設の建て替えの必要はなく、また住民や保護者の理解が得られやすい。

一方、キャンパス・スクールへの統合およびアップグレードは教室の増築等、大規模な整備

に予算がかかり、また廃校となる小規模校周辺の住民には中学校が近隣にできるメリットは

あるものの、小学校が遠くなる場合も多く、住民の理解・合意を得るプロセスには時間と忍

耐を要し、計画はそれほど進んでいないのが現状である。 

表 1-27 県別のキャンパス・スクールおよび統廃合される学校数 

地域 県 キャンパス校 統廃合校 合計 

Karachi Region 
1. Karachi 252 689 941 

合計 252 689 941 

Larkana Region 

1. Larkana 112 198 310 

2. Kamber @ Shahdadkot 10 19 29 

3. Kashmore @ Kandhkot 25 33 58 

4. Jacobabad 23 29 52 

5. Shikarpur 28 39 67 

合計 198 318 516 

Sh. Benazirabad Region 

1. S.Benazirabad 99 168 267 

2. Sanghar 54 72 126 

3. Naushahro-Feroze 51 96 147 

合計 204 336 540 

Hyderabad Region 

1. Hyderabad 112 214 326 

2. Badin 57 139 196 

3. Jamshoro 52 107 159 

4. Dadu 37 218 255 

5. Tando M. Khan  30 39 69 

6. Tando Allahyar 23 48 71 

7. Matiari 34 87 121 

8. Thatta 20 42 62 

9. Sujawal 16 36 52 

合計 381 930 1,311 

Mirpurkhas Region 

1. Mirpurkhas 36 44 80 

2. Umerkot 33 104 137 

3. Tharparkar 33 72 105 

合計 102 220 322 

Sukkur Region 

1. Sukkur 62 77 139 

2. Khairpur 130 138 268 

3. Ghotki 21 38 59 

合計 213 253 466 

合計 1,350 2,746 4,096 

注： 2022 年 6 月現在、上表の Hyderabad Region は Hyderabad と Banbhore に分けられており、シンド州は合

計 7 地域に分けられている。また県については、Karachi が 7 つのタウンシップに分けられ、合計 30 ある。

なお、Karachi 内 Malir（タウン）のキャンパス・スクール数は RSU（SEMIS）によれば 33 校である。 

出典：USAID の SBEP（CMP の担当者）から提供されたデータを基に調査団作成 

クラスター政策 

シンド州では、特に農村部の学校はハードとソフトの両面で支援を必要とする学校が多数
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あるが、予算不足や人員不足の問題から現実的には厳しい。そこで、この問題を解決する施

策として、シンド州政府は「クラスター政策」を 2016年に策定し、2021年に改定している。

同政策は、同じUCレベル内半径 15km圏内にある学校（20校）をクラスターとして形成し、

その中の比較的大規模で中心となる学校（ハブ校）の施設や校長（Drawing Disbursing 
Officer : DDO）を同じクラスター内のサテライト校と共有したり、教員教習（Continuous 
Professional Development: CPD）を共に行うことを主な目的としている。クラスター内の学校

がクラスターを通じて共有・助け合う分野として 6 分野（①ガバナンス、②低コストで効果

的な学校運営、③教授法、④フォーカルポイントによる管理、⑤財政、⑥コミュニティ参加）

があげられている。 

学校統廃合政策は、学校（教室）の新規整備に直結することから、実施されているものの、

クラスター政策は 2022 年 1 月現在進んでいないのが現状である。しかし、世界銀行が実施す

る SELECT 事業において、教員研修の CPD がクラスターを使って実施されることから、

SELCT 事業の対象県（12 県 38）ではクラスターが形成される予定となっている。それ以外の

県について、本プロジェクトの対象県の県教育官（District Education Officer: DEO）、タルカ教

育官（Taluka Education Officer: TEO）と面談を持った際に質問をしたが、その時点では形成す

る予定はないとのことであった。 

1-1-3 社会経済・ジェンダー状況 

（1） 社会経済状況 

「パ国」は、南アジアに位置し、東はインド、北東は中華人民共和国、北西はアフガニス

タン、西はイランと国境を接し、南はインド洋に面している。「パ国」は、パンジャブ州、

シンド州、バロチスタン州、KP州、首都イスラマバード（連邦直轄地域）から構成される連

邦国家である。人口は、2021 年の UN 推計によると、2.27 億人と、世界で 5 番目に多い。多

民族国家で、パンジャブ人（約 60%）、シンド人（13%）、パシュトゥン人（13%）、バローチ

人（4%）等から構成され、公用語はウルドゥー語と英語である 39。また、国民の約 97%がイ

スラム教を信仰しているが、少数派としてキリスト教徒やヒンドゥー教徒もいる。 

「パ国」の主な産業は、農業および繊維産業や自動車産業等の製造業である 40。世界銀行

によると、2021 年の「パ国」の GDP は、3,394 億ドルで、2019/2020 年の経済成長率は-0.4%
であった 41。また、2018 年の一人当たりの GDP は、1,193.7 ドルであった 42。 

「パ国」は、建国 100 周年を迎える 2047 年までに高中所得国を目指しているが、そのため

には、治安の安定、電力供給の安定、製造業の促進等に加えて、人口の 3 割強を占める 24 才

以下の若手人材の育成が課題となっている。「パ国」には、学校に行っていない不就学児童

（5～16 才）が全国に 2,280 万人以上存在するといわれており、これは世界で 2 番目に多い数

 
38 世界銀行の SELECT 事業の対象県は、1) Kashmore; 2) Tando Muhammad Khan; 3) Ghotki; 4) Jacobabad; 5) Badin; 6) 

Sanghar; 7) Sujawal; 8) Shikarpur; 9) Thatta; 10) Matiari; 11) Mirpurkhas; 12) Kambar@Shahdadkot。 
39 http://www.pbs.gov.pk/content/population-census （最終アクセス：2022 年 7 月 4 日） 
40 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pakistan/data.html#section4 （最終アクセス：2022 年 7 月 4 日） 
41 ibid. 
42 ibid. 

http://www.pbs.gov.pk/content/population-census
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pakistan/data.html#section4
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となっている。初等教育（G1～5）における純就学率（5～9 才）は 77%であるが、中学校

（G6～8）の純就学率（10～12才）は 49%と非常に低く、州、地域（都市部・農村部）、性別

で見ると、さらに大きな格差が見られる。なお、15～24 才の識字率（2017 年）は、74.53%
（男性 81.26%、女性 67.8%）に留まっている。 

（2） ジェンダー格差の現状 

「パ国」は、法の下の男女平等を憲法にて保障している。また、政府は、1996 年に女性差

別撤廃条約 に署名・批准し、同条約と整合性をとるための国内法の改定を進めている。さら

に、ジェンダー平等と女性のエンパワメントに向けた様々な制度整備も行っている 43。しか

し、実社会においては、イスラム法や部族の慣習が広く採用され、女性の人権が著しく侵さ

れている 44。伝統的な家父長制の慣習やイスラム法が支配する社会において、相続権や土地

の所有権等を含め、女性には男性と同等の権利が実質的には与えられていない 45。さらに、

「男性は女性の上に位置する」「男性は女性の保護者である」とする社会通念や女性を隔離

する「パルダ」46の社会慣習により、女性や女児の移動の自由、教育や保健等の社会サービ

スへのアクセス、経済活動への参加・雇用の機会等が制限されている地域が少なくない 47。 

「パ国」は、2020 年に「世界経済フォーラム」が発表した「ジェンダー・ギャップ指数

（GGI）」48において、153 ヶ国中 151 位であった（次表参照）。南アジアの周辺国（バングラ

デシュ、インド、ネパール、スリランカ）と比較してみると、次表が示すとおり、バングラ

デシュが 50 位、ネパールが 101 位、スリランカが 102 位、インドが 112 位となっている。イ

ンドの保健分野を除いて、全ての分野において「パ国」のジェンダー格差が最も大きい。 

表 1-28 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）（2020 年）周辺国との比較 

 パキスタン バングラデシュ インド ネパール スリランカ 
順位 指数 順位 指数 順位 指数 順位 指数 順位 指数 

総合 151 0.564 50 0.726 112 0.668 101 0.680 102 0.680 
経済 150 0.327 141 0.438 149 0.354 101 0.632 126 0.558 
教育 143 0.823 120 0.951 112 0.962 133 0.895 88 0.988 
保健 149 0.946 119 0.969 150 0.944 131 0.966 1 0.980 
政治 93 0.159 7 0.545 18 0.411 59 0.227 73 0.193 
出典：World Economic Forum. 2020. Global Gender Gap Report 2020. New York: World Economic Forum 

GGI の評価が始まった 2006 年時の「パ国」の指数は 0.543、順位は 115 ヶ国中 112 位であ

った。その 15 年後の 2020 年、指数は 0.564に微増しているが、順位はワースト 4からワース

ト 3 に落ちた。2020 年の GGI において、「パ国」は、政治分野が 153 ヶ国中 93 位、教育分野

は 143 位、保健分野は 149 位、経済活動への参加分野は 150 位となっている。特に、経済活

 
43 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 パンジャブ州・国境地域農業セクター情報収集・確認調査ファイナル・レポート」2016年 
44 ibid. 
45 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 平成 26 年度国別ジェンダー情報整備調査報告書」2015 年 
46 パルダは、南アジアを中心とする地域において、女性を社会から隔離する慣習・制度である。特に、女性の居場所を家

庭・私的な領域に限定し、公的な領域への移動や公的な領域における男性との接触を制限する。 
47 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 パンジャブ州・国境地域農業セクター情報収集・確認調査ファイナル・レポート」2016年 
48 GGI とは、経済活動への参加、教育、保健、政治参加の 4 分野における男女間格差を評価するものである。GGI は、各

分野において、男性を 1 としたときの女性の割合を示すもので、指数が「1」に近づくほど男女間の格差は少ない。 
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動への参加分野の指数は 0.327 で、153 ヶ国平均の 0.582 を大きく下回る（次表参照）。これ

は、2006年時の指数値（0.369）よりも低い。また、2020 年の労働参加率は男性が 84.5%であ

るのに対し、女性は僅か 25.2%となっている。さらに、女性の年収は男性の 18%に留まって

いる。 

表 1-29 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）2020 年 

 順位 値 参加国 
平均値 女性 男性 対男性比 

経済活動参加及び機会 150 0.327 0.582    
労働参加 147 0.298 0.661 25.2% 84.5% 0.30 
類似職種の賃金（1-7 段階評
価、7 が最高） 102 0.592 0.613 - - 4.14 

推定年収（US$） 148 0.181 0.499 1,400 8,000 0.18 
議員、幹部・管理職 146 0.052 0.356 4.9% 95.1% 0.05 
専門職及び技術職 140 0.304 0.756 23.3% 76.7% 0.30 

教育の習得 143 0.823 0.954    
識字率 143 0.653 0.899 46.5% 71.1% 0.65 
初等教育への就学率 143 0.840 0.757 61.6% 73.4% 0.84 
中等教育への就学率 135 0.898 0.954 36.4% 40.5% 0.90 
高等教育への就学率 111 0.880 0.931 8.5% 9.6% 0.88 

保健 149 0.946 0.958    
出生時の男女比 148 0.920 0.925 - - 0.92 
健康寿命 145 1.005 1.034 57.9 才 57.9 才 1.01 

政治への参加 93 0.159 0.239    
女性国会議員の割合 91 0.254 0.298 20.2% 79.8% 0.25 
女性大臣の割合 112 0.136 0.255 12.0% 88.0% 0.14 
女性国家元首が在任した年
数（過去 50 年間） 29 0.104 0.190 4.7 年 45.3 年 0.10 

出典：World Economic Forum. 2020. Global Gender Gap Report 2020. New York: World Economic Forum. 
 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

シンド州は、「パ国」にある 4州の中で人口（約 4,700万人）が 2番目に多く、「パ国」で最

大の商業・工業都市であるKarachiを擁することから、当該国の経済成長をけん引する重要な

州とされている。そのため、州外からの移住者も多く、過去 10 年間で人口が激増し、なかで

も 15 歳以下の若年人口が 6 割以上を占める事態となっている 49。一方で、人口の半数近くは

農村部に暮らしており、農村人口の 4人に 3人が多面的な貧困に苦しんでいるといわれる 50。

シンド州では、Karachi を含む都市部と農村部、県の間で経済的な格差がより拡大している。

また、シンド州は、パンジャブ州や首都 Islamabadと比較して、特に農村部ではジェンダー差

別が根強く、ジェンダー規範やパルダの慣習から、多くの女性・少女は移動の自由が制限さ

れ、結果として教育や保健サービスへのアクセスや経済活動への参加が限られている。 

  

 
49 SESP&R（2019-2024 年） 
50 ibid. 
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こうした都市部と農村部の経済格差やジェンダー差別は、教育へのアクセスに大きく影響

する。「パ国」には、2,280 万人を超える OOSC がいるとされるが、シンド州における学齢人

口（5～16 歳）に占める OOSCの割合は女子（58%）の方が男子（47%）より圧倒的に多いが、

男女ともに全国平均（49%と 40%）を大きく上回っている 51。また、シンド州の初等教育の

総就学率は男子が 96%で女子が 75%、前期中等教育の男子の総就学率が 38%で女子が 30%で

あるが、いずれも全国平均を下回っている 52。さらに、農村部の最貧困世帯の女子の初等教

育の総就学率は 35%で、同じ最貧困世帯の男子の 55%、都市部の最貧困世帯の女子の 46%を

大きく下回っている 53。つまり、教育へのアクセスは、性別だけでなく、居住地域や経済状

況と絡まって、同じ女子の間でも格差が生まれる。 

シンド州の農村部の女子の教育へのアクセスが阻害される要因はほかにもある。「パ国」

では、公立校の 78%が小学校で中学校は 11%であるが、シンド州では小学校が 9 割以上を占

め、中学校は僅か 5.3%しかなく、特に農村部の女子中学校は（522 校）は男子中学校（1,223
校）の半分以下となっている 54。農村部では、徒歩通学できる距離に女子中学校がないため、

交通手段を持たない（交通費が支払えない）女子は中学校進学を断念して、中途退学してい

る。 

以上から、シンド州政府は我が国に対して、シンド州の農村部における女子の中学校への

進学・就学率を上げることを目的に、既存の小学校を基礎学校にアップグレードするための

改築・増築を要請した。これは、シンド州政府の SESP＆R（2019～2024）の内容とも合致す

るものである。同計画では、学校の統廃合や小学校から中学校以降の学校へのアップグレー

ドにより、中等教育以降の学校の教室を新たに 35,000 教室整備するとともに、女子の教育へ

の公平なアクセスの向上を目指している。本プロジェクトでは、シンド州北部を中心とする

対象 5 県 55の対象校（約 20 校）について、アップグレードされることで新たに必要となる中

学校のための教室を新設するほか、トイレや外周塀、並びに家具等の整備を行うものである。 

1-3 我が国の援助動向 

我国は、「パ国」に対するODAの基本方針として、「中間層の拡大を通じた安定的かつ持続

的な社会の構築」を掲げてきた。この大目標を達成するための重点分野（注目表）として、

1）経済基盤の改善、2）人間の安全保障の確保と社会基盤の改善、3）平和と安定の確立、

を設けている。女子教育およびジェンダー平等に向けた支援は、2）の人間の安全保障の確

保と社会基盤の改善、の中に設置された小目標「女子教育・ノン フォーマル教育を通じた教

育アクセスと質の改善」や「ジェンダー主流化」の下支援が行われてきた。それらを含む、

基礎教育分野における我が国の主要な支援実績を次表にまとめる。 

  

 
51 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 
52 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 
53 PSLM 2014-2015. 
54 Pakistan Education Statistics 2017-2018. 
55 Sukkur、Khairpur、Larkana、Naushahro Feroze、Karachi・Malir の 5 県 
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表 1-30 我が国の主要な援助実績（基礎教育分野） 

年度・期間 案件名 E/N 額 概要 

技術協力プロジェクト   

2004 年度～ 

2007 年度 

パンジャブ州識字行政改善プロジェ

クト 

- モデル 4 県の全世帯対象識字データベ

ースの構築と事業計画、実施、評価能

力の強化 

2007 年度～

2010 年度 

パンジャブ州識字行政改善プロジェ

クト（フェーズ 2） 

- モデル 4 県での識字事業サイクルの確

立と、州内 31 県の識字データ管理体制

強化 

2009 年度～ 

2012 年度 

生徒中心・探求型の理科教育促進

プロジェクト 

約 3.5 億

円 

新カリキュラムに対応した教材の開発と

人材の養成、中央-州の連携強化 

2011 年度～

2015 年度 

ノンフォーマル教育推進プロジェクト - パンジャブ州における質の高いノンフォ

ーマル教育提供システムの強化 

2015 年～ 

2019 年 

オルタナティブ教育推進プロジェクト - 連邦政府所管地域、バロチスタン州、パ

ンジャブ州及びシンド州におけるノンフ

ォーマル教育システムの強化 

2021 年～

2025 年 

オルタナティブ教育推進プロジェクト

フェーズ 2 

- 「パ国」全土を対象に前期中等レベルや

技術訓練の内容を含むノンフォーマル

教育システム強化 

2022 年～

2026 年 

学校活動と住民参加を通じたジェン

ダーに配慮した就学継続プロジェク

ト 

- シンド州におけるジェンダー視点に立っ

た退学抑止モデルの開発と就学継続活

動の実践 

無償資金協力   

1994 年度 北西辺境州女子教員養成校設立及

び教育機材整備計画 

8.57 億円 アボダバード市での女子教員養成校の

建設及び機材の供与 

1994 年度 北西辺境州初等教育改善計画 4.06 億円 モデル小学校（男女共学）30 校の建設 

（国債案件） 
1995 年度 同 2/3 期 7.86 億円 

1996 年度 同 3/3 期 2.24 億円 

2006 年～ 

2010 年 

地震復興のためのノン・プロジェクト

無償資金協力 

40.00 億

円 

2005 年の大規模地震で被災した北部辺

境州バタグラム県の病院、保健医療施

設、小中学校施設、橋梁等の再建 

2014 年～

2016 年 

シンド州南部農村部女子前期中等

教育強化計画 

8.08 億円 シンンド州南部 6 県 29 サイトにおける既

存小学校の前期中等学校へのアップグ

レードに必要な教室建設（教室棟、便所

棟） 

2016 年～

2019 年 

シンド州北部農村部女子前期中等

教育強化計画 

9.73 億円 シンド州北部 6 県 25 サイトにおける既

存小学校の前期中等学校へのアップグ

レードに必要な教室建設、家具・PC 機

材の調達 

有償資金協力   

1997 年度～

2010 年度 

バロチスタン州中等教育強化改善計

画 

39.17 億

円 

施設建設（中学校新設 200 校、技術家

庭科教室増設 52 校、既存校舎の補修、

女性教員寮 5 棟）、家具・備品整備、教

員育成支援 
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1-4 他ドナーの援助動向 

シンド州では、長きにわたり、世界銀行、アジア開発銀行（ADB）、アメリカ国際開発庁

（USAID）、欧州連合（EU）、国連児童基金（UNICEF）等が教育セクターの支援を行ってき

た。その中で、本件と類似するアップグレードに伴う学校建設事業を行っている、世界銀行、

ADB、USAID の支援内容について以下に記す。 

世界銀行 

世界銀行は、シンド州において「Sindh Early Learning Enhancement through Classroom 

Transformation (SELECT)」を開始したところである。事業の実施期間は 2021年から 2026年の

予定である。対象県は、当初 10 県であったが 12 県に増えた。12 県は、1）Kashmore、2）

Tando Muhammad Khan、3）Ghotki、4）Jacobabad、5）Badin、6）Sanghar、7）Sujawal、8）

Shikarpur、9）Thatta、10）Matiari、11）Mairpurkhas、12）Kambar (Shahdadkot)、である。 

SELECT 事業では、現在シンド州が抱える課題として初等教育における定着率、修了率、

中学校への進学率の向上を念頭に、質の良い教育へのアクセスの向上を目指している。その

ための手段として、コンポーネントには、1）安全で効果的な学校環境の開発（小学校から

中学校へのアップグレード化）、2）就学前から低学年（G1～3）の児童を対象とした読解力

の向上、クラスター制度を活用した CPD による教員研修の実施、データ収集・分析力を駆使

して中退するリスクのある児童の特定、3）SELD のリーダーシップやより良い学校運営のた

めの能力開発、4）モニタリング・評価と事業運営、があげられている。1）のコンポーネン

ト以外で、UNICEF との連携が図られる予定である。 

事業の全体予算は 129 百万ドルである。各コンポーネントに割り当てられた予算額は、1）

100 百万ドル、2）12.99 百万ドル、3）13 百万ドル、3）4 百万ドル、である。 

コンポーネント 1）のアップグレード化による学校環境の改善については、当初 500 校を

想定していたが、対象県を 10 県から 12 県に拡大したこともあり、600 校に増えた。これら

600 の小学校の基礎学校へのアップグレードに伴い、既存の学校・教室の修繕、教室の建て

増し、家具の提供、エコフレンドリーなデザインの洗面・衛生（Water Sanitation and Hygiene: 

WASH）設備の整備が行われる。 

ADB 

ADB も、シンド州を対象に「Sindh Secondary Education Improvement Project (SSEIP)」を開始

したところである。当初は 2018 年開始予定であったが、予定が遅れ、2021 年から 2026 年ま

での 6 年間が実施予定期間である。対象県は 10 県で、1）Sujawal、2）Tharparkar、3）

Umerkot、4）Thatta、5）Badin、6）Sanghar、7）Tanido Muhammad Khan、8）Matiari、9）

Mirpurkhas、10）Tando Allah Yar、である。世界銀行の SELECT と複数県重なっているが、対

象が初等教育ではなく、中等教育であること、分野が読解力の強化ではなく理数系分野の強

化であることから、問題ないと考えていると思われる。 

SSEIP事業では、シンド州の既存の公立校の 9割が小学校で、中学校以降の学校が 1割（農
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村部では僅か 7%）しかないことを問題視し、中等教育の学校建設に焦点があてられる。想

定されている成果は、1）中等教育の学校が建設され、建設された学校は PPP を通じて EMO

（Education Management Organization）によって適切に運営される、2）主要 5 教科の教員の教

える能力が強化される、3）中等教育における生徒を対象とした試験システムが強化される、

の 3 点である。 

まず、第 1 の成果について、160 校の学校建設が想定されている。今後増える可能性があ

る。対象校として、SELD から 4,000 校余りのロングリストが渡されており、その中から、女

子の就学が期待できる学校、中等教育のニーズの高い学校等を念頭に選定される予定である。

上述のとおり、建設された 160校の学校は EMOによって運営されることが想定されている。

次に第 2 の成果については、まず教員の能力について現状分析がなされ、それを基に研修ニ

ーズの分析が行われる。さらに、そのニーズ分析を基に研修モジュールが作成される。教科

担当の教員からマスター・トレーナーを養成し、ICT（Information and Communication 

Technology）を駆使して、2,600 人程度の教員に対して、教室での実地研修やその後のモニタ

リングが行われる。また、実験器具等が供与される。最後に第 3 の成果については、中期・

後期中等教育（G9～12）の統一された試験制度の確立に向けて支援がなされる。具体的には、

シンド州の中等教育の試験の作成・採点等に携わっている「Board of Intermediate and 

Secondary Education: BISE」に対して能力開発等の技術支援が行われる。 

SSEIP の全体予算は、82.5 百万ドルである。また、SELD 側の負担は 7.5 百万ドル相当の協

力として、オフィスの提供、カウンターパート職員の提供、学校の維持管理があげられてい

る。 

USAID 

USAID は、シンド州において、2011 年 9 月から「Sindh Basic Education Program: SBEP」を

実施している。当初予定から 2 回の延長を経て、2023 年 12 月に終了を予定している。SBEP

は、2010 年にシンド州を襲った大洪水に被災した学校の校舎の再建を含む復興支援を目的と

して開始された経緯がある。SBEP の対象県は 7 県と 5 タウン（Karachi 周辺地域は県ではな

くタウンと呼ぶ）である。その中には、1）Khairpur、2）Sukkur、3）Dadu、4）Jacobabad、5）

Larkana、6）Karachi（Malir）等が含まれる。 

SBEP は、質の高い教育へのアクセスを改善するという教育課題に対して包括的なアプロ

ーチで取り組む事業である。そのため、SBEP 内では多数の事業が実施されてきた。それら

の事業には、1）USAID が唯一実施に関わっている無償資金協力事業のアップグレード化・

統合化に伴う学校建設事業、2）低学年の児童を対象とした読解力の向上を目的に、クラス

ター制度を活用して継続的に教員研修を行う CPD モデルの開発と実施に取り組んだ、Sindh 

Reading Program (SRP)、3）学校建設事業で統廃合の対象となる学校周辺の住民と対話を重ね

て統廃合を決めていく活動、および学校建設対象の学校周辺のコミュニティの住民に対して

教育の重要性・女子の教育促進を働きかける、Community Mobilization Program（CMP）、4）

SELD の NFE に携わる職員の能力開発に取り組んだ、Capacity Development Program（CDP）、

等が含まれる。これらの事業の中で、SRP および CDP はすでに終了しており、CMP も 2022
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年 8月に終了予定である。一方、学校建設事業については、SBEP終了時まで続けられる予定

で、新たに対象校が追加される可能性が高い。 

SBEP の全体予算は、165 百万ドルである。このうち、学校建設事業に 81 百万ドル、CMP

に 28.5 百万ドル、SRP に 24.6 百万ドル、CDP に 4.2 百万ドルが割り当てられた。学校建設事

業では、USAID が 81 百万ドルであるのに対し、シンド政府が 10 百万ドルを負担している。

これには、建設された学校で使用する家具代、維持管理費、学校を建てる土地の費用等が含

まれている。 

学校建設事業では、小学校から高校（G10、または G12 まで）へのアップグレード、ある

いは近隣校との統廃合によって効率化を図ることも目的としている。同事業で統廃合の対象

となったケースは、大きく分けて 3 つある。まず、同じ敷地内に小学校、中学校、高校があ

る場合、1 つに統合することで、3 人いる校長を 1 人にしたりするなど無駄を省くことができ

る。2 つ目のケースは、児童・生徒であふれかえり手狭になっている学校を、半径 500m程度

の近場にスペースに余裕のある学校があればその学校に統合するケースである。そして 3 つ

目のケースは、1 人教員の学校で就学者数の少ない学校があれば、500m～3km 程度の範囲内

にある学校に統合するケースである。この 3 つ目のケースについては、住民と何度も対話を

もって、住民の了解が得られた場合のみ統合がなされた。 

SBEP で建設される学校は、60～70 年の耐久性を持たせることを念頭に、対象の学校の規

模に合わせて 3 つの教室数のデザインが用意されている。高校レベルへのアップグレードが

なされるため、G6～8 の選択科目（コンピュータ・サイエンス）のためのコンピュータ室や

G9～10 の化学や物理の授業で必要となる実験室のほか、図書室、職員室、男女別のトイレ、

ソーラーパネル等が組み込まれている。 

学校建設事業の対象は 7 県 5 タウンの 106 校である。106 校のうち、75 校がキャンパス校

で、これらのキャンパス校に統合された学校は 139 校であった。また、新たにアップグレー

ドされた学校 61 校が含まれている。106 校で新たに建設される教室数は全部で 1,134 の予定

である。2022年 2月 4日の関係者との面談時点で、106校中 68校（2016年に 4校、2017年に

5 校、2018 年に 14 校、2019 年に 20 校、2020 年に 25 校）が既に完成している。近く 13 校が

完成する予定である。これらの 81 校についてはすでに学校運営を PPP で担う各 EMO に引き

渡されている。SBEP で建設された学校の EMO には、主に IBA、IRC（International Rescue 

Committee）、CFC（Charter for Compassion）、SRSO（Sindh Rural Support Organization）、

HANDS、TCF（The Citizens Foundation）等が選定されている。 

  



  

第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

  



  

 



32 

第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員（シンド州学校教育・識字局） 

州レベル 

上述のとおり、2010年の憲法改正法令に伴う地方分権化により、教育行政に係るすべての権

限が連邦政府・教育省から各州政府に移譲された。それまで連邦政府に置かれていた教育省は

一旦解体されたものの、連邦政府と州政府間の調整役として、再び連邦教育・職業訓練省

（Ministry of Federal Education and Professional Training: MoFEPT）と名前を変えて設立された。

「パ国」は、シンド州をはじめ、パンジャブ州、バロチスタン州、KP 州の 4 州と イスラマバ

ード首都圏を含む 3 つの連邦直轄地域から構成される。各州政府の教育担当局が教育セクター

の政策面での責任を担い、実施は州の下の県や郡（タルカ）レベルの教育事務所が担っている。 

シンド州政府の場合、SELD が州の教育行政を担っている。SELD には、次官の下、学校教

育を担当する特別次官 1 名、次官補 1 名、さらに初等教育を担当する副次官 1 名と前期中等教

育以上のレベルを担当する副次官 1 名が配置されている。 

Secretary

Special Secretary
(School)

Special Secretary
(Law/Coordination)

Special Secretary
(GA/C & Dev.)

Additional Secretary
(School)

Deputy Secretary
(Secondary)

Deputy Secretary
(Primary)

Additional Secretary
(Judicial)

Deputy Secretary
(Judicial I & II)

Section Officer I
(Judicial I)

Section Officer II
(Judicial II)

Section Officer I
(Law III)

Additional Secretary
(General Admi.)

Additional Secretary
(Plan Dev. Finance)

Additional Secretary
(Academic & Training)

Additional Secretary
(Private School)

Additional Secretary
(Coordination)

Deputy Secretary
(General Admi.)

Deputy Secretary
(Budget & Finance)

Deputy Secretary
(Coordination I)

Deputy Secretary
(Coordination II)

Directorate of Non 
Formal Education

Prov. Institute of 
Teacher Education

Sindh Text Book Board

Reform Support Unit

Directorate of 
Monitoring & Evaluation

Curriculum Wing

PPP Node

Sindh Teachers 
Education Dev. Authority

Directorate Gen. of 
Private School

Directorate HR & 
Training

Directorate Curriculum & 
Assessment & Research

Directorate of Audit & 
Inspection

Teachers Training 
Institute

Planning, Dev. & Reserch

Directorate of Primary/ 
Elementary/ Sec.

Deputy Secretary
(Education Works)

Deputy Secretary
(Plan & Develop.)

Deputy Secretary
(Academic & Training I)

Deputy Secretary
(Academic & Training II)

Minister of SELD

Directorate of Inspection of 
Gov. Institutions

 

出典：SELD からの資料を基に調査団作成 

図 2-1 SELD 組織図 

さらに教育行政を担当する部署として、教育セクターの計画を担う「計画・開発・研究部
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門」、カリキュラム開発を担う「カリキュラム部門」、基準、カリキュラム、評価システムの確

立を担う「Directorate of Curriculum, Assessment, and Research」、教科書作成を担う「Sindh 

Textbook Board」、教員養成政策・システムつくりを担う「Sindh Teacher Education Development 

Authority」、教員研修を実施する「Provincial Institute of Teacher Education」、公立校のデータ収

集・分析を担う RSU、モニタリング・評価を担う「Directorate of Monitoring and Evaluation」等

が設置されている（図 2-1 参照）。 

地方レベル 

州レベルで教育行政を統括する SELD および関係機関の下、地方レベルにおいて教育行政を

担当する事務所が地域（Division）レベル、県（District）レベル、タルカ（Taluka/Tehsil）レベ

ルに設置されている。シンド州には 30 の県があるが、各県はさらに 3～8 つのタルカに分けら

れている（合計 144）。行政上複数県（3～7 県）をまとめて管理することを目的に、シンド州

は 7 つの地域に分けられている。各地域レベルには「Directorate of School Education」が設置さ

れているが、初等教育担当部門および中等教育以降（Elementary, Secondary, Higher Secondary）

担当部門に分けられている。各々のトップに「Director of School Education（DSE）, Primary」

(BPS-20)および「Director of School Education（DSE）, Secondary」(BPS-20)（各 1 人）、さらにそ

れぞれに「Additional Director of School Education」（BSP-20）（各 1 人）が配置されている。しか

し、SESP&R（2019-2024）に沿った県レベルの学校教育計画の作成、各学校からの学校施設整

備・修復や教員増員等の要請の取り纏め、SELD/RSU が作成する学校の統廃合政策の確認・促

進を行っているのは県レベルで、その責任を負っているのが DEO（BSP-20）である。DEO も、

初等教育担当（Primary）（1 人）と中等教育以降の担当（Secondary）（1 人）に分けられ、それ

ぞれの下に Deputy District Education Officer（BPS-18）（各 1 人）が配置されている。さらに、

タルカレベル（144）には TEO（BPS-17）の初等教育担当（Primary）と中等教育以降担当

（Secondary）として、それぞれに男女 1 人ずつが配置されている。 

表 2-1 州レベル以下の教育行政体制 

レベル（数） 管轄機関・事務所 責任者（人数） 

州 SELD Secretary (1) 

地域（7） Directorate of School 

Education 

Director School Education (DSE), 

Primary (1) & Secondary (1) 

Additional DSE, Primary (1) 

Additional DSE, Secondary (1) 

県（30） District Education Office District Education Officer (DEO), Primary 

(1) & Secondary (1) 

Deputy DEO, Primary (1) 

Deputy DEO, Secondary (1) 

タルカ（144） Taluka Education Office Taluka Education Officer (TEO), Primary 

(2) & Secondary (2) 

小学校（約 39,000 校） 各小学校 校長（1） 

出典：関係者への聞き取り結果を基に調査団作成 
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2-1-2 学校運営委員会 

シンド州では、学校運営（児童の就学促進、教員の出勤状況の確認、学校施設の維持管理状

況の確認等）を担うコミュニティの組織として、学校運営委員会（SMC）の設置が推奨されて

きた。SMC に係るガイドラインによれば、小学校の場合、委員長は保護者代表、書記は校長、

メンバーは選挙で選ばれた保護者 1人のほか、コミュニティの代表 2人の合計 5人から SMCの

Executive Committee は構成されるとされた。しかし、近年改定されたガイドラインでは、児童

の代表 2 人を加えた 7 人構成が推奨されている。各 SMC に対して、学校施設の運営維持管理

費に充てられる小規模の SMC 基金予算が供給されている。各 SMC は、Executive Committee の
メンバーが中心となって住民・保護者とともに、学校の維持管理に必要な活動について School 
Improvement Plan を作成し、それに従って活動の実施・予算の支出を行うことになっている。 

2-1-3 官民連携（PPP）による学校運営 

「パ国」では 5 歳から 16 歳の子どもへの無償教育と義務教育が憲法で保障されている。そ

れに合わせて、シンド州では 2013 年に「The Sindh Right of Children to Free and Compulsory 
Education Act, 2013」という法律が成立している。シンド州政府は、無償による義務教育の供給

の責任を担っているものの、予算不足、人的資源（教員）不足、能力不足等から、その責任が

果たせていないのが現状である。そこで、シンド州政府は、官民連携（PPP）のスキーム 56を

教育セクターにも導入し、学校運営を選定された民間の学校機関や NGO に委託する「EMO
（Education Management Organization）事業」を実施している。そのきっかけとなったのは、

USAID が実施する SBEP の中で新しく整備された学校（小学校を最低でも中期中等学校（ECE
～10 年生）にアップグレード）の運営について、USAID 側が、政府ではなく、選定された

EMO が運営することを条件にしたことであった。 

EMO 事業は、SELD 下に設置された「PPP Node」という部門が担当している。PPP Node に

は、Senior Director を筆頭に、Director Financial、Director Education、Director Legal、その下にそ

れぞれの Assistant Director が配置されている。また EMO のモニタリングを行う Field Officer も
雇用されている。現在、PPP Node が扱う公立学校の EMO による運営は、USAID の SBEP で整

備された学校（106 校）やその近隣校である。しかし、ADB が新しく実施する「Sindh 
Secondary Education Improvement Project」でも、同事業の中で整備された学校（約 150 校）の運

営は EMO に委ねられる予定である。さらに、SELD は、日本政府が先の無償資金協力事業を

通じて整備した基礎学校 54 校、および本プロジェクトで新しく整備される約 20 の基礎学校に

ついても、EMO による運営を検討しているところである。 

EMO が運営する学校運営は、児童・生徒にやさしい学習環境（Student-Friendly Environment）
の提供がコンセプトとなっている。さらに、EMO 事業の主要目的は、1）教育の質の向上、2）
教員の能力開発、3）学校運営の強化、4）保護者やコミュニティの住民の学校運営への参画、

5）モニタリング・評価システムの確立（第三者機関によるチェック）、とされている。これら

 
56 シンド州では PPP に特化した「Sindh PPP Act, 2010」という法律が成立しており、インフラ事業のみならず、保健、教育、福

祉、障がい者教育、女性の開発等の分野でも適用が認められている。公立学校の EMOによる運営については、2015年に

その Policy Framework が策定されている。 
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の目標の達成度を測るために、7 つのキーとなる指標が設けられている。PPP Node によれば、

EMO が学校運営を行っている学校では、それ以前と比べ、就学率が 28%、出席率が 21%、教

員の出勤率が 12%、それぞれ向上したという。さらに、児童・生徒対象の学年末テスト・SAT

（Standardized Achievement Test）の点数も男女ともに 53～75%向上したとのことである。SAT

は、世界銀行の支援で 2016 年から 2018 年まで「パ国」全土で実施されたが、2018 年以降は実

施されてこなかった。しかし、EMO が運営する学校では、2019 年以降も各学校で SAT を実施

している。SAT の教科は、シンド語、英語、理科、算数・数学の 4 教科である。 

PPP Node は、SBEP で新設・改修された各学校の運営を担う EMO を選定するにあたり、全

体予算（10年間）の見積り、技術面のプロポーザル等から評価する。見積りの主な費目は、維

持管理費（ソーラーシステムの維持管理費、水道代等）、教員研修費、政府雇用以外で EMOが

補充雇用している教員（特に ECTs や SSTs）やスタッフ（コーディネーター）の人件費、カリ

キュラムや教材作成費等で、これらを PPP Node の財務専門家が分析する。2022 年 2 月現在、

USAIDの SBEPで整備された 81の学校で、選定された EMOに引き渡しが終了している。これ

までに整備が完了した学校の EMO には、IBA（Institute of Business Administration）、IRC、CFC、

SRSO、HANDS、TCF が選ばれており、これから完成予定の学校の EMO には、SZABIST Par-

e-Arqum、Sindh Madrassah Board が選ばれている。 

2-1-4 財政・予算 

（1） 国家予算と教育分野予算 

国家予算及び教育分野予算（連邦及び州予算の合計）の推移を表 2-2 に示す。 

表 2-2 国家予算及び教育分野予算 

単位：百万 PKR 

年度 国家予算 教育分野予算（歳出） 対前年比

伸び率 
対 GDP 比 

対国家

予算比   （歳出） 合計 経常費 開発費 

2019-20 9,648,488 611,015* 512,711* 98,304* -29.61% 1.55% 6.33% 

2018-19 8,345,640 868,022 778,495 89,527 4.69% 2.42% 10.40% 

2017-18 7,488,394 829,152 721,875 107,277 18.58% 2.56% 11.07% 

2016-17 6,800,520 699,222 596,891 102,331 5.41% 2.33% 10.28% 

2015-16 5,796,302 663,356 561,386 101,970 10.74% 2.42% 11.44% 

出典：Pakistan Economic Survey 2020-2021, 2019-2020, 2018-2019 

注：予算執行年度は 7 月～6 月、国家予算は州予算と連邦予算の合計 *は暫定値 

 

「パ国」教育分野予算（4 州の政府予算及び連邦政府予算の合計、実績）は概ね GDP の

2.4％、国家予算の 10～11％を占める。経常費が全体の 85～90％を占めており、その割合は

年々高まる傾向にある。なお、2019‐20 年度は COVID-19感染拡大に対して長期間の学校閉鎖

が行われたため、予算執行額は前年度の 3 割減に止まっている。教育予算の GDP 比及び対国

家予算比は、近隣・南アジア諸国との比較でバングラディシュ、スリランカとともに最低位に

あり、「パ国」の公的資金の教育への配分の少なさが際立っている。 
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表 2-3 近隣・南アジア諸国の教育予算（%） 

 ｱﾌｶﾞﾆｽﾀ
ﾝ 

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞ
ｨｼｭ 

ﾌﾞｰﾀﾝ ｲﾗﾝ ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ ﾈﾊﾟｰﾙ ｽﾘﾗﾝｶ 

 2019 2019 2019 2020 2019 2020 2019 

政府教育予算/GDP 3.21 1.33 5.68 3.59 4.12 4.39 1.93 

政府教育予算/国家予算 11.34 9.27 20.38 23.14 12.06 13.19 9.9 

出典：UNESCO Institute for Statistics 

（2） 州予算と教育分野予算 

シンド州及び同州教育分野予算の推移を表 2-4 に示す。教育分野は州開発計画の優先分野と

して厚い予算配分を受けており、過去 4 年間の推移を見ると、州予算の約 20％を占め、ここ 3

年間は予算ベースで年 5～14％の着実な増加となっている。経常支出が約 8 割を占め、内訳は、

就学前・初等教育運営に 33％、前期中等を含む中等教育運営に 32％、SELDを含む運営管理に

16％となっており、全体の 8 割程が SELD の管理下にあると考えられる。 

表 2-4 シンド州予算及び教育分野予算 

単位：百万 PKR 

項目 2018-19 2019-20 2020-21 2021-22 

   予算 実績 予算 実績 予算 修正予算 予算 

歳入 1,045,868 818,236 1,191,327 846,695 1,167,747 1,041,965 1,335,169 

歳出 1,144,449 808,785 1,217,898 823,670 1,241,125 1,149,990 1,477,904 

 経常支出 800,538 686,181 933,860 720,409 1,008,182 989,676 1,148,871 

  経常運営費 773,237 659,312 870,217 691,060 968,991 954,424 1,089,372 

  経常資本費 27,301 26,869 63,643 29,349 39,191 35,252 59,499 

 開発支出 343,911 122,604 284,038 103,261 232,943 160,314 329,033 

教育分野支出 228,967 162,061 241,406 169,888 263,676 225,419 301,762 

  対州予算割合 % 20.01% 20.04% 19.82% 20.63% 21.24% 19.60% 20.42% 

  対前年比 % - - 105.4% 104.8% 109.2% - 114.4% 

 【経常運営費】* 205,019 152,950 215,863 163,864 236,160 209,067 271,438 

  就学前・初等教育 75,159 61,286 78,472 62,208 79,880 66,284 90,025 

  中等教育 66,161 52,412 74,204 59,313 76,887 68,623 86,186 

  高等教育 33,443 26,292 37,283 30,049 40,403 39,058 48,475 

  その他教育サービス 1,452 1,553 2,292 2,183 2,600 2,485 3,634 

  運営管理 28,804 11,407 23,612 10,111 36,390 32,617 43,118 

 【開発費】 23,948 9,111 25,543 6,024 27,516 16,352 30,324 

出典：シンド州予算書 Vol. 1 2021-22, 2020-21, 2019-20 

*項目は予算書「機能別分類」による。 

また、開発支出については年間約2～300憶Rsが計上されているが、SELDの他、大学教育、

特別支援学校（障がい者エンパワメント局）、シンド州技術教育・職業訓練局（Sindh Technical 

Education & Vocational Training Authority: STEVTA）、大学・運営委員会に配分されており、

SELD 分予算内訳は次表の通りである。 
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このうち、初等教育および中等教育部門の開発費が、主に学校の建設・改修・修繕費に充て

られる。なお、予算執行率の低さにも留意が必要で、教育分野全体の予算執行率は約 7 割に止

まっている。 

表 2-5 2021/2022 年度のシンド州学校教育・識字局（SELD）の開発予算 

単位：百万 PKR  

 部門 新規スキーム
数 

新規スキーム
予算 

継続スキーム数 継続スキーム予
算 

合計予算 

１ 初等教育 75 件 1,324 46 件 5,679 7,003 

2 中等教育 65 件 823 59 件 4,586 5,409 

3 教員研修 3 件 170 0 件 0 170 

4 SEF（Sindh 

Education 

Foundation） 

0 件 0 4 件 203 203 

5 緊急対応等 43 件 922 8 件 289 1,211 

合計 186 件 3,240 117 件 10,759 13,996 

出典：SELD からのヒアリングを基に作成 

（3） 学校運営予算 

基礎教育レベルの学校運営資金は通常、学校単位（校長が予算執行権を持つ場合）あるいは

郡・県教育事務所に集約されて、請求され、執行される。SELD が所管するシンド州学校教育

分野の運営費内訳を表 2-6 に示す。 

表 2-6 シンド州学校教育分野運営予算（経常費）内訳 

単位：百万 Rs 

項目 2019-20 2020-21 2021-22 備考 

  予算 実績 予算 実績 予算 
(構成

比) 

(うち前期中等

教育運営予算) 
  

人件費関連経費 149,318.5 122,572.4 158,275.1 127,896.6 176,844.4 79.6% 16,003.5 *1 

人件費以外の経費 29,290.4 8,927.1 39,094.0 18,733.1 45,258.1 20.4% 226.9   

プロジェクト準備調査 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0% 0.0   

運営費 6,727.0 1,613.2 13,863.0 4,340.0 13,956.7 6.3% 132.1 *2 

贈与補助金及び債務免除 2,981.1 1,313.4 3,673.2 2,999.5 7,463.6 3.4% 50.0   

交付金 9,655.1 5,868.0 9,534.7 8,118.5 10,758.1 4.8% 0.0 *3 

物的資産 6,662.5 0.0 6,756.4 310.0 7,796.9 3.5% 4.4   

修繕及び維持管理 3,264.7 132.6 5,266.7 2,965.1 5,282.8 2.4% 40.4 *4 

合計 178,608.9 131,499.5 197,369.1 146,629.7 222,102.5 100％ 16,230.4   

出典：https://imufd-sindh.com (2022.6.7 アクセス) 

*1: 基準給(Pay）及び各種手当（Allowances）で構成される。 

*2: SMC 基金（2021-22 予算で 1,200 百万 Rs）、女子奨学金、教科書無償配布等を含む。 

*3: 大部分がシンド教育基金への拠出(2021‐22 予算で 10,750 百万 Rs)となっている。 

*4: Education Works（教育施設部）が所管する比較的大規模な修繕予算が大部分（2021-22 予算で 5,000 百万 Rs）を

占める。 

 

大きく見ると人件費関連予算が 8 割、それ以外の予算が 2 割である。人件費以外の予算には、

光熱水費・研修費等が含まれる運営費（Operating Expenses）が 6.3％あるが、SMC 基金、教科

書の無償配布、女子生徒への奨学金支給等の政策的費用もここに計上されている。また、その
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他、シンド教育基金への拠出金（4.8％）、Education Works が所管する施設修繕費（2.4％）等、

特定の目的・使途の予算も人件費以外の経常費に含まれ、学校運営に必要な資機材購入、行事

費、学習環境整備等に使える経費は限られている。 

（4） 学校の修繕・維持管理予算 

教育セクターの予算において、学校の修繕・維持管理に充てられる予算は 1）運営予算に計

上される修繕及び維持管理費（M&R 予算）、2）開発予算（Annual Development Program: ADP

（年間開発計画）予算）である。1）は、シンド州財務局から各県に直接予算が割り当てられ

る。各県には、Engineering Office/Education Works が設置されており、すべての公立校の修繕・

維持管理の責任を担っている。各県の Education Works には、複数名の Executive/Concerning 

Engineers、3 名の Chief Engineers、7 名の Superior Engineers が配置され、タルカ・レベルに複数

名の Assistant Engineers が配置されている。 

修繕・維持管理は、DEO を通じて上げられる学校からの要請に基づき、各県の

Executive/Concerning Engineers が予算拠出を決定する。通常、小規模な修繕に対しては M&R 予

算、大規模な修繕が必要な場合は ADP の新規事業として予算が割り当てられる。M&R 予算を

使う修繕は多くが校舎の屋根の葺き替え等で、毎年 1,000 件から 1,500 件程度が対象となって

いる。 

2-1-5 技術水準 

実施機関であるSELDはこれまでに実施されたUSAIDによる類似プロジェクト（施設整備）

や世界銀行や ADB の支援による学校インフラ整備を実施機関として遂行しており、「パ国」側

で必要となるプロジェクト管理の能力と経験は有している。また、全州的なプロジェクトの家

具・機材の調達に当ってはその計画から実施までを担当しており、公共調達に関しても必要な

知識と経験を有している。なお、学校施設建設に係る技術的な役割を担うEducation Works部局

が構成されている。また、本計画のようなドナープロジェクトでは、プロジェクトユニットが

組織され、SELD の下で計画に係るモニタリングを行う。本計画では、Education Works が耐震

基準への適合等、技術基準への適合について技術的側面からチェックする体制にある。SELD

は日本の無償資金協力で行われた前案件でも実施機関として必要な技術水準に問題は無く、本

案件も、同様の支援体制の下、県・郡レベルの担当者との緊密な連携体制を確立して事業実施

に当ることで、前案件同様、本プロジェクトを支障なく実施できると判断される。 

2-1-6 既存施設・機材 

（1） 既存施設状況 

現地踏査を行った 30校の既存施設状況を表 2-7にまとめる。サイトごとの施設内容・既存施

設の状況は立地に応じて様々であり、概要を以下に記す。 

• 都市部の学校を除いて、典型的な施設内容は一般教室（1～3 教室）＋ベランダ（外廊下）、

便所、外周塀である。一部の学校では校長室＋倉庫・教員室が付加されたものがある。 
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• 既存建物の建設年は様々で、最も古いものは 1970 年代に建設され、半世紀を経過している。

2000 年代建設の建物には世銀のプロジェクトによる校舎が見られる。建物の新旧が必ずし

も劣化の度合いと比例しているわけではないが、概ね 2000 年以降に建設された建物につい

ては継続使用可能と判断できる。 

• 構造形式は 1）RC軸組＋レンガ帳壁・RCスラブ屋根、又は 2）レンガ造組積・鉄骨床組＋

屋根用レンガ＋コンクリートであり、比較的年代の旧い建物やコミュニティの建設した学

校にレンガ造の建物が見られる。 

• 洪水による被災跡を残す建物は少なく、問題となっているのは屋根の雨漏れやそれに伴う

天井のシミ、地面に含まれる塩分による腰壁モルタルの剥離である。また一部のサイトで

は、天井の一部が崩落し、鉄筋が露出し危険な状態の教室もあった。更に、Karachi のサイ

トでは、2008 年に発生した地震により壁を中心に斜めのクラックが発生していた。 

• 使用可能な便所を有するサイトは 24 サイト、それ以外のサイトでは便所は機能していない。

1）給水の有無に関わらずにほとんどのサイトで水洗便所が設置されているため、給水が

得られずに使用できない、また 2）便槽等が何らかの理由で詰まってしまった状態のまま

放置されていることが主な原因である。 
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表 2-7 既存建物調査結果 

  

棟番号
階数

建設年 校長室 倉庫
便所

使用可/数
門塀

SU01 GGPS Tando Ali Abad 平屋 1988 2 2 - - 0/2 一部有り
床スラブ（外壁面）、庇、のRCは爆裂し鉄筋が露
出。雨漏り有り。

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur 平屋 2005 2 2 - - 2/2 有
床スラブ（外壁面）、庇のRCは爆裂し鉄筋が露出。
パラペット部に亀裂。

SU03 GGPS Illahi Bux Mangi 平屋 建設中 - - - - 建設中
有

一部無し
門扉無し

SU04 GGPS Khairo Indhar 平屋 1993 2 2 - - 0/2 一部有り
床スラブRCが爆裂。屋根スラブ端部にはクラック。
雨漏り有り。壁にはシロアリによる被害有り。

SU05 GGPS Radhi 平屋 2012 2 2 - - 2/2 有 床スラブ、庇、のRCが爆裂。少し雨漏り有り。

SU06 GGPS Rahooja

SU07 GGPS Kando Wahan

SU08 GBPS Morio Ghoto

LA01 GGPS Zangeja

①:平屋（女子）
②:平屋（女子）
③:平屋（男子）
④:平屋（男子）

2019
1988
2005
2016

2
2
4
4

2
0
4
4

- -
1/2
2/2

有

①:雨漏り補修済み。
②:屋根が部分的に崩壊。雨漏りあり。
③:外部床スラブのRCが爆裂。雨漏り有り。
④:ペンキの剥がれ。

LA02 GBPS Mir Muhammad Jalbani

LA03 GBPS Ghulam Hussain Hakro 平屋 2010 2 2 - - 1/2 有 外壁にクラック。木製建具が損傷。

LA04 GBPS Kodrani
①:平屋
②:平屋

2014
1983

2
2

2
0

- - 0/2 有
①:雨漏り有り。
②:屋根がすべて崩壊。壁にクラック。

LA05 GGPS Bhoomkhot Pur

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro 平屋 1992 2 2 - - 1/2 有 外壁の下端の損傷大。

NF01 GGPS Rahim Chand
①:2階建

②:平屋(仮設)
1973
2019

2 2 - - 2/3 有 ①:出窓（庇）は、RCが爆裂し鉄筋が露出。

NF02 GGPS M. Haroon Shar 平屋 1991 2 2 - - 0/2
有

一部無し

NF03 GGPS Patidan (Main)

NF04 GGPS Yousif Rajper 平屋 2005 2 2 - - 1/2 有 廊下天井のモルタル剥離。雨漏り有り。

NF05 GGPS Uris Solangi 平屋 1996 2 2 - - 1/2 有 雨漏り有り。外壁上部にクラック。

NF06 GGPS Wahid Bux Khaskhaly

NF07 GGPS Mehrabpur Sindhi

NF08 GGPS Ali Murad Chang 平屋 2004 2 2 - - 1/2 有 屋根スラブ先端にクラック。外部床スラブが爆裂。

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 平屋 1992 2 0 - - 2/4 有 庇の一部でRCが爆裂し鉄筋露出。

KH01 GGPS Noonari 平屋 1986 2 2 - - 2/2 有 壁の塗装剥がれ。

KH02 GGPS Dur Muhammad Jiskani

KH03 GBPS Haji Ismail

KH04 GGPS Belharo Gambat
①:平屋
②:平屋
③:平屋

1999
2008
1999

2
1
2

2
0
0

- -
2/2
1/3

有
②③:天井の大部分と梁の一部でモルタルが剥離し
鉄筋が露出。

KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang 平屋 1988 2 2 - - 1/5 一部有り 内外壁に横方向のクラック。

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 平屋 1982 2 2 - - 1/1
有

一部無し
壁にクラック。雨漏り有り。

KH07 GBPS Sher Muhammad Jiskani 平屋 1988 2 2 - - 2/2 有 内外壁と庇にクラック。雨漏り有り。

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 平屋 1988 2 0 - - 2/2
有

一部無し
内外壁に大き目のクラック。大きな損傷への発展が
危惧。雨漏り有り。

KH09 GGPS Sari 平屋 2016 2 2 - - 2/2 有 雨漏り有り。

KH10 GGPS Nizamuddin lashari
①:平屋
②:平屋

③:平屋(仮設)

2008
2006
2020

2 2 - - 1/3 一部有り
①:雨漏り有り。
②:雨漏り有り。外壁面上部にクラック。

KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH)
①:平屋
②:平屋

1988
1988

1
2

1
0

- -
1/1
0/2
0/2

有
①:床は経年劣化で凸凹している。
②:内外壁、天井に大きな亀裂。天井はモルタルが
剥がれ鉄筋が露出。雨漏り有り。

KH12 GGPS Manzoor Hussain Bhatti
①:平屋

②:平屋(仮設)
2015
2016

1 1 - - 1/1 有

KH13 GBPS Mitho Khan
①:平屋
②:平屋

2000
2003

1
1

1
1

- - 1/1
有

一部無し
①:廊下の屋根一部なし。雨漏り有り。
②:雨漏り有り。

KH14 GGELS Imdad Ali Shar

①:平屋
②:平屋

③:平屋(仮設)
④:平屋(仮設)

1980
2015
2015
2015

2
1

2
1

有 - 3/3 有
①:内壁に若干のクラック。雨漏り有り。
②:雨漏り有り。

KH15 GGPS Khambhara South
①:平屋
②:平屋

1984
1988

2
3

0
0

有 有 0/4 有
①:一部屋根が崩落。雨漏り有り。
②:屋根スラブのモルタル剥離,　屋根崩落。

KA01 KMC GGPS Mushraf Colony

KA02 GBPS PUB Malir
①:平屋
②:平屋
③:平屋

1988
1988
1992

2
1
1

2
1
1

- - 1/5
有

一部無し
③:雨漏り有り。

KA03 GBPS Radho Jokhio

①:平屋
②:平屋
③:平屋

④:平屋(仮設)

1974
1988
1999
2012

1
2
2

0
0
0

有 - 4/4 有
①②③:屋根、内外壁にクラック。一部屋根スラブの
モルタルが剥離。雨漏り有り。

既存施設状況

教室棟
既存

教室数

継続使
用可教
室数

付属施設

備考

サイト
No.

学校名
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Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。

調査時の安全性を確保できなかったため、協力対象外。

住民が移転しており、学校が運営されていないため協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

拡張スペースを含めても新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

SLEDから取止めがあり協力対象外。

土地問題のため、協力対象外。

生徒数の不足と学校が運営されていないため協力対象外。
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（2） 既存機材状況 

現地調査を行った既存小学校 30 校及び前期中等レベルの類似校の機材整備状況は以下の通

りである。 

教育家具 

生徒用机・椅子としては 2～3 人掛けのベンチとテーブル（一体型）が最も一般的な教室家

具であるが、ベンチのみの教室も多く、数量が不足している学校が多い。そのため床に座って

授業を受けたり、机を置かずにベンチを 4 人掛けで利用している学校も見られた。 

教育用機材 

数葉の掛図が掛けられている学校もあるが、それ以外の教育用機材はほとんど整備されてい

ない。収納の場所（キャビネット等）も一部を除きほとんどなく、校長室がない学校では管理

用書類等も校長が自宅に持ち帰り保管する状態にある。ただし、前期中等クラスを含む類似の

基礎学校又は上級学校では以下の機材整備が行われている。 

• コンピュータ機材：県政府や USAID・ADB等のドナーがコンピュータ機材の供与を行って

いる。中期中学校（HS）及び後期中学校（HSS）への配備が優先され、基礎学校（ELS）・

前期中学校（MS）への配布は実施されていない。視察した USAID の後期中学校（HS）で

は、16 台のコンピュータ機器が整備され、雇用された指導員により、ワード等の基本的な

使い方の実習を行っている。G6～8 の生徒を対象に、1 週間に 1 回、40 分間の授業が実施

されている。翌年からは、G9、10 の生徒も、生物かコンピュータのどちらかの科目を選択

する制度が開始される。 

• 理科実験機材：視察した USAID の後期中学校（HS）では給排水設備や実験機材を備えた

理科実験室（物理、生物、化学）が整備されていた。G9 と G10 については、Board of 

Secondary Educationが、年に 1回学習到達度の統一試験を行うことが、カリキュラムに定め

られており、理科 3科目についても、記述式（85%）に加えて実験（15%）の試験が実施さ

れている。また、学校独自の試験も月に 1 回行われている。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

現地踏査を行った 30 サイトの敷地及び関連インフラ整備状況を表 2-8、2-9 に示す。各項目

の概要は以下の通りである。 

（1） アクセス状況 

州都 Karachi 及び本計画の内陸部の中心都市 Sukkur から各県都を結ぶ道路及び県都からサイ

トへの主要道路はアスファルト舗装された国道又は県道で、特にインダス川両岸の国道 5 号

（左岸）・55 号（右岸）は幅員 9m～20m、パンジャブ州やイスラマバードへ至る物流の幹線と
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して通年の通行が確保されている。それら主要道路からサイトへのアクセスはアスファルト舗

装又は未舗装の地方道となるが、幅員 4m 以上の道路が大部分で中型トラック程度までの工事

用車輛はアクセス可能である。舗装面の荒れた区間や未舗装区間が一部にあるが、計画対象サ

イトのアクセスについては概ね状態は良い。但し、サイトが立地する集落内の道路は幅員も狭

く、排水設備が不備なために少しの降雨で冠水やぬかるみにより通行困難となるため、資機材

の搬入時期に留意を要する。サイトは県域が広い Khairpur でも、主要道路からの距離は概ね約

10kmの範囲に分布している。 

（2） 敷地・周辺状況 

サイトはシンド州北部 4 県及び Karachi の郊外に広く分散し、立地条件はサイト毎に多様で

ある。多くが既存市街地又は集落内、あるいはその外縁部に位置し、周囲は家屋や耕作地等の

既開発地で、利用できる土地が限定されているサイトが多い。2 サイトを除きすべての学校が

境界塀で囲われており、敷地面積が 1,000 ㎡を超えるサイトは 2 サイトに留まる。一方、敷地

面積が 600㎡に満たないサイトは 19サイトあり、全 30校中 12校は寄贈又は許可を得て隣接地

を加え、敷地範囲を拡張して施設建設を行う計画となっている。 

既存校敷地は概ね矩形又は方形で平坦又は緩勾配の土地である。拡張用地も同様であるが、

周囲に建物が建て込んでいるサイトでは拡張範囲が限定され、拡張後の用地は不整形となって

いるサイトもある。既存校の地盤レベルは、都市部の学校では概ね周囲の道路と同等であるが、

農村部の学校では道路面より地盤レベルが低い学校がいくつかあり、地形上周囲からの雨水流

入の恐れがあるサイトでは適切な排水処理が必須である。また、拡張用地は基本的には未利用

地であり、宅地としての整備が行われていないため周囲の土地より地盤レベルが低い土地が多

く、12サイトで盛土による地盤の部分的な嵩上げが必要と判断される。加えて、耕作地として

利用されている土地に建設を計画する 1 サイトでは表土の地盤改良が必要となる。 

（3） インフラ整備状況 

電力：全サイトで概ね 100m以内、最大で 500m以内に既存配電網があり、単相 220V 又は三相

400V/220V の電力が配電されている。既存校の状況は 5 校が電力引込み済み、20 校が未接続か、

切断又は停止の状態にある。既存校での違法接続や料金未払い等の問題が無ければ、新規引込

みや再接続に問題はない。ただし、「パ国」では発電の 7 割を占める火力発電の燃料調達難や

設備の老朽化・故障等に対する保守の不備のため全域で電力不足が深刻な問題となっており、

シンド州でも計画停電を含めてほぼ毎日、延べ時間半日以上の停電がある状態にある。 

通信：既存校で固定電話設備のあるサイトはなく、携帯電話が最も一般的な通信手段となって

いる。携帯通信は本計画の対象エリア全域で利用可能である。 

給水：市水が利用可能なサイトはなく、SU03、04 を除く全サイトでハンドポンプ式または電

動ポンプ式の井戸を給水源に利用している。既存井の状況から判断してほとんどのサイトで

10m～20m の浅井戸での取水が可能であるが、Naushero Feroze 県の 1 サイトおよび Karachiの 2

サイトのみ約 45~90m 程度の深さが必要と想定される。井水の水質については一部に塩分濃度

が高い地域があり、現在使用中のものでは NF01、NF02、K05 で飲用としては利用できない。 
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排水：暗渠の下水設備が整っている地域はなく、都市部や一部集落で道路脇の開渠（コンクリ

ート側溝）が設置されているのみである。一般的には簡易浄化槽等で処理した排水を地中浸透

又は側溝への直放流にて処理しているが、側溝がないサイトでは排水が周囲の土地の低い部分

に流れ込んで滞留する状況も多く見られる。 
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表 2-8 敷地・インフラ状況調査結果 1 

  

所有者
面積
（㎡）

形状 境界 所有者
面積
（㎡）

形状

SU01 GGPS Tando Ali Abad 私有 547.7㎡ 矩形

隣接建物
境界塀

一部なし
簡易植物塀

- - - - 0.9ｍ

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur 私有 381.2㎡ 台形 境界塀 私有 240.0㎡ 台形 - -
既存敷地上空を電線が横
断。土地所有権について協
議中であったが、解決した。

SU03 GGPS Illahi Bux Mangi 政府 768.7㎡ 矩形
境界塀

一部なし
- - - 要 -

土地所有権について協議中
であったが、解決した。

SU04 GGPS Khairo Indhar 私有 529.0㎡ 矩形
境界塀

一部なし
- - - - -

SU05 GGPS Radhi 私有 395.9㎡ 矩形
境界塀

隣接建物
私有 325.8㎡ 矩形 要 -

土地所有権について協議中
であったが、解決した。

SU06 GGPS Rahooja

SU07 GGPS Kando Wahan

SU08 GBPS Morio Ghoto

LA01 GGPS Zangeja 政府 1,158.2㎡ 矩形
境界塀

隣接建物
政府 320.0㎡ 矩形 - -

LA02 GBPS Mir Muhammad Jalbani

LA03 GBPS Ghulam Hussain Hakro 私有 365.0㎡ 矩形
境界塀

既存建物
私有 1,000.0㎡ 矩形 - -

LA04 GBPS Kodrani 政府 460.0㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

LA05 GGPS Bhoomkhot Pur

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro 政府 555.0㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

既存敷地上空を電線が横
断、移設が必要。

NF01 GGPS Rahim Chand 私有 734.6㎡ 矩形 境界塀 私有 73.8㎡ 矩形 - -

NF02 GGPS M. Haroon Shar 私有 629.4㎡ 矩形
境界塀

一部なし
- - - - -

敷地内の低圧線の移設が必
要。

NF03 GGPS Patidan (Main)

NF04 GGPS Yousif Rajper 私有 719.7㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

NF05 GGPS Uris Solangi 私有 450.8㎡ 矩形
境界塀

隣接建物
- - - - -

NF06 GGPS Wahid Bux Khaskhaly

NF07 GGPS Mehrabpur Sindhi

NF08 GGPS Ali Murad Chang 私有 630.2㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

敷地内の低圧線の移設が必
要。

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 私有 522.8㎡ 矩形
境界塀

既存建物
私有 131.5㎡ 矩形 要 -

敷地内の低圧線の移設が必
要。

KH01 GGPS Noonari 私有 449.8㎡ 矩形 境界塀 私有 174.2㎡ 矩形 - -

KH02 GGPS Dur Muhammad Jiskani

KH03 GBPS Haji Ismail

KH04 GGPS Belharo Gambat 私有 566.4㎡ 矩形
境界塀

既存建物
私有 1,166.0㎡ 矩形 - -

KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang 私有 787.4㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 私有 300.6㎡ 矩形
境界塀

既存建物
一部なし

私有 700.0㎡ 台形 要 -

KH07 GBPS Sher Muhammad Jiskani 私有 924.3㎡ 矩形 境界塀 - - - - -

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 私有 698.6㎡ 矩形
境界塀

既存建物
一部なし

- - - - -

KH09 GGPS Sari 私有 545.9㎡ 矩形 境界塀 私有 877.4㎡ 三角 要 -

KH10 GGPS Nizamuddin lashari 私有 528.0㎡ 矩形
境界塀

簡易植物塀
一部無し

私有 375.0㎡ 矩形 要 -

KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH) 政府 437.5㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

KH12 GGPS Manzoor Hussain Bhatti 私有 250.4㎡ 矩形
境界塀

既存建物
私有

北側176.5㎡
農地775.2㎡

矩形 要 -
拡張用地（農地）上空を電線
が横断、移設が必要。

KH13 GBPS Mitho Khan 私有 438.9㎡ 矩形
境界塀

一部なし
私有

東側580.0㎡
西側360.0㎡

台形 - -

KH14 GGELS Imdad Ali Shar 私有 435.3㎡ 矩形
境界塀

既存建物
隣接建物

私有 688.8㎡ 矩形 要 -
拡張用地上空を電線が横
断。

KH15 GGPS Khambhara South 私有 464.1㎡ 矩形
境界塀

既存建物
- - - - -

KA01 KMC GGPS Mushraf Colony

KA02 GBPS PUB Malir 政府 990.9㎡ 矩形
境界塀

既存建物
一部なし

政府 528.5㎡ 台形 - -
拡張用地の地中に給水管が
埋設。

KA03 GBPS Radho Jokhio 政府 1,521.1㎡ 矩形
境界塀

既存建物
政府 397.3㎡ 矩形 - -

サイト
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新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

敷地状況

既存校敷地 拡張・移転用地
敷地整備
要/不要

洪水時
浸水レベル

（GL+）
備考

拡張スペースを含めても新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

生徒数の不足と学校が運営されていないため協力対象外。

土地問題のため、協力対象外。

SLEDから取止めがあり協力対象外。

Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。

調査時の安全性を確保できなかったため、協力対象外。

住民が移転しており、学校が運営されていないため協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。
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表 2-9 敷地・インフラ状況調査結果 2 

  

幅員
舗装種別

道路状況
引込済

単相220V
未引込 井水 市水

計画可能性
(井戸深さ)

SU01 GGPS Tando Ali Abad
20km
36分

3.7ｍ
アスファルト

中型可 引込済 - 手動P - (-12.2m)
貯留槽

+くみ取り
井水は塩分が多く飲用不可

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur
16km
26分

7.6ｍ
アスファルト

中型可 引込済 -
手動P
飲用可

- (-12.2m) 敷地内浸透

SU03 GGPS Illahi Bux Mangi
58km
67分

4.0ｍ
アスファルト

中型可 未接続
引込可
約5ｍ

なし - 便所建設中

SU04 GGPS Khairo Indhar
47km
75分

3.4ｍ
未舗装

中型可 未接続
引込可
約3.5ｍ

なし
隣地借用

- 地中直接浸透

SU05 GGPS Radhi
51km
52分

4.7ｍ
アスファルト

中型可 未接続
引込可
約10ｍ

手動P
飲用可

- (-12.2m)
貯留槽

+くみ取り

SU06 GGPS Rahooja

SU07 GGPS Kando Wahan

SU08 GBPS Morio Ghoto

LA01 GGPS Zangeja
72km
79分

2.5~3.5ｍ
未舗装

中型可
女子校：未接続
男子校：引込済

引込可
約80ｍ

手動P
飲用可

- (-21.3m)
敷地外浸透ピット

+くみ取り

LA02 GBPS Mir Muhammad Jalbani

LA03 GBPS Ghulam Hussain Hakro
86km
98分

4.7ｍ
アスファルト

中型可 未接続
引込可
約10ｍ

手動P
飲用可

- (-15.2m) 下水溝放流
下水溝が詰まっているため、桝に
溜まった汚物をくみ取る。

LA04 GBPS Kodrani
74km
86分

6.8ｍ
アスファルト劣化

未舗装(2km)
中型可 引込済 -

ポンプ無し
飲用可

- (-18.3m)
簡易浄化槽

+下水溝放流

LA05 GGPS Bhoomkhot Pur

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro
67km
71分

5.0m
未舗装

中型可 未接続
引込可
約10ｍ

ポンプ無し
飲用可

- (-24.4m) 下水溝放流

NF01 GGPS Rahim Chand
163km
151分

4.0ｍ
アスファルト劣化

未舗装
中型可 未接続

引込可
約10ｍ

手動P×2 - (-45.7m) 敷地外放流 井水は塩分が多く飲用不可

NF02 GGPS M. Haroon Shar
131km
129分

4.0ｍ
アスファルト劣化

未舗装(2km)
中型可 引込済 - 手動P - (-30.5m)

簡易浄化槽
+下水溝放流

井水は塩分が多く飲用不可

NF03 GGPS Patidan (Main)

NF04 GGPS Yousif Rajper
139km
144分

3~4m
アスファルト劣化
未舗装(700ｍ)

中型可
引込済

夏期のみ使用
-

手動P
電動P
飲用可

- (-25.9m)
農地の水路に放

流

NF05 GGPS Uris Solangi
164km
151分

3.17ｍ
未舗装

中型可 引込済 -
手動P
電動P
飲用可

- (-21.3m) 敷地外放流

NF06 GGPS Wahid Bux Khaskhaly

NF07 GGPS Mehrabpur Sindhi

NF08 GGPS Ali Murad Chang
98km
98分

3.08ｍ
未舗装

中型可 未接続
引込可
約20ｍ

手動P - (-22.9m) 敷地外浸透ピット
井水は地中で汚水と混合している
ため飲用不可

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah
92km
102分

3.17ｍ
未舗装

中型可 引込済 -
手動P
電動P

- (-16.8m)
簡易浄化槽

+下水溝放流
井水は塩分が多く飲用不可

KH01 GGPS Noonari
27km
42分

4.7ｍ
未舗装

小型可 引込済 -
手動P×2
(1つ故障)
飲用可

- (-12.2m) 下水溝放流

KH02 GGPS Dur Muhammad Jiskani

KH03 GBPS Haji Ismail

KH04 GGPS Belharo Gambat
66km
77分

3.0ｍ
アスファルト

中型可
女子校：引込済
男子校：未接続

引込可
約20ｍ

手動P
電動P
飲用可

- (-15.2m) 下水溝放流

KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang
89km
105分

2.8ｍ
アスファルト

中型可 引込済 -
ポンプ無し

電動P
- (不明) 地中直接浸透 井水は塩分が多く飲用不可

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio
47km
78分

3.9ｍ
未舗装

中型可 未接続
村の電気供
給が停止

手動P
飲用可

- (-12.2m) 地中直接浸透

KH07 GBPS Sher Muhammad Jiskani
30km
53分

4.47ｍ
未舗装

中型可 引込済 -
手動P
飲用可

- (-12.2m) 下水溝放流

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo
53km
63分

3.4ｍ
アスファルト

中型可 未接続
村の電気供
給が停止

手動P×3
(2つ故障)
飲用可

- (-12.2m) 敷地内浸透ピット

KH09 GGPS Sari
101km
107分

3.7ｍ
アスファルト

中型可 引込済 -
手動P
飲用可

- (不明)
下水溝放流

+拡張地浸透
井水は若干塩分が含まれるが、飲
用可

KH10 GGPS Nizamuddin lashari
119km
122分

4.0ｍ
未舗装

小型可 引込済 -
手動P
飲用可

電動P
使用可

(不明)
敷地外

地中直接浸透
井水は若干塩分が含まれるが、飲
用可

KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH)
66km
76分

4.0ｍ
未舗装

小型可 引込済 -
手動P
飲用可

- (-12.2m)
敷地外浸透ピット

+くみ取り

KH12 GGPS Manzoor Hussain Bhatti
58km
72分

3.7ｍ
未舗装

中型可 引込済 -
手動P
電動P
飲用可

- (-12.2m) 敷地外放流

KH13 GBPS Mitho Khan
118km
119分

2.2ｍ
未舗装

小型可 未接続
周辺地の電
気供給なし

手動P
飲用可

- (-21.3m) 敷地外浸透ピット

KH14 GGELS Imdad Ali Shar
103km
118分

3.84ｍ
未舗装

中型可 引込済 -
手動P
電動P
飲用可

- (-12.2m) 敷地外放流

KH15 GGPS Khambhara South
47km
79分

4.1m
未舗装

中型可 未接続
村の電気供
給が停止

手動P×2
(1つ故障)
飲用可

- (-12.2m) 地中直接浸透

KA01 KMC GGPS Mushraf Colony

KA02 GBPS PUB Malir
*49km
71分

3.8ｍ
アスファルト

中型可
引込済
切断中

-
手動P
飲用可

- (-61.0m) 敷地外浸透ピット

KA03 GBPS Radho Jokhio
*46km
66分

3.8ｍ
アスファルト

中型可
未接続

コミュニティセンター
から借用

引込可
約200ｍ

電動P×2
(1つ故障)
飲用可

- (-91.4m) 敷地外浸透ピット

*カラチ中心地からの距離
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サッカル
中心地か

らの距
離・時間

Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。

調査時の安全性を確保できなかったため、協力対象外。

住民が移転しており、学校が運営されていないため協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

サイト
No.

電力

アクセス状況

学校名

インフラ状況

給水
排水

処理方式
備考

主要道路からのアクセス

SLEDから取止めがあり協力対象外。

Kachaエリア内に位置しており、安全性を確保できないため協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

拡張スペースを含めても新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

新設するスペースが狭小であるため、協力対象外。

生徒数の不足と学校が運営されていないため協力対象外。

土地問題のため、協力対象外。
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2-2-2 自然条件 

（1） 敷地・地勢 

サイトの多くはインダス川の流域平野に位置し、基本的には平坦な地形である。ただし民家

や公共施設、道路等は洪水時の冠水を避け、盛土により地盤を上げて設置されているサイトも

あり、結果としてサイトが周囲の地盤より低くなって周囲からの雨水流入を招き、長期間の冠

水が懸念されるサイトもある。また、敷地拡張を予定するサイトでは耕作地が含まれ、表層土

の処理が必要となる。 

敷地については地形や敷地範囲、障害物等の諸条件を詳細に把握して敷地ごとに最適設計を

行うため、現地調査において調査対象 30 サイトのうち、「パ国」側と合意した選定基準に照ら

して明らかに対象外と判定される 1 サイトを除いた 29 サイトで測量調査を実施した。調査は

現地再委託とし、既存校敷地と拡張予定地を中心に周辺状況のわかる範囲を含めて平面・高低

測量を実施した。仕様はピッチ 10m（グリッド）、等高線 0.5m とし、結果は緯度・経度、方位、

敷地・拡張予定地境界、既存建築物位置、樹木・障害物、インフラ等の情報を含む地形測量図

（CAD データ）に取りまとめた。 

（2） 土質・地盤 

概略設計の実施に当たり、計画サイトにおける地質及び建物の基礎設計に係る地盤の許容支

持力を把握する必要がある。そのため、現地調査において調査対象 30 サイトのうち、「パ国」

側と合意した選定基準に照らして明らかに対象外と判定される 1 サイトを除いた 29 サイトで

以下の試験を実施した。 

• 標準貫入試験（SPT）：地盤構造及び地盤強度の把握のため、1サイトあたり 2ヶ所ないし 3

ヶ所、現状地盤-20.0m までの試験を実施した。 

• 土質サンプリング及びラボ試験：1 サイトあたり 2 ヶ所ないし 3 ヶ所、現状地盤-1m、-2m

及び-4m の 3 ポイント（1 サイトあたり計 6 又は 9 ポイント）で土壌の不攪乱サンプルを採

取、ラボ試験（3 軸圧縮試験、コンシステンシー限界、粒度分布、比重、空隙率、含水率）

にて土壌の物理的、化学的及び力学的性質を把握した。 

以上の試験結果により、対象サイトでは比較的軟弱な地盤が多いことが確認された。 

調査結果によれば、サイトによって差が見られるものの、支持地盤面と想定する地表面下

0.8～1.2m の土質は比較的軟らかいシルト質粘土又はシルト質の沈泥質砂が多く、期待される

地盤支持力はサイトによって 50～200kN/m2 程度である。また、地下水位が高いサイトでは詳

細設計において支持地盤面を浅く設定するが、季節によって水位が変動する可能性があるため、

基礎工事に当たり留意が必要である。 

（3） 気象条件 

シンド州は大部分が亜熱帯モンスーン地域に属し、一年は寒冷期（12～2 月）、酷暑期（3～

6 月）、雨季（6～9 月）、寒冷期への移行期（10～11 月）の四季に分れる。気候上は北部内陸部
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（上シンド）、南部内陸部（下シンド）、南部沿岸部の 3 地域に分けられ、海洋性の比較的穏や

かな気候となる沿岸部に対して、内陸部の大部分は年間降雨量が 200mm に満たない高温乾燥

地域で、4～6 月にかけて平均最高気温が 40℃を超える猛暑となる一方、寒冷期には気温が氷

点近くに落ちることもあり、日較差・年較差の大きな気候である。特に上シンドでは Larkana

県 Mohenjo-daro で世界 4 位の高温（53.5℃-2010 年）が記録されているほか、Larkana、Sukkur

を含む 7 カ所で 50℃を超える気温が記録されている。風向は、寒冷期の終る 2 月中旬から 9 月

末にかけては南西モンスーンの影響が卓越する一方、10～1 月には冷涼な北寄りの風が卓越す

る。 

（4） 自然災害 

地震 

「パ国」では北部地域で 7万人を越える死者と建造物等に対する甚大な被害を出した 2005年

の大地震（M7.6）を始め、人的被害を伴う地震がしばしば発生しているが、被害は概ね北部

～西部の山岳地域に集中している。本計画の対象地域では有感地震はあるものの、建造物への

被害を伴う地震の記録はない。2005 年地震を受けて策定された「パキスタン建築基準

（Building Code of Pakistan）」ではシンド州は沿岸地域の一部を除き、地震地域区分 2A 又は 2B

（5 区分中 2 及び 3 位、区分 1 が最も小さい地震動を想定する地域）となっており、本計画の

対象サイトの北部 4 県の区分は 2A、Karachi のみ 2B の地域に含まれる。 

 

出典：Building Code of Pakistan 

図 2-2 地震強度分布図 
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豪雨・洪水 

シンド州のほぼ全域を含む平地部で最も深刻な自然災害はモンスーンによる豪雨とそれに伴

う洪水である。2010年の大洪水は全国で 56万戸の住宅を破壊し、600万人を越える避難民を発

生させ、シンド州だけで学校施設 6,847校が全壊又は部分損壊の被害を受けた（内訳は下記）。 

- 洪水による損傷   ：2,934 校 

- 豪雨による損傷   ：1,206 校 

- IDP（国内避難民）による損傷  ：2,311 校 

- 複合的要因による損傷   ：396 校 

シンド州のインダス川流域平野は雨季の間、毎年のようにモンスーンによる豪雨・洪水によ

る被害を受けており、2022 年 7 月末のドラフト調査の際も、モンスーンによる豪雨により、

Karachi 周辺では人的被害を伴う甚大な被害を出している。また、8 月も継続的に雨が降り、

「パ国」全域で洪水の被害が出ており、今後詳細を確認する必要がある。本計画では浸水時で

も校舎が使える又は、容易に復旧できるよう、サイトごとの過去の浸水歴を踏まえた設計を行

う必要がある。 

2-2-3 環境社会配慮 

（1） プロジェクト実施による自然・社会環境への影響 

本計画は大部分が既存集落内又は隣接地に位置する既存小学校敷地（拡張予定部分を含む）

において平屋建て又は 2 階建ての小規模施設（教室棟・便所棟）を増設するものである。いず

れの敷地も既開発地で、生態学的あるいは環境保護面で特殊な地域に該当するエリアは無い。

施設建設を予定するエリアは概ね 500m2 程度で、地形はほぼ平坦であるが、周辺土地あるいは

道路に比してレベルの低い土地では敷地内の雨水排水が可能となるよう、外構計画による地盤

レベルの調整が必要となる。その他、樹木伐採、建設行為、排水処理設備の設置等によるサイ

ト内外の自然・社会環境への影響が想定されるが、「パ国」の定める環境基準等を遵守すると

共に、環境への望ましくない影響を可能な限り低減するよう以下の配慮を行う計画とする。 

• 敷地造成は施設建設に必要な範囲に限定し、建物床レベルが過去に記録された浸水レベル

以上となるよう、外構計画全体の中で周辺の土地に雨水流出等の影響が及ばないよう地盤

レベルを設定する。 

• 既存植生の除去は施設建設に必要な範囲に限定し、高木は可能な限り保全することとして、

既存の自然環境の改変を最小限に抑える計画とする。 

• 汚水排水は「パ国」基準に従った簡易浄化槽を経て浸透桝にて敷地内処理とすることを基

本とし、浸透率が低いサイトのみ敷地外排水路へ処理水を直接放流することする。なお、

浄化槽からの放流レベルが敷地毎の最大浸水レベルより低くならないよう便所棟床レベル

を設定することで、雨季に敷地が冠水した場合でも未処理の汚水が溢れることのないよう

計画する。 
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• 多くの敷地で主要道路から集落内のアクセス路を経てアプローチする必要がある。道路と

敷地の間に民家があるサイトでは、工事車両のアクセスは住民の合意を得つつ居住環境に

与える影響が極力抑えられるルートで設定する。 

• 敷地のいくつかは既存集落内又は既存集落に隣接しているため、工事中の騒音対策、粉塵

や廃棄物の処理、安全対策はシンド州環境保護庁の指導に従い、周辺住民の生活環境への

負の影響を極力少なくするよう施工計画を策定する。 

（2） 環境影響評価に係る制度・手続き 

「パ国」では環境保護法（Pakistan Environmental Protection Act, 1997）に基づき環境保護庁が

設立され、環境保護行政を所管している。環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）

も同庁の所管であり、同庁規則（Pakistan Environmental Agency Regulations, 2000）がその具体

的手続きを定めている。同規則では EIA 及び初期環境調査（Initial Environmental Examination: 

IEE）が必要なプロジェクトをリストに定めている。なお、本計画は、既存校がある敷地内又

はその周辺の拡張地（耕作地）に新たに施設増設を実施するものであり、環境保護庁が定める

「環境上脆弱な地域：Environmentally Sensitive Area」に該当しないことから、手続きは必要な

いとの了解を得ている。また、その対応が必要となった場合は、SELD が責任をもって対応す

ることで合意を得ている。 

 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

（1） Planning Commission-1（PC-1）の承認 

「パ国」では、本計画を実施するにあたって、PC-1 の承認が必要である。また、PC-1 は実

施の各段階で更新される。PC-1 の承認プロセスには、ドラフト調査のドラフトレポート及び

その署名済ミニッツの添付が必要であり、また、申請自体は日本の閣議とは切り離して実施さ

る。なお、遅くとも E/N、G/A 締結前に承認を得ることを前提としているが、計画どおり承認

されるかによって事業実施工程への影響が懸念される。以下に承認プロセスとそれに係る期間

を示す。 

表 2-10 PC-1 の承認プロセス 

No 承認プロセス 期間（日） 

1 SELD による PC-1 書類の準備 10-15 日 

2 SELD 次官による承認  7 日 

3 Planning & Development Department による承認（Provincial Development 

Working Party による技術的承認含む） 

30-60 日 

4 連邦政府による承認 90 日 

 合計 6-7 ヶ月 

（2） 治安 

「パ国」は異なる言語を持つ多様な民族構成や、封建的な社会構造、地方‐都市間の経済格
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差といった国内要因に加え、インドやアフガニスタンとの間に緊張する国境エリアを抱えて、

内外の情勢変化の影響で常に治安情勢が流動化する危険性が高い国である。本計画が実施さ

れるためには治安情勢の継続的な安定が必須であり、対象地域での治安の悪化はプロジェク

トの中断につながる懸念がある。 

 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

（1） 女子就学の制約条件 

本プロジェクトは前期中等教育におけるジェンダー間格差の緩和を目的とするもので、直接

的な裨益者はシンド州農村部の女子児童である。「パ国」では農村部女性は貧困と社会的・文

化的慣習や伝統に基づく女性差別のため、十分な教育・訓練の機会が与えられていない。現地

調査では、以前と比べて親やコミュニティの女子教育に対する意識は高まっており、パルダや

早期婚などの伝統的社会規範は薄くなっているとの声が多かったが、既述の通り、初等教育就

学率（ネット）の GPI は全国で初等教育 0.87、前期中等教育 0.81、シンド州では共に 0.7957と

ジェンダー間の格差は依然として全国平均と比較しても大きい。（図 1-3）。 

女子の就学を阻害している要因として現地調査で挙げられた主な内容は以下の通りである。 

• 社会・文化的要因 

- 親の女子教育に対する無理解（親の教育レベルや機会費用を反映） 
- 早期婚（一般的には 14～16 才で結婚、それ以上の教育は求めない） 
- パルダ（伝統的慣習に基づく公的な場での女性の行動制限） 
- 特定のカースト、宗教、民族などのコミュニティが子供を就学させない 

• 経済的要因 

- 家庭内労働の必要性（家事、子守、農作業） 
- 経済的な負担（制服、交通費、文房具等）ができない 

• 女子児童にとって不適切な就学状況 

- 通学可能な範囲（距離、通学路の安全、交通手段の有無を考慮）に学校が無い 
- 男女共学や女性教員のいない学校（女子校が無い） 
- 不適切な施設環境（基本施設である外周壁、給水、便所の不備、教室の不足） 
- 教員不足による授業の質の低下（多学年での複式授業、過密状態での授業） 

今回調査を行った地域では、学校に行くことはまだまだ当たり前とはなっておらず、定着し

ていない。そんな中で、少なくともコミュニティの子どもが学校に継続して通っている背景に

は、校長や教員の保護者に対する継続的な働きかけがあってのことである。今回調査を行った

学校の校長や教員の多くが、学校のあるコミュニティの出身者や在住者であることから、子ど

 
57 Pakistan Education Statistics 2016-2017. （初等教育 5-9 才、前期中等教育 10-12 才のデータ） 
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もの親もよく知っており、子どもが学校に来ていない場合は自宅を訪問して学校に来させるよ

うに説得をしているという話をよく聞いた。また、在住者ではなくても、毎週学校に保護者を

呼んで会議を持ち、休みがちな子どものフォローを依頼したり、子どもの教育に関心を持って

もらう努力をしている校長の話も聞いた。こうした地道なモービライゼーションやセンシタイ

ゼーションの働きかけをしないと、子どもの就学は定着せず、進学にもつながらないといえる。 

また、インタビュー調査から、多くの候補校で、女子が中途退学するのは小学校から中学校

に進学するタイミングであった。それは、近くに中学校がなく、一番近い中学校でも 5km程度

離れているケースが多く、リキシャーでの通学にはお金がかかり、その費用が捻出できないか

らとの説明を聞いた。一方で、男子も同じように遠くにしか学校がないが、男子の多くは進学

していることも分かった。したがって、ジェンダーも大きく影響しているといえる。男子の場

合、交通費が捻出できない場合、徒歩や自転車で通学することが多い。しかし、女子は、ジェ

ンダー規範や安全面の観点から自転車に乗ることや徒歩で通学することを親から制限されるこ

とが多い。また、大人の女性へと身体が成長している娘を男性の目にさらしたくないという考

えや、共学校、男性教員に対する抵抗感が強く、中学校には通わせない親も多い。こうした親

は、教育よりもジェンダー規範を優先しているのだが、その裏には女子は将来結婚して家庭で

家事や子育てをするから教育は必要ないとする考えもある。こうした文化や宗教に根付く価値

観を変えることは難しいが、教育の重要性とジェンダー平等についてセンシタイゼーションを

行っていくことは重要である。 

（2） インクルーシブ教育・ユニバーサルデザイン 

インタビュー調査を行った複数の学校に、障がいのある子どもが通学していることが分かっ

た。身体障がい、精神障がい、耳の不自由な子どものケースがあげられた。校長や教員は、障

がい者エンパワメント法やインクルーシブ教育の推進を行う政府方針を認識し、こうした障が

いのある子どもの面倒をよく見ている印象を受けた。いくつかの学校で、耳に障がいのある子

どもを受け入れているとのことだったが、子どもに手話や口唇読術のスキルはなく、教員もゼ

スチャーや文字に書いてコミュニケーションをとっているとのことであった。シンド州では、

タルカレベルに特別支援学校が設置されていて、手話や点字が教えられている。しかし、農村

部からタルカの中心地までは距離があり交通費がかかることから、親は通わせることができず、

普通校に通わせているとのことだった。日本では、普通校に通いながら、夕方や週末に特別支

援学校に通ってそうしたスキルを身につけるのだろうが、シンド州の農村部では厳しい。シン

ド州の教員研修では、インクルーシブ教育についても研修が行われるようであるが、手話も含

めより専門的な知識とスキルを教員も学ぶ必要がある。一方で、1 人教員校が多く、ほとんど

の教員が複式学級で教えている厳しい現状である。 

インタビューを行った学校で、足が不自由な女子が通学している話を聞いた。その通学や、

学校の校舎に入るための段差の上り下りの介助を近所の同級生の友人が行っているとのことで

あった。これこそが、障がいの有無にかかわらず共生の重要性に気づく、インクルーシブ教育

の意義であるといえる。その女子は、学校にトイレがないために、休憩時間に自宅に帰ってト

イレを済ませ、また学校に戻ってくるとのことであった。シンド州の農村部はトイレを一段高

いところに作るのが一般的のようであるが、スペースがあれば、スロープでアクセスできるよ
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うに考慮することが必要である。 

（3） 本計画での取り組み 

本計画では前述の取り組みと併せて女子児童の就学促進という目標を達成するため、建設さ

れる施設が女子の就学阻害要因とならないよう適切な施設環境を整えることとし、必要な仕様

を充たした外周塀、給水設備、便所、スロープをコンポーネントに含めて一体的に整備する。 

 

 



 

第 3章 プロジェクトの内容 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

（1） 上位目標とプロジェクト目標 

「パ国」は、人口約 2 億 2 千万人を擁する南アジアの大国であり、毎年約 2%で人口が成長

している（世界銀行 2020 年）。特に若年層人口の厚さから、今後人口ボーナスを享受し大きな

経済成長を遂げる可能性を秘めているが、5～16 歳の総人口 5,153 万人に対し同年代の不就学

児童（OOSC）は約 2,280万人で、不就学児童数としては世界で 2番目に多いとされる。特に、

前期（G6～8：10～12 歳）・中期（G9～10：13～14 歳）・後期（G 11～12：15～16 歳）からな

る中等教育の不就学児童が多く、前期中等教育の純就学率は 49%（男子 53%、女子 45%）に留

まり、初等教育からの進学の促進及び後期中等教育の進学へとつながる前期中等教育の就学率

の向上（特に女子）が喫緊の課題となっている。また、「パ国」では、社会通念的にコミュニ

ティ外の学校へ女子を通学させることに抵抗感が強く、近隣に前期中等学校（以下、「中学校」

という。）がないことが、子どもを中学校に通学させないことの大きな要因のひとつになって

おり、また中学校がないことから小学校へ通学する意義を見出せず中退してしまう等、初等教

育修了率の低下にもつながっている。 

シンド州は全 4 州のうち 2 番目に多い人口約 4,700 万人を抱え、「パ国」最大の商業・工業都

市である Karachi を擁する、当国の経済成長を牽引する重要な州である。一方で、同州の前期

中等教育純就学率は 34%（男子 37%、女子 30%）と低く、特に同州農村部では、小学校数

35,377 校に対し中学校数が 2,162 校と、圧倒的に中学校が少ない状況にある。また、就学者数

においては、初等教育で約 1.2 倍、前期中等教育で約 1.3 倍、後期中等教育で約 1.4 倍、の男女

間格差が見られる 58。かかる状況をふまえ、通学可能な圏内に中学校を整備し、物理的なアク

セスを改善することは、中等教育就学率（特に女子生徒）の向上のための喫緊の課題となって

いる。 

上記の課題に対し、「パ国」では、教育セクターの政策である「国家教育政策（2009年）」や

「国家教育政策枠組（2018 年）」において、教育へのアクセスの改善および OOSC 対策を最優

先課題に位置付けている。同様に、SESP&R（2019-2024）でも、3 つの目標の１つとして「公

正な教育へのアクセス」が、「教育の質の改善」や「ガバナンス強化」とともに掲げられてい

る。また、SESP&R（2019-2024）では、この「公正な教育へのアクセス」目標を達成するため

のプログラムとして 3つが設定されている。そのうち「プログラム 2」の目的として、「エビデ

ンスに基づくニーズを満たすために学校施設整備を拡大する」を掲げ、既存小学校のアップグ

レードや統合を進めている。 

本計画は、そうしたシンド州政府の取り組みを支援し、特に農村部において、前期中学校教

室等を整備することにより女子を中心とした生徒の中等教育へのアクセス向上を図り、もって

就学率の向上とジェンダー間格差是正に寄与することを目標とする。 

 
58 Pakistan Education Statistics 2016-2017.  
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（2） プロジェクトの概要 

本計画は上記目標を達成するために「パ国」から要請されたシンド州北部の 4県と Karachi

市の 1郊外区から計 36サイト＋追加 5サイトの内、20～25校の既存小学校（Primary School）

を、前期中等クラス（G6～8）を含む基礎学校（Elementary School）に拡張するために、

前期中等クラスの運営に新たに必要となる施設（約 75教室）の増築を行うものである。同

時に施設運用に最低限必要となる家具及び機材の整備を行うものである。 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

（1） 基本方針 

無償資金協力施設・機材調達方式（現地企業活用型）による実施を前提とし、前案件の設計

仕様を参照し、現地の施工業者・サプライヤーが妥当な価格で質の高い施設建設が可能で、か

つ教育の質・環境の向上を目指す付加価値の提案を備えた計画を策定する。 

• 現地の建設事情を踏まえて、標準的な工法・材料を基本に設計・施工計画を策定する。 

• 災害に対する適切な堅牢性を備え、維持管理負担の少ない仕様を基本とする。 

• 公衆衛生や障がい者配慮の観点から、手洗いの設置、スロープや多目的トイレの設置を基

本とする。 

（2） 協力対象サイト・コンポーネントの選定 

本計画の要請サイトはシンド州北部 4 県及び Karachi 市に広く分散し、既存校の運営状況、

就学事情は立地に応じて様々である。本計画では、SELD との協議及び現地調査を通じて、そ

うしたサイトごとの事情を十分に把握・分析し、以下の観点からの考察を加えて計画対象とす

るサイト及び優先順位を計画した。 

1） 協力対象サイトの選定の条件 

前案件の実施にあたっての問題点を踏まえ、以下のサイト選定の条件を提案し、SELD と合

意した。 

表 3-1 サイト選定条件 

項目 基準 

1．土地 建設用地の使用権が書面で確認できること（用地として私有地の寄贈等を予定
する場合は、土地所有者連名の土地譲渡に係る宣誓書（Affidavit）の提出を条
件とする。） 

 想定される施設建設が可能な広さ・形状の土地があること（最低 460 ㎡以上の
平坦な土地） 

2．インフラ 車両によるアクセスに障がいがないこと（雨季の小型工事用車両の通行が可能
であること） 

電力、給水の供給が可能であること 
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3．その他 治安上邦人の立入りに問題の無いこと 

 他ドナーや NGO、コミュニティ等の学校建設計画との重複の無いこと 

施工監理拠点からの距離（車両で 2～2.5 時間、概ね 160 ㎞以内） 

施工監理拠点やサイト間のアクセス（移動時）の安全確保に問題の無いこと 

 

2） 協力対象サイト 

当初要請 36 サイトについて、2021 年 11～12 月にローカルスタッフによる事前調査を実施し、

治安上の理由から SELD により事前に取り消しのあった 1 サイト（KA01）を除く 35 サイトを

踏査して、選定条件を満たしていないと判断された 6 サイトを調査対象から除外した。また、

現地調査に先立ち、JICA 安全アドバイザー（以下「SA」）より安全上の問題があると指摘を受

けた 2サイトについて、SELDと協議の上で調査対象から除外した。一方、SELDから 5サイト

の追加要請があり、これを受け入れて合計 33 サイトを最終的な調査対象として整理し、現地

調査を実施し、最終的に 29 サイトを協力対象サイトとし、国内解析を通じて対象サイトの選

定と優先順位付けを行った。なお、現地調査において KH11 は既に、中期中等学校として運営

されているものの、施設は古く、また土地も狭いため、中期中等学校として必要な施設を建設

することは困難であること、更に本計画は前期中学校へのアップグレードを対象としているこ

とを SELD と協議した結果、既に就学数が十分に確保されているので、前期中等レベルを対象

として評価の対象とすることで合意した。また、KH14 も前期中等学校として運営されている

ものの、前期中等学校の教室が整備されていないため、評価の対象とした。次表に対象県別の

調査対象サイト数を示す。 

表 3-2 対象県別調査対象サイト数 

対象県 候補サイト数 事前調査により
調査対象外とし
たサイト 

OD 踏査前及び
SA により対象外
としたサイト 

OD 踏査にて
対 象 外 と し た
サイト 

最 終 的 な 評 価
対象サイト 

Sukkur 8 サイト 3 サ イ ト （SU06, 

07, 08） 

 1 サイト
（SU05） 

4 サイト 

Larkana 6 サイト（内 

5 サイトが追加） 

 1 サイト（LA05） 1 サイト
（LA02） 

4 サイト 

Naushahro 

Feroze 

9 サイト 2 サ イ ト （NF03, 

07） 

 1 サイト
（NF06） 

6 サイト 

Khairpur 15 サイト  1 サイト（KH03） 1 サイト
（KH02） 

13 サイト 

Karachi 3 サイト 1 サイト（KA01）   2 サイト 

合計 41 サイト 6 サイト 2 サイト 4 サイト 29 サイト 

【事前調査及び安全面の協議により調査対象外としたサイト】 

SU06 治安上の問題があり現地立入り不可 

SU07 治安上の問題があり現地立入り不可 

SU08 住民が移転しており、学校が運営されていない 

NF03 2010 年に世銀資金による 1 教室が建設され、建設余地がない 

NF07 利用可能な建物が建ち並び、建設余地がない 
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KA01 治安上の理由により事前に要請取り下げ 

LA05 治安上の問題があり現地立入り不可 

KH03 学校用地の提供に合意が得られなかった 

現地調査の結果、新たに以下のサイトについて、選定条件を満たしていないと判断された。 

SU05 学校用地の提供に合意が得られなかった 

KH02 生徒数の不足と学校が運営されていない（未踏査） 

NF06 敷地が狭小で建設余地がない 

LA02 敷地が狭小で建設余地がない 

3） 協力対象サイトの優先順位付けの基準 

サイトの優先順位は、事業成果に直接関係し、客観的数値による評価が可能となる既存就学

数及び通学圏内の周辺就学数の前期中等教育への就学需要により決定することとし、その妥当

性および必要性を国内にて解析する方針とした。 

4） 協力対象コンポーネントの検討と優先順位の設定 

SELD との協議を通じて、コンポーネントの優先順位について確認し、当初は多目的教室と

コンピュータの優先順位を C として提案したが、SELD からの強い要望もあり、それぞれを B

と B-とした。なお、コンピュータは前案件での活用状況を踏まえ、原則先方負担による調達

とする方針で合意した。また、現地調査の結果、学校によっては老朽化や自然災害による損壊

等が著しく、既存小学校校舎の継続使用が不適切と判断されるサイトが見られたため、本計画

による前期中等クラス用の教室が適切に使われるためにも、必要最低限の一部小学校教室の建

替えを要請に含めることで合意した。また、小学校の計画教室数は、既存教室数をベースに 2

教室を下限に、設定することとした。なお、SELD との協議の中で、小学校の計画教室数は最

低限とし、出来るだけ多くのサイト数をカバーする要望があがった。 

表 3-3 要請コンポーネント内容とその優先順位 

 要請コンポーネント 1 サイト当り 内容 優先順位 

【施設】 

前期中等クラス用 一般教室 3 教室 一教室 30 人収容 A 

多目的教室 

（コンピュータ室） 

1 室 同上 B 

校長室 1 室  A 

初等クラス用 一般教室 2 教室以上 建替えが必要なサイトのみ 

教室数は既存教室数を基
準に設定 

A 

 

共用 便所棟 1 棟  A 

 境界塀・門扉 1 式  A 

【家具・機材】 

教室家具 生徒用机・椅子 30 生徒用/教室  A 

 教員用机・椅子 1 セット/教室  A 

 キャビネット 1 セット/教室  A 

校長室家具 校長用家具 1 式 机・椅子、来客用椅子 4

脚、収納棚 

A 

コンピュータ コンピュータ   B- 
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以上を踏まえ、本計画で協力対象とする施設内容は、上記要請コンポーネントの中から現地

調査時の SELD との協議結果を踏まえて、以下の通り基準を設定した。 

• 前期中等教育施設として基礎的で、最低限必要な施設であること。 

• 公立の前期中等教育施設として標準的な施設であり効果的に利用され、維持管理されるこ

と。 

5） 施設計画に係る方針 

① 付加価値創出に係る方針 

本施設計画では、女子の就学率改善にも必要不可欠なジェンダー配慮と、社会的背景から求

められる身障者配慮から具体的な配慮項目を検討・抽出し、施設計画に織り込む方針とする。

また、前案件からの改善事項を施設計画に織り込む方針とする。 

ジェンダーに係る配慮 

ジェンダー配慮として、トイレ棟は給排水設備が完備された衛生的な環境を整備する。また

外部からの視線を遮るため、一定以上の高さを備える外周塀を整備し、防犯対策にも配慮する

方針とする。 

障がいを持つ生徒への配慮 

本施設計画では、教室棟へのアプローチのためにスロープを設置し、教室入口の段差を

20mm 以内に設定して下半身に障がいを持つ生徒への配慮を行う。また、トイレ棟内部に多目

的トイレを計画し、障がいを持つ生徒を含む全ての生徒がアクセスでき、使用可能な便房とし

て計画する方針とする。 

② 施設計画のプロトタイプ開発支援の提案 

SELD には、前期中等学校の設計標準図は存在しない。本計画の前期中等学校の施設設計図

（2階建て：3教室＋多目的教室＋校長室）を標準として、今後の SELDで計画される前期中学

校のモデル施設として展開することが容易となるように、現地調達の資機材を用いて、現地一

般工法で建設が可能なプロトタイプを提案する。また、工事の段階において、各工種の品質監

理チェックリストを作成して一定の品質を確保できるような監理方法の提案も検討する方針と

する。 

（3） 自然環境条件に対する方針 

1) 気象条件への対応 

シンド州は「パ国」南東部に位置し、亜熱帯モンスーン気候に属する。気候上は大きく上シ

ンド（中心都市：Jacobabad）、中シンド（中心都市：Hyderabad）、下シンド（中心都市：

Karachi）に 3 分され、沿岸部の下シンドでは比較的穏やかな気候となるが、本計画の対象地域

となる北部の Sukkurにかけての内陸部は、大部分が年間降雨量が 200㎜に満たない高温乾燥地

域である。4～6 月にかけて平均最高気温が 40℃を超える猛暑となる一方、11～3 月は比較的冷
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涼で夜間の気温が 10℃を下回る。7～8 月は南西モンスーンの影響で雨季となり、時に激しい

降雨となってしばしば洪水被害を引き起こす。また、もう一つの対象エリアである Karachi は、

海岸部に位置し、砂漠気候に属するが年間降雨量は約 250 ㎜とやや多い。降水は、モンスーン

の影響を受ける 7 月から 9 月に集中する。また、海に近いため、湿度も高めである。以下に

Sukkur と Karachi の過去 30 年間の平均気温（最高・最低）と降雨量の気象グラフを示す。 

     

出典：https://www.meteoblue.com/のデータより調査団作成 

図 3-1 シンド州の気象（Sukkur、Karachi） 

本計画ではこうした気象条件に対し、以下の方針で施設計画を行う。 

• 現地の標準的な設計に倣い、可能な限り東西軸を原則とした建物配置とし、深い庇を設け

ることにより日射や降雨から室内環境を守る計画とする。なお、狭小なサイトでは、敷地

に合せて建物を配置する。 

• 高温乾燥の気候に対し、屋根・壁の仕様は、現地業者による施工であることを考慮しつつ、

遮熱・断熱性能の高い仕様・工法を採用する。 

• 維持管理費の低減に留意しつつ、夏季の高温に対して最小限の天井扇等の機械設備設置を

計画する。 

対象サイトの多くが比較的平坦な土地に位置しているため、雨季（6 月～9 月）における雨

水処理について特に以下の点に配慮する方針とする。 

• 雨水ならびに汚水は敷地内処理を原則として計画する。 

• 建物回りにコンクリートの犬走を設置し、建物の汚れを防ぐ。 

2) 自然災害への対応 

対象地域となるシンド州における主な自然災害は大雨や河川の増水による洪水、浸水である。

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A2%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%83%BC%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A2%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%83%BC%E3%83%B3
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シンド州の平均年間降雨量は 200mm 程度であるが、短期間に集中的な降雨があること、イン

ダス川上流部での降雨が河川や灌漑用水路の氾濫を引き起こすことなどから、毎年のように被

害が発生している。サイト踏査時のヒアリングに依れば、1 サイトで洪水や浸水の被災歴があ

る。以上を踏まえ、本計画では以下の方針で施設計画を行う。 

• 雨季の一時的な強い降雨に対して地形上冠水が懸念されるサイトでは、開渠の設置等を含

めて敷地全体の雨水排水を考慮した設計を行う。 

• 建物床レベルは標準床高を設計 GL＋600 で設定を行う。 

• 便所棟の簡易浄化槽は槽内へ雨水が逆流することのないよう、放流管のレベルを記録され

た最大浸水高より高く設定する。 

なお、2022 年 7 月から 9 月にかけてモンスーンに伴い継続的に雨が降り、シンド州の対象地

域でも洪水の被害が出ており、詳細を実施設計時に確認する。また、「パ国」は地震国として

建築基準（Building Code of Pakistan）の中で建物の耐震設計基準を定めており、対象地域は 2A

（水平最大加速度 0.08-0.16g）及び 2B（同 0.16-0.24g、Karachi）に区分されている。本計画で

は同基準に従い適切な地震力を考慮した設計を行うこととする。 

3) 地形・地質条件への対応 

計画対象サイト（建設予定エリア）は大部分が平坦な土地であるが、一部に周囲の地盤より

低く、降雨時に浸水し易い土地が含まれる。また、敷地拡張を予定するサイトでは耕作地を含

むサイトがあり、軟弱な地盤となるサイトが含まれる。これらの地形・地盤条件に対しては以

下の方針で施設計画を行う。 

• 隣地や前面道路より低く、冠水の可能性があるサイトもあるので、それらを考慮して、設

計地盤レベル＋600 を建物床レベルとして設定し、必要最小限の範囲を盛土等により適切

なレベルを確保する。 

• 周囲から雨水の侵入が想定されるサイトでは開渠等の適切な雨水排水路を設置して敷地外

に雨水排水を導く計画とする。 

• 軟弱地盤となるサイトでは十分な地耐力を確保できるよう適切な地盤改良や基礎下にラッ

プルコンクリートを計画する。 

（4） 社会経済条件に対する方針 

1) 文化的側面での方針 

「パ国」はイスラム国家としてイスラム法に則った様々な慣習や制約があるとともに、伝統

的な部族社会の構造を色濃く残す国家である。また、地方部では男女間の格差や部族間の隔た

りが大きく、特に女性はパルダと呼ばれる服装（ヴェールの着用）や行動制限（男女の生活空

間の分離）等の様々な戒律の下で生活をしている。計画に当ってはそうした伝統的な社会構造

に対して、以下の方針で計画を行う。 

• ラマダン等のイスラム固有の行事の影響を十分考慮した実施工程とする。 
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• 施設計画に当っては女子の就学促進を図れるような環境整備（清潔なトイレや可能な限り

外部からの視線に配慮した外周塀の整備）に留意する。 

2) 物価上昇に対する方針 

COVID-19 禍の影響や近年の燃料費高騰に伴い、建設資材価格は高騰しており、中でも鉄筋

は前案件の入札時点（2016 年 11 月）からと比較して 3 倍以上価格が上昇している。その他の

材料も、当初の想定物価上昇率より上昇している。本計画にあたっては、仕上げの仕様を十分

に検討し、コスト上昇を可能な限り抑えた計画とし、適正に物価上昇を見込んだ概算コストの

設定を行う方針とする。 

（5） 建設事情／調達事情に対する方針 

1) 建築基準・許認可等 

SELD の中には学校施設建設に係る技術的な役割を担う Education Works 部局が構成されてい

る。また、本計画のようなドナープロジェクトでは、プロジェクトユニットが組織され、

SELD の下で計画に係る実施・モニタリングを行う。本計画では、Education Works が耐震基準

への適合等、技術基準への適合について技術的側面から確認を行い、承認する。また、構造解

析については、現地のリソースを効率的に活用し、現地の建築基準に従い、施設検討と並行し

てより細やかに検討を進める。 

2) 建設事情･調達事情 

計画対象となるシンド州は「パ国」第 1 の商業都市である Karachi 市を擁し、州内の幹線道

路の状況は良好で、現地で一般的な建設資機材については調達、輸送に問題はない。また、国

内外の大規模プロジェクトを手掛ける大手建設業者・コンサルタント企業を始め、多くの建設

関連企業が Karachi を拠点に活動を行っている。一方、北部地域では中心都市である Sukkur に

おいては建設業者のほとんどは個人経営の小規模企業で、本計画実施に必要な能力を有する業

者の調達は困難である。更に、資機材についても多くの工業製品は Karachi から陸路での調達

となるため、雨季におけるサイトへの未舗装路による通行困難や近年の急激な燃料費高騰に伴

う輸送費・材料費の上昇等、コスト面・工期面でのリスクが存在する。施工計画に当ってはそ

れらリスクを適正に見込んだ工期と概算コストの設定を行う方針とする。 

（6） 現地業者の活用に係る方針 

1) 現地コンサルタント 

本計画では概略設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、概略設計を担当

した本邦コンサルタントが JICA より推薦され、引続き詳細設計・施工監理を行う。シンド州

には Karachi 市内を中心に国内外のプロジェクトを手掛ける大手コンサルタントが数社あり、

他ドナーによる多サイト案件の施工監理の経験を有するコンサルタントも複数ある。他方、現

地コンサルタントの施工監理では、日本の無償資金協力で求められる短期間での業務遂行が困

難であり、委託した業務を管理するために大きな労力を割く必要があると判断される。また、
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現地での施工監理業務は通常、支払いに係る出来高査定、発注者と施工業者との調整、設計変

更の対応、品質管理が中心であることから、本計画では現地工法についての技術的なアドバイ

ス・相談などの業務を現地コンサルタント会社に依頼する方針とし、原則として本邦コンサル

タントの日本人常駐監理者の下に、現地エンジニアを直傭し監理する体制を計画する。 

2) 現地施工会社 

本計画の施設建設は JICA の「施設・機材等調達方式（現地企業活用型）に係る調達ガイド

ライン」に従い、原則として被援助国業者を対象にした一般競争入札で選定される業者により

実施される。「パ国」では公共工事に係る施工業者は受注可能請負額等に応じて CA から C6 ま

での 8 段階のランク別にパキスタン・エンジニアリング協会（Pakistan Engineering Council: PEC）

に登録されているが、最上位 CA クラスの業者は国内外の大規模な民間工事を手掛ける企業が

多く、財務管理や品質・工程管理の能力は高いが、本案件のような中小規模の教育施設建設に

対しては実績もなく、受注意欲も低い。学校建設等の公共工事は多くが CB～C6 クラス業者に

よって行われているが、CB クラス未満の業者には十分な能力を持つ企業も少ない。本計画で

は州都Karachiに拠点を置き、州・県公共事業局が実施する教育施設建設の実績を有するCB以

上の業者を対象に資格審査を行い、財務状況や施工能力、技術力等を総合的に確認したうえで

入札を実施し、最適な施工業者の選定・活用を行う方針とする。 

3) 家具調達業者 

SELDの実施する案件の教育家具調達で実績を有する大手サプライヤーがKarachi市周辺に複

数社存在している。第三国製品（既製品）の輸入調達の他、自社で生産を行う専門業者もあり、

一般的な教室家具の多くはそれら業者が生産、供給を行っている。前案件での納入実績によれ

ば本計画で必要な家具の調達能力に問題は無く、品質や技術力も学校家具として問題の無いレ

ベルにある。一方、州内に分散する多数のサイトについて、それぞれの建設工事の進捗に合せ

て家具の製作・調達・輸送を進める必要があり、そうした業務全体の管理能力には不安がある。

本計画では、財務状況やサンプル検査による技術力等を総合的に確認したうえで入札を実施し、

最適な家具業者の選定・活用を行う方針とする。また、サイト毎の家具納入が適切な時期に、

かつ確実に実施されるよう計画する。 

（7） 運営・維持管理に係る方針 

本計画では新設される学校施設の運営と維持管理に係る負担が可能な限り少なくなるよう、

維持管理に特殊な技術を要さない現地標準の工法・仕様の採用を基本に、堅牢で維持管理が容

易な設計を行う。また、設備等は特殊な操作・運用指導等を必要とせず、運営を行う学校・県

教育事務所等の現地の人員が容易に管理・運転できる標準的な内容の計画とする。 

 

（8） 施設・機材等のグレード設定に係る方針 

施設のグレードはシンド州の標準的な小・中学校施設として実施された前案件のグレードに

準じるものとし、機能性、経済性、維持管理の容易さ等の観点から主要部位の仕様を比較再検
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討し、学校施設として必要な機能と耐久性が確保できるレベルのグレードを採用する。また、

家具についても前案件同様標準的に備える基礎的な内容のものであり、シンド州政府が調達す

る標準的な家具のグレードと同等の仕様･グレードとする。 

（9） 工期に係る方針 

本計画はシンド州の北部 4 県と Karachi 郊外の広範囲に分散する約 20 校もの既存小学校サイ

トで施設の増改築を行うもので、計画コンポーネントは教室棟、便所棟、外周塀及び家具とシ

ンプルで、サイト当りの規模は約 250 m2 から最大でも約 500 m2 と小規模である。現地の標準

的な工期は 1 サイト当り平屋建ての場合で約 11 か月、2 階建ての場合で約 12 か月であるが、

契約単位を本計画の施工に最も適した CBクラス業者の参画が可能な 10サイト前後とした場合

は、仮設資材と労務の転用を考慮した工程となる。また、6～9月の雨季は作業効率が落ちるた

め 6 割程度の進捗を想定するとともに、交通遮断による資材搬入の遅れを考慮し、可能な限り

雨季を避けた調達計画、工期の設定とする必要がある。加えて既存集落内又は既存集落に隣接

し敷地が狭小なサイトが多いため、仮設用地や資機材の搬入・設置に関する制約や、重機によ

る作業に関する制約が想定されるサイトも多い等、様々な施工上の課題が予見される。以上の

条件を踏まえ、サイト毎の固有の条件を十分検討した上で、実現性のある工程計画を策定する

方針とする。 

（10） 安全対策に係る方針 

「パ国」は安全対策に係る付加的経費の取扱いに関し JICA が定める「紛争影響国・地域」

に該当し、外務省の海外安全情報によれば、シンド州では北部州境のジャコババード郡で「レ

ベル 3（渡航中止勧告）」、それ以外の地域に「レベル 2（不要不急の渡航中止）」の危険情報が

出されている。本計画では、安全対策に係る体制を構築し、常に治安情報の収集に努めるとと

もに、必要な治安対策を施工計画に含める方針とする。 
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3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

施設・機材の基本計画は前案件の内容や仕様を踏まえ、現地調査で得られた施設使用状況、

維持管理状況を反映した改善、及び後述の付加価値向上の観点からの改良を加え策定する。 

（1） 協力対象サイトの選定・優先順位付け 

協力対象サイトの選定・優先順位付けは、現地調査で得られたサイト状況と州・県レベルの

教育事情等を評価・分析し、総合的な判断に基づいて決定する。 

（2） 対象サイトの就学需要・施設需要の分析と評価 

1） 就学需要の評価 

選定条件を満たすと判定された 29 サイトについて、前期中等学校整備の必要性を評価する

ため、対象校及びそのキャッチメントエリアの生徒数に基づき、前期中等教育への就学需要を

想定して、優先順位付けを行う。 

SELD は、小学校の前期中等学校へのアップグレードによる初等後教育機会の拡充を上位計

画の優先課題の一つとしており、その平等かつ規律ある実施を目的に、2021 年 11 月 26 日付で

「学校のアップグレードに関する方針（School Up-gradation Policy）」を定めている。その中で、

小学校を前期中学校にアップグレードする場合の基準は以下のように定められている。 

【農村部】 

• 男子校の場合：G5 学年生徒数 20 人以上、通学圏内学校の G5 学年生徒数 30 人以上 

• 女子校の場合：G5 学年生徒数 15 人以上、通学圏内学校の G5 学年生徒数 25 人以上 

例外として 

• 男子校の場合：G5 学年生徒数 15 人以上、通学圏内学校の G5 学年生徒数 60 人以上 

• 女子校の場合：G5 学年生徒数 12 人以上、通学圏内学校の G5 学年生徒数 40 人以上 

なお、男子校については 3 ㎞以内に前期中等以上の男子学校が存在しないこと、女子校につ

いては 2 ㎞以内に前期中等以上の女子学校が存在しないこと 

【都市部】 

• 男子校の場合：G5学年生徒数 40人以上、女子校の場合：G5学年生徒数 30人以上であるこ

と 

SELD によると、同基準については現在 COVID-19 後の就学事情の変化を踏まえた再検討を

行っているところとのことであるが、1 クラス当たり・1 教員当りの基準生徒数（30 人）に対

する客観的なニーズを現状の既存生徒数という明快な数値で評価し、アップグレードの可否を

判定する基本的な考え方は合理性のあるものであり、政府によるアップグレード計画との整合

を図る意味でも、原則として同基準を準用しつつ優先順位の評価を行うこととする。 

評価に当たって考慮すべき項目について、以下に検討する。 
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学年別生徒数の分布 

対象 29 校の学年別の生徒数は、下表の通りである。 

表 3-4 学年別の生徒数比率 

学年 G1 G2 G3 G4 G5 
対象 29 校女子生徒数合計 1.00 1.04 0.98 0.87 0.88 
シンド州女子生徒数（G1-5） 1.00 0.88 0.80 0.70 0.61 

シンド州全体の傾向と比べて学年が上がるに従った生徒数の減少は緩やかで、学校でのヒア

リング結果からも中途退学の少なさが伺われる。但し、学校単位でみると学年ごとのばらつき

が大きく、特定の学年に生徒が集中している学校もある。前期中等教育への継続した需要を見

るために、G1～5 学年生徒数から 1 学年平均生徒数を算出して、それを G5 学年生徒数として

評価を行う。 

人口及び生徒数増加率 

シンド州及び対象 5 県の過去 5 か年の学齢人口増、初等教育生徒数増を下表に示す。県によ

ってばらつきがあるものの、対象 5 県の初等教育生徒数は州平均を上回って増加を続けており、

県ごとの生徒数増加率を本計画対象事業完了予定の 2026年まで見込むと、最大 23.5%の増加が

見込まれる。本計画では、最低限の増加としてシンド州平均並みの増加を一律で見込んで、ア

ップグレードの妥当性を評価することとする。 

表 3-5 シンド州及び対象 5 県の過去 5 か年の学齢人口、初等教育生徒数増加率 

県 2015-2019 年平均増加率 2021→2026 増加率  
5-9 歳人口 初等生徒数 （初等生徒数） 

Sukkur 2.39% 2.92% 1.093 
Larkana 2.82% 2.79% 1.153 
N.Feroze 1.29% 4.11% 1.235 
Khairpur 2.74% 1.30% 1.07 
Karachi Malir 3.60% 3.59% 1.195 
シンド州 2.68% 0.89% 1.045 

初等から前期中等教育への移行状況 

シンド州の初等～前期中等教育への移行率は男子 73%、女子 67%である 59。一方、対象サイ

トにおけるヒアリングによれば、同一村内に前期中等教育を提供する学校がある場合は、概ね

小学校卒業生のすべてが進学している。但し、地域によって差があり、保守的な部族の住む地

域では女子校が無い場合は進学できない児童も多い。上級の女子校が同一村の通学圏内にある

場合の進学率は、早期婚等による学業中断を除いた 9 割以上を見込めると考えられる。整備後

は義務教育課程の一貫校となることから、当該校生徒の全員が進級すると想定できる。また、

周辺校からの進学については、物理的・社会的距離によって学校ごとに異なると考えられるが、

州平均の移行率（女子 67％）を踏まえ、最大 60％の進学を見込む。これは、「学校のアップグ

 
59 Pakistan Education Statistics 2017-2018, AEPAM 
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レードに関する方針」の農村部基準の想定（定員 30 人に対して当該校から最小 15 人×進級率

100％、周辺校から最大 15 人（25 人×進級率 60％）を見込む）に合致する設定でもある。 

前期中等課程のジェンダー別について 

対象サイトのジェンダー別内訳は以下のようになっている。 

表 3-6 対象サイトのジェンダー別内訳 

制度上の区分 実際の運営状況 サイト数 備考 

1．女子小学校 GGPS/ELS 女子校 17 男子生徒が 1 名（校長の甥）のみの学校

（LA01）を含む。 

2．女子小学校：GGPS/ELS 共学校 7 前期中等課程（KH14）は女子のみ。 

3．男子小学校：GBPS 共学校 5 KA03 は女性教員を配置。 

これらの学校をアップグレードする場合、2 及び 3 については共学校としての計画も可能で

あるが、本計画は女子の前期中等教育の普及強化に資することを目的としており、拡張される

前期中等課程は女子校として運営されることを前提に、アップグレードの評価は女子生徒のみ

を対象に行う。これは前期中等以上の教育における男女別学を基本とする SELD の政策とも合

致し、男子生徒がいる各サイトでの男女別の上級学年へのアクセス状況（表 3-7）からも妥当

と判断できる。なお、LA03 については男女とも上級学校へのアクセスが困難であり、事業規

模に余裕がある場合は共学としての整備も考えられる。 

表 3-7 男女別の上級学校へのアクセス状況 

サイト 区分 男女別上級学校へのアクセス状況 

LA03 GBPS 上級学校へのアクセスが無く、男女とも最も近い前期中学校まで約 10km である。共学

も要検討。 

LA04 GGPS 近在の男子校で前期中等課程の教室建設が進められており、整備後本校は女子校と

なる予定。 

NF05 GGPS 共学の私立校（SEF 支援）が約 1km の位置にあるため、女子校としての整備が求めら

れている。 

NF08 GGPS 同一村内に女子前期中学校（共学）があり、整備の必要性が低い（後述）。 

KH07 GBPS 男子校・女子校とも最も近い学校まで 3 km 圏内であるが、通学がより困難な女子校とし

ての整備が望ましい。 

KH09 GGPS 男子前期中学校（共学）が近在しており、女子校としての整備が求められている。 

KH10 GGPS 最も近い共学校まで 6 km を超えるが、生徒数も多く、女子校としての整備が望ましい。 

KH12 GGPS 共学の私立校（SEF 支援）が近在しており、女子校としての整備が求められている。 

KH13 GBPS 男子前期中学校（共学）まで 3 km 超えるが、通学可能であり、女子校としての整備が望

ましい。 

KH14 GGELS 初等課程は共学だが、前期中等課程は女子のみとなっている。 

KA02 GBPS 男子は中学校までの通学が可能。女子校としての整備が適切。 

KA03 GBPS 現在女性教員もいる共学校だが、男子前期中学校（共学）が近在しており、女子校とし

ての整備が適切。 

Campus Schoolについて 

LA04 サイト（GGPS Kodrani）は Campus School である GGPS Waris Dino Machhi を構成する 2
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つの分校のひとつである。中心校とは約 4.5 km離れて相互の交流もほとんどなく、ほぼ独立し

た運営が行われている。単独の SEMIS ID を持たず、管理上は GGPS Waris Dino Machhi に含め

て扱われるが、実態を考慮し、分校の範囲に限定して対象とすることとした。 

COVID-19の影響 

「パ国」では COVID-19 によるパンデミック発生後、2020 年 3 月以降、学校閉鎖の状態が長

く続き、段階的再開後も COVID-19 による直接的、間接的な影響で学校に戻れない児童の存在

が指摘されている。学校再開後の統計は未だ入手不可能なため、就学への影響を正確に測るこ

とは困難であるが、2020年にパンジャブ州で行われた調査 60によれば、2020年 9月の学校再開

時にドロップアウトした児童は約 5%（男子 7%、女子 3%）で、多くの場合家族の経済的困窮

がその理由となっている。一方、本計画対象校の COVID-19 前（2019年）の就学者数を現在の

生徒数と比較すると、対象 29 校 61の 75%となる 21 校で生徒数が増加しており、COVID-19 の

影響による中途退学の増加はほとんど見て取れない。但し、生徒数が大幅に減少している学校

もあり、一部学校でのヒアリングでは学校再開後に戻ってこない生徒が多いとの指摘もあった。

本計画では、COVID-19 前の生徒数が多い学校については、将来の生徒数の回復を期待して、

多い方の生徒数を対象として評価を行う。 

既存中学校との関係 

対象 29 サイトのうち、2km 圏内に前期中等教育を提供する学校があるサイトは 16 サイト、

うち 3 サイト（SU01、NF08、NF09）は女子校である。SU01 及び NF09 は都市部を通学圏とし

ており 62、既存校の過密状況、施設の不足状況、立地の妥当性から判断して、新たな前期中学

校を設置する必要性は高い。加えて、当該サイトだけでも一定の就学者数があり、アップグレ

ードの妥当性が確認できる。NF08 については同一村内に女子前期中学校があり、卒業生全員

が同校に進学している実態から、アップグレードの優先度は低いと判断される。 

それ以外の 13 サイトは圏内にある男子校で女子を受け入れ、共学校として運営している。

同一村内の学校の場合は女子生徒の多くがそうした共学校に進学しているが、地域や部族によ

っては共学であることを理由に女子児童を進学させない場合がある。SELD は可能な地域での

男女共学を推進しつつも、前期中等以降の学校については男女別学とすることを基本方針とし

ており、本計画で女子前期中学校を新たに整備する必要性は高い。 

また、対象校自体が既に前期中等教育課程を備えるサイトが 3 サイトある。これらについて

は、いずれも必要な施設を欠いており、適切な運営のため協力対象とする方針とする。 

残り 13 サイトは、2km 圏内に初等教育後の教育機会を提供する機関を有していない。現状

 
60 “COVID-19 and Education: Survey to Analyse Student Drop-out after School Reopening in Punjab Province of Pakistan”, 

Institute of Social and Policy Science 
61 LA04 は Campus school の 1 セクションである女子小学校の要請であり、統計上は他セクションと一体となっているため除

外。 

62 SU01 GGPS Tando Ali Abad：Kandhra-Tc（人口約 1.6 万人）、NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah：Mahrabpur-Tc（人口約

24.7 万人） 
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ではほとんどの女子児童が進学できていないサイトがある一方、過半の女子児童が 2kmを超え

る学校に通学しているサイトもある。女子校を新設することでこうした児童の負担を軽減する

と共に、不就学児童に小学校卒業後の教育機会を新たに提供でき、政府のアップグレード政策

に照らしても新規整備の必要性が高い。 

通学圏の重複について 

要請サイト間の距離が近く、通学圏が重なると判断されるサイトが複数ある。それぞれにつ

いて個別の就学状況を確認し、下表の通り妥当性を検証した。 

表 3-8 通学圏の重複に関する考察 

SU01、SU02 

（約 3.2km） 

Kanndhra 市を挟んだ南北に位置し、3 km 圏は一部が重複している。しかし、それぞれの

Feeder School の範囲は明確に分かれており、重複は無い。 

KH06、KH15 

（約 1.2 km） 

それぞれの Feeder School は概ね 2 km 圏に分散し、ほぼ重複するエリアをカバーしてい

る。両校の距離も約 1 km で徒歩圏内にある。Feeder School は概ね Kampula-Ahmedpur

道路を挟んで東西でエリアを分け合うように分けられており、それぞれに十分な就学者数

を抱えている。よって両校を対象とすることに問題は無い。 

KH05、KH14 

（約 2.4 km） 

両校間に位置する Feeder School が多く、両校は概ね同一のエリアをカバーしていると見

て取れる。但し、Feeder School に重複は無く、それぞれが十分な就学者数を抱えており、

両校を対象とすることに問題は無い。 

KA02、KA03 

（約 3.2 km） 

3 ㎞圏は一部が重複するが、両校の実質的な通学圏は Gadap Road から枝状に広がる圏

域で構成されており、独立した通学圏となっているため、それぞれを対象とすることに問題

は無い。 

2） 協力対象サイトの優先順位付け 

以上の検討結果を踏まえ、最終的な協力対象サイトの優先順位の基準を以下の通り設定した。 

表 3-9 協力対象サイトの優先順位 

優先順位 基準 

A  農村部：既存女子就学数 15 名以上で周辺学校の女子就学数が 25 名以上 

 農村部（例外）：既存女子就学数 12 名以上 14 名以下で周辺学校の女子就学数が 40

名以上 

B  A の条件の「農村部」のうち、周辺学校の既存女子就学数の条件を満たさない 

B-  A の条件の「農村部（例外）」のうち、周辺学校の既存女子就学数の条件を満たさない 

C  B-の条件を満たさない 

就学需要の評価 Aは将来の需要が高く見込まれ、計画対象とする。評価 Bは周辺校の就学数

の条件を満たしていないものの既存就学数の需要が高く見込まれることから、計画対象とする。

なお、B-も既存就学数と周辺校の就学数の多いサイトから、予算の範囲内で可能な限り計画対

象とする。また、評価 B-は、予見できない不測の事態に備えて、Aないし Bの代替サイトとし

て設計範囲に含める方針とする。以下に、対象サイトの就学需要の検証と評価を示す。 
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表 3-10 対象サイトの就学需要の検証と評価 

 

評価
計画 計画

女子生徒数 学校数 女子生徒数 学齢人口 女子生徒数 女子生徒数 女子生徒数 生徒数

Kachi 合計 平均 合計 平均 増加率 G1~5 G6 G6 対象校

G1~5 G1~5/5 G1~5 G1~5/5 対象校 周辺校 対象校 周辺校 G6~8

a b c a*c b*c d e d+0.6e x*3

SUKKUR

SU01 GGPS Tando Ali Abad 2021年度 20 85 17 3 141 29 1.045 89 147 18 29 A 35 90

SU02
GGPS Lutuf Hussain
Talpur

2021年度 32 122 25 5 87 18 1.045 127 91 25 18 B 36 90

SU03 GGPS Illahi Bux Mangi 2021年度 22 59 12 5 134 27 1.045 62 140 12 28 B- 29 87

SU04 GGPS Khairo Indhar 2021年度 22 82 17 7 237 48 1.045 86 248 17 50 A 47 90

LARKANA

LA01 GGPS Zangeja 2021年度 25 145 29 4 186 38 1.045 152 194 30 39 A 53 90

LA03
GBPS Ghulam Hussain
Hakro

2021年度 10 33 7 7 138 28 1.045 34 144 7 29 C 24 72

2019年度 6 36 8 1.045 38 0 8 29 C 25 75

LA04 GBPS Kodrani 2021年度 50 80 16 7 147 30 1.045 84 154 17 31 A 36 90

LA06
GGPS Bhai Khan
Ghanghro

2021年度 11 68 14 5 172 35 1.045 71 180 14 36 B- 36 90

NAUSHAHRO FEROZE

NF01 GGPS Rahim Chand 2021年度 100 93 19 4 0 1.045 97 0 19 0 B 19 57

NF02
GGPS（GGELS) M. Haroon
Shar

2021年度 55 84 17 1 0 1.045 88 0 18 0 B 18 54

NF04 GGPS Yousif Rajper 2021年度 57 53 11 0 0 1.045 55 0 11 0 C 11 33

2019年度 51 59 12 1.045 62 0 12 B- 12 36

NF05 GGPS Uris Solangi 2021年度 16 39 8 4 0 1.045 41 0 8 0 C 8 24

NF08 GGPS Ali Murad Chang 2021年度 9 26 6 4 84 17 1.045 27 88 5 18 C 16 48

2019年度 11 29 6 1.045 30 0 6 18 C 17 51

NF09
GGPS Syed Khuda Bux
Shah

2021年度 75 153 31 5 523 105 1.045 160 547 32 109 A 97 90

KHAIRPUR

KH01 GGPS Noonari 2021年度 30 151 31 5 160 32 1.045 158 167 32 33 A 52 90

KH04 GGPS Belharo Gambat 2021年度 121 128 26 4 91 19 1.045 134 95 27 19 B 38 90

KH05
GGPS Muhammad Hashim
Gopang

2021年度 91 122 25 5 155 31 1.045 127 162 25 32 A 44 90

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 2021年度 69 230 46 6 255 51 1.045 240 266 48 53 A 80 90

KH07 GBPS Sher Muhammad 2021年度 40 66 14 4 119 24 1.045 69 124 14 25 B- 29 87

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 2021年度 60 143 29 8 273 55 1.045 149 285 30 57 A 64 90

KH09 GGPS Sari 2021年度 34 96 20 4 72 15 1.045 100 75 20 15 B 29 90

KH10 GGPS Nizamuddin lashari 2021年度 41 88 18 9 321 65 1.045 92 335 18 67 A 58 90

KH11
GGHS Mulko Wahan
(BRANCH)

2021年度 52 71 15 4 55 11 1.045 74 57 15 11 B 22 66

KH12
GGPS Manzoor Hussain
Bhatti

2021年度 48 30 6 7 198 40 1.045 31 207 6 41 C 31 90

2019年度 40 49 10 7 1.045 51 10 41 C 35 90

KH13 GBPS Mitho Khan 2021年度 30 25 5 6 131 27 1.045 26 137 5 27 C 21 63

KH14 GGELS Imdad Ali Shar 2021年度 62 103 21 4 94 19 1.045 108 98 22 20 B 34 90

KH15 GGPS Khambhara South 2021年度 25 75 15 6 149 30 1.045 78 156 16 31 A 35 90

KARACHI Kemari & Malir

KA02 GBPS PUB Malir 2021年度 10 39 8 4 40 8 1.045 41 42 8 8 C 13 39

2019年度 10 59 12 1.045 62 0 12 8 B- 17 51

KA03 GBPS Radho Jokhio 2021年度 43 88 18 6 152 31 1.045 92 159 18 32 A 37 90

学校名

想定VI対象
女子生徒数

SR.#

通学圏生徒数
（2021/2022）

施設完工時生徒数
（2026/2027）

生徒数
（2021/2022）
/（2019/2020）

年度
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（3） 協力対象コンポーネントの検討と優先順位の設定 

現地調査にて確認された施設・機材コンポーネントにつき、前項「設計方針」に掲げた基本

方針及び先方との合意事項に則り、協力の妥当性と適切な内容・規模について検討した結果と

設計方針を以下に示す。 

1） 施設コンポーネント 

一般教室（前期中等教育用） 

本計画では、前期中等学校へのアップグレードを対象としており、必須の施設である。

SELD の施設基準に倣い、30 人収容の教室を 1 学校あたり 3 教室整備する。 

一般教室（初等教育用） 

本計画で整備される前期中等クラスが有効に使用されるためには適切な数の初等クラス用教

室が必須であり、既存教室の老朽化や自然災害による劣化が著しく継続的な使用が不可と判断

されたサイトでは既存施設の建替えを計画する。小学校の計画教室数は、既存教室数をベース

に 2 教室を下限に、設定することとした。 

表 3-11 小学校教室の建設が必要なサイト及び計画規模 

県 学校名 既存 

教室数 

既存生

徒数*1 

既存教

員数 

使用可

能教室

数 

計画

教室

数 

備考 

Naushahro 

feroze 

NF09 GGPS Syed Khuda 

Bux Shah 

2 228 7 0 5  

Khairpur KH04 GGPS Belharo 

Gambat 

2 248 5 0 5  

 KH08 GGPS Lal Bux 

Kandharo 

2 203 3 0 5  

 KH11 GGHS Mulko Wahan 

(BRANCH) 

3 161 8 0 6  

 KH15 GGPS Khambhara 

South 

5 100 4 0 6 敷地が狭小のた

め、建設可能数

より設定 

Karachi 

Malir 

KA03 GBPS Radho Jokhio 6 242 6 0 7 予算に制限があ

るため、建設可

能数より設定 

*1 既存生徒数は就学前クラスを含む女子・男子初等生徒数合計 

多目的教室（コンピュータ室） 

コンピュータの授業はカリキュラムや政策面での必要性は確認されるが、既に前期中学校が

開設されている既存校の運営状況から判断すると、その必要性は高いとは言えない。また、前

案件でも、教員が配属されずコンピュータが十分に活用されていない状況であった。他方、先

方負担にてコンピュータが整備された後の活用や、これらを一般教室としても利用可能な多目

的教室として整備することにより、将来のノンフォーマル授業や学校運営委員会（SMC）によ
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る会議、今後ソフトコンポーネントの実施によって継続が期待される就学促進キャンペーンな

どコミュニティによる有効活用も望まれる。これらを考慮して、本計画に含む方針とする。 

校長室 

学校運営に必須の施設であり、継続使用可能な既存施設が無いサイトでは 1 室を整備する。

規模は机・椅子、収納棚が設置できる執務スペースと来客の応対スペースを確保することとし

て、一般教室の半分とする。 

倉庫兼教員室 

教育機材や管理用書類を適切に保管するために必要性は高く、継続使用可能な既存施設の中

に倉庫が無いサイトでは倉庫兼教員室として 1 室を整備する。規模は一般教室の半分を確保し、

収納以外に教職員控室としての機能を兼ねる計画とする。 

便所 

学校が機能するために必要不可欠な施設であり、臭気や汚染を避けるために教室棟とは別棟

で計画する。規模は狭小な敷地内で給水源や他の建物との適正な離隔を確保する必要から最小

限の規模として前期中等 3 教室用に 3 ブース（各教室 1 ブース）に障がい者・教員用の 1 ブー

スを加えた 4 ブースを基準に、利用可能な既存施設がない場合は初等クラス生徒の利用を考慮

した 1 ないし 2 ブースを加え、計 5 ないし 6 ブースを配置する。 

門塀 

周囲から他者の侵入を防ぎ視線を遮断する境界塀はイスラム圏の女子学校では女子の就学を

得るために必要不可欠の要素である。本計画では敷地の狭小なサイトが多く、一部サイトでは

建物と塀を一体的に計画することが必須となるため、門塀は本体工事に含むこととし、既存塀

がない、あるいは継続的に利用できる状態にない部分の門塀建設を協力対象に含める。 

2） 機材コンポーネント 

家具 

家具については必要最小限の基礎的家具として教室用家具（生徒用/教員用机・椅子、収納

棚）及び管理用家具（校長用机・椅子、来客用椅子、打合せテーブル・椅子、収納棚）を協力

対象とする。これらは学校施設が適切に機能する上で必須のものであり、対象サイトに整備す

る。 

コンピュータ（PC） 

要請された機材は教育用コンピュータ機器のみである。前案件での教育用 PC の活用状況を

踏まえ、原則先方負担による調達とする。なお、USAID の小中高一貫校（共学/GBHS Cattle 

Colony）では、PC は SELD による調達であった。 
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（4） 協力対象範囲の設定 

表 3-12 協力対象サイト・コンポ―ネントのリスト 

優先順位 県名 ｻ ｲ ﾄ

数 

サイト名 教室棟 

* 

便所

棟 

門塀・外

構 

家具 備考 

第 1 優先 

（12 ｻｲ

ﾄ） 

Sukkur 2 SU01, SU04 6+2 〇 〇 〇  

Larkana 2 LA01, LA04 6+2 〇 〇 〇  

Naushahro 

Feroze 

1 NF09 5+1 〇 〇 〇  

 Khairpur 6 KH01, KH05, KH06 

KH08, KH10, KH15 

23+6 〇 〇 〇  

 Karachi Malir 1 KA03 7+1 〇 〇 〇  

第 2 優先 

（7 ｻｲ

ﾄ） 

Sukkur 1 SU02 3+1 〇 〇 〇  

Naushahro 

Feroze 

2 NF01, NF02 6+2 〇 〇 〇  

 Khairpur 4 KH04, KH09, KH11, 

KH14 

18+4 〇 〇 〇  

第 3 優先 

（5 ｻｲ

ﾄ） 

Larkana 1 LA06 3+1 〇 〇 〇 県毎のサイト数

を考慮して B-の

中で上位に設定 

Sukkur 1 SU03 3+1 〇 〇 〇  

 Naushahro 

Feroze 

1 NF04 3+1 〇 〇 〇  

 Khairpur 1 KH07 3+1 〇 〇 〇  

 Karachi Malir 1 KA02 3+1 〇 〇 〇  

*教室棟：教室数＋多目的教室数 

現地調査にて確認された施設・機材コンポーネントにつき、前項「設計方針」に掲げた基本

方針及び先方との合意事項に則り、協力の妥当性と適切な内容・規模について検討し、実施段

階で入札結果等による調整の必要が生じた場合の最終的な優先順位を設定する。なお、国内解

析時の SELD とのオンライン協議において、当初の要請 20～25 校の最低ラインである 20 校を

協力対象とすることで合意を得ている。 

第 1 優先グループ：就学需要評価で優先度 A と判断されたサイトの施設・家具コンポーネン

ト 

第 2 優先グループ：就学需要評価で優先度 B と判断されたサイトの施設・家具コンポーネント 

第 3 優先グループ：就学需要評価で優先度 B-と判断されたサイトの施設・家具コンポーネン

ト 

本計画は、日本の無償資金協力：施設・機材等調達方式（現地企業活用型）の枠組みに沿っ

て実施されることを踏まえ、現地での入札結果が不調に至った場合、再入札時のコンポーネン

トの絞り込み（スコープカット）に、柔軟に対応できるように優先グループを構成する。 
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（5） 建築計画 

1） 施設標準タイプ 

SELD では小学校を前期中等学校へアップグレードする場合の施設標準と最低規模を定め、

プロトタイププランを作成しているが、実施段階では県学校建設課（Education Works）が自ら、

又はコンサルタントに委託して個々のサイト条件を加味した設計を都度行っている。標準仕様

や設計基準も特に定められておらず、プロジェクトごとに詳細設計をまとめる体制にある。 

これを踏まえ、本計画は前案件の設計内容の仕様を基本とし、幾つかのプロトタイプを独自

に設計し、各々のサイトに適用する形で概略設計を行う。なお、計画対象は敷地が狭小なサイ

トが多く、建設用地に係る様々な制約に対応する必要があるため、教室棟は 2 階建てを含む 8

タイプ、便所棟は既存便所棟の継続利用有無に合せて 4・5・6 ブースの 3 タイプを設定した。

現地ではレンガ又はコンクリートブロックによる組積造建物も多いが、本計画でも前案件同様

に施設の強靭化を図り、すべてRC軸組構造・レンガ壁＋RCスラブによるフラットルーフ（緩

勾配の片流れ屋根）とした。 

表 3-13 施設タイプ 

    タイプ名 諸室構成 床面積 備考 

      教室 校長室 倉庫兼教
員室 

多目的 

教室 

（m2）  

教室棟 平屋 3CR-HSM-A 3 1 1 1 230.26  

  2 階建て 

  

  

  

  

3CR-HSM-B 3 1 1 1 241.48  

 3CR-HSM-C 3 1 1 1 276.30  

  3CR-HSM-D 3 1 1 1 237.00 中廊下タイプ 

  5CR-HSM 5 1 1 1 342.20 L 型タイプ 

 6CR-HSM-A 6 1 1 1 375.14 L 型タイプ 

 6CR-HSM-B 6 1 1 1 414.46  
 

7CR-HSM 7 1 1 1 460.52  

便所棟 水洗式 F4 4 ブース 16.20 

17.28 

 

  F5 5 ブース 20.16  

  F6 6 ブース 23.04 

23.40  

 

2） 配置計画 

敷地内の施設配置は以下の原則に則り、サイト毎の固有条件（敷地範囲、形状、地勢、接道

条件、周辺環境、敷地内の既存構造物、植生等）を総合的に勘案し、最適な計画を行う。 

• 建物配置は可能な限り東西軸を基本に、日中の南側からの室内への日射を避けるため、開

放廊下側を南側に配置することを原則とする。 

• 現状の地形条件を最大限活かした建物配置とすることを原則に、土地造成や整地範囲が極
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力少なくなるよう、可能な限り敷地勾配に沿って建物を配置する。 

• 便所棟の位置は、給水源や給水管からの必要な離隔を確保するとともに、風向きや敷地勾

配を考慮して、できる限り臭気等による影響が無いよう決定する。また、キブラ 63を考慮

した配置計画とする。 

• 計画施設が適切に機能するために必要な最小限の施設として、以下の外構整備等を計画す

る。 

- 門塀：本計画では敷地が狭小なサイトが多く、既存外周塀や施設建設との取合いがクリ

ティカルな要素となる場合が想定され、仮設や工程面の制約も考慮した綿密な計画に基

づく施工が必要となる。門塀は外部の視線を遮るため女子前期中等学校に必須の設備で

あり、継続使用可能な既存門塀の無い範囲に対して協力対象としての整備を行う。 

- 井戸：本計画では敷地内井戸（浅井戸）からの給水を便所洗浄水に用いる計画である。

井戸の新規掘削については、狭小なサイトでの異なる業者による施工を避けるため、本

体工事に含んで発注されることが一般的である。先方負担とした場合は工事の遅延や、

狭小なサイトで複数業者の同時施工となることに伴う様々なリスクが想定されるため、

協力対象に含めて整備を行う。 

- 雨水排水設備：対象地域では、冠水を避けるため道路のレベルが宅地よりも高いサイト

もあり、宅地内に水が溜まり易い構造となっている。本計画では、隣接する敷地との高

低差を考慮し、必要に応じて盛土及び雨水排水のための開渠を整備することにより、敷

地外からの雨水流入を防ぎ、サイト内に水が溜まらない計画とする。 

- 敷地内通路：雨季の浸水時及び降雨により土がぬかるんだ状態での校舎へのアクセスと

施設間の連絡を確保するため、必要最小限の敷地内通路（舗装）を整備する。雨季の間

も施設を適切に機能させるために必須であり、建物の床レベルに応じて一体的に計画す

る必要があることから、施設建設に含めて整備する。 

• 対象サイトの多くで、本体工事の着手前に工事の支障となる建物、工作物、樹木などの解

体・撤去を完了しておく必要がある。これらを先方負担として実施する場合、さく井工事

と同様に工事遅延のリスクがあると同時に、担当する業者によっては適切に解体・撤去が

実施されず、本体工事の実施に大きな影響を与えることも予想される。そうしたリスクの

軽減とともに、工事の責任範囲の明確化、本邦コンサルタント監理下での品質確保と工程

調整が可能となる等のメリットを考慮し、本計画では工事着手前に必要となる解体・撤去

工事（外構工事：サイトクリアランス）は協力対象に含め、実施上のリスクを低減する計

画とする。 

3） 平面計画 

各棟の平面計画は次のとおり策定した。 

 
63 イスラム教徒が礼拝の際に向う方角。 
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教室棟 

平屋・二階建て共に現地で標準的な「ベランダ」と呼ばれる外廊下を介して各室を配する単

純な平面形式とする。教室サイズは SELD の最低基準である 16ft x 20ft（4.88m x 6.10m = 

29.77m2：0.99 ㎡/生徒）に対して無理のない家具配置が可能なように幅方向を若干広げた

5.28m×6.24m（32.95㎡：1.10㎡/生徒）とし、桁行方向を 3.12mの基準スパンで統一した平面形

とした前案件に倣う。また、制約の多い狭小な敷地に対応するため、2 階建てについては外廊

下端部に階段室を組入れたプランと L 型に教室を配置するプランを設定した。 

諸室構成は一般教室、多目的教室、校長室、倉庫を標準スパンの中で必要に応じて組み合わ

せる形とし、諸室の内容は下表の通り設定した。 

表 3-14 諸室構成 

室名 計画内容 床面積 

一般教室 定員 30 人を想定し、2 人掛け机と椅子 30 脚、教員用机・椅子が配

置できるスペースを確保。前案件同様に 1.1 ㎡/生徒。初等クラス

用も同サイズとし、家具サイズのみを変える計画とする。 

32.95 ㎡ 

（1.10 ㎡/生徒） 

多目的教室 一般教室と同じ大きさとし、コンピュータ室としての利用時を想

定、15 台分の PC（生徒 2 人に 1 台）がレイアウト可能な家具を計

画する。また、校長室を多目的教室と隣接させ、準備室として利

用できるよう扉を設ける。 

32.95 ㎡ 

（1.10 ㎡/生徒） 

校長室 執務スペース（机・椅子、収納棚を配置）に加え、応接・打合せ

スペースが必要。現地標準（17.86 ㎡）を若干下回るが、機能的に

は十分な広さを確保する。 

16.48 ㎡ 

（教室×0.5） 

倉庫兼教員

室 

教育機材、図書や管理用書類の収納に加え、簡単な教職員控室の

機能を果たせるよう、テーブルと椅子が配置できる大きさを確保

する。 

16.48 ㎡ 

（教室×0.5） 

外廊下 既存小学校では仮設的な教室等の教育目的で使われる例も多く、

本計画でも同様な機能を想定し、必要な幅員（有効幅員約 1.8m）

を確保する。 

- 

便所棟 

現地で標準的な施設の設計内容をベースに、4・5・6 ブースの 3 タイプの施設をサイト毎の

計画教室数に応じて計画する。原則として、本計画で増設される前期中等クラス（3 教室）用

に 3 ブース（1 ブース/教室）＋障がい者用ブース 1 ブースの計 4 ブースを基本とし、継続使用

が可能な既存便所が無い場合は 1ブースないし 2ブースを加えた合計 5・6ブースの便所を整備

することとし、敷地の制約から基準通りの整備が困難なサイトについては、既存を含めて使用

可能な便所を確保する。 

敷地の狭小なサイトが多く、水源となる井戸との干渉をできるだけ防ぐ必要から建物サイズ

はできるだけ抑える方針とし、生徒用・教員用は分けずに単純な平面とした。 

以上の計画に基づくサイト別・施設タイプ別の計画内容は次表の通りである。 
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表 3-15 サイト別計画内容 

 

 

4） 立面・断面計画 

教室棟 

 床高：標準床高を設計 GL+600mm として設定する。 

 階高・天井高：高温乾燥となる対象地域の気象条件を踏まえ、十分な気積を確保して自

合計面積

適用タイプ
階
数

FLレ
ベル

 面積 適用タイプ  面積 延床 電気 給水 排水
拡張
用地

盛土
地盤
改良

推奨
地耐力

建屋 塀
伐採
伐根

SUKKUR

SU01 GGPS Tando Ali Abad 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-C     17.28     258.76
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

ー 要 ー 100KPa 要 要 要

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur 3CR-HSM-D 2F +600       237.00 F4-A     16.20     253.20
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

有 ー ー 90KPa 要 要 ー

SU03 GGPS Illahi Bux Mangi 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-B     16.20     257.68
新規
引込み

新設井戸
(16m)

敷地内
浸透

ー 要 ー 85KPa 要 要 要

SU04 GGPS Khairo Indhar 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F6-B     23.04     264.52
新規
引込み

新設井戸
(16m)

敷地内
浸透

ー ー ー 100KPa 要 要 要

LARKANA

LA01 GGPS Zangeja 3CR-HSM-C 2F +600       276.30 F4-B     16.20     292.50
新規
引込み

新設井戸
(21m)

敷地内
浸透

有 ー ー 50KPa 要 要 ー

LA04 GBPS Kodrani 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F5-B     20.16     261.64
新規
引込み

新設井戸
(21m)

敷地内
浸透

ー ー ー 120KPa 要 ー ー

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro 3CR-HSM-A GF +600       230.26 F4-B     16.20     246.46
新規
引込み

新設井戸
(30m)

敷地内
浸透

ー 要 ー 60KPa 要 ー ー

NAUSHAHRO FEROZE

NF01 GGPS Rahim Chand 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F5-B     20.16     261.64
新規
引込み

新設井戸
(60m)

敷地内
浸透

ー ー ー 60KPa 要 ー ー

NF02 GGPS M. Haroon Shar 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F5-A     20.16     261.64
移設
引込み
済

新設井戸
(30m)

敷地内
浸透

ー ー ー 75KPa 要 要 要

NF04 GGPS Yousif Rajper 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-A     16.20     257.68
新規
引込み

新設井戸
(30m)

敷地内
浸透

ー ー ー 100KPa 要 ー 要

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 5CR-HSM 2F +600       342.20 F6-B     23.04     365.24
移設
引込み
済

新設井戸
(18m)

敷地内
浸透

有 要 ー 110KPa 要 要 要

KHAIRPUR

KH01 GGPS Noonari 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-B     16.20     257.68
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

有 要 ー 80KPa ー 要 要

KH04 GGPS Belharo Gambat 6CR-HSM-B 2F +600       414.46 F6-C     23.04     437.50
新規
引込み

新設井戸
(16m)

敷地内
浸透

有 ー ー 60KPa 要 要 要

KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F6-C     23.04     264.52
移設
引込み
済

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

ー 要 ー 90KPa 要 要 要

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 3CR-HSM-A GF +600       230.26 F4-D     17.28     247.54
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

有 要 ー 85KPa ー ー 要

KH07 GBPS Sher Muhammad Jiskani 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-A     16.20     257.68
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

ー ー ー 90KPa 要 要 要

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 5CR-HSM 2F +600       342.20 F4-D     17.28     359.48
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

ー ー ー 80KPa 要 要 ー

KH09 GGPS Sari 3CR-HSM-B 2F +600       241.48 F4-C     17.28     258.76
移設
引込み
済

新設井戸
(16m)

敷地内
浸透

有 要 ー 110KPa ー 要 要

KH10 GGPS Nizamuddin lashari 3CR-HSM-C 2F +600       276.30 F6-C     23.04     299.34
新規
引込み

新設井戸
(21m)

敷地内
浸透

有 要 ー 70KPa ー 要 要

KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH) 6CR-HSM-A 2F +600       375.14 F5-A     20.16     395.30
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

有 ー ー 65KPa 要 要 要

KH14 GGELS Imdad Ali Shar 3CR-HSM-C 2F +600       276.30 F4-D     17.28     293.58
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

有 要 要 60KPa ー ー ー

KH15 GGPS Khambhara South 6CR-HSM-A 2F +600       375.14 F4-C     17.28     392.42
新規
引込み

新設井戸
(13m)

敷地内
浸透

ー 要 ー 90KPa 要 要 要

KARACHI Kemari & Malir

KA02 GBPS PUB Malir 3CR-HSM-A GF +600       230.26 F4-A     16.20     246.46
移設
引込み
済

新設井戸
(60m)

敷地内
浸透

有 ー ー 180KPa 要 要 要

KA03 GBPS Radho Jokhio 7CR-HSM 2F +600       460.52 F6-A     23.40     483.92
新規
引込み

新設井戸
(90m)

敷地内
浸透

有 要 ー 200KPa 要 要 要

SR.# 学校名

計画施設 その他

教室数 便所棟 設備インフラ計画

解体・撤去工事
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然換気を取ることで室内環境の改善を図る方針とし、階高を 1 階で 3.4m、2 階水下で

3.43mと設定し、3.2m 以上の天井高を確保する。 

 屋根構造：シンド州で一般的なコンクリートスラブによる緩勾配（1/20）の片流れ屋根を

採用する。「パ国」他地域で一般的なオムニアスラブ屋根（鉄骨小梁にレンガを載せ、そ

の上に PVC シートを被せ、最後に藁入りモルタルで押える）は漏水も発生しており、数

年に一度のメンテナンスが必要である。また、既存施設のコンクリートスラブ陸屋根で

は防水の不備や鉄筋のかぶり不足に起因すると見られる漏水が散見されるため、防水の

納まりやコンクリート打継面の処理等の仕様に留意するとともに、重点的な施工監理を

行って品質を確保する。なお、便所棟の給水用のプラスチック製貯水槽およびソーラー

パネルをスラブ屋根に設置する。 

 天井：2 重天井は設けずにできるだけ気積を確保する。  

 開口部：通風や自然光の室内への取入れを考慮しつつ、窓巾を抑えて暑気を防ぐ計画と

する。窓は類似案件で採用されているアルミ窓とし、外廊下側は引違とする。外廊下の

反対面は高窓（内倒し）とし、窓上部に出の大きい庇を連続的に設けて、室内への日射

を最大限防ぐとともに、十分な換気を確保する。 

便所棟 

 床高：浸水時に汚水が流出しないよう、簡易浄化槽の処理水取出し口のレベルが教室棟

床高より低くならないことを条件に、標準床高を設計 GL+600mmに設定する。 

 屋根構造・天井：教室棟同様にコンクリートスラブとする。 

 開口部：周囲からの視線の遮断を重視して視線高さまでは採光・換気の目的となる開口

は設けず、桁行方向の壁上部に梁下までの連続した開口を設けて必要な採光と換気を確

保する。 

5） 構造計画 

構造計画は前案件及びシンド州の類似施設の標準的な設計内容を踏まえ、計画対象地域に適

用される構造基準を遵守した設計を行う。 

構造形式 

主体構造 ：現地で一般的な構造形式は平屋の場合、鉄筋コンクリート柱梁による軸組構造

や、レンガ又はコンクリートブロックによる組積造であり、2 階建ての場合は鉄筋コンクリー

ト柱梁による軸組構造である。シンド州自体は大規模な地震の被災歴はないが、「パ国」では

幾度かの大規模地震による被災を経て構造設計基準が定められており、本計画では平屋も含め

たすべての建屋は耐震性の高い鉄筋コンクリート柱梁による軸組構造とする。構造部材の断面

及び寸法は「パ国」建築基準（Building Code of Pakistan）に基づく構造解析を行い、決定す

る。 
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非耐力壁 ：他ドナーによる類似校では、鉄筋コンクリート軸組構造の帳壁としてレンガ又は

コンクリートブロックが用いられている。コンクリートブロックは施工手間が少なく品質確保

が比較的容易であるが、Karachi の大都市以外では調達に難があり、本計画ではシンド州全域

で広く用いられているレンガを採用する。 

構造基準・荷重条件 

「パ国」では独自の建築基準（Building Code of Pakistan）が定められており、構造設計に係

る指針が示されている。本計画では、同基準にしたがって構造設計を行う。 

 地盤支持力 ：地質調査の結果によれば、サイトによって差が見られ、支持地盤面と想

定する地表面下 1.0～1.5m の地質は、北部サイトは比較的軟らかいシルト質粘土や細砂混

じりシルト層が多く、他方 Karachi のサイトは密実な砂混じり砂礫層となっている。期待

される地盤支持力は 60kN/m2~200kN/m2程度である。 

 風荷重 ：基準風速はパキスタン建築基準に従い北部の Sukkur周辺サイト及び Karachi郊

外のサイトは 33m/s（120km/h）として風圧力を算定する。 

 地震力 ：シンド州は「パ国」他地域と比較して地震が少ない地域である。対象サイト

の北部エリアは、いずれも「パ国」建築基準のゾーン 2A（水平最大加速度 0.08~0.16g）、

Karachi はゾーン 2B（0.16~0.24g）と規定されている。地盤調査における土質サンプル試

験の結果によると、土質タイプは SC ないし SD に該当すると想定され、ゾーンと土質タ

イプの組み合わせから震度係数を 0.24、0.32 ないし 0.40 として設計を行う方針とする。 

構造材料 

構造材料は「パ国」で広く準用されている ASTM 及び BS 規格に依るものとし、セメントは、

基礎・立上りまでを BS146 に準拠した国産スラグセメント、一般部を、BS12 に準拠した国産

セメントとする。 

本計画で採用する構造材料を以下に示す。 

 コンクリート：設計強度は以下の設定とする。 

- 躯体コンクリート 21Mpa 

 鉄筋：現地で流通している異形鉄筋 ASTM A615 に準拠した Grade 60 製品を採用する。 

- 異形鉄筋  420Mpa 

6） 設備計画 

本計画施設の設備は既存校、前案件や他ドナー支援による類似校における整備状況、利用状

況を踏まえ、シンド州で実施される標準的な前期中学校施設の内容・仕様、対象地域の気象条

件及び電力・水の供給事情を勘案し、以下の内容を計画する。 

電気設備 

全ての対象サイトで電力が引込み済み、あるいは周辺の既存配電網から低圧での引込みが可
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能であるが、停電の頻度が多く 1 日の半分以上停電しているサイトもある。以上から、本計画

ではソーラーパネルシステムの導入を計画し、その他の設備計画は前案件に倣って以下の電気

設備を計画する。 

ソーラーパネル設備 ：前述のように、不安定な電力事情を考慮し、ソーラーパネル設備を各

サイトの屋根に設置し、バッテリーに蓄電して必要最小限の電力を賄うものとする。また、揚

水ポンプもソーラーパネルから電力を供給する。なお、将来の公共電力事情の改善を想定し、

ソーラーパネルシステムと公共電力は系統連携可能なように計画する。 

照明設備 ：シンド州の公立小中学校は一般に一部制で運用されており、基本的に夜間の施設

利用は想定されない。他方、施設完成後は、ノンフォーマル授業や SMC の集会を夜間に実施

することも想定される。そのため、本計画では必要最小限の照明設備として、1 教室当たり 4

基、校長室及び倉庫に 2 基の LED 照明を天井付けで計画する。 

コンセント設備 ：既存校の一般教室においては電力を使用する授業は実施されていない。た

だし、教室にはスイッチ盤が設置され、その一部にコンセントが整備されているのが一般的な

仕様である。コンセント設置のための独立した配管を要しないため、比較的容易に施工が可能

である。尚、コンセントの取付け位置は照明スイッチと同じ高さとなるが、洪水による影響を

防ぐためには有効である。本計画では、必要最小限のコンセント設備として、各教室及び倉庫

に 2 口、校長室に 4 口のコンセント設備を照明スイッチ盤に組み込んで設置する。また、多目

的教室については想定される負荷に対応した必要数（16 口）を整備する。 

天井扇 ：高温乾燥の厳しい気象条件の下、ほぼすべての既存校で天井扇が設置されている。

本計画は類似施設に倣い、1 教室当たり 2 基（多目的教室も同じ）、校長室及び教員室の機能

を兼用する倉庫には各 1 基の天井扇を設置する。尚、市中で様々な「パ国」製天井扇が容易に

調達可能である。 

給排水・衛生設備 

本計画では水洗式便所及び手洗いに水が必要となる。本計画では井水を利用することとし、

浅井戸のさく井工事及び揚水ポンプを本工事に含む計画とする。ただし、井水の利用は便所の

水洗及び手洗いにのみ使用することとし、飲用には利用しないことを前提とする。 

排水設備 

本計画の対象サイトは、公共の排水溝が整備されていない地域であり、簡易浄化水をそのま

ま隣接する側溝や田圃などの地表面に放流している。本計画では浸透桝を整備し、敷地内浸透

を基本計画とする。但し、敷地によっては浸透が進まないサイトもあるので、そのサイトは浸

透桝からのオーバーフローを外部の側溝につなぐ計画とする。なお、浸透桝の大きさは、現地

再委託により実施した浸透試験の結果に基づき、適切に設定する。また、冠水による浸透桝の

目詰まりを防止するため、浸透桝の天端は設計 GL+600 を標準とする。 

衛生設備 

衛生器具は、前案件に倣い、生徒用に陶器製トルコ式便器+水洗ハイタンク、障がい者・教
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員用に洋式便器とし、各ブース内には便所の利用実態を考慮し、手桶の使用を想定した水栓を

設置する。また、手洗い器は便所の利用動線に合せて配置する。なお、便所の外部には、礼拝

前の清浄への使用を目的とする水栓を設置し、感染予防の手洗い設備を兼ねる。 

7） 建築資材計画 

各部の建築仕様は、「パ国」における類似施設の計画内容及び前案件の実施状況を参考にし

つつ、必要な改善を加えて以下の通り計画する。 

【現地仕様とその改善案】 

 廊下床仕上げ：モルタル金鏝押え・・・前案件での実績及び多サイトでの施工を考慮

し、熟練工を要しない仕様とした。 

 外壁巾木：コンクリート打放し＋モルタル吹付（耐塩性セメント）・・・耐久性が高い

仕様とした。 

 屋根：鉄筋コンクリートスラブ＋ビチュメン塗装＋押えコンクリート t=60mm・・・断

熱性、施工性、耐久性及び経済性を考慮して現地仕様の中から選定し採用した。 

表 3-16 教室棟主要部仕様比較 

 類似施設 

（2021：USAID SBEP） 

KG-G10 対象 

シンド州類似施設 

（前期中学校） 

本計画（案） 

対象州 シンド州 シンド州 シンド州 

1 教室当たり定員 40 名 30 名（ｼﾝﾄﾞ州標準） 同左 

1 教室当たり面積 48.31 m2 

20‘x26’（6.10mx7.92m） 

32.95 m2 

（5.28mx6.24m） 

32.95 m2 

（5.28mx6.24m） 

主 体 構
造 

基礎 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ べた基礎 

（耐塩性セメント） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 布基礎 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ べた基礎
（耐塩性セメント） 

床 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 

（GFL=DGL+600mm） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 

（耐塩性セメント） 

（GFL=DGL+600mm） 

壁 ﾚﾝｶﾞ組積造 ﾚﾝｶﾞ組積造 同左 

柱・梁 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 同左 

小屋組 - － － 

外 部 仕
様 

床: 廊下 大理石ﾀｲﾙ ﾓﾙﾀﾙ金鏝押え 同左 

外巾木 大理石ﾀｲﾙ ｺﾝｸﾘｰﾄ打放+ﾋﾞﾁｭﾒﾝ塗 ｺﾝｸﾘｰﾄ打放＋ﾓﾙﾀﾙ吹付 

（耐塩性セメント） 

壁 タイル ﾓﾙﾀﾙ+塗装 同左 

窓 アルミ窓+防犯格子 鋼製枠/木製両開き窓+塗
装+防犯格子 

アルミ窓+防犯格子 

ドア 鋼製枠/木製扉+塗装 鋼製枠/木製扉+塗装 同左 

天井 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 同左 

屋根 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ+防水ｼｰﾄ
+PC タイル 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ+ﾋﾞﾁｭﾒﾝ
塗+押えｺﾝｸﾘｰﾄ t=60mm 

同左 

内 部 仕
様 

床 大理石ﾀｲﾙ 大理石ﾀｲﾙ+ﾓﾙﾀﾙ モルタル 

壁 ﾓﾙﾀﾙ+塗装 ﾓﾙﾀﾙ+塗装 同左 

天井 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 同左 
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【付加価値向上の対応策】 

現地調査を通じて検討した付加価値向上策（SELD からの要望も含む）を以下の通り計画す

る。 

表 3-17 付加価値向上の対応策 

 付加価値向上策  備考 

1 学校運営に最低限必要な電力（ポンプ動力、天井扇、夜間利用室の照明

（校長室、教室等で利用を想定する教室））を賄う太陽光発電設備を設置

する。 

環境配慮 

2 外部から 1 階床へのアクセスに障がい者対応としてスロープ（1/12）を設

置する。 

障がい者配慮 

3 便所棟の 1 ブースのみ、幅の広いブース＋洋式便座＋手すりを設置して、

障がい者対応とする。 

障がい者配慮 

4 1 階床レベルを過去の最大浸水レベル等を考慮して設定し、災害時の防災

シェルターとして利用できるようにする。 

防災 

5 外部立上り巾木までを耐塩性仕様のセメントを採用する。 耐久性の向上 

6 ハイサイド窓を設置し、換気と採光を向上させる。また、外部からの視線

にも配慮する。 

室内環境改善 

ジェンダー配慮 

7 外部からの視線を遮るため、一定以上の高さの外周塀を整備する。 ジェンダー配慮 

8 防犯のため、1 階廊下の外側及び外壁側の開口部に防犯グリルを設置す

る。 

防犯対策 

8） 家具計画 

各々の室用途・機能に応じて、最低限必要な教育用・事務管理用家具を整備する。仕様は前

案件の仕様に従うものとし、内容・数量は次の通りとする。 

一般教室 ：計画定員30人に対して生徒用二人掛机・椅子2脚を15組、教員用机・椅子1組、

及び施錠可能な扉付キャビネット 1 台を設置する。なお初等クラス用家具のサイズは就学前ク

ラスや複式学級が一般的である実情を考慮したものとする。 

多目的教室 ：計画定員 30 人に対して生徒用二人掛机（コンピュータ台兼用）・椅子 2脚を 15

組、教員用机・椅子 1 組、及び施錠可能な扉付キャビネット 1 台を設置する。 

校長室 ：事務用机・椅子 1 組、来客用椅子 4 脚、及び施錠可能な扉付キャビネット 2 台を設

置する。 

倉庫 ：準備室・休憩室兼用と想定し、作業用テーブル・椅子 4 脚を 1 組、施錠可能な扉付キ

ャビネット 2 台を設置する。 
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表 3-18 家具リスト 

分類 品目 数量 備考 

教室用家具（前期
中学校） 

生徒用 2 人掛け机+椅子 2 脚 15 セット/室  

教員用机+椅子 1 セット/室  

キャビネット 1 台/室  

教室用家具（小学
校） 

生徒用 2 人掛け机+ベンチ 15 セット/室  

教員用机+椅子 1 セット/室  

キャビネット 1 台/室  

多目的教室用家具 生徒用 2 人掛け机+椅子 2 脚 15 セット/室  

 教員用机+椅子 1 セット/室  

 キャビネット 1 台/室  

校長室用家具 校長用机+椅子 1 セット/室  

 来客用椅子 4 脚/室  

 キャビネット 2 台/室  

倉庫兼教員室用家
具 

キャビネット 2 台/室  

 打合せテーブル+椅子 4 脚 1 セット/室  

9） ソフトコンポーネント 

プロジェクトの完了後には、周辺地域の女子がアップグレードされた対象中学校へ進学し、

シンド州政府による教員配置により、対象校が持続的に機能することが求められる。本計画で

は以下のソフトコンポーネントを計画する。 

 女子の中学校への進学・就学促進を目的とした各対象校の学校関係者、保護者や住民の

代表等を対象としたワークショップや住民集会の実施 

10） 造作工事 

現場施工の造付け家具を含む主な雑工事としては以下を計画する。 

表 3-19 造作家具及び雑工事 

居室名 内容・項目 

教室 黒板、掲示板 

校長室 掲示板、キーボックス 

倉庫兼教員室 掲示板 

 

その他サイン工事として、各室の室名サイン、トイレにピクトサインを設置する。 
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3-2-3 概略設計図 

（1）位置図 

（2）配置図（20サイト） 

1. SU01 GGPS Tando Ali Abad 11. KH04 GGPS Belharo Gambat 

2. SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur 12. KH05 GGPS Muhammad Hashim Gopang 

3. SU04 GGPS Illahi Bux Mangi 13. KH06 GGPS Fateh Ali Chandio 

4. LA01 GGPS Zangeja 14. KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 

5. LA04 GBPS Kodrani 15. KH09 GGPS Sari 

6. LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro 16. KH10 GGPS Nizamuddin lashari 

7. NF01 GGPS Rahim Chand 17. KH11 GGHS Mulko Wahan (BRANCH) 

8. NF02 GGPS M. Haroon Shar 18. KH14 GGELS Imdad Ali Shar 

9. NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 19. KH15 GGPS Khambhara  South 

10. KH01 GGPS Noonari 20. KA03 GBPS Radho Jokhio 

 

（3）平面図、立面図、断面図 

3CR-HSM-A 

3CR-HSM-B 

3CR-HSM-C 

3CR-HSM-D 

5CR-HSM 

6CR-HSM-A 

6CR-HSM-B 

7CR-HSM 

F4、F5、F6 
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位置図 

 

  



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: SU01

GGPS Tando Ali Abad

84



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: SU02

GGPS Lutuf Hussain Talpur

85



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: SU04

GGPS Khairo Indhar

86



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: LA01

GGPS Zangeja

87



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: LA04

GGPS Kodrani

88



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: LA06

GGPS Bhai Khan Ghanghro

89



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: NF01

GGPS Rahim Chand

90



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: NF02

GGPS M. Haroon Shar

91



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: NF09

GGPS Syed Khuda Bux Shah

92



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH01

GGPS Noonari

93



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH04

GGPS Belharo Gambat

94



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH05

GGPS Muhammad Hashim Gopang

95



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH06

GGPS Fateh Ali Chandio

96



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH08

GGPS Lal Bux Kandharo

97



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH09

GGPS Sari

98



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH10

GGPS Nizamuddin lashari

99



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH11

GGHS Mulko Wahan (BRANCH)

100



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KH14

GGELS Imdad Ali Shar

101



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a Slope & Connecting passageway

EX44b
Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45 Leg washing area

EX47a Boundary fence-A

EX47b Boundary fence-B

EX48 Entrance gate

EX49 Flagpole

EX52 U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54 Retaining wall

EX55 RCC Pipe Culvert

EX56
Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図
SITE: KH15

GGPS Khambhara South

102



LEGEND

EX41 Plinth Protection

EX42 Pavement

EX43 Kerbstone

EX44a

Slope & Connecting passageway

EX44b

Steps for classroom Block

Steps for Lavatory Block

EX45

Leg washing area

EX47a
Boundary fence-A

EX47b

Boundary fence-B

EX48

Entrance gate

EX49

Flagpole

EX52
U shaped drainage (Brick, w=200)

EX54

Retaining wall

EX55

RCC Pipe Culvert

EX56

Grill door, connecting passageway

Burgler bar, connecting passageway

Benchmark

Manhole

Electric Pole

Telephone Pole

Light Pole

Spot Level

Boundary Point

Invert Level

Gate

Boundary Wall

Tree

Tree Dia

Control Point

4.564

LP

0 2 5 10m1 15m

S

EW

N

IL=5.222

SITE PLAN 配置図

SITE: KA03

GBPS Radho Jokhio

103



Y2Y2

Y3Y3

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

Y1Y1

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN BB

BB

21
00

21
00

52
80

52
80

73
80

73
80

31203120 31203120
3120031200

31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120

UPUP

10
00

10
00

10
00

10
00 AA

AA

CORRIDORCORRIDOR

UPUP
DNDN

UPUP

X7X7 X8X8 X9X9 X10X10 X11X11

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

31203120 31203120
3120031200

31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120 31203120

X7X7 X8X8 X9X9 X10X10 X11X11

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION

DGLDGL

DGLDGL

X1X1X2X2X3X3X4X4X5X5X6X6X7X7X8X8X9X9X10X10X11X11

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOMSTORAGESTORAGE

DGLDGL

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION

Y3Y3Y2Y2Y1Y1

DGLDGL

RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

SECTION A-ASECTION A-A

60
0

60
0

33
80

33
80

Va
rie

s
Va

rie
s

43
49

43
49

52805280
73807380

21002100

15
0

15
0

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

SECTION B-BSECTION B-B

270270

HM ROOMHM ROOM

15
00

15
00

Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1 Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1

52805280
73807380

21002100

2020
11

2020
11

60
0

60
0

33
80

33
80

Va
rie

s
Va

rie
s

43
49

43
49

10001000

VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

21002100 52805280

73807380
Y3Y3Y2Y2Y1Y1

52805280 21002100

73807380

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

UPUP

1000100010001000 10001000

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 3CR-HMS-ATYPE: 3CR-HMS-A
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

104



CLASSROOMCLASSROOM MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

UPUP

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

1560015600
3120312031203120312031203120312031203120

Y1Y1

21
00

21
00

52
80

52
80

82
80

82
80

Y3Y3

Y4Y4

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

90
0

90
0Y2Y2

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

DNDN

CORRIDORCORRIDOR

UPUP
DNDN

UPUP

STORAGESTORAGE

HM ROOMHM ROOM

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM

1560015600

3120312031203120312031203120312031203120

Y1Y1

21
00

21
00

52
80

52
80

82
80

82
80

Y3Y3

Y4Y4

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

90
0

90
0Y2Y2

2020
11

90
0

90
0

12
00

12
00

52805280
82808280

21002100

15
00

15
00

VOIDVOID

900900

10001000

33
80

33
80

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

VOIDVOID

3120312013501350

11
40

11
40

22
60

22
60

STORAGESTORAGE

SECTION B-BSECTION B-B

SECTION A-ASECTION A-A
AA

AA

BB BB

AA

AA

BB BB

Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4

10001000

10
00

10
00

34
00

34
00

Va
rie

s
Va

rie
s

Va
rie

s
Va

rie
s

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

31203120
62406240

X3X3X2X2X1X1

31203120

VOIDVOID

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

60
0

60
0

STORAGESTORAGE

CORRIDORCORRIDOR VOIDVOID

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATIONREAR ELEVATIONREAR ELEVATION

1560015600
3120312031203120312031203120312031203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

DGLDGL

DGLDGL

Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4

Y4Y4 Y1Y1Y3Y3

DGLDGL

DGLDGL

900900 21002100 52805280
82808280

Y2Y2

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 3CR-HMS-BTYPE: 3CR-HMS-B
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

105



10
50

10
50

270270

10
50

10
50

18651865 23402340 10751075

17
00

17
00

AA

UPUP

BB

BB

UPUP
DNDN

UPUP
AA

STORAGESTORAGE

AA

AA

DNDN

BB

BB

1872018720
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

31203120 31203120 31203120 31203120 31203120

X7X7

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

SECTION B-BSECTION B-B

SECTION A-ASECTION A-A

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM STORAGESTORAGE

CORRIDORCORRIDOR

CORRIDORCORRIDOR

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATIONREAR ELEVATIONREAR ELEVATION

52805280
73807380

21002100

Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3

33
80

33
80

10
00

10
00

60
0

60
0

37
49

37
49

77
49

77
49

1000100010001000

34
00

34
00

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

2020
11

21002100
73807380

52805280

Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1

21
00

21
00

52
80

52
80

73
80

73
80

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

10
00

10
00

10
00

10
00

21
00

21
00

52
80

52
80

73
80

73
80

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

VOIDVOID VOIDVOID

VOIDVOIDVOIDVOID

1872018720
3120312031203120312031203120312031203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3

Y3Y3 Y1Y1Y2Y2

21002100 52805280
73807380

31203120

X7X7

X7X7

DGLDGL

DGLDGL

STORAGESTORAGE

33
80

33
80

10
00

10
00

60
0

60
0

37
49

37
49

77
49

77
49

34
00

34
00

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

1872018720
31203120

X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6

31203120 31203120 31203120 31203120 31203120

X7X7
2020

11

10
50

10
50

DGLDGL

DGLDGL

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 3CR-HMS-CTYPE: 3CR-HMS-C
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

106



BBBB

52
80

52
80

21
00

21
00

52
80

52
80

10
00

10
00

12
66

0
12

66
0

10
00

10
00

AW01AW01 AW01AW01 AW01AW01

DNDN

AA

AA

UPUPDNDN

UPUP

UPUP
STORAGESTORAGE

312031203120312031203120
93609360

52805280 21002100
1266012660

52805280

270270

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

36
96

36
96

76
96

76
96

C1C1 D2D2

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

SECTION A-ASECTION A-A SECTION B-BSECTION B-B

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION

93609360
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

CLASSROOMCLASSROOM STORAGESTORAGE

CLASSROOMCLASSROOM

BBBB

52
80

52
80

21
00

21
00

52
80

52
80

12
66

0
12

66
0

AA

AA
93609360

31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

CLASSROOMCLASSROOM

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

CORRIDORCORRIDOR CORRIDORCORRIDOR

1266012660
52805280

Y4Y4

5280528021002100

Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1

Y4Y4Y4Y4

93609360
31203120 31203120

X1X1

31203120

X2X2 X3X3 X4X4

33
80

33
80

2020
11

2020
11

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4

X1X1X2X2X3X3X4X4 Y1Y1Y2Y2Y3Y3Y4Y4

DGLDGL

DGLDGL

VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOMMULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

CLASSROOMCLASSROOM STORAGESTORAGE

10
00

10
00

34
00

34
00

Va
rie

s
Va

rie
s

Va
rie

s
Va

rie
s

33
80

33
80

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

DGLDGL

DGLDGL

GFL=DGL+600GFL=DGL+600
DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

1000100010001000

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 3CR-HMS-DTYPE: 3CR-HMS-D
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

107



AA

AA

DNDN

BB

BB

AA

AA

UPUP

BB

UPUP
DNDN

UPUP

STORAGESTORAGE

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

5280528021002100
1266012660

52805280

10
50

10
50

186518652340234010751075

17
00

17
00

SECTION A-ASECTION A-A

SECTION B-BSECTION B-B

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION

RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION

52
80

52
80

21
00

21
00

52
80

52
80

10
00

10
00

12
66

0
12

66
0

1872018720
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

Y4Y4

31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120
10

00
10

00
52

80
52

80
21

00
21

00
52

80
52

80
12

66
0

12
66

0

1872018720
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120

Y2Y2

Y3Y3

Y1Y1

Y4Y4

31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

STORAGESTORAGE

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOMCLASSROOMCLASSROOM

STORAGESTORAGE

VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID

VOIDVOIDVOIDVOID

52805280
1266012660
21002100

Y4Y4

52805280
73807380

21002100

Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4

Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1

52805280

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

10001000

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

DGLDGL

DGLDGL

DGLDGL

DGLDGL

Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4Y1Y1
1872018720

31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120 31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120

Y2Y2Y3Y3Y4Y4 Y1Y1X1X1X2X2X3X3X4X4X5X5X6X6X7X7

Y1Y1

52805280

2020
11

2020
11

10001000

BB

10001000 10001000

CORRIDORCORRIDOR

CORRIDORCORRIDOR

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 5CR-HMSTYPE: 5CR-HMS
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

108



UPUP

AA

AA

BB

BB

DNDN

UPUP

STORAGESTORAGE

UPUP

52
80

52
80

21
00

21
00

52
80

52
80

10
00

10
00

12
66

0
12

66
0

10
00

10
00

BB

BB

AA

AA

186518652340234010751075

10
50

10
50

UPUP

52805280
1266012660
21002100

52805280
1266012660
21002100

Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4

52805280

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

10001000

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

Y1Y1

10001000

52805280

Y4Y4 Y3Y3 Y2Y2 Y1Y1

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

SECTION A-ASECTION A-A

SECTION B-BSECTION B-B

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION

RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION

Y4Y4

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

X4X4 X5X5 X6X6 X7X7

1872018720
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120 31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120

1872018720
31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120 31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120

52
80

52
80

21
00

21
00

52
80

52
80

12
66

0
12

66
0

Y4Y4

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

X4X4 X5X5 X6X6 X7X7

5280528021002100
1266012660

52805280

Y2Y2 Y3Y3 Y4Y4Y1Y1
1872018720

31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4

31203120 31203120 31203120

X5X5 X6X6 X7X7

31203120 31203120

Y2Y2Y3Y3Y4Y4 Y1Y1X1X1X2X2X3X3X4X4X5X5X6X6X7X7

10001000 10001000

VOIDVOID VOIDVOID VOIDVOID

VOIDVOIDVOIDVOIDVOIDVOID

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOMCLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOMCLASSROOMCLASSROOM STORAGESTORAGE

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

CLASSROOMCLASSROOM

2020
11

2020
11

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

DGLDGL

DGLDGL

DGLDGL

DGLDGL

CORRIDORCORRIDOR

CORRIDORCORRIDOR

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 6CR-HMS-ATYPE: 6CR-HMS-A
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

109



1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION

SECTION A-ASECTION A-A

DNDN

UPUP

UPUP
DNDN

UPUP

STORAGESTORAGE

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION

52805280 21002100
73807380

5280528021002100
73807380

10001000 10001000

8080
8080

Y2Y2Y3Y3 Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3Y1Y1

52805280 21002100
73807380

Y2Y2Y3Y3 Y1Y1

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

DGLDGL

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

10001000

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

21
00

21
00

73
80

73
80

52
80

52
80

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

21
00

21
00

73
80

73
80

52
80

52
80

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

31203120 31203120
2808028080

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 31203120
AA

AA

31203120

31203120 31203120
2808028080

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 3120312031203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6 X7X7 X8X8 X9X9 X10X10

31203120 31203120
2808028080

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 31203120
AA

AA

31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6 X7X7 X8X8 X9X9 X10X10

10
00

10
00

10
00

10
00

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOMCLASSROOMCLASSROOM

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOMSTORAGESTORAGE

DGLDGL

DGLDGL

2020
11

VOIDVOID VOIDVOID

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 6CR-HMS-BTYPE: 6CR-HMS-B
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

110



21
00

21
00

73
80

73
80

31203120 31203120
3120031200

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 31203120 31203120

DNDN

52
80

52
80

UPUP

AA

UPUPDNDN

UPUP

AA

31203120

UPUP

STORAGESTORAGE

52805280 21002100
73807380

5280528021002100
73807380

10001000 10001000

8080

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

31203120 31203120
3120031200

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 31203120 3120312031203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6 X7X7 X8X8 X9X9 X10X10 X11X11

31203120 31203120
3120031200

31203120 31203120 3120312031203120 31203120 31203120 31203120
AA

AA

31203120

X1X1 X2X2 X3X3 X4X4 X5X5 X6X6 X7X7 X8X8 X9X9 X10X10 X11X11

X1X1X2X2X3X3X4X4X5X5X6X6X7X7X8X8X9X9X10X10X11X11

Y2Y2Y3Y3 Y1Y1 Y2Y2 Y3Y3Y1Y1

52805280 21002100
73807380

Y2Y2Y3Y3 Y1Y1

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

1FL=DGL+40001FL=DGL+4000

DGLDGL

10
00

10
00

60
0

60
0

34
00

34
00

37
49

37
49

77
49

77
49

33
80

33
80

10001000

21
00

21
00

73
80

73
80

52
80

52
80

Y3Y3

Y2Y2

Y1Y1

1ST FLOOR PLAN1ST FLOOR PLAN

GROUND FLOOR PLANGROUND FLOOR PLAN

FRONT ELEVATIONFRONT ELEVATION

REAR ELEVATIONREAR ELEVATION

LEFT ELEVATIONLEFT ELEVATION RIGHT ELEVATIONRIGHT ELEVATION SECTION A-ASECTION A-A

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM

CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM CLASSROOMCLASSROOM

CORRIDORCORRIDOR

CORRIDORCORRIDOR

STORAGESTORAGE

MULTI-PURPOSEMULTI-PURPOSE
ROOMROOM

HM ROOMHM ROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

90
0

90
0

12
00

12
00

15
00

15
00

CLASSROOMCLASSROOM

10
00

10
00

10
00

10
00

DGLDGL

DGLDGL DGLDGL

DGLDGL

2020
11

VOIDVOID VOIDVOID

UPUP

CLASSROOM BLOCKCLASSROOM BLOCK TYPE: 7CR-HMSTYPE: 7CR-HMS
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

111



120012001200120012001200
54005400

12
70

12
70

17
30

17
30

30
00

30
00

18001800

UPUP

AA

X1X1
54005400

X5X5

60
0

60
0

28
50

28
50

15
0

15
0

36
00

36
00

20
50

20
50

30003000

17301730
30003000

12701270

Y3Y3 Y1Y1

500500 500500

X1X1

12001200 12001200 12001200
54005400 X5X5

18001800

21
00

21
00

UPUP

36003600
12001200 12001200 12001200

UPUP

1800180018001800

210021001200120012001200
42004200

18001800

27
0

27
0

UPUP

UPUP

X1X1

12001200 12001200 12001200

78007800

18001800

X7X7

1200120012001200

X1X1

18001800
48004800

1800180012001200

X5X5

21
00

21
00

12001200 120012001200120012001200

F4-A PLANF4-A PLAN

F4-B PLANF4-B PLAN

F4-C PLANF4-C PLAN

F6-A PLANF6-A PLAN

F6-B PLANF6-B PLAN

54005400 21002100

22
00

22
00

30003000 21002100

48004800

10501050

36003600

2100210042004200 48004800

20
50

20
50

270270

230230

22
00

22
00

230230

10
50

10
50

13201320

X1X1
78007800

X7X7

10501050

30003000
Y3Y3Y1Y1

48004800 48004800
1730173013401340

48004800

20
50

20
50

50050017301730

230230

22
00

22
00

10
50

10
50

21002100

F4-A FRONT ELEVATIONF4-A FRONT ELEVATION F4-A LEFT ELEVATIONF4-A LEFT ELEVATION SECTION A-ASECTION A-A

X1X1 X5X5

Y3Y3

Y1Y1

AA

DGLDGL

Y3Y3 Y1Y1

202011

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

15
0

15
0

36
00

36
00

20
50

20
50

30003000

80
0~

10
00

80
0~

10
00

SECTION A-ASECTION A-A

Y3Y3 Y1Y1

F6-A FRONT ELEVATIONF6-A FRONT ELEVATION F6-A RIGHT ELEVATIONF6-A RIGHT ELEVATION

X1X1 X5X5
30003000

Y3Y3 Y1Y1

F4-B FRONT ELEVATIONF4-B FRONT ELEVATION F4-B LEFT ELEVATIONF4-B LEFT ELEVATION SECTION A-ASECTION A-A

VOIDVOID

VOIDVOID

VOIDVOID

VOIDVOID

VOIDVOID

17301730
30003000

12701270500500 500500

60
0

60
0

28
50

28
50

15
0

15
0

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

36
00

36
00

Y3Y3 Y1Y1

202011

17301730
30003000

12701270500500 500500

DGLDGL

12
70

12
70

17
30

17
30

30
00

30
00

Y3Y3

Y1Y1

AA

AA

F4-C FRONT ELEVATIONF4-C FRONT ELEVATION F4-C RIGHT ELEVATIONF4-C RIGHT ELEVATION SECTION A-ASECTION A-A
10

00
10

00
10

00
10

00

DGLDGL

DGLDGL

X1X1 X4X4 Y1Y1 Y4Y4

13401340 17301730
48004800

17301730

Y1Y1 Y4Y4

X1X1 X4X4

17
30

17
30

13
40

13
40

48
00

48
00

Y1Y1

Y4Y4

17
30

17
30

AA

AA

60
0

60
0

28
50

28
50

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

10
00

10
00

F5-A PLANF5-A PLAN F5-A FRONT ELEVATIONF5-A FRONT ELEVATION F5-A RIGHT ELEVATIONF5-A RIGHT ELEVATION SECTION A-ASECTION A-A

X1X1 X4X4 Y1Y1 Y4Y4

60
0

60
0

28
50

28
50

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

10
00

10
00

13401340 17301730
48004800

17301730

Y1Y1 Y4Y4

DGLDGL

Va
rie

s
Va

rie
s

20
50

20
50

20
50

20
50

Va
rie

s
Va

rie
s

Va
rie

s
Va

rie
s

DGLDGL

DGLDGL

AA

AA

AA

AA

12
70

12
70

17
30

17
30

30
00

30
00

Y3Y3

Y1Y1

202011

17301730
30003000

12701270500500 500500

X4X4X1X1

17
30

17
30

13
40

13
40

48
00

48
00

Y1Y1

Y4Y4

17
30

17
30

DGLDGL60
0

60
0

28
50

28
50

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

10
00

10
00

SECTION A-ASECTION A-AF6-B REAR ELEVATIONF6-B REAR ELEVATION F6-B RIGHT ELEVATIONF6-B RIGHT ELEVATION

VOIDVOID

36
90

36
90

DGLDGL

X5X5 Y1Y1X1X1 Y4Y4

DGLDGL

24
0

24
0

60
0

60
0

28
50

28
50

GFL=DGL+600GFL=DGL+600

DGLDGL

10
00

10
00

Y1Y1Y4Y4

AA

AA

17
30

17
30

13
40

13
40

48
00

48
00

Y1Y1

Y4Y4

17
30

17
30

DGLDGL

DGLDGL

Va
rie

s
Va

rie
s

LAVATORY BLOCKLAVATORY BLOCK TYPE: F4-A, F4-B, F4-C, F5-A, F6-A, F6-BTYPE: F4-A, F4-B, F4-C, F5-A, F6-A, F6-B
00 1.01.0 2.02.0 5.05.0 10.0m10.0m

SCALE: 1:250SCALE: 1:250

112



113 

3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

（1） 事業実施の基本事項 

本計画は、日本国政府の閣議決定を経て、両国政府間で事業実施に係る交換公文（Exchange 

of Notes: E/N）が締結され、また「パ国」政府と JICA との間で E/N に基づく贈与契約（Grant 

Agreement: G/A）が締結された後、日本国政府の無償資金協力（現地企業活用型）の枠組みに

従って実施される。その後、「パ国」政府は日本法人のコンサルタント企業と契約を締結し、

施設・機材の詳細設計が行われる。詳細設計図面と入札図書の完成後、「パ国」において競争

入札が行われ、選定された企業と「パ国」政府間で建設工事・機材調達契約が締結され、同契

約に従って施設の建設及び機材の調達が行われる。なお、本プロジェクトでは無償資金協力の

原則に従って、入札は建設工事と機材調達を分離して行う方針とする。 

（2） 事業実施体制 

1） 「パ国」側実施体制 

本計画に係る「パ国」側の責任機関及び実施機関は SELD である。同機関は次官の統括の下

に計画・開発・リサーチ局（Planning, Development and Research: PDR）が担当部局として事業

全体の調整と運営に当たる。コンサルタントとの設計監理契約、施工業者との建設工事契約、

機材調達会社との機材調達契約の諸手続きは SELD が契約当事者となる。SELD は「パ国」側

負担事項の実施、必要な許認可や関係機関の合意取得等を実施する。また、現地業者からの支

払い請求に対し、コンサルタントの支援を受けつつ、JICA に対する支払依頼を行う。 

2） 国際協力機構（JICA） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、「パ国」側機関との間で G/A を締結し、本計画が日

本の無償資金協力の制度に従って適切に実施されるよう実施監理を行う。また、「パ国」実施

機関からの支払依頼に応じて贈与実行決裁を行い、日本の銀行に対して支払依頼を行う。 

3） 施工監理コンサルタント 

コンサルタントは「パ国」側実施機関との間で締結する設計監理契約に従い、本報告書の内

容に基づく施設・機材の詳細設計及び施工・調達監理業務を行う。また、入札図書を作成し、

施工・調達会社の選定と建設工事・機材調達契約の締結を支援する。これら業務を効率的に実

施するため、コンサルタントは SELD との間に緊密な協力関係を築いて作業を進める他、施

工・調達期間中は必要な監理技術者を現地へ派遣する。 

4） 施工業者・家具調達業者 

施工業者・機材調達業者は SELD と締結する施工･調達契約に則り、契約図書に従って履行

期限内に建設工事、機材調達を実施する。 
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5） 事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を次図に示す。 

 

図 3-2 プロジェクト実施体制 
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階のランク別にエンジニアリング協会（Pakistan Engineering Council: PEC）に登録されており、

シンド州内においては最上位クラスの CA は 77 社、次位の CB は 16 社となり、その多くが

Karachi に事務所を設置している。また、CA のカテゴリーに登録されている業者は大規模プロ

ジェクトを手掛ける企業が多く、財務管理や品質・工程管理の能力は高く、すべての公共工事

への入札が可能となっている。 

本計画では、前案件の実績を鑑みて Karachi に拠点を置く CB 以上の業者を対象に入札を行

い、財務状況や施工能力、技術力等を総合的に確認し、適切な施工業者を選定・活用する。 

表 3-20 PEC 登録業者数と事務所の所在地 

カテゴリー 地域 合計 

 Karachi ハイデラバード Sukkur その他の地域 登録業者数 

C-A 57 13 3 4 77 

C-B 13 0 2 1 16 

出典：PEC ホームページより調査団作成 

表 3-21 PEC 登録制度と業者数 

カテゴリー 受注限度額 

（百万 PKR） 

資本金 

（百万 PKR） 

最低技術ポイント 

* 

最低技術者数 

C-A 無制限 150 200 専門技術者（経験 20 年）2 人と、    

監督資格を持つ登録技術者 3 人 

C-B 4,000 まで 100 120 専門技術者（経験 15 年）2 人と、    

監督資格を持つ登録技術者 2 人 

C-1 2,500 まで 80 90 専門技術者（経験 10 年）2 人と、    

監督資格を持つ登録技術者 1 人 

C-2 1,000 まで 50 35 専門技術者 1 人と、登録技術者 1 人 

C-3 500 まで 30 20 登録してる技術者が 50% 

C-4 200 まで 6 15 登録してる技術者が 50% 

C-5 65 まで 3 5 登録技術者が 1 人 

C-6 25 まで 1.5 5 登録技術者が 1 人 

出典：PEC ホームページ, Guidelines for Constructors/Operators 

* Professional Credit Point：常傭技術者の人数、経験点等の累計により算定される。 

4） 家具専門業者 

教育家具に関しては、工場を有する製作会社の場合、工場で組み立てた家具をサイトまで輸

送するのが一般的である。他方、家具形状・数量の状況によっては、ノックダウン形状として

現場にて簡易組立をする方が輸送容量の低減が可能である。本計画の実施にあたっては、家具

輸送による製品破損防止のための輸送形状、現場組立の時間確保等の検討・必要事項について、

製作前に家具業者に調達計画を確認・確定し、実施に臨むものとする。 

（2） その他の留意事項 

1） 免税措置 

本計画の実施に係る全ての工事、資機材及びサービスの調達は、「パ国」の税法に基づいた

https://www.pec.org.pk/downloads/Guidelines%20(Updated%20on%2006-5-2020)%20(18).pdf
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免税措置が適用される。SELDとの協議において、「パ国」側は本計画の実施に必要となる免税

措置を行うことを約束している。免税手続きは、SELD が経済省経済局（Economic Affairs 

Division: EAD）に免税レターの発行を依頼し、EAD が税関宛に免税レターを発行する。特に

政府系機関が免税申請する場合は、EAD 傘下の連邦歳入庁（Federal Board of Revenue: FBR）か

ら免税許可番号（Free Tax Number: FTN）を受理する必要がある。免税対象の概要は以下の通

り。 

表 3-22 税金対象一覧表 

項目 税名称 申請官庁 税金の措置 

輸入 関税 FBR/EAD 免税 

輸入税 FBR 免税 

源泉徴収税 FBR 免税 

インフラ税 FBR/EAD 免税 

現地調達 付加価値税 FBR/EAD 免税（鉄筋は免税対象外） 

連邦物品税 FBR 免税（セメントは免税対象外） 

2） 工事の遅延 

施工業者へのヒアリングによれば、工事遅延のケースは頻繁に見られるとのことである。工

事遅延の主な要因としては、①発注者の支払遅延、②施工業者の財務状況の悪化による調達不

能、③労働者等の経営資源投入不足、④雨季の影響等があげられる。上記のうち、一番大きな

要因は、発注者の支払遅延とのことで、これはPECのクラス登録に関係なく、財務状況の悪い

業者であれば次工程の準備が滞り、工事の遅延に繋がっているとのことであった。 

また、前案件では、地方サイトでの労務確保の難しさ、雨季によるサイトへのアクセス遮断

に伴う材料調達の遅れ、ラマダンやイード休暇に伴う工事進捗の停滞、デモやストライキによ

る工事の一時中断があった。これらのリスクを適切に見込んで全体工程を計画する。 

3） 契約及び紛争処理 

「パ国」では建設工事に係る紛争に対しては 1）契約当事者間での協議による解決、2）契

約書に示された調停機関による仲裁、3）法廷による解決の順で処理が行われるが、確立され

た調停機関は無く、一般に調停人による紛争解決が図られる。建設工事契約に係る紛争の多く

は発注側の支払い遅延に係るもので、本計画で問題になる可能性が低いことより、本計画での

弁護士との顧問契約は想定しない。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

日本の無償資金協力で本プロジェクトを実施するに当たり、日本側と「パ国」側の負担業務

区分は以下の通りとする。 
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（1） 日本国側負担工事 

1） 施設建設 

• 本報告書に記載された施設の建設 

• 上記施設に付帯する電気、給排水衛生設備の整備 

• 上記施設に付帯する最小限の外構施設（敷地造成、屋外通路、外周塀、井戸、雨水・排水

処理施設） 

• 施設建設の障害となる既存施設及び既存塀の撤去（対象サイトのみ） 

2） 家具調達 

• 施設用教育家具の調達 

（2） 「パ国」側負担工事 

• 施設建設用地の確保（全サイト） 

• 施設建設の障害となる既存植栽の移設 

• 既存教室の建替えを行うサイト及び工事中の安全確保のために既存教室の使用が制限され

るサイトでの仮設教室の確保 

• 既存電力線および電柱の移設 

• 入札公示に係る費用の負担及び入札会場の確保 

• 仮設施設（仮設事務所、資材置場、作業場等）用地の提供（必要な場合） 

• 電力の計画サイトへの引き込み 

• 日本側負担工事に含まれない家具、什器、備品、消耗品等の整備 

• 日本側負担工事に含まれない外構施設及び植栽の整備 

• 事業の実施に必要な許認可の取得（建設にかかる許認可、必要な場合） 

• 免税処置 

• 銀行取決めと手数料の支払い 

• 本事業の関係者の入出国・滞在にかかる便宜供与 

• 施設・機材の適切で効果的な運用と維持管理 

• その他無償資金協力に含まれない関連業務の費用負担 

（3） 入札計画 

本計画の入札は、SELD が実施する現地で一般的な入札の手順・条件を勘案しつつ、JICA 調

達ガイドライン「施設・機材調達方式（現地企業活用型）」に従って実施する。 
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1） 現地公共調達に係る入札制度 

シンド州では公共調達局（Sindh Public Procurement Regulatory Authority: SPPRA）が公共調達

関連規則、標準入札図書及びその運用に係るガイドラインを定めている。一般に教育施設の建

設工事は各県のEducation Worksが設計～入札～施工監理までを担当するが、その場合の入札も

SPPRA ガイドラインに沿って実施される。また、PEC も独自に標準入札図書を定めており、

構成・内容はほぼ同じである。建設工事に関しては発注規模に応じて 1）小規模工事（契約金

額 25百万 PKR以下）、2）大規模工事（50百万 PKR以上）の 2種類のフォームが定められてい

る。本計画の入札は日本側独自のガイドラインを適用して行われるが、SELD との間で、同ガ

イドラインに準じて表 3-23 に示す条件・手順で行うことが確認されている。 

これまでに他ドナーあるいは SELD の実施した教育施設建設工事の入札では、入札予定価格

に応じてPECのクラス分類を指定し、該当する施工業者を対象とする制限付一般競争入札が採

用されている。資格及び技術評価は可否判定又は最低基準点を示した採点式によって行われ、

それをクリアした応札者の中で最低価格を提示した業者が第一優先交渉権を得る。尚、現地で

標準的な資格審査基準と前案件での採用値を表 3-24 に示す。 

表 3-23 SPPRA 調達基準の準用 

項目  内容 

準拠する調達基準 - JICA 調達ガイドラインの適用が可能 

入札公示 - 主要 3 言語の新聞 3 紙（英語/シンディ/ウルドゥ）及び SPPRA の HP（英語） 

事前資格審査 - 一般的には公示～承認で 60 日程度が標準（公示～締切：国内入札 15 日以
上、/国際入札 45 日以上） 

入札図書の構成 - 入札指示書、応札フォーム、契約書案、契約条件書、技術仕様書、数量調書
（BQ）、図面 

入札期間 - 一般的には公示～開札で 30 日程度が標準（国内入札 15 日以上、/国際入札
45 日以上） 

入札保証 - 応札額の 1%～5%（本案件では 2%程度が標準）、銀行又は保証会社発行 

入札評価・公表 - 関係機関代表による評価委員会を組織 

 - 評価期間は制約なし（評価～アワード発出まで平均 30～45 日） 

 - アワード発出 7 日前より SPPRA の HP に結果報告書を公示 

前渡金保障 - 10%が標準、最大 15%  

工事遅延賠償金 - 契約額の 0.05%～0.10%/日、最大 10% 

履行保証 - 契約額の 10%以下 

表 3-24 標準的な資格審査基準 

項目  内容（具体的な数値は参考） 前案件 

適格性 - 該当分野かつ応札可能クラスでの有効な PEC

登録 

一般建築工事分野・CB 以上 

国籍   法人登記簿（パキスタン国内） 

業務経歴・施工 - 元請けとしての施工実績（過去 5 年間、1～3 件 同左（10 年間 2 件以上） 
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実績 以上） 

・類似施設工事、類似サイト又は地理的条件で
の工事 

要員の人的能力 - 要員計画（主要要員、その他の技術要員の資格
と経歴） 

・学歴（保有資格）、業務経歴（経験年数、類似
業務実績） 

同左（プロジェクト・マネージャー
と建築・電気主任技師のみ） 

機材保有状況 - 必要機材の保有又はリース・購入等の計画 同左 

財務状況 - 財務書類（過去 2～3 年間） 同左（過去 5 年間） 

 - 手持ち工事・契約の概要 同左（Bid Capacity を評価） 

 - 年間売上高（過去 3 か年、予定価格の 1～2 倍
以上） 

同左（予定価格の 1 倍程度） 

その他 - 紛争・仲裁履歴、ブラックリストへの掲載有無 同左 

2） 本計画の入札ロット分けの方針 

本計画サイトの特徴として、敷地が狭小、広範囲に分散など、立地条件が異なることがあげ

られる。個々の状況に応じた施工管理が必要となることを踏まえて、地理的条件、現地企業の

能力に応じた発注規模を設定することが必要である。併せてコンサルタントの巡回監理が行き

届く範囲を前提としてロット構成する必要がある。 

協力コンポーネントは教室棟、便所棟、外周塀及び教育家具で構成されており、施設内容は

前案件と同様である。前案件の施工管理・監理実績をベースに改善を加えるとともに、本計画

の事情を考慮の上、以下の方針に従って計画を行う。 

- 施設建設（ロット 1）：Sukkurを施工監理拠点として、Khairpur、Naushahro Fezozeへ順次

展開する。地理的にまとまった 4 サイト程度を 1 グループとして、各チーム（基礎、躯

体）が各種工事完了後に次のグループへ移るスライド工程を組み、施工業者の能力を考

慮して原則 8 サイト（3 グループ）以上で工事が同時期に重ならないように計画する。

また、ロット 2 の工事も同様に工事がスライドすると想定し、ロット 2 とのオーバーラ

ップ期間を約 9 ヶ月とする。 

- 施設建設（ロット 2）：拠点のある Sukkur、Larkana、Karachi を対象にロット 1 と同様で

スライド工程で施工を進める。また、Karachiのサイトは、邦人技術監理者が監理事務所

のある Sukkur より週に一度、飛行機にて Karachi に移動（水-土、行き-戻り）し、巡回

監理する計画とする。 

- 家具調達（ロット 3）：一般教室、校長室、多目的教室での教育家具、校長室、倉庫に配

置するキャビネットを対象とする。家具業者の能力を考慮するとともに、各サイトにお

ける品質の均一化を図るために 1 ロットとし、納入時期は施設のロットに合せて別々に

計画する。 

契約ロット構成を次表の様に設定する。 
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表 3-25 入札ロット構成案 

契約 

ロット 

協 力 コ ン ポ ー ネ ン ト ：      

施設・教育家具／協力対象校 

校数 構成コンポーネント 

Lot 1 Khairpur 県 10 校 

Naushahro Fezoze 県 3 校 

13 施設建設 

Lot 2 Sukkur 県 3 校 

Larkana 県 3 校 

Karachi 県 1 校 

7 施設建設 

Lot 3 Lot 1、2 で契約された学校 20 教育家具 

3 Lot 5 県 協力対象校 合計 20  

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

（1） 施設 

本計画では概略設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、概略設計を担当

した本邦コンサルタントが JICA に推薦され、引続き施工監理を行う。「パ国」では、過去にコ

ミュニティ開発支援無償による前期中等教育強化計画が行われた実績があるが、今回の「現地

企業活用型による施設・機材調達方式」は初めてとなる。本計画の施工監理体制は前案件の施

工体制を踏まえ、新たなスキームにおける支払い支援などの本邦コンサルタントの業務も考慮

に入れ下記のように計画する。 

1) 入札支援業務 

コンサルタントは、「パ国」の実施機関が主体となって実施する入札業務の支援を行う。な

お、本プロジェクトの調達は JICA のガイドラインに従って実施されるため、「パ国」で実施さ

れている調達内容、手順とは異なる。したがって、同ガイドラインに対する関係機関の理解を

深め、円滑な入札実施のための調整を行う必要がある。また、入札評価に当たっては、コンサ

ルタントは SELD と協働して評価業務を実施する。 

• 入札図書の作成支援：SELD による承認を得た入札図書を、最終的な入札図書として取り

纏める支援を行う。 

• 入札業務補助：SELD が実施する一連の入札関連業務（公示、質疑応答、追加指示、入札

評価等）を技術的側面から支援する。 

2) 施工監理体制 

プロジェクト全体の進捗管理と施工監理業務、及び「パ国」実施機関に対する資金管理支援

業務を適切に実施するため、コンサルタントは本邦建築技術者 1 名（繁忙期は 2 名）を常駐監

理者として施工・調達の全期間に亘り「パ国」へ派遣し、必要となる現地技術スタッフを配置

して以下の施工監理体制を構築する。 

• 施工監理拠点：各サイトへのアクセスを考慮して Sukkur に施工監理事務所を設置するとと

もに、サイトの近隣地区に活動拠点を設定して、直傭の現地技術者を配置する。 
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• サイト監理チーム：4サイト程度を 1グループとして現地監理技術者を選任して配置すると

ともに、専門性が要求される設備技術者（電気 1 名）が巡回監理を実施し、工事進捗の確

認と施工品質の確保を図る。 

• 本社支援体制：本邦コンサルタントは業務主任者を中心に、各専門領域でプロジェクト担

当者を配し、常駐監理者を支援する体制を確立する。また、着工時、中間時、竣工時に、

工事の進捗に対応して適切な分野の技術者をスポットで派遣し、主要な検査等への立会い

を行う。 

• 総括監理者は、シンド州での施工監理を主として行うが、毎月の SELD への月例報告に合

わせ Karachi に赴く。 

図 3-3 施工監理体制 

3) 施工監理・資金管理支援業務 

コンサルタントは対象サイトの中心都市となる Sukkur に拠点を構え、総括監理者の下に現

地建築技術者と必要な現地支援スタッフを直庸し、上記体制の下で以下の業務を行う。 

• 施工監理標準書類の作成：異なるサイト及び現地監理技術者による施工監理業務の質を確

保し、業務の統一を図るため、施工監理のポイントを取りまとめたチェックリスト及び各

種試験･検査結果報告書、定例報告書の統一フォームを作成する。 

• 施工計画等の承認：施工業者から提出される施工計画書、工程表、サンプル等を確認し、

遅滞なく承認する。また、契約書に係る疑義が生じた場合には、速やかに施工業者への説

明を行う。 

• サイト施工監理：4サイト程度を 1グループとして現地監理技術者を選任し、上述の施工監

理フォームに従い工事の品質確保、工程遵守、安全確保に関する検査を行う。また、総括

監理者は定期的に全サイトを巡回して施工監理の状況（工事の品質確保、工程遵守、安全

確保に係る検査等）を確認する。また、不具合や遅延のある場合には、業者への改善指示、

指導等の適切な措置を取る。 

• 巡回監理：邦人技術者は拠点都市に事務所を置いて定期的に全サイトを巡回し、プロジェ

パキスタンプロジェクト事務所（サッカル）

総括監理技術者1

（邦人・常駐）

日本

（コンサルタント本社）

常駐技術者総括

（ローカル）

サイト監理者（4人）

（ローカル）

専門技術者（ローカル）

設備技術者

業務主任者

プロジェクト総括監理

専門技術者（邦人）

構造技術者
設備技術者

監理技術者2

（邦人・資金管理支援）

管理スタッフ（ローカル）

事務員、警備員、
ドライバー

スポット監理

日常的な支援

品質監理者（1人）

（ローカル）
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クト全体の進捗を監理するとともに、サイト毎に統一された施工品質の確保を図る。 

• 設備の施工監理：設備等の専門領域について、各サイトの工事の進捗を見ながら現地専門

技術者が定期的に全サイトを巡回し、サイト常駐監理者への助言、検査、試運転等の実施

立会いを行う。 

• 品質管理試験：工事の品質に大きく影響する使用材料の試験を実施し、品質の確認を行う。

尚、試験頻度が高いコンクリートの圧縮試験は、コンサルタント事務所内に設置するラボ

にて行う。 

• 会議の開催：施工業者との定例打合せを開催して、工事の進捗と工程の確認を行うととも

に、「パ国」実施機関及び関係機関を交えた定例会議を開催し、工事状況の報告を行う。

また、必要に応じて、「パ国」実施機関、JICA、施工業者及びコンサルタントにより構成

される工事進捗・品質管理会議を開催し、工事中に発生した諸問題に対する共有、解決策

を検討する。 

• 支払い支援：施工業者からの支払請求の内容を査定し、証明書を発行するとともに、「パ国」

側実施機関が JICA に対して行う支払依頼手続きを支援する。 

• 報告書作成等：工事の進捗に関する月例報告書のほか、契約書に規定される報告書を作成

し「パ国」実施機関に提出する。また、SELD が作成するプロジェクトモニタリングレポ

ート（PMR）の作成支援を行う。 

• 竣工検査・瑕疵検査：工事完了時に竣工検査を実施し、完了報告書や施設運用・維持管理

マニュアル他の竣工書類を SELD に提出する。また、瑕疵保証期間の満了時に瑕疵検査を

実施し、瑕疵是正工事の完了を確認した後、最終検査報告書を SELD に提出する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

（1） 施設建設 

本計画施設は現地の標準設計と工法に準拠して、現地業者によって建設されることを前提に、

品質管理に当たって強度や耐久性等の基本性能に大きな影響を及ぼす躯体部分を重点に、管理

を行なう計画とする。尚、試験方法や材料規格等は「パ国」内で一般に適用されている基準に

従うが、頻度の高いコンクリート圧縮強度試験・スランプ試験については、前案件同様に本邦

コンサルタントが直接監理（管理）を行うものとする。 

また、次表の主要管理項目については、施工監理コンサルタントが予め現場で統一して利用

するためのチェックシートとして取りまとめ、各段階でコンサルタントの監理者と施工業者エ

ンジニアの両者による確認を行った後に、ファイリング保管を行う。 
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表 3-26 品質管理項目 

項目 方法 

地盤 ・基礎掘削後に床付け面の地盤を目視にて確認し、試験結果との比較を行う。 

・設定地耐力を下回る恐れが有る場合は地耐力試験による確認を行う。 

建物位置 ・測量機器を用いてベンチマークの設定と建物位置の縄張りを行い、コンサルタ

ント、施工業者立会で確認する。 

鉄筋 ・納入元･種類毎にミルシートによる材料品質確認を行うとともに、公的試験所に

おいて鉄筋径毎に 1 回の引張り試験を実施する。 

配筋検査 ・コンクリート打設前にコンサルタント、施工業者立会で配筋検査を行い、数量･

位置･精度、継手と定着長さ、スペーサーの設置状況を確認する。 

セメント ・製造者からの試験結果報告書を入手して材料品質を確認する。 

・湿気による硬化を防ぐよう適切な保管環境・積み上げバッグ数を指導する。 

骨材 ・公的試験所にて質量、粒度分布、吸水率の試験を各サイトにつき 1回実施する。 

・搬入毎に目視にて最大粒径、シルト含有量、含水量等を確認する。 

コンクリー

ト 

・練り混ぜ水の水質検査をサイト毎に公的試験所にて実施する。 

・標準配合による容積調合を基本とし、また、試験練りにより 28 日所定強度を確

認し配合を決定する。 

・水分量は日本調達の試験機器によるスランプ試験を実施して決定し、仕様書に

定める最大値以下で管理する。 

・日本調達の圧縮試験機、シリンダーモールド等の試験機器を用いて圧縮強度試

験を本邦コンサルタントが直接実施し、7日・28日用供試体 6本（2ロット）をサ

ンプリングして 4 週平均強度が設計強度（Fc）+3 を上回ることを確認する。 

（2） 家具・備品 

本邦コンサルタントによる調達監理を行う。具体的な業務は製作されたサンプルの仕様確認、

納入時におけるサンプルとの整合、数量確認である。 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で使用される建設資機材は現地の仕様・規格に則った資材、ならびに現地の標準的な

学校建設で一般に用いられている汎用材を採用するため、現地サプライヤーを通じて調達が可

能であり、調達・輸送について問題は無い。但し、輸入資材を含む資機材の多くが Karachi か

らサイトのある北部まで陸路での長距離輸送による調達となるため、コスト面・安全面でのリ

スクを十分考慮した調達計画とする必要がある。主要資機材の調達区分を次表に示す。 
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表 3-27 調達材料区分表 

資機材名称 調達先区分 備考 

 「パ国」 第三国  

建築工事用資材    

 セメント ○  国内生産品を調達 

 砂（細骨材） ○  シンド州内の生産品を調達 

 砕石（粗骨材） ○  シンド州内の生産品を調達 

 鉄筋 ○  現地に一般的に流通している PS*1準拠の製品を調達 

 煉瓦 ○  現地に一般的に流通している PS*1準拠の製品を調達 

 木材 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

 型枠用合板 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

 木製・鋼製建具 ○  技術力・生産力のある国内工場にて製作。 

 建具金物 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 塗料 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

設備工事用資材    

 配管材・金物類 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

 衛生器具 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

 設備機器（ﾎﾟﾝﾌﾟ他） ○ ○ 維持管理の可能な流通品を現地調達 

 電気配線材 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 照明器具 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 天井扇 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 配電盤類 ○  現地で一般的に流通している「パ国」製品を調達 

 太陽光発電機器 ○ ○ 中国製が多く流通しており調達可能 

*1 Pakistan Standard 

3-2-4-7 ソフトコンポーネント計画 

（1） 背景 

本プロジェクトは、シンド州において、農村部女子の中等教育へのアクセス向上を目的に、

約 20 校の対象小学校を中学校にアップグレードし、それに伴って必要となる教室等を整備す

るものである。シンド州では、特に不就学児童に占める女子の割合が多く、また前期中等教育

の総就学率における男女間格差も大きい。その主な要因は、公立校に占める中等教育以降の学

校数が少なく、農村部では徒歩通学圏内に学校が限られることが女子の就学を妨げている。し

かし、制約条件はそれだけではなく、女性の社会経済的な地位が低く、女子には教育が必要な

いと考える人が少なくないことも大きい。また、早期婚や女子・女性の移動を制限するパルダ

といったジェンダー規範に基づく慣習・価値観・考え方が根強いことも障壁となっている。そ

のため、女子教育の促進には、学校施設の整備のみならず、住民の女子教育に関する意識を変

えるコミュニティ・モービライゼーションの取組も必須となっている。 

（2） ソフトコンポ―ネントの必要性 

我が国は、これまでにもシンド州農村部において同様の無償資金協力を行い、54校の女子基

礎学校を整備した。その内 23校を対象に 2021年 12月に行われた調査結果によれば、前期中等
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部に女子が全く在籍していない学校が 8 校もあり、早急な学校運営の改善を求めた。近隣の低

コストの私立校に流れているケースもあったが、ジェンダーが要因になっているケースも少な

くなかった。よって、学校施設の整備に加え、対象校の校長や保護者・住民の代表が中心とな

って、啓発活動を継続的且つ長期的に行っていく必要がある。しかし、対象校の校長や保護

者・住民の代表であっても、女子教育に関する問題意識、自分たちの役割やそれを実行するた

めの方法論に関する知識は限られている。したがって、本プロジェクトのソフトコンポーネン

トでは、校長や保護者・住民の代表が、地域の女子教育の現状や制約条件について共通の問題

意識を持ち、主体的にその対策案を検討し、活動計画の作成・実施をしていくための動機づけ

となるワークショップを行うこととする。 

（3） 期待される成果 

ソフトコンポーネントの活動を通じて期待される成果には主に 3点ある。 

 ワークショップ参加者により、対象地域の女子教育に係る問題意識が共有され、女子の

中学校への進学・就学促進活動計画案が作成される。 

 ワークショップ参加者のイニシアチブにより、住民集会の参加者の意見を踏まえて、女

子の中学校への進学・就学促進活動計画案が最終化される。 

 女子の中学校への進学・就学を促進する活動の一環として、キャンペーン活動が実施さ

れる。 

（4） 活動内容 

活動は、施設の完成時期に合せて 2回に分けて実施する。第 1ロット対象校の完成は 2025年

7 月頃を予定している。その頃には学校の新学年が元の 3 月に戻ることを想定し、進学準備を

始めるのに丁度良いその 3～4 ヵ月前程度（2024 年 11～12 月）を目途にソフトコンポーネント

の活動を先行実施する。また、第 2ロット対象校の完成は 2026年 1月頃を予定しているので、

2025 年 11～12 月に実施する。 

ソフトコンポーネントの活動内容の概要は以下のとおりである。 

活動の種類・日数 内容 

対
象
県
（

5
県
）

 

参加型の 

ワークショップ 

2 日間 

 学校関係者・保護者・住民の代表等（10～20 人程度）を対象に、参加型の

ワークショップを開催 

 具体的には、フォーカス・グループ・ディスカッション（女子教育に関する

現状・制約条件について認識共有）、学区内を歩いて状況確認、不就学児童

の多いコミュニティ・世帯を可視化するマッピングの作成、年間を通して中

退者が出やすい時期と理由を可視化する Seasonal Calendar の作成、対策・啓

発活動案の優先順位付け、女子の中学校への進学・就学を促進する活動計画

案の作成、等 

対
象
校
（

2
0
校
）

 住民集会 

0.5 日間 

 集まった住民に対して、アップグレードされた女子基礎学校の情報を共有 

 ジェンダー平等や女子教育の重要性を説明 

 作成された女子の中学校への進学・就学を促進する活動計画案の最終化 

女子の中学校への進学・

就学を促進する活動（キ

ャンペーン活動） 

0.5 日間 

 実際に、女子の中学校への進学・就学を促進する活動の一環として、キャン

ペーン活動の実施 
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3-2-4-8 実施工程 

（1） 事業実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本計画が実施される場合、両国間での交換公文（E/N）と

贈与契約（G/A）の署名後に以下の段階を経て事業が実施される。 

表 3-28 実施工程のステップ 

 項目 内容 所要期間 

1 施工監理契約 本邦コンサルタントと先方政府との契約交渉～契約締結 2.0 か月 

2 事前資格審査 公示～事前資格審査 2.0 か月 

3 施工業者選定 

（ロット 1 入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による現地施工業者の

選定 

図書配布～質疑応答～開札 

1.5 か月 

4 工事契約 入札評価～「パ国」内承認～契約交渉～工事契約締結 3.0 か月 

5 施設建設 各サイトでの施設建設（スライド着工） 18.0 か月 

6 施工業者選定 

（ロット 2 入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による現地施工業者の

選定 

図書配布～質疑応答～開札 

1.5 か月 

7 工事契約 入札評価～「パ国」内承認～契約交渉～工事契約締結 3.0 か月 

8 施設建設 各サイトでの施設建設（スライド着工） 15.0 か月 

（Lot1 と並行して

実施、9 ヵ月のラッ

プ期間） 

9 家具業者選定 

（ロット 3 入札） 

資格要件を定めた一般競争入札による家具調達業者の選定 

公示～図書配布～質疑応答～開札 

1.0 か月 

（施設建設と並行

して実施） 

10 調達契約 入札評価～「パ国」内承認～契約交渉～調達契約締結 2.0 か月 

11 家具調達 ロット 1 と 2 の完工時期に合せて 2 回の調達 各 6.0 か月 

（2） 入札工程 

シンド州での公共調達に係る規則と前案件の所要時間を踏まえ、本計画の発注工事の入札準

備から業者契約までの入札計画は以下のとおりである。 

表 3-29 現地での入札計画 

項目 施設 家具/機材 

事前資格審査 8 週間（2.0 ヶ月）  

入札準備～図書配布（公示） 2 週間（0.5 ヶ月） 2 週間（0.5 ヶ月） 

図書配布（公示）～開札 6 週間（1.5 ヶ月） 4 週間（1.0 ヶ月） 

入札評価報告書作成、承認 10 週間（2.5 ヶ月） 6 週間（1.5 ヶ月） 

契約書類の準備（履行保証等）、契約締

結 

2 週間（0.5 ヶ月） 2 週間（0.5 ヶ月） 

計 28 週間（7.0 ヶ月） 14 週間（3.5 ヶ月） 
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（3） 工事・調達工程 

前案件の実績を踏まえ、本計画の建設工事及び調達工程を以下計画する。 

施設建設 

• 1 サイトあたりの実質的な建設工期は、6 月～9 月の雨季及びラマダン中の作業効率の低下

（乾季の 60%程度の進捗）等を考慮し、クリティカルパスとなる 2 階建てで 12 か月（敷地

準備・資材発注～調達・仮設準備 1 か月、基礎工事 2 か月、1 階躯体工事 2 か月、2 階躯体

工事 2.5 か月、屋根スラブ～仕上工事～検査・引渡し 4.5 か月）と設定する。 

• 契約ロット（13サイト、7サイト）単位の工程としては、仮設資材と工種ごとの職人を 3～

5サイトを 1グループとして有効に転用しながら、順次各グループでの工事を進める計画と

し、最大 3グループで工種毎にスライドし、3ヶ月程度ずらした工程を見込んで、標準工期

を設定する。 

• 以上より、建設ロット 1 の本体工事 18 ヶ月、ロット 1 の建設開始の 9 ヶ月後から開始され

る建設ロット 2 の本体工事 15 ヶ月を併せて建設工事工期は 24 ヶ月と設定する。 

機材調達（家具） 

• 製作家具及び現地代理店による既製品の輸入調達となるため、発注～代理店への納品まで

2.0 か月を見込む。 

• 諸手続き（免税、通関等）に要する期間として 1.0 か月を見込む。 

• サイトへの輸送、到着後の組立て、清掃、据付に必要な作業に 1.0 か月を見込む。 

• 以上に全サイトの検査・引渡しに要する期間として 1.0か月を加え、発注～完了までの工程

を 5.0 か月と設定し、各ロットの学校に調達する。 

（4） 事業実施工程表 

以上を取り纏めた概略の事業実施工程を次表に示す。全体の事業実施期間は 37 ヶ月となる。 
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図 3-4 実施工程表 

 

3-2-5 安全対策計画 

（1） 治安の確保 

「パ国」は安全対策に係る付加的経費の取扱いに関し JICA が定める「紛争影響国・地域」

に該当し、外務省の海外安全情報によれば、シンド州では北部州境のジャコババード郡で「レ

ベル 3（渡航中止勧告）」、それ以外の地域に「レベル 2（不要不急の渡航中止）」の危険情報が

出されている。シンド州は、「パ国」北部に比べると危険度は低いと考えられるが、「パ国」の

最大都市 Karachi では爆弾等によるテロ、空港閉鎖、強盗等の凶悪犯罪、部族間・政党間抗争、

市民暴動等が多岐に亘って発生しているため、実施段階においては JICA パキスタン事務所の

定める安全対策マニュアルに従い、以下の項目に留意して事業実施に当たる。 

• 現地で活動する邦人の数と行動時間を最小限に抑え、現地のリソース（警備会社、警察等）

を最大限に活用して実施体制を整える。 

通月

E/N, G/A 詳細設計期間：計 8.0か月

詳細設計 着手協議

詳細設計

積算調査

詳細積算

積算審査 日本での作業

入札図書承認 パキスタンでの作業

事前審査 事前審査（業者選定） 事前審査期間：計 2.0か月

公示▲

通月

月

ロット1  ▼開札 入札期間：計 5.0か月

施設建設  ▼工事契約 工事期間：計18.0か月

図渡し ▲ 入札評価・承認・契約

着工準備 敷地整備・仮設工事

土工事・基礎工事

躯体工事

仕上・設備工事

外構工事

ロット2 入札準備  ▼開札 入札期間：計 5.0か月

施設建設  ▼工事契約 工事期間：計15.0か月

図渡し▲ 入札評価・承認・契約

着工準備

ロット3 入札準備  ▼開札 入札期間：計 3.5か月

 ▼調達契約 調達期間：計5.5か月

公示 ▲ 入札評価・承認・契約

製作・輸入（ロット1施設) 製作・輸入（ロット2施設)

輸送・据付 輸送・据付

検査・引渡し 検査・引渡し

51 2 3 4 6 7 8

101 2 3 4 5 6 7 8 9 23

家具・
機材

24 25 26 27 28 2918 19 20 21 2212 13 14 15 16 1711

13 14 15 16 179 10 11 12 23 24 25 26 2718 19 20 21 22 33 34 35 36 3728 29 30 31 32

入札

入札

建設工事

入札
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• 事務所や住居の防犯対策、防犯上適切な車輛の配備、武装警備員の同乗、武装警察官の随

伴等の安全対策上必要な付加的措置を適切に盛込んだ計画とする。 

• 現地の日本政府関連機関及び「パ国」側カウンターパートとの連絡を密にして最新の治安

状況を把握し、安全対策の重要事項として確認された項目を遵守の上、行動する。 

• 日本を含む緊急時安全管理体制を確立し、①業務以外の外出の禁止、②複数の携帯電話番

号を所持し、連絡手段の常時確保、③車両の交通安全対策（毎日車両と燃料を点検、余裕

を持った移動行程）を徹底し、施工監理中の安全確保に努める。 

 

3-3 相手国分担事業の概要 

現地調査において確認された本計画実施に係る「パ国」側負担事項は以下の通りである。計

画実施上、特に工程遅延のリスクを孕む項目である既存建物、地中残存の基礎撤去、及び樹木

撤去（抜根含む）については、本計画日本側工事の項目として取り込む方針とする。 

（1） 入札前まで 

No 負担事項 実施時期 

1 銀行取極め（B/A）の締結及び手続きに要する手数料の

負担 

G/A 締結後速やかに 

2 コンサルタント契約の支払授権書（A/P）の発行 契約後速やかに 

3 B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手数

料を負担すること 

 

 

 1)支払授権書に係る発給に係る手数料 G/A 締結後速やかに 

 2)B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手

数料を負担すること 

支払毎 

4 環境影響評価及び開発許可の取得（環境影響評価実施

に係る費用の負担）（必要に応じて） 

G/A 締結後速やかに 

 

5 サイトの確保及び整地等 

1) サイトの確保 

2）建設仮設・ストックヤードの確保 

3）仮設教室の確保（建替えが必要なサイト） 

入札公示前まで 

 

6 計画、建設許可の取得（必要に応じて） 入札公示前まで 

 

7 障害物の除去 

1) 植栽の移設 

2) 設備障害物（ケーブル、支柱） 

入札公示前まで 

 

8 プロジェクトモニタリングレポートの提出（詳細設計

の結果とともに） 

入札公示前まで 

 

9 入札実施に係る以下項目の実施、費用の負担 

1) 入札会場の確保 

2) 新聞等への入札公告の掲載 

入札公示前まで 

 

 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/grant_aid/guideline/ku57pq0000050ovv-att/02.pdf
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（2） プロジェクト実施期間 

No 負担事項 実施時期 

1 B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手

数料を支払うこと 

 

 1) コンサルタント契約の支払いに係る手数料 支払毎 

2) 施設建設契約、機材調達の支払いに係る手数料 支払毎 

2 必要な手続きの履行：建設会社及び調達会社（サプラ
イヤー）との契約に基づくJICAへの支払い要請や銀行
への送金の申請 

プロジェクト実施期間 

3 「パ国」における港湾での迅速な荷下ろしと通関、及び内

陸輸送の支援 

プロジェクト実施期間 

4 本プロジェクトに従事する日本人及び第三国人の入国

及び滞在に必要な便宜を図ること。 

プロジェクト実施期間 

5 製品やサービスの購入に関して課される関税、国内税や

その他の財政賦課を「パ国」当局が、本プロジェクトの協

力資金を使用せずに負担すること。 

プロジェクト実施期間 

6 本プロジェクトの実施に必要で、協力資金の適用外のす

べての費用を負担すること 

プロジェクト実施期間 

7 1) プロジェクトモニタリングレポートの提出 毎月 

2) プロジェクトモニタリングレポートの提出 引き渡し時 

3) プロジェクトモニタリングレポートの提出（最終） 契約に基づく業務完了証明発行

時 

8 プロジェクト完了報告書の提出 プロジェクト完了後速やかに

（運営開始後直ちに） 

9 設備インフラの整備（電力・その他サイト外で必要な設

備） 

 

 1） 電力 

サイト内の所定の位置までの通線 

施設建設工事完了前まで 

10 本プロジェクトに従事する者の安全の確保 プロジェクト実施期間 

（3） 運用開始後 

No 負担事項 期限 

1 無償資金協力の下で提供された施設および設備を適

切かつ効果的に維持し、使用するため 

1） 維持管理費の確保 

2） 運営、維持管理体制の構築 

3） 日常、定期点検の実施 

施設建設工事完了後 

2 新規教員及びスタッフの配置 施設建設工事完了後 

3 就学向上キャンペーン活動 施設建設工事完了後 

4 植栽工事 施設建設工事完了後 

5 本プロジェクトに含まれていない備品の調達（一般

家具） 

施設建設工事完了後 

次にサイト毎の先方負担事項を示す。  
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表 3-30 相手国側負担工事サイト別内容 

県 S.N 学校名 負担工事項目 備考 

仮設教室 電力引込 

SUKKUR SU01 GGPS Tando Ali Abad  電気再接続  

SU02 GGPS Lutuf Hussain Talpur  電気再接続  

SU04 GGPS Khairo Indhar   電気引込  

LARKANA LA01 GGPS Zangeja  電気引込  

LA04 GBPS Kodrani  電気再接続  

LA06 GGPS Bhai Khan Ghanghro  電気引込 架空電線の移設 

N. FEROZE NF01 GGPS Rahim Chand  電気引込  

NF02 GGPS M. Haroon Shar  電気再接続 架空電線の移設 

NF09 GGPS Syed Khuda Bux Shah 要 電気再接続 架空電線の移設 

KHAIRPUR KH01 GGPS Noonari  電気再接続  

KH04 GGPS Belharo Gambat 要 電気引込  

KH05 GGPS Muhammad Hashim 

Gopang 

 電気再接続  

KH06 GGPS Fateh Ali Chandio  電気引込 新敷地 

KH08 GGPS Lal Bux Kandharo 要 電気引込  

KH09 GGPS Sari  電気再接続  

KH10 GGPS Nizamuddin lashari 要 電気再接続  

KH11 GGHS Mulko Wahan 

(BRANCH) 

 電気再接続 架空電線の移設 

KH14 GGELS Imdad Ali Shar 要 電気再接続 新敷地、電柱・架空

電線の移設 

KH15 GGPS Khambhara South  電気引込  

KARACHI 

MALIR 

KA03 GBPS Radho Jokhio 要 電気引込  
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営計画 

（1） 運営体制 

本計画で増設される学校施設の運営・維持管理は、州及び各レベルの教育行政機関の指導・

監督の下で校長と学校運営委員会（SMC）を中心に各学校が行う。 

シンド州の地方教育行政における初等・中等教育学校運営は、Directoreate of School 

Education（DSE）が管轄し、地方行政区分は、Division（地域）‐District（県）‐Taluka（郡）

‐Union Council（UC）のヒエラルキーになっている。また、県レベルで初等教育と中等教育

に管轄が分かれ、それぞれに学校教育局が置かれて管轄下の学校運営を所管する形となってい

る。直接的には各郡（Taluka）教育事務所に初等教育担当・中等教育担当の担当官（Taluka 

Education Officer:TEO）が男女別に配されて担当区域の初等・中等学校を管轄することとなる。

地方レベルの初等・中等教育運営体制（計画）を下図に示す。 

 

出典：Notification No.SO(B&F)E&L-DESIG=POST/2014-158district)/2014 より調査団作成 

図 3-5 一般的な中学校運営体制 

他方、SELD は無償による義務教育の供給の責任を担っているものの、予算不足、人的資源

（教員）不足、能力不足等から、その責任が果たせていないのが現状である。そこで、SELD

は、官民連携（PPP）のスキームを教育セクターにも導入し、学校運営を選定された民間の学

校機関や NGO に委託する「EMO 事業」を実施している。なお、本プロジェクトで新しく整備

される約 20 の対象校についても、EMO による運営を検討しているところである。 

学校レベルの運営の中心となる SMC は当該学校がカバーする地域の学齢児童を持つ父母全

員を構成員とする全体組織（General Body）と執行委員会（Executive Committee）からなり、

ガイドラインに示される概要は次表の通りである。 

*GGPS : 女子小学校

*GBPS : 男子小学校

*GGELS : 女子小・前期中学校

*GBELS : 男子小・前期中学校

*GGMS : 女子前期中学校

*GBMS : 男子前期中学校

*GGHS : 女子前期・中期中学校

*GBHS : 男子前期・中期中学校

*GGHSS : 女子後期中学校

*GBHSS : 男子後期中学校

*ESHS : 初等教育学校、前期中等学校、後期中

等学校

県教育長 (30 Dis tricts x2)

初等教育担当/ESHS担当

GGPS GBPS

学校教育局長 (7 Divisions x2)

初等教育担当/ESHS担当

副局長

部長[品質保証]

D
iv
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io

n
 L

e
ve

l
D

is
tr

ic
t 

Le
ve

l
Ta

lu
ka

 L
e

ve
l 郡教育官

初等・男子

部長補佐

財務担当部長

副部長[財務] 部長[事務管理] 部長[課外活動]

部長補佐 部長補佐 部長補佐

部長[計画開発]

部長補佐

郡教育官

初等・女子

郡教育官

ESHS・男子

郡教育官

ESHS・女子

副部長[会計]

部長補佐

部長[品質保証]部長[事務管理] 部長[課外活動] 部長[計画開発]

部長補佐 (男/女) 部長補佐 (男/女)部長補佐 (男/女)

GGELS/GGMS/

GGHS/GGHSS

GBELS/GBMS/
GBHS/GBHSS
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表 3-31 SMC の概要 

 全体組織 執行委員会 備考 

構成員 圏内の学齢児童を持つ父

母全員、校長を含む教員、

高学年の児童全員 

 

議長（生徒の保護者から選出）、書

記（校長）、高学年の児童（2 名以

上）、地域代表（Single Teacher の場

合 1 名、通常 2 名）、父母代表（2 名

以上）、教員（1 名以上） 

PS：7 名～9 名 

ES：9 名～11 名 

SS/HS：11 名～13 名 

女子校は、男女の構成

比 M:F＝3:7 を推奨して

いる。 

主な役

割 

・議長を含む執行委員の選

出・承認 

・学校改善計画等の承認 

・年度予算・支出の承認 

・学校改善計画の策定と公開 

・教員と生徒の活動のモニタリング 

・銀行口座の開設と管理、SMC 基金の

運用 

・課外活動の準備支援 

・不就学児童の就学促進のための活動 

・学校資産の記録と管理 

 

会議 最低 1 回/年（教員、生徒、

地域住民も参加） 

1 回/月または 2 か月 

 

実際の執行委員会開催

は、1 回/4 半期～月程

度である。 

配賦 

基金額 

Primary School （教室数 2 以下）：25,000 PKR/年 

Primary School（教室数 3 以上）：30,000 PKR/年 

Middle School：40,000 PKR /年 

Elementary School：50,000 PKR /年 

High School：60,000 PKR /年、Girls High School：65,000 PKR /年 

Higher Secondary School：80,000 PKR /年、Girls Higher Secondary 

School：85,000 PKR /年 

就学数により、規定額以

上の配賦を受給している

学校もある。 

出典：NOTIFICATIONS (G-III)E&L-F&CER-3-669-16、NOTIFICATIONS/ 356/2020 に基づき、調査団作成 

実際の SMC の活動は学校によって様々であるが、本計画の対象校では全校で SMC が設立さ

れ執行委員が選出されている。大多数の学校で会議の開催、基金の運用、学校改善計画の策定

等の最低限の活動は行われているが、一部の学校では、近年の SMC 基金の配賦停止による予

算不足から会議の開催と支援が機能していなかった。 

SMC に対しては SMC 基金と称する定額の資金が SELD－RSU から直接配賦されている。但

し、2016年以降は、一部の学校で資金の不正利用などを理由に、一時配賦を停止されていた。

2019 年から再開した学校もあり、主な支出明細としては、1）学校施設（天井ファン、屋根、

壁塗替え等）の修繕・整備、2）電力（ソーラーパネルの購入）や給水設備（井戸ポンプ等）

の修繕・整備、3）家具や文具等の備品類・消耗品等の購入等に利用されている。 

本計画で整備される施設の運営・維持管理も SELD 及び地方教育事務所の監督の下で、学校

長を中心に SMC の積極的な参画を得て行うこととする。 

3-4-2 教員の配置 

本計画では既に中等レベルが開設されている学校を除き、既存小学校において前期中等クラ

スが新たに創設され、その運営に当る教員が新たに必要となる。前案件では教員配置に大変時
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間がかかりスムーズに学校が開設されなかった経緯を踏まえ、ドラフト調査時のミニッツ協議

において、SELD が適切な教職員配置計画を開校予定までに行うことで合意した。また、拡張

される前期中等クラスと一体に運営される既存の初等・就学前クラスでは教員不足のために適

正な学校運営に支障をきたしている学校もあり、学校全体として適正な運営が実現するために

は不足する初等教員の補充が必要となる。SELD では前期中等クラスの新規開設に必要な教職

員として以下の標準を示している。 

表 3-32 前期中等学校の標準教職員配置 

区分 （教員） 人数 区分 （職員） 人数 

SST/ 

HST 

Secondary School Teacher/ 

High School Teacher 
1 人（校長） 雑役 Naib Qasid 1 人 

JEST Junior Elementary School Teacher 3 人 警備 Chowkidar 1 人 

OT Oriented Teacher（Arabic） 1 人    

AWI Assistant Workshop Instructor 1 人（IT

他） 
   

 

このうち SST/ HST、JEST及び PSTは 2021年に発行されている教員採用方針及び教員再配置

方針に基づき選定、採用される。その場合、教員配置の基準として生徒 30 人に対して 1 名の

教員が適用される。その他カテゴリーの教員と職員は県予算により正規公務員として雇用され

るが、視察を行った既存校のうち専門教員である OT が配置されている学校はない。一方、

USAIDにより建設され、コンピュータ室が整備された学校では契約ベースの補助教員（AWI）

が新たに配置されている。 

以上を踏まえ、本計画で整備される施設の適切な運営のために新たに必要となる最小限の教

職員は以下の計画とする。 

• 前期中等クラスの運営に必要な教員数は生徒 30 人あたり 1 名を基準とする。教員 4 名の配

置計画を基本とし、うち 3 名を JEST、1 名を SST/ HST（校長）とする。 

• OT 教員数は地方農村部での配置は困難と判断し、計画に含めない。 

• 現在は、ITC 教員と AWI とのペアでの配置が進められているが、2 人体制は人材の確保及

び人件費の点からも過剰と思われる。本計画では、先方負担により供与される機材（コン

ピュータ）が適切に活用されることを想定し、各校 1 名の AWI を契約ベースで配置する計

画とする。 

• 初等クラスに対する教員の補充については、必要最小限の範囲として既存 1 教室数あたり、

1 名計画することとする。 

• 教員以外のスタッフについては、標準配置に従い警備1名、雑役1名を配置することとし、

既存小学校で当該スタッフが居ない場合のみ、新たな配置を計画する。 

各サイトでの新たに配置が必要となる教職員数の試算結果を表 3-33 に示す。 
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表 3-33 必要教員数の試算 

S. No 学校名 
既存状況 必用教職員数（学校別） 

生徒数 教員数 職員数 教員数 職員数 

   
KG-

VIII 計 
PST JEST 

SST/

HST 
警備 雑役 PST JEST 

SST/

HST 
AWI 警備 雑役 

Sukkur  
 

  
 

小計 1 9 3 3 1 3 

SU01 GGPS Tando Ali 

Abad 
105 3 - - 〇 - - 3 1 1 - 1 

SU02 
GGPS Lutuf 

Hussain Talpur 
154 3 - - - - - 3 1 1 1 1 

SU04 
GGPS Khairo 

Indhar 
227 1 - - 〇 - 1 3 1 

1 
- 1 

Larkana     
 

小計 2 9 3 3 2 3 

LA01 GGPS Zangeja 172 2 - - 〇 - - 3 1 1 - 1 

LA04 GGPS Kodrani 182 4 - - - - - 3 1 1 1 1 

LA06 
GGPS Bhai Khan 

Ghanghro 
79 0 - - - - 2 3 1 1 1 1 

N. Feroze     
 

小計 1 6 2 3 2 3 

NF01 GGPS Rahim 

Chand 
198 4 - - - - - 3 1 1 1 1 

NF02 
GGPS M. Haroon 

Shar 
186 1 4 1 〇 - 1 - - 1 - 1 

NF09 
GGPS Syed Khuda 

Bux Shah 
228 7 - - - - - 3 1 1 1 1 

Khairpur     
 

小計 0 29 8 10 6 8 

KH01 GGPS Noonari 296 6 - - - 〇 - 3 1 1 1 - 

KH04 GGPS Belharo 

Gambat 
248 5 - - - 〇 

- 
3 1 1 1 - 

KH05 "GGPS Muhammad 

Hashim 
218 3 - - 〇 - 

- 
3 1 1 - 1 

KH06 GGPS Fateh Ali 

Chandio 
299 2 - - - - 

- 
3 1 1 1 1 

KH08 GBPS Sher 

Muhammad Jiskani 
203 3 - - 〇 - 

- 
3 1 1 - 1 

KH09 GGPS Lal Bux 

Kandharo 
144 3 - - - - 

- 
3 1 1 1 1 

KH10 GGPS Sari 217 3 - - 〇 - - 3 1 1 - 1 

KH11 GGPS Nizamuddin 

lashari 
161 6 - 2 - - 

- 
3 - 1 1 1 

KH14 GGELS Imdad Ali 

Shar 
296 5 1 2 - - 

- 
2 - 1 1 1 

KH15 GGPS Khambhara  

South 
100 4 - - 〇 - 

- 
3 1 1 - 1 

Karachi Malir      小計 0 3 1 1 1 1 

KA03 
GBPS Radho 

Jokhio 
242 6 - - - - 

- 
3 1 1 1 1 

合計       4 56 17 20 12 18 
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3-4-3 維持管理計画 

（1） 運営・維持管理の方法 

学校施設の維持管理に関しては、SELD-DEO-TEO の管理のもと、日常的な維持管理を学校

長の指揮の下で各学校が雇用する雑役スタッフが行う。また、給水・電気等の建築設備の運

転・維持管理や設備、家具等のメンテナンスも雑役スタッフが担当する。同スタッフは一般に

特別な技術的能力を持たないが、本計画に含まれる建築設備の内容は、ソーラーパネルシステ

ムを除き一般住宅同等の基礎的なものであり、必要に応じて地域コミュニティ内の専門技術を

有する住民の協力を得ることで対応が可能と判断される。また、建物を長期にわたって良好な

状態に維持するためには、日常的な清掃・点検の実施と磨耗･破損･老朽化に対する適切な修繕

が必要となるが、保護者やコミュニティ関係者を含む SMC が必要に応じて学校整備や施設維

持管理に対する支援を行うこととし、SMC が策定する学校改善計画に以下の必要な項目を盛

り込んで実施する計画とする。 

• 定期清掃 ：教室棟については教員の指導の下で生徒が毎日の清掃を実施する。また、管

理部門や共用部分は各学校に配置される雑役スタッフが清掃を行うほか、最低年数回の頻

度で SMC による定期的な一斉清掃を行う。 

• 施設の経常的な修繕 ：本計画施設はメンテナンスフリーな材料･仕上を基本として必要な

維持管理項目を最小限に抑えるものであり、定期的な点検と清掃を励行し、適正な日常管

理がなされれば引渡し後数年間の補修･修繕の必要はない。それ以降は塗装部の補修･塗替

え（1 回/10 年程度）、建具の点検･調整（1 回/年程度）等の定期的な補修が必要となる。 

• 建築設備の維持管理 ：建築設備については、故障修理や部品交換に至る前の日常的な運

転管理と定期的な点検が重要である。本計画施設では現地で広く利用されている設備が大

部分で複雑なシステムは含まれないが、各学校が SMC の協力を得て、点検、簡易な補修･

修理や部品交換等の日常管理を確実に行う体制を整える必要がある。また、ソーラーパネ

ルシステムについては、基本的にはメンテナンスフリーであるが、急激な発電効率の低下

の防止や安全性の観点から、専門業者による定期的（1回/4年程度）な点検が必要となる。 

• 外構施設の維持管理 ：建物周囲の日常的な清掃の他に年 2 回程度の頻度で植栽等を適切

に維持して地盤の安定と雨水排水設備の維持に努める。また、汚水桝等の汚水排水設備は

年 1 回程度を目途に汚泥の除去と内部の清掃を行うこととする。 

学校の運営・維持管理に係る経常的な予算は、1）州財務局から各県を通じて拠出される

Maintenance & Repair 予算、2）大規模な修繕が必要な際に Annual Development Plan（年間開発

計画）に基づき拠出される開発予算、3）非開発予算として中央予算から直接 SMC に配分され

る SMC基金及び 4）地域有力者等からの寄付の 4つの財源から賄うこととなる。各予算は各々

その使途が限定されており、学校施設の日常的な維持管理については、本来予定されている学

校運営に係る経常予算項目（Maintenance & Repair）での計上が極めて限定的で、中学校レベル

ではほとんど未計上であることから、主に SMC 基金を充てることとなっているが、前期中等

レベルの学校に対しては年額 50,000PKR とその額は十分でなく、RSU が管理する予算からア

ド・ホックに拠出されている状態にあることから、長期的かつ安定的な確保が懸念される。 
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学校運営予算については、ここ数年 SMC 基金の配賦が停止されていたことにより維持管理

が停滞していたが、2021 年より再開された。今後は SMC 基金が定期的に配賦されかつ予算額

の拡充が行われていくことが求められる。特に、本計画で整備される施設が将来に亘って適切

に維持管理されていくためには、学校施設の経常修繕に係る十分な額の予算が継続的に確保さ

れ、学校の規模に応じて確実に配分されることが必要である。なお、施設増設や大規模修繕等

については Annual Development Plan から拠出される開発予算などの別途予算を組んで対応を行

うこととなる。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

（1） 日本側負担経費 

 施工・調達業者契約認証まで非公表 

（2） 「パ国」側負担経費   

表 3-34 「パ国」側負担経費 

項目 概算費用（百万 PKR） （百万円） 
既存工作物撤去費（電線、電柱） 1.565 1.026 
電力引込み工事費 1.631 1.070 
外構施設整備費（塀上部有刺鉄線等） 1.056 0.693 
植栽工事費 1.758 1.153 
コンピュータ機材費 94.202 61.779 
銀行取極め・支払い等に係る銀行手数料 2.278 1.494 
公示にかかる費用 1.000 0.656 
合計 103.490 67.871 

（3） 積算条件 

積算時点： 2022 年 2 月 

為替交換レート： 1US$=115.26 円、1US$=175.75PKR、1PKR=0.65581 円 

（PKR: パキスタンルピー） 

施工・調達期間： 工事の期間は施工工程に示した通り。 

その他：  本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

本計画施設の運営･維持管理に必要とされる費用についての試算を以下に示す。 

（1） 運営費 

1) 人件費 

本プロジェクトの実施に伴い、対象 20 校で新設される前期中等クラス（各校 3 クラス）の

最低限の運営に管理職員（校長）17名、一般教員 56名、専門教員（IT担当:AWI）20名を新規

配置する必要が生じる。また、学校施設の管理運営にあたる最低限のスタッフとして、警備及

び雑役各 1 名の配置を計画し、現状で配置されていない学校に追加配置を計画する。これらに

対しては、その他教職員も含めて公務員として職種とグレードに応じた標準給与階に従って給

与・手当の支給が必要となる。尚、既存小学校施設の適切な運営には 4 名の初等教員（PST）
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の増員が必要となるが、対象校のうち基準以上の教員を抱える学校からの配置転換により賄う

ものとし、増員は見込まない。必要教職員の全員を新規採用と想定した場合、新たに必要とな

る各県の人件費を以下に試算する。 

表 3-35 教職員人件費試算 

県  サイト

数  
必要教職員数 給与・手当/月 （千 PKR） 年間人件費 

教員 職員 教員 職員 （百万

PKR) 
（百万

円） JEST/ AWI SST/HST 警備/雑役 JEST/ AWI SST/HST 警備/雑役 
標準給与階 
/給与・手当 

BPS-14 BPS-16 BPS-1 37.698 47.492 25.249   

Sukkur 3 12 3 4 452.4 142.5 101.0 8.351 5.5 
Larkana 3 12 3 5 452.4 142.5 126.2 8.653 5.7 
N. Ferose 3 9 2 5 339.3 95.0 126.2 6.726 4.4 
Khairpur 10 39 8  14  1,470.2 379.9 353.5 26.443 17.3 
Karachi Malir 1 4 1 2 150.8 47.5 50.5 2.986 2.0 
合計 20 76 17 30 2,865.1 807.4 757.4 53.159 34.9 

・職種別給与階は要請書に従って設定した。 
・給与は 2021 年改訂標準給与階表の初年時の給与を採用、手当には調整手当、住居手当、通勤手当、医療手当を

含む。 
 

試算の結果、新たに必要となる人件費は対象 5 県合計で 53.159 百万 PKR となる。これは

2021-22 年度シンド州教育分野運営予算（経常費）のうちの人件費 176,844 百万 PKR の 0.030%
に当たる。 

2) 施設運転経費 

施設の運転に必要な経費につき以下の通り試算を行う。 

給水費：全サイトで敷地内に掘削する井戸からの給水を計画しており、本項での試算は行わな

い。 

通信費：電話等通信設備は必要に応じて先方負担にて整備を行う計画であるため、本項での試

算は行わない。 

電力料金：全サイトで敷地内にソーラーパネルを計画しており、本項での試算は行わない。 

3) 維持管理費 

施設・家具維持管理費 

本計画で整備される施設及び家具の維持管理に必要となる費用は次表の通り試算される。こ

の維持管理費は外壁や内外鉄部･木部塗装の部分補修、仕上材の部分補修、破損金物の交換、

設備部品の一部交換、設備機器の故障修理、破損家具の部材交換などの経常的な維持管理に充

てられるもので、長期的に必要となる大規模修繕のための費用は別途 SELD の管理する開発予

算にて賄われる。 
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表 3-36 維持管理費試算 

県 サイト数 教室数 床面積 年間維持管理費 (百万 PKR) 

（一般＋

多目的） 
合計 
（㎡） 

建物維持費 設備維持費 家具維持費 合計 

Sukkur 3 9+3 776.48 0.294 0.076 0.294 0.664 

Larkana 3 9+3 800.60 0.345 0.075 0.294 0.714 
N. Feroze 3 11+3 888.52 0.348 0.083 0.327 0.758 
Khairpur 10 41+1 3,206.12 1.249 0.279 1.161 2.689 

Karachi Malir 1 7+1 483.92 0.173 0.036 0.169 0.378 
合計 20 77+20 6,155.64 2.409 0.549 2.245 5.203 

（1 校あたり金額）   (0.120)  (0.027)  (0.112)  (0.260)  
*  日本における建築物維持管理費データを参考に、本計画の施設内容･仕様から判断される経常的な施設維持管

理費（年間）を以下と想定した。 
 - 建築維持管理費： 建築工事費×0.2% 
 - 設備維持管理費： 設備工事費×1.5% 
 - 家具維持管理費： 家具本体費×1.5% 

（2） 運営･維持管理費の集計 

上記試算結果をまとめると、本プロジェクトの実施により最小限必要となる年間運営･維持

管理費増加額は表 3-37 の通り見積もられる。 

このうち最大の金額を占める人件費は州予算のうち運営予算（経常費）として計上されてお

り、2021-22 年予算額は給与・諸手当等を含む人件費が 176,844 百万 PKR である。プロジェク

ト実施に伴う増額分は同予算額に対して 0.030%であり、十分に負担可能な額である。一方、

施設や家具の修繕・維持管理は SMC の役割とされており、SMC 基金を充当して行うことが期

待されている。実際に多くの学校で SMC 基金を活用して施設や家具のメンテナンスと改善を

行っている。しかしながら上記に試算した年間必要額は給付される基金の額の 5 倍に相当し、

既存施設の維持管理費が含まれていないことを考慮すると、その額は必ずしも十分とは言えな

い。人件費を除く運営・維持管理費全体で見ると本プロジェクトによる増加分は教育分野運営

予算の 0.011%であることから、教育予算全体の拡充の中で適切な配分を行えば必要な予算の

確保は十分可能であり、シンド州政府の努力が求められる。 

表 3-37 年間運営･維持管理費試算結果 

県 サイト数 年間運営・維持管理費 (百万 PKR) 合計  
教職員人件費 = [A] 施設・家具維持管理費 =[B] (百万 PKR) 

Sukkur 3 8.351 0.664 8.996 
Larkana 3 8.653 0.714 9.348 
N. Ferose 3 6.726 0.758 7.466 
Khairpur 10 26.443 2.689 29.073 
Karachi/Malir 1 2.986 0.378 3.359 
合計 20 53.159 5.203 58.242 
 学校あたり増加額 - （0.260）  (0.291)  
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拠出元予算費目 人件費 人件費以外 SMC 基金 
2021-22 年度予算額 
（州教育分野運営予算） 

176,844.4 百万 PKR 45,258.1 百万 PKR 
 

前期中等学校 
50,000 PKR/校 

増額[A] [B]負担率 0.030% 0.011% 520% 
 
  



 

  



 

 

第 4章 プロジェクトの評価 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件として「パ国」側が取り組むべき事項は以下の通りである。 

（1） 建設用地の保全 

本プロジェクトの対象サイトには敷地が狭小であるために、既存校の敷地範囲を超えて土地

所有者から一定範囲の土地の寄贈を受けて施設建設を行うサイトが多く含まれる。これらの土

地はプロジェクトの開始まで現状のまま保全される必要がある。既に該当するサイトでは関係

者立会いの下で敷地測量が行われ、土地寄贈に関する宣誓書が提出されているが、SELD は県、

郡レベルのプロジェクト担当者との連絡を密にして施設建設を予定する土地に建設を阻害する

改変が加えられることのないよう、特に他の施設建設との重複が起こらないよう、十分な注意

を払う必要がある。 

（2） 「パ国」側負担事項の遵守 

本プロジェクトの実施に当っては、狭小な敷地での作業を円滑に進めることを主眼に、「パ

国」側負担は最小限の範囲となるよう計画してあるが、工事に先立って必要な土地の整備（電

柱・電線移設等：合計 5 サイト）、電力の引込み・接続や、工事中の安全確保のために既存教

室が使えなくなるサイトでは仮設教室のアレンジメントが必要となる。これら事項については、

SELD が窓口となって県教育局を指揮し、内容及び実施時期について日本側関係者や受注業者

と調整の上、事前に予算を確保して確実な実施を図ることが必要である。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果が発現・持続するために「パ国」側が取り組むべき事項は以下の通りで

ある。 

（1） 教職員の確実な配置および中学校へのアップグレード 

本プロジェクトではシンド州 5 県の 20 校で前期中等教育用の教室 60 教室及び小学校教室 17

教室が新設される。また全 20校で多目的教室として各 1室が新設され、先方負担にてコンピュ

ータ機材が設置される。対象校で新たに前期中等クラスを開設し、これら施設・機材を十分に

活用していくためには、前期中等教員として必要な資格を有する一般教員（校長を含む）73名

とコンピュータ教育のための補助教員 20 名、学校施設の保全要員となる職員 30 名の新規配置

と基礎学校へのスムーズなアップグレードが必要となる。これら教職員は施設完成後速やかに

配置が行われるよう、事前に予算手当て（新規歳出表-Schedule of New Expenditure: SNE- への登

録が必要）を含む採用計画を策定し、計画的に採用・配属の準備を進める必要がある。本プロ

ジェクトは 2026 年 1 月に竣工予定で、仮に 2026 年 7 月の開校とした場合、2025 年までに SNE
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登録及び採用を完了する必要がある。また、SELD によると、新たに新規教員を 10 万人採用す

る計画があり、第 1 バッチは 50,000 人、第 2 バッチで残りを採用する予定である。本プロジェ

クトは、第 2 バッチからの採用の対象であるとの情報を得ている。更に、ドラフト調査時にお

いて教職員配置計画について協議し、SELD が適切な教職員配置計画を施設引き渡しの 6 ヶ月

前までに行うことでミニッツにて合意した。以上より、他校からの一時的な異動や十分な能力

や資格を有する初等教員の一時的な活用も含めて、前期中等クラスの運営に必要な最低限の教

員を施設完工から間を置かずに確実に配置して基礎学校へアップグレードできるよう、計画を

行うことが肝要である。 

（2） 十分な学校運営予算の確保 

本プロジェクトで建設される施設の運営・維持管理に新たに必要となるコストは、SMC に

直接配賦される SMC 基金、及び学校又は郡教育事務所の基礎教育運営予算の 2 つのソースか

ら支出される。このうち州予算として計上される学校運営予算（Operating Expenditure）は限定

的で、以前学校運営にかかる費用を適正に拠出することを目的に作られた学校運営予算

（SSB:School Specific Budget）もドナー支援の終了とともに未計上の状態となっており、現状

の学校運営資金は多くを SMC 基金に頼っている。しかし、学校改善計画に基いて施設・設備

の維持管理や学習環境の改善に用いられる SMC 基金も使途に対して額が小さく、新設建物の

必要最小限と想定される維持管理費を賄うのがやっとの状態で、既存も含めた学校施設全体の

維持管理には十分でない。また、近年は SMC 基金の不正利用から配賦が停止されていた他、

RSU のマネジメントに起因する予算執行時期の遅れも問題となっている。RSU、SMC の財務

管理についての改善が求められるとともに、需要に応じた配賦基準の適正化、予算ごとの使途

の整理・検討など制度の改善が求められる。 

（3） 女子の就学促進の取り組み 

本プロジェクトは前期中等教育のアクセスと施設環境の改善を通じて男女間、地域間の格差

解消を目指すものである。対象校でのヒアリングからは、親の女子教育の必要性に対する意識

は徐々に変化しているものの、女子の就学を妨げる要因は複雑であり、本プロジェクトの効果

が十分に発現するためには施設整備に加えて、就学促進に係る SELDを中心とした DEO、及び

TEOの関与が必然である。現在、シンド州の各県では、DEO、TEO及び校長主導のもと就学促

進キャンペーンを年 1 回実施している。今後は、更なる女子生徒の就学率改善に向けて、対象

校の周辺の学校を含めた就学促進活動の活性化が必要不可欠である。 

（4） 技術協力との連携 

我が国は、実施中の技術協力「オルタナティブ教育推進プロジェクトフェーズ 2（2021 年～

2025 年）」や「学校活動と住民参加を通じたジェンダーに配慮した就学継続プロジェクト

（20022-2025 年）」により、シンド州におけるノンフォーマル教育の強化や公立小学校での就

学継続に資する協力を実施している。本プロジェクトで整備される前期中学校のある地域が対

象地域に含まれており、前期中等レベルへの進学移行時の退学抑止や就学促進等の連携が期待

される。加えて 2022年度より教育政策アドバイザー専門家が SELDに派遣されており、本プロ
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ジェクト及び技術協力の各事業の効果的な実施を側面支援することが期待される 

4-3 外部条件 

（1） 治安情勢の安定 

「パ国」は異なる言語を持つ多様な民族構成や、封建的な社会構造、地方‐都市間の経済格

差といった国内要因に加え、インドやアフガニスタンとの間に緊張する国境エリアを抱えて、

内外の情勢変化の影響で常に治安情勢が流動化する危険性が高い国である。また、政治的にも

分離・独立以来、軍政と民政が頻繁に入れ替わる不安定な状況であった。一方、対象となるシ

ンド州は州都 Karachi を中心とした都市部での一般犯罪の頻発と政治的対立に伴う襲撃や殺人、

またイスラム過激派による爆弾テロ等の危険性はあるものの、農村部の治安状況は比較的安定

している。本プロジェクトが成功裏に実施されるためには治安情勢の継続的な安定が必須であ

り、対象地域での治安の悪化はプロジェクトの中断につながる重大な懸案事項である。 

（2） 教育改革の継続 

シンド州政府は国家レベルの上位計画である「国家教育政策 2009」に則り SERP、SERPII を

実施し、ガバナンスとマネジメントの改善を通じて教育サービス提供の質の向上を目指す改革

に取り組んできた。また、SESP&R（2019-2024）では、「公正な教育へのアクセス」を目標に

掲げ、本プロジェクトはその重要な目的の一つである「データに裏付けられたニーズに適合す

る学校インフラ整備の拡張」を直接支援するものである。更に、本プロジェクトはこれら一連

の改革が継続あるいは拡充される中でより良い成果が期待できるものであり、シンド州におけ

る教育改革の継続はプロジェクトが成功裏に実現するための重要な条件と捉えることができる。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は以下のように認められる。 

（1） プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの直接的な裨益対象は新設される前期中等クラスに就学する女子生徒約

1,700人及び建替えられる小学校教室を利用する生徒約 740人であるが、プロジェクトの実施に

より地域の前期中等教育の施設環境と就学状況が改善されることで、広く一般国民である対象

地域住民全体に裨益するものである。 

（2） プロジェクト目標と緊急性 

本プロジェクトの目標は農村部女子の前期中等教育へのアクセスを拡充し、男女間及び都

市・農村間の格差を縮小させることである。シンド州では小学校が 9 割以上を占め、中学校は

僅か 5.3%しかなく、特に農村部の女子中学校（522 校）は、男子中学校（1,223 校）の半分以
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下となっている 64。また、シンド州の前期中等教育の女子就学率は 30%（男子純就学率は 37%）

に留まっている 65。特に、通学できる範囲に前期中等教育を提供する学校が無い農村部では、

伝統的な女性隔離の社会習慣も相俟って同就学率はとても低く、緊急な改善が求められている。 

（3） 上位計画との整合性 

「パ国」政府は「国家教育政策（2009年）」で初等・中等教育の完全普及を目標に掲げ、「国

家教育政策枠組（2018 年）」では、憲法で教育の無償化と義務化を保障した 5～16 歳の OOSC
対策を最優先課題の 1 つに位置付けている。シンド州政府は、これらを踏まえ、最新の

SESP&R（2019-2024）において、最優先課題の 1 つである教育へのアクセスの改善策として、

データやニーズに基づく学校インフラの整備をあげている。これは、シンド州が進める公立校

プロファイリングで取り纏められた各学校の教室数、電気、水道、トイレ、外周壁等の設備の

有無等の情報を基に、特に女子の就学率を上げるために、施設の改修や中学校建設のニーズに

優先順位を付け、年間計画を立てるというものである。2019～2024年の間に、クラスター指定

校を中心に新たに 35,000 の教室を作り、中学・高校については 2024 年までに公立校に占める

中学・高校の割合を 15%まで引き上げるとしている。本プロジェクトはその方針に合致するも

のである。 

（4） 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は「パ国」を地域の平和と安定の鍵となる重要国であるとともに、人口大国として経

済・社会面での大きな潜在力を有する国と捉え、「中間層の拡大を通じた安定的かつ持続的な

社会の構築」を ODA の基本方針に援助を実施している。基礎教育分野は 3 つの重点分野のひ

とつ、「人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中の重要なサブプログラムに位置付けら

れ、教育機会の改善や安全な学習環境の提供を通じて教育の質の確保を目指す方針が示されて

いる。また、JICA 課題別事業戦略（グローバル・アジェンダ）「8．教育」では、「誰ひとり取

り残さない教育改善クラスター」を重点の一つに掲げ、OOSC、中でも女子、障がい者、難民

などの脆弱層に分類される子どもの学びを支え、質の高い教育の機会拡充を図ることとしてい

る。本プロジェクトは女子教育に焦点を当てた方針に合致するものである。 

4-4-2 有効性 

（1） 定量的効果 

本計画対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

指標名 基準値 
（2021 年実績値） 

目標値（2029 年） 
【事業完成 3 年後】 

対象 20 校における女子前期中等学

校の教室数 0 教室 60 教室 

対象 20 校の前期中等教育女子生徒

数（人/年） 175 人 1,707 人 

 
64 Pakistan Education Statistics 2017-2018. 
65 Pakistan Education Statistics 2016-2017. 



146 

（2） 定性的効果 

本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

• 女子の前期中学校の施設として必須である外周塀や清潔な便所が整備されることにより、

農村地域における女子の就学が促進される。 

• 前期中学校を整備することにより、長距離通学のため就学が困難であった対象児童も含め

就学機会が改善される。 

（3） 結論 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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1 調査団員・氏名 

現地調査 I 

田口 晋平 総括 国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 

基礎教育第一チーム 

岩瀬 倫代 協力企画 国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ  

基礎教育第一チーム 

橋本 雅夫 業務主任/建築計画 ㈱マツダコンサルタンツ 

大澤 智弘 副業務主任/建築設計 1/設備計画 1 ㈱マツダコンサルタンツ 

土屋 達嗣 建築設計 2/設備計画 2 ㈱マツダコンサルタンツ 

浅川 征吾 施工計画/積算 ㈱マツダコンサルタンツ 

矢野 高弘 調達計画/機材計画 ㈱マツダコンサルタンツ 

GURUNG DEVI 

JANG 

自然条件調査 ㈱マツダコンサルタンツ 

野々口敦子 教育計画/ジェンダー 国際航業（株） 

神谷 結香 教育計画/ジェンダー補助 国際航業（株） 

現地調査 II（概略設計概要説明調査） 

中条 典彦 総括 国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 

基礎教育第一チーム 

岩瀬 倫代 協力企画 国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ  

基礎教育第一チーム 

橋本 雅夫 業務主任/建築計画 ㈱マツダコンサルタンツ 

大澤 智弘 副業務主任/建築設計 1/設備計画 1 ㈱マツダコンサルタンツ 
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2 調査行程 

現地調査 I 

  

官団員 業務主任/ 副業務主任/ 教育計画/ 教育計画補助 建築設計2/ 施工計画/ 機材計画/

建築計画 建築設計1/ ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ （自社補強） 設備計画2 積算 調達計画/

2022 設備計画1 積算

a b d g c e f

1 8-Jan 土 NRT(22:30) ←a

2 9-Jan 日 →DXB(5:30), DXB(7:30)→Karachi(10:35) ←a

3 10-Jan 月 SELD表敬 Sukkur 再委託開札

再委託開札 教育計画調査（SPDPA） Khairpur

4 11-Jan 火 JICAオンライン事務所打合せ Naushahro Feroze ←a

契約交渉 教育計画調査（Curriculum Wing, STEDA, RSU） 契約交渉

5 12-Jan 水 SELDへ ICR説明・協議 Larkana ←a

再委託契約 教育計画調査（DCAR, PITE）

Karachi

6 13-Jan 木 施設計画調査(建築法規/設計 教育計画調査（Sindh Education Foundation） ←a

基準/許認可）（SELD）

7 14-Jan 金 施設計画調査(類似施設)（USAID SBEP） ←a、 ←a

8 15-Jan 土 資料整理 NRT ←a

9 16-Jan 日 資料整理、→Sukkur(空路移動) →DXB→Karachi→Sukkur(空路移動) ←a
10 17-Jan 月 DEO Sukkur、サイト調査(SU01, SU02, SU08) 施工計画調査、サイト調査(2)

11 18-Jan 火 サイト調査(SU03, SU04, SU05)

12 19-Jan 水 DEO Larkana、 サイト調査(LA01)

13 20-Jan 木 DEO Khairpur, サイト調査(KH01, KH12, KH11)

14 21-Jan 金 サイト調査(KH07, KH06, KH15)

15 22-Jan 土 サイト調査予備日、サイト調査結果整理 Sukkur施工計画・調達事情調査

16 23-Jan 日 資料整理

17 24-Jan 月 サイト調査(KH08, KH03, KH04)

18 25-Jan 火 サイト調査(KH02, KH05, KH14)

19 26-Jan 水 サイト調査(KH09, KH10, KH13)

20 27-Jan 木 サイト調査(NF08, NF09)

21 28-Jan 金 サイト調査(NF01, NF05)

22 29-Jan 土 サイト調査(NF02, NF06, NF04)

23 30-Jan 日 資料整理、類似施設調査（前案件）

24 31-Jan 月 サイト調査(LA02, LA03)

25 1-Feb 火 サイト調査(LA04, LA06)

26 2-Feb 水 →Karachi(空路移動)
27 3-Feb 木 DEO　Karachi、サイト調査(KA02, KA03）、

28 4-Feb 金 JICAオンライン事務所打合せ PCRテスト ←a PCRテスト

積算関連調査

29 5-Feb 土 資料整理 PCR結果受領、 ←a PCR結果受領、

協力計画案検討・作成 Karachi→DXB Karachi→DXB

30 6-Feb 日 資料整理 DXB→NRT ←a DXB→NRT

31 7-Feb 月 サイト調査結果報告(SELD) 教育計画調査（アガカーン大学） 積算関連調査

教育計画調査（The Citizens Foundation (NGO))

32 8-Feb 火 MD添付資料作成 カリキュラム調査 (SELD) 積算関連調査

オンライン会議（WB）

33 9-Feb 水 JICAオンライン事務所打合せ PCRテスト 積算関連調査

オンライン会議 (EU)

34 10-Feb 木 ミニッツ協議 PCR結果受領、オンライン会議（DFID)　Karachi→DXB 積算関連調査

35 11-Feb 金 MD修正 DXB→NRT 補足調査

36 12-Feb 土 MD修正 ﾃｸﾆｶﾙﾉｰﾄ作成 資料整理

37 13-Feb 日 MD修正 資料整理 資料整理

38 14-Feb 月 現地最終協議、 ﾃｸﾆｶﾙﾉｰﾄ署名(SELD) 補足調査

39 15-Feb 火 補足調査、PCRテスト 調査票回収、PCRテスト

40 16-Feb 水 JICA/EOJ web報告、PCR結果受領 調査票回収、PCR結果受領

Karachi→DXB Karachi→DXB

41 17-Feb 木 DXB→NRT DXB→NRT

教育計画調査（Planning &

Development, PPP Node, USAID

SBEDP)

SELD= School Education & Literacy Dep.
DEO= District Education Office
SPDPA= Sindh Persons with Disabilities 
Protection Authority 
RSU=Reform Support Unit
WB=World Bank
EU=European Union
DFID=Department for International 

Development
ICR=インセプションレポート
MD=ミニッツ
NRT=成田
DXB=ドバイ
EOJ=日本大使館
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現地調査 II 

 

  

総括 協力企画 業務主任/ 副業務主任/

建築計画 建築設計1/

2022 設備計画1

1 16-Jul 土 NRT(22:30)

2 17-Jul 日 →DXB(4:10), DXB(7:50)→Karachi(10:55)

3 18-Jul 月 SELD 表敬

準備調査報告書案説明、協議

4 19-Jul 火 AM：団内協議

PM：AQAL プロジェクト視察

PM：KA03サイト視察

PM：ミニッツ協議

5 20-Jul 水 PC1協議を含むミニッツ協議

P＆D Dept.表敬

6 21-Jul 木 AM：ミニッツ署名 AM：ミニッツ署名

PM：イスラマバード移動、PCR検査 施設計画補足調査（再委託）

7 22-Jul 金 JICA事務所報告、大使館報告 JICA事務所報告（オンライン）

PCR検査受領、Islamabad→

8 23-Jul 土 →NRT 資料整理

9 24-Jul 日 資料整理

10 25-Jul 月 PCR検査、施設計画補足調査（PC1プロジェクト承認）

11 26-Jul 火 PCR検査受領、Karachi (22:30)→DXB (23:45)

12 27-Jul 水 DXB (2:40)→NRT (17:35)

NRT=成田

HND=羽田

DXB=ドバイ

EOJ=日本大使館

SELD=シンド州学校教育・識字局

P&D Dept.=計画開発局
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3 関係者（面会者）リスト 

 名前 部署 役職 

School Education & Literacy Department(以下、SELD) 

Mr. Ghulam Akbar Laghari   Secretary 

Ms. Dr.Fouzia Khan Curriculum Wing Chief Advisor 

Mr. S. M. Pathan Directorate of Planning, Development 
and Research (PDR) Director 

Mr. Dilawer Ali Mangi Directorate of Planning, Development 
and Research Additional Director 

Mr. Zahoor M Qazi Sindh Teacher Education Development 
Authority Deputy Director 

Mr. Ahwar Faruoqui   Deputy Director 

Mr. Shalman Ahmad Public Private Partnership (PPP) Node Director Finance 

Ms. Tahreen Fahen Public Private Partnership (PPP) Node Senior Director  

Mr. Zamid Iereg Directorate of Planning, Development 
and Research (PDR) Deputy Director 

Mr. Dgqlargo Khan Public Private Partnership (PPP) Node Director Admin 

Mr. Roshan Bozdar Public Private Partnership (PPP) Node EMO Field support Officer 

Mr. Rabait Ali Bhaubuno Public Private Partnership (PPP) Node Director Legal 

Mr. Wagar Latif  Public Private Partnership (PPP) Node EMO Field support Officer 

Mr. M Nawal Public Private Partnership (PPP) Node EMO Field support Officer 

Mr. Aftab Alam Resource Service Unit (RSU) Senior program manager 

Mr. Ghulam Aefhari Memon Directorate of Curriculum, Assessment 
and Research (DCAR) Director 

Mr. Abdul Majeed Bhurt Provincial Institute for Teacher 
Education (PITE) Director General   

Sindh Persons with Disabilities Protection Authority (SPDPA) 

Mr. Ghulam Nabi Nizamani Department for Empowerment of 
Persons with Disabilities (DEPD) Director General   

Mr. Haroon Leghari   Executive Director 

Ms. Dr.Shila Deu Head office Karachi Deputy Director 

Mr. Shudher Dhanuel Head office Karachi Assistant Director 

Mr. Mudemed Yadya Mema Head office Karachi Deputy Director 

Mr. Mubashir Mirza Adopt A School Program Assistant Director 

HANDS 

Mr. Kalil Waehelo   District Manager 

Ms. Shabina Ashfage   Project Manager 

Ms. Ume Habiba Ali   School Coordinator 

Mr. Dr.M Aslaw Kha EMO project Adviser/Project Director 

Mr. Qalander Behrani  Head of Director 



A-5 

 名前 部署 役職 

Government Boys High School (GBHS) Cattle Colony 

Mr. Shoukat Ali Government Secondary teachers 
Association Sindh (GSTAs) 

Senior Vice President 
Head Master 

Mr. Zulfiqar Ali   Engineer Teacher 

Sukkur District Education Office 

Mr. Nazeer Fthnel   
Deputy Director of 
Elementary, Secondary and 
High School in Sukkur 

Mr. Algul Mayd Bullr   Primary in Sukkur 

Mr. Aei Hassan     

Mr. Khadim Hassain Shal   Taluka Education Officer 
in Rohri 

Sukkur District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Shaista Sindbu Female Primary Taluka Education Officer 

Mr. Abdn Mah Bunro Female Pano Akil Taluka Education Officer 

Ms. Qamar un nisa SU01/ GGPS Tando Ali Abad Head Mistress 

Ms. Zubeda Khoon SU01/ GGPS Tando Ali Abad Teacher 

Ms. Shahida Shmtiio SU01/ GGPS Tando Ali Abad Teacher 

Mr. Ashrof Hnssan SU01/ GGPS Tando Ali Abad Villager 

Mr. Kaqim Talyern SU02/ GGPS Lutuf Hussain Talpur Community manager 

Ms. Saira begum SU02/ GGPS Lutuf Hussain Talpur Head Mistress 

Ms. Naushim Bano SU02/ GGPS Lutuf Hussain Talpur Teacher 

Ms. Sarwat Bano SU02/ GGPS Lutuf Hussain Talpur Teacher 

Mr. Ahmed Hussain SU03GBELS Illahi Bux Mangi Head Master 

Mr. Mohamma Gasim SU04（GBPS Khairo Indhar ） Head Master 

Mr. Mohammad Hassain SU04（GBPS Khairo Indhar ） Guard man 

Ms. Shazia Khatoon SU05/ GGPS Radhi Head Mistress 

Ms. Leti Fon SU05/ GGPS Radhi Teacher 

Larkana District/ School/ Taluka Education Office 

Mr. Liul Suer Soomro Planning School Education Larkana Deputy Director 

Mr. Irshad Abi   Taluka Education Officer 

Mr. Abdull Ghani   Taluka Education Officer 

Ms. Kulsoom Zangejo LA01/ GGPS Zangeja Head Mistress 

Mr. Asghar Ali Bhutto LA03/ GBPS Ghulam Hussain Hakro Head Master 

Mr. Ahdul Dagheed Male Primary Taluka Education Officer 

Mr. Ahdul Nabi GBMS Bhai Khan Ghanghro /LA06 の

近くの学校 Head Master 

Mr. Sikandar Ali GBPS Bhai Khan Ghanghro / LA06 の

近くの学校 Head Master 
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 名前 部署 役職 

Ms. Khalida Abro LA04/ GGPS Kodrani Head Mistress 

Mr. Saifullah Abro LA04/ GGPS Kodrani Villager 

Khairpur District/ School/ Taluka Education Office 

Mr. Asghan Ahi Bogdar   District Education Officer 

Mr. Babhat Hussain Satur Primary/ District Education Office Account Officer(=Depty) 

Mr. Zulbiqar Ahnied Panhyar Primary Khairpur District Education Officer 

Mr. Glmlam Farecd Primary Khairpur Office assistance 

Mr. Mehgab Ali Primary Taluka Education Officer 

Mr. Ragia Balaich   Female Kot Dili 

Mr. Allah Dnio Wjjam Female Primary Taluka Education Officer 

Ms. Bhulｍ Fatnina Secondary Taluka Education Officer 

Ms. Zaminab Shan Primary Taluka Education Officer 

Ms. Surya Yasmeen Rajper Female Primary Taluka Education Officer 

Mr. Talib Ah Chakrani Male Primary Taluka Education Officer 

Mr. Noor Ullah Sahito  Taluka Education Officer 

Ms. Hagooran Channe Female Primary Taluka Education Officer 

Ms. Shazia Dharejo KH01/ GGPS Noonari Head Mistress 

Ms. Aisha KH01/ GGPS Noonari Teacher 

Ms. Sanam soomro KH02/ GGPS Dur Muhammad Jiskani Head Mistress 

Ms. Shahida Bango KH04/ GGPS Belharo Gambat Head Mistress 

Ms. Rubeena Khatoon KH05/ GGPS Muhammad Hashim 
Gopang Head Mistress 

Ms. Pervez Bano KH06/ GGPS Fateh Ali Chandio Head Mistress 

Mr. Ghulam Shabir Tislcami KH07/ GBPS Sher Muhammad Head Master 

Ms. Bashiran khatoon KH08/ GGPS Lal Bux Kandharo Head Mistress 

Ms. Razia Bibi KH09/ GGPS Seri Head Mistress 

Ms. Najam Ul Nisa KH10/ GGPS Nizamuddin lashari Head Mistress 

Ms. Naushad Sahito KH11/ GGELS Mulko Wahan 
(BRANCH) Head Mistress 

Ms. Kalsoom Bhatti KH12/ GGPS Manzoor Hussain Bhatti Head Mistress 

Mr. Ahsan Ali chakrani KH13/ GBPS Mitho Khan Head Master 

Ms. Rabbiat Shar KH14/ GGELS Imdad Ali Shar Head Mistress 

Ms. Roshan Khatoon KH15/ GGPS Khambhara South Head Mistress 

Ms. Rozina KH15/ GGPS Khambhara South Teacher 

Ms. Faigan KH15/ GGPS Khambhara South Teacher 

Ms. Shahida Parveen KH15/ GGPS Khambhara South Teacher 

Naushahro Feroze District/ School/ Taluka Office 

Mr. Mumiaz Ali Ahah Primary District Education Office Deputy Director 
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 名前 部署 役職 

Mr. Mansoor Ali Rahpar District Education Office Taluka Education Officer 

Mr. Rafique Ahmed Palh Taluka Education Office Secretary 

Mr. Ubedullah Abbasi Taluka Education Office Taluka Education Office 
assistance 

Ms. Mahummad Yaseen 
Jenan Primary Taluka Education Office Taluka Education Officer 

Mr. Hakim Ali Diemon Taluka Education Office Taluka Education Officer 

Mr. Ali Ahmed Sangi Taluka Education Office Taluka Education Officer 

Ms. Azeema Khadim Hussain NF01/ GGPS Rahim Chand Head Mistress 

Ms. Rukhsana Bhirejo NF02/ GGPS M. Haroon Shar Head Mistress for Primary 
school 

Ms. Anwari Bagcm NF02/ GGPS M. Haroon Shar Head Mistress for 
Elementary school 

Ms. Zenab Kalhoro NF04/ GGPS Yousif Rajper Head Mistress 

Mr. Loung Khan NF04/ GGPS Yousif Rajper Villager 

Ms. Rubeena NF05/ GGPS Muhammad Hashim 
Gopang Head Mistress 

Ms. Ghulam Sarwar 
Khaskheli NF06/ GGPS Wahid Bux Khaskhaly Head Mistress 

Mr. Saeed Qadir NF06/ GGPS Wahid Bux Khaskhaly Villager 

Ms. Husna Qureshi  NF08/ GGPS Ali Murad Chang Head Mistress 

Ms. Nusrat Begum NF09/ GGPS Syed Khuda Bux Shah Head Mistress 

Ms. Fogin Nag siyal NF09/ GGPS Syed Khuda Bux Shah Teacher 

Ms. Nayab Bano NF09/ GGPS Syed Khuda Bux Shah Teacher 

Karachi District/ School/ Taluka Office 

Mr. Mushlaq Ahumed 
Memou Primary Taluka Education Office District Education Officer 

Mr. Jameel Akhtar Ansari Primary Taluka Education Office Deputy 

Mr. 
Muhammad Hassan 

Maban 
Primary Taluka Education Office Taluka Education Officer 

Mr. Rane Muhammad Afzal Taluka Education Office/ Office assistance 

Mr. Adbdul Ghaffar KA02/ GBPS PUB Malir Head Master 

Mr. Miadad Jokhio KA03/ GBPS Radho Jokhio Head Master 

前案件の学校 

Ms. Shabana Parween GGES Muhanmad Sadiq Palh / 
Previous Project site Head Mistress 

Ms. Mos Sajcdw Tanooqui Taluka Education Office Taluka Education Officer 

Mr. Nisar Ahmed Palh   Villager 

BLUMONT 

Mr. Naveed Ahmed Shaikh USAID Sindh community mobilization 
program Chief of party 

Ms. Shama Shaikh Sindh community mobilization 
program 

Advisor Community 
Mobilization 



A-8 

 名前 部署 役職 

Aga Khan University  

Ms. Dr.Farid F. Panjwani Institute for Education Development  Professor & Dean 

Mr. Gohar Ahishah Institute for Education Development  Assistant Manager 

The Citizens Foundation  

Ms. Rahila Farima Shakil Partnership School Management Unit  SM-Partnership schools 

Mr. Syed Hasan Ali Grant & global partnerships Head 

Ms. Hina M. Shaleem Learning and Literature Skill Head 

Mr. M. Ali Nadeen Research and Knowledge sharing Head 

USAID 

Mr. Lila Ram    Project Management 
Specialist (Education) 

Ms. Anne Flaker     

Mr. Andrew Rebold      

世界銀行 

Ms. Mina Zamand   Education Economist 

Mr. Shahram Paksima    Junior Education 
Specialist 

Ms. Sania Khursheed      

UNICEF 

Ms. Vanessa Lee United Nations Children’s Fund Education Manager 

EU 

Ms. Meriem.EL-HAROUCHI     

FCDO 

Ms. im Bradford Smith Foreign, Commonwealth & 
Development Office Education Team Leader 

Planning & Development Department 

Mr.  Muhammad Asghar 
Memon Planning & Development Department Chief Economist 

Ms. Naila Sargrar Planning & Development Department Assistant Chief Economist  

Mr. Muhammad Asil Planning & Development Department Planning Officer 

Sindh Basic Education Program (USAID) 

Mr. Mahboob Ali Naich Sindh Basic Education Program  Manager communications 

JICA パキスタン事務所 

Mr. 鶴岡 紀之 JICA パキスタン事務所 次長 

Ms. 九野 優子 JICA パキスタン事務所 所員 

Ms. Nazia Sheher JICA パキスタン事務所 所員 

Mr. Qutaibah Saleem JICA パキスタン事務所 安全指導員（カラチ） 
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4 討議議事録（M/D） 

4-1 現地調査 I 
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4-3 テクニカルノート（現地調査 I） 
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5 ソフトコンポーネント計画書 

パキスタン・イスラム共和国シンド州農村部おける女子前期中等学校拡充計画 

ソフトコンポーネント計画書 

女子教育促進のための参加型ワークショップ 

1． ソフトコンポーネントを計画する背景 

1-1 本計画の目的 

本プロジェクト「シンド州農村部における女子前期中等学校拡充計画」は、パキスタン・イスラ

ム共和国（以下、パキスタン）の中でも特に就学率が低いシンド州の農村部女子の中等教育へのアク

セス向上を目的に、農村部の前期中等部の教室等を整備し、教育インフラを拡充するものである。そ

の結果として、女子の就学率の向上と就学率におけるジェンダー格差の是正に寄与することが期待

されている。この目的を達成するために、具体的には、シンド州サッカル、ラルカナ、カイリプール、

ナウシェロ・フェローズ、カラチ・マリールの 4 県 1 タウンの 20 校前後の対象校を小学校から基礎

学校にアップグレードし、それに伴い必要となる教室（最大 75 教室）や外壁・トイレ等を整備する

ものである。 

パキスタンでは、5 歳から 16 歳の子どもの教育の無償化と義務教育化が憲法で保障されているも

のの、同年齢層の 2,280 万人以上が学校に行っていないのが現状である 1。この不就学児童（OOSC）

数は世界の中で 2 番目に多く、初等教育（1～5 年生：5～9 歳）に約 506 万人、前期中等教育（6～8

年生：10～12 歳）に約 651 万人が集中し、どちらも女子が圧倒的に多い 2。シンド州の OOSC の人

口比率は男子が 23％であるのに対し、女子は 40％と男女間格差が大きく、特に女子は全国平均（男

子 17％、女子 29％）を大きく上回っている 3。また、シンド州では特に初等教育から前期中等教育

への進学率が全国平均（男子 83％、女子 82％）と比べ、男子が 10 ポイント低い 73％で、女子は 15

ポイント低い 67％となっている 4。結果として前期中等教育の総就学率も男子 53％に対し女子は

45％と格差がある 5。 

シンド州において、都市部に比べ農村部における前期中等教育以降の就学率が特に女子のなかで

低い要因のひとつとして、農村部の学校数が非常に少ないことがあげられる。全国平均で全公立校に

占める小学校と中学校の割合は 78％と 11％であるが、シンド州では小学校が 9 割近くを占め、中学

校は僅か 5.3％で、特に農村部の女子中学校（522 校）は男子中学校（1,223 校）の半分以下しかない

6。そのため、シンド州政府は、同州教育セクター計画＆ロードマップ（2019～2024 年）において、

学校の統廃合や小学校から中学校以降の学校へのアップグレードにより、前期中等教育以降の学校

 
1 UNICEF Pakistan 
2 パキスタン教育統計 2016-2017 
3 GRACE 詳細計画策定調査報告書 
4 パキスタン教育統計 2017-2018 
5 パキスタン教育統計 2016-2017 
6 パキスタン教育統計 2017-2018 
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の教室を新たに 35,000 教室整備するとともに、女子の教育への公平なアクセスの向上を目指してい

る。本プロジェクトはこのシンド州政府の方針・計画に応える形で計画・実施されるものである。 

本プロジェクトでの教室整備により、対象校への女子の進学・就学が一定程度期待できる一方、

それだけで自動的に農村部女子の中退問題が解決されるわけではない。これは、女子が中学校に進

学・就学できない理由が、学校がないことだけではないからである。シンド州をはじめパキスタンで

は、ジェンダー差別や性別役割分担（ジェンダー役割）の固定化により女性の社会経済的地位が低く、

女子には教育が必要ないと考える人が少なくない。加えて、早期婚や女性の移動の自由を制限するパ

ルダ（男性の目にさらさないため、少女・女性を公的な場所から隔離する慣習）といったジェンダー

規範に基づく慣習・価値観・考え方が根強く、それらが女子教育の障壁となっている。本プロジェク

トで整備された中学校がより多くの女子に利用され、女子の就学率の向上に寄与するためには、学校

関係者や保護者・地域住民の代表が中心となって、地域住民の女子教育に関する意識を変え、女子の

前期中等教育課程への進学・就学を促進していくことが何より重要といえる。 

1-2 ソフトコンポーネントの実施理由と目的 

上述のとおり、シンド州農村部における女子の中学校における就学率の向上を達成するためには、

ハード面の整備のみならず、ソフト面での取組が求められる。パキスタン・シンド州では、これまで

に、本プロジェクトと同様の我が国によるプロジェクト「シンド州南部農村部女子前期中等教育強化

計画」（2013 年）および「シンド州北部農村部女子前期中等教育強化計画」（2015 年）が実施され

ている。これらを通じてシンド州 12 県において 54 校の中学校の整備がなされた。この内 23 校につ

いて、2021 年 12 月現在の中学校の生徒の就学状況調査が行われた結果、6～8 年生まで一定数の生徒

が就学している中学校は 9 校のみであった。教室が新設されても生徒の就学が限られている理由は、

近隣に SEF（Sindh Education Foundation）が支援する学校や低コストの私立校があり、それらの学校

に生徒が流れているケースが一部あるほかは、保護者による男性教員への抵抗感、移動の制限（学校・

自宅への移動中に男性の目にさらされることへの抵抗感）等ジェンダーによる要因があげられてい

る。 

調査が行われた 23 校の中の 1 校（サッカル県）で校長および住民に聞き取り調査を行った。彼女

らの証言によれば、前プロジェクトの協力準備調査が行われた頃は住民の中に熱心に保護者や住民

に女子教育の重要性を説き、コミュニティのモービライゼーションを積極的に行う住民がいたこと

から、女子の就学者数が多かったものの、学校が完成する前にその住民がほかの地域に転出し、そう

した取組が行われなくなったことから、女子の就学者数が徐々に減少していった経緯があった。その

コミュニティの住民は貧しく、元々子どもの教育、特に女子教育への意識が低く、男子は学校に行か

せても女子は行かせない家庭が多いとのことであった。 

本プロジェクトの協力準備調査で調査を行った候補校の中で、アップグレードの基準を満たして

いる学校（1～5 年生までの平均就学者数が 15 人以上の学校）が 19 校あった。その内 13 校は、その

地域で一番近い中学校まで 2～8km の距離があり、交通費の捻出が難しいことから 5 年生を修了した

女子の約半数から 3 分の 2 が進学を断念しているという証言を得た。しかし、小学校と同じ敷地内や

500m 以内の近隣に共学の中学校がある候補校は 6 校あったが、その内 4 校では 5 年生を修了した女
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子が必ずしもみんな中学校に進学することなく、早期婚や共学校を理由に保護者が進学を許可せず、

進学を断念する女子もいることがわかった。 

前プロジェクトの教訓や本プロジェクトの協力準備調査の結果から、学校施設の新規建設だけを

もってして、女子の進学・就学が自動的に向上し、継続的に維持されるとは限らない難しさがある。

そのため、ジェンダー平等や女子教育の重要性について意識を高めるモービライゼーションやセン

シタイゼーションの取組を通して、女子の進学・就学促進を行っていくことが重要となる。しかし、

こうした取組ですぐに住民の考え方や意識が変わるものではなく、継続的に長期的に働きかけてい

く必要がある。そして、その働きかけを行っていくのは外部者ではなく、地域住民であるべきである。

これは、学校が地域社会の共有財産であり、そこで教育を受ける子どもたちが地域社会にとってかけ

がえのない人的資産となるからで、当事者である地域住民が女子の不就学を深刻な問題として認識

し、進学・就学促進を主体的に促進していくことが重要であるからである。 

以上を踏まえて、本プロジェクトのソフトコンポーネントでは、対象校の学校関係者、保護者、

地域住民の代表が中心となって、地域住民を巻き込み、女子の中学校への進学・就学促進を図る活動

を行っていくための動機づけとなる参加型ワークショップを開催することとする。上述のとおり、住

民の意識や考え方を変えるには長期的な働きかけが必要となるが、ソフトコンポーネントの支援は

時間的にも予算的にも限られる。そのため、ソフトコンポーネントで実施する「女子教育促進のため

の参加型ワークショップ」は、地域住民が女子の進学・就学にかかる課題とそれらに対する自らの役

割について「気づき」の機会となることを目指す。つまり、このワークショップを通じて、学校関係

者や主要な地域住民が、女子の中学校への進学・就学を自らの課題・役割として認識した上で、その

ほかの住民もその促進活動の計画・実施プロセスに巻き込み、主体的に促進活動を行っていくように

働きかける。 

1-3 ソフトコンポーネントの概要 

本プロジェクトの完了後、整備された女子基礎学校における一定数以上の女子の就学者数を確保・

維持していくためには、シンド州政府による教員配置等により対象校が持続的に機能することが前

提条件として求められる。その上で、上記 1-2 で述べた実施理由・目的を根拠として必要となるソフ

トコンポーネントの概要について、以下のとおり記す。 

本プロジェクトでは約 20 校を対象としており、ソフトコンポーネントについてもこれら 20 校す

べてを対象に行う。ただし、予算と時間的な制約から、対象県ごとにまとめて「女子教育促進のため

の参加型ワークショップ」を実施することとする。また、本プロジェクトでは、対象校（20 校）の建

設に係る実施工程を 2 ロットに分けて行うことから、ソフトコンポーネントの実施時期も 2 つに分

けることとする。これは、ソフトコンポーネントの活動が、地域住民に対して我が国支援で近く女子

中学校が整備されることについて周知し、女子の就学を促進することを目的としているからである。

第 1 ロットの対象校の完成から第 2 ロットの対象校の完成までには約 6 ヵ月のタイムラグがあるた

め、別々に活動を実施することが妥当だと考える。まず、第 1 ロットの対象校（カイルプール県の学

校約 10 校およびナウシェロ・フェローズ県の学校約 3 校）について、カイルプール県の対象校が 10

校と多いため、県で行うワークショップは 3 回に分けることとする。第 1 ロット対象校の完成は 2025
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年 7 月頃を予定している。その頃には学校の新学年が元の 3 月に戻ることを想定し、進学準備を始め

るのに丁度良いその 3～4 ヵ月前程度（2024 年 11～12 月）を目途にソフトコンポーネントの活動を

先行実施する。その約 6 ヵ月後（2026 年 1 月頃）に完成する第 2 ロットの対象校（サッカル県、ラ

ルカナ県、カラチ・マリール・タウンの約 7 校）についても、第 1 ロットの対象校で実施された活動

と同様の内容で実施する。 

表 ソフトコンポーネントの概要（第 1ロット第 2ロット対象校共通） 

形態 内容の概要 
参加型ワークショップ 

（県レベルで実施） 

2 日間 

 対象県ごとに、学校運営を担う正式な組織である学校
運営委員会（SMC）のメンバー（宗教リーダーも含
む）を対象に参加型ワークショップを開催する。ワー
クショップは、参加者間で情報・認識の共有を図り、
女子教育に係る問題分析を行い、その解決策を共に考
え、活動計画案を作成することを目的とする。 

 具体的な内容として、PRA(Participatory Rapid Appraisal)
のツールを教育セクターに合わせてアレンジして行
う。使用する主なツールは以下のとおり。 

 「フォーカス・グループ・ディスカッション」：各校の
参加者間で地域の子ども、特に女子の中学校への進学・
就学状況や不就学・中退の要因について話し合い、情報
の共有と認識の共通化を図る。 

 「Social Mapping」：各校学区内のコミュニティの地図
を描き、不就学児・生徒のいるコミュニティ・世帯およ
びその理由を可視化する。 

 「Seasonal Calendar」：各校の開始・終了時期、テスト
の時期のほか、年間を通じて、児童・生徒が休みがちに
なる時期と要因（農繁期、季節の変わり目等）、親の問
題が増える時期（仕事が減り経済的に厳しくなる時期
等）等を書き込み、中退のリスクの高い時期を可視化す
る。 

 「Priority Ranking」：女子の中学校への進学・就学の制
約条件（中退の要因）の対策案を複数出し合い、より効
果的な対策案を決める。 

 「Venn Diagram」：各対象校を中心に関係性のある組
織・機関等を図に落として可視化し、それぞれの役割と
連携の度合い等について理解する 

 各校参加者間で、上記ツールを通じて共有された認識
を基に、女子の進学・就学を促進するための活動内
容、方法を含む計画案を作成する。 
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住民集会および啓発活動
（女子の中学校への進
学・就学を促進する活
動） 

（各対象校およびその周
辺のフィーダー校で開
催） 

1 日 

 まず、地域住民を集めて集会を開催する。そこで、こ
れまで小学校だけだった学校がアップグレードされ、
中学校もできることについて周知する。 

 ジェンダー平等や女子教育の重要性について説明し、
住民が学校関係者と一体となって、特に女子の中学校
への進学・就学を促進していく必要性について説く。 

 県レベルの 2 日間のワークショップで話し合われた活
動計画案について、同ワークショップの参加者代表が
説明し、内容の是非について話し合い、最終化する。 

 次に、学校関係者や住民有志により、学区内を歩きな
がら、アップグレードされた学校の宣伝をし、不就学
児童・中退者の多いコミュニティを中心に、女子を中
学校に進学・通学させるように訴えるキャンペーン活
動を行う。 

2． ソフトコンポーネントの目標 

ソフトコンポーネントの成果の達成には、シンド州政府による適切で継続的な教員配置や学校修

繕等に係る予算配分が不可欠である。それら前提条件がクリアされた上で、ソフトコンポーネントの

実施で達成されるべき目標は、「学校関係者、保護者、地域住民の代表がワークショップの参加を通

じて、地域の女子教育の現状や制約条件について共通の問題意識を持ち、作成した女子の中学校への

進学・就学促進活動計画案に基づいて、他の住民も巻き込んで、その活動を実施する」こととする。 

3． ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの実施完了時に達成されるべき成果（I～III）は以下のとおりである。 

I. ワークショップ参加者により、地域の女子教育の問題意識が共有された上で、女子の中学校へ

の進学・就学促進活動計画案が作成される。 

① 参加者間で、対象地域における女子の就学状況や制約条件について、共通認識が図られ

る。 

② 話し合われた制約条件に対して、それらを緩和する対策や進学・就学を促進する取組か

ら成る活動計画案が作成される。 

 

II. ワークショップ参加者のイニシアチブにより、ほかの住民の意見も踏まえて女子の中学校への

進学・就学促進活動計画案が最終化される。 

① 全体集会の参加者に対して、アップグレードされた女子基礎学校に関する情報が共有さ

れる。 

② 全体集会の参加者の意見を踏まえて、女子の中学校への進学・就学促進活動計画案が最

終化される。最終化された活動計画案は、SELD 担当者を通じて大臣に提出される。 

III. 女子の中学校への進学・就学を促進する活動の一環として、キャンペーン活動が実施される。 

① ワークショップの参加者および全体集会の参加者の有志により、学区内を歩きながら、

アップグレードされた女子基礎学校について情報が普及され、女子の中学校への進学・
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就学について訴えられる。 

4． 成果達成確認方法 

ソフトコンポーネントの成果の確認方法は、ワークショップ、全体集会、啓発活動の実施履歴（参

加者リスト、活動写真等）に加え、ワークショップでは参加者間で取り組み作成されたアウトプット、

また全体集会については最終化された活動計画等が想定される。そのほか具体的な確認方法につい

ては、下表に示すとおりである。 

 

表 成果達成の確認方法 

成果 成果の確認方法 
I.ワークショップ参加者間で対象地
域の女子の中学校への進学・就学
状況や制約条件に関して共通認識
がなされる。 

 参加者リスト 
 ワークショップの写真 
 Social Mapping、Annual Calendar、Priority 

Ranking 等の各ツールで取り組み、作成されたア
ウトプット 
 作成された女子の中学校への進学・就学促進活
動計画案 
 ワークショップの概要報告書 

II. ワークショップ参加者のイニシ
アチブにより、全体集会において
広く住民にアップグレードされた
女子基礎学校の情報が周知され、
女子の中学校への進学・就学促進
活動計画案が最終化される 
 

 全体集会の参加者リスト 
 全体集会の写真 
 全体集会の議事録 
 最終化された女子の中学校への進学・就学促進
活動計画案 

III. 女子の中学校への進学・就学を
促進する活動の一環として、キャ
ンペーン活動が行われる 

 

 キャンペーン活動実施への参加者リスト（参加
者数データ） 
 キャンペーン活動の写真 
 キャンペーン活動概要報告書 

5． ソフトコンポーネントの活動〔投入計画〕 

 各成果達成に向けた活動（投入計画）は以下のとおりである。 

（１） 活動の計画管理・実施等に必要となる人材 

 ソフトコンポーネントの活動に必要な人材等は下表に示すとおりである。 

表 ソフトコンポーネントの活動に必要な人材 

1回目（第 1ロット対象校）－ 完成予定時期（2025年 7月）の 7～8ヵ月前程度
（2024 年 11～12 月頃） 

段階 内容 対象参加者 実施者 日数 
計画 
（日本、現
地） 

 

ワークショップの内
容・日程（案）、全
体集会の内容（案）
の作成、ファシリテ
ーターの TOR 作

-  活動計画管理
コンサルタン
ト（日本人 1
人） 
 ローカルコン

15 日 

 

2 日 
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成・選定、モジュー
ルおよび実施手順書
（案）の作成 

サルタント（1
人） 

準備 
（現地） 
 

SELD 担当者との協
議、各対象県関係者
（DEO および
TEO）との打合せ、
ワークショップ等の
内容の最終化、モジ
ュール・手順書の最
終化、ロジ確認 

-  活動計画管理
コンサルタン
ト（日本人 1
人） 
 ローカルコン
サルタント（1
人） 

 

5 日（移動
2 日含む） 

3 日 

実施・モニ
タリング 
（現地） 

参加型ワークショッ
プ（県レベル：対象
13 校に対して 4 回
に分けて実施） 

各対象校の SMC
メンバー（5～7
人） 

対象校:13 校 

 ローカルコン
サルタント（1
人） 

 

 実施状況のモ
ニタリングの
ため、活動計
画管理コンサ
ルタント（日
本人） 

29 日（2 日
X4 回+1 日
X13 校+1
日 X4 校+4
日（移
動）） 

14 日（2 日
x4 回+1 日
X3 校＋3
日（移
動）） 

 

 

 

全体集会 各対象校の住民 

対象校:ワークシ
ョップに参加し
た SMC メンバー
の学校 13 校およ
びその周辺のフ
ィーダー校 4 校 

女子の中学校への進
学・就学を促進する
活動（キャンペーン
活動） 

各対象校の学校
関係者・保護
者・住民の有志 

対象校:全体集会
を実施した学校
13 校と同じ 

報告 
(現地) 
 

各対象校における各
活動参加者や内容に
係る報告書の作成、
先方政府への活動概
要の報告、報告書案
の取り纏め 

-  ローカルコン
サルタント（1
人） 
 活動管理コン
サルタント
（日本人 1
人） 

 

3 日 

4 日（移動
2 日含む） 

2回目（第 2ロット対象校）－ 完成予定時期（2026年 1月）の 1ヵ月前程度（2025年
11～12 月） 

段階 内容 対象参加者 実施者 日数 
計画 
（日本） 

ワークショップの日
程・内容（案）作
成、モジュール・手
順書の修正 

-  活動計画管理
コンサルタン
ト（日本人 1
人） 

4 日 

準備 
（現地） 

SELD 担当者との協
議、各対象県関係者
（DEO や TEO）等
との打合せ、ロジ確
認 

-  活動計画管理
コンサルタン
ト（日本人 1
人） 
 ローカルコン
サルタント（1
人） 

 

5 日（移動
2 日含む） 

3 日 

 

実施・モニ
タリング 

参加型ワークショッ
プ（県レベル：対象

各対象校の SMC
メンバー（5～7

 ローカルコン
サルタント（1

19 日（2 日
X3 回+1 日
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（現地） 3 県の 7 校） 人） 

対象校:7 校 

人） 
  
 実施状況のモ
ニタリングの
ため、活動計
画管理コンサ
ルタント（日
本人） 

X7 校+1 日
X3 校＋3
日（移
動）） 

 

12 日（2 日
x3 校+1 日
X3 校＋3
日（移
動）） 

 

 

 

全体集会 各対象校の住民 

対象校:ワークシ
ョップに参加し
た SMC メンバー
の学校およびそ
の周辺のフィー
ダー校 3 校 

女子の中学校への進
学・就学を促進する
活動（キャンペーン
活動） 

各対象校の学校
関係者・保護
者・住民の有志 

対象校:全体集会
を実施した学校
と同じ 

報告（現地
および日
本） 

各対象校における各
活動参加者や内容に
係る報告書の作成、
先方政府への活動概
要の報告、全体報告
の作成 

-  ローカルコン
サルタント（1
人） 

 
 活動管理コン
サルタント
（日本人 1
人） 

3 日 

 

現地：4 日
（移動 2 日
含む） 
日本：4 日 

 

（２） 活動計画 

ソフトコンポーネントの活動（1 回目と 2 回目）に係る事前国内準備、現地協議・準備、ワークシ

ョップ・全体集会・啓発活動の実施・モニタリング、相手国政府への報告、帰国後の国内整理作業等

の詳細は以下のとおりである。なお各担当者がそれぞれの作業に要する日数は、上表および下表に記

載された日数と整合している。 

 

1）1回目のソフトコンポーネント活動（第 1ロットの対象校） 

事前国内準備 

活動計画管理コンサルタント（日本人）による、ワークショップ等の活動内容・日程（案）の作

成、ローカルコンサルタントの TOR（案）の作成と選定、ワークショップのモジュール（案）および

実施手順書（案）の作成、また相手国政府担当者とのワークショップ等のイベント開催に係るロジ面

の要請・確認等の作業に、計 15 日を設け、選定されたローカルコンサルタントに 2 日を設ける。 

活動計画管理コンサルタント（日本人）の事前準備に係る 15 日間の内訳は、以下のとおりである。 

 作業内容 日数 
1 活動内容・日程案の作成 0.5 日 
2 ローカルコンサルタントの TOR 案の作成と選

定 
1.5 日 

3 ワークショップのモジュール（ワークショップ
の各セッションで参加者に説明をするための研

7 日 
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修教材）案の作成 
4 ワークショップの実施手順書(参加者をどのよ

うにファシリテートするかの詳細手順書)案の
作成 

5 日 

5 ワークショップ・集会・キャンペーン活動等開
催に係るロジ面の要請・確認作業 

1 日 

 

現地での活動実施に向けた協議・準備 

ソフトコンポーネントの活動を適切に実施し、成果を達成するためには、関係者（SELD、必要で

あれば DEO、TEO）との綿密な打ち合わせを要する。また、各対象校の参加者が参加しやすい日程

や、特にワークショップの内容が理解しやすいようにモジュール案・手順書案について関係者に確認

し、最終化する必要もある。さらに、ロジ面の打ち合わせや最終確認も必要となる。これらの現地活

動の実施に向けた協議・準備には、活動計画管理コンサルタント（日本人）に 5 日（移動 2 日、作業

3 日）、ローカルコンサルタント（1 人）に 3 日を設ける。 

 

現地での活動実施・管理 

1 回目のソフトコンポーネントの活動は、第 1 ロットの対象 13 校（カイルプール県およびナウシ

ェロ・フェローズ県）に対して県別に実施するが、カイルプールの対象校は 10 校と多いため 3 回に

分けて実施する。ナウシェロ・フェローズの対象校 3 校をまとめて 1 回で開催し、カイルプールの 3

回と併せて、合計 4 回開催する。県レベルに各対象校から SMC メンバー（5～7 人程度）が参加して

行われるワークショップに 2 日、そのほかの住民も広く集めて行われる全体集会に 0.5 日、さらに学

校関係者や住民の有志によって行われる女子の進学・就学促進活動に 0.5 日、計 3 日間とする。なお、

全体集会と女子の進学・就学促進活動(1 日)については、対象校に加えて周辺のフィーダー校 4 校程

度でも同様の活動を実施する。 

すべての活動をローカルコンサルタントがファシリテーターとして実施する。この作業のために

29 日（2 日 X4 回+1 日 X13 校+1 日 X4 校＋4 日（移動））を設ける。また、活動計画管理コンサルタ

ント（日本人）は、一連の活動の実施状況、特にローカルコンサルトによる参加型ワークショップの

ファシリテーションの仕方や参加者の認識の度合い、話し合いへの主体的な参加の度合い等をモニ

タリングする目的で 3 校程度の活動に同席し、この作業に 14 日（2 日 X4 回+1 日 X3 校＋3 日（移

動））を設ける。 

 

現地でのソフトコンポーネント活動に係る概要報告（相手国政府関係者への報告） 

ローカルコンサルタントは 1 回目のソフトコンポーネント活動の報告書を作成する。この作業に

3 日を設ける。この報告書には、各対象校で実施されたワークショップ、全体集会、啓発活動の参加

者リスト（参加者数）、活動写真、ワークショップのアウトプット、全体集会で最終化された女子の

進学・就学促進活動計画、実際に開催された啓発活動の概要報告等が含まれる。また、活動計画管理

コンサルタント（日本人）は、モニタリングを行った活動の概要について、相手国政府関係者に報告

し、2 回目のソフトコンポーネント活動の実施に向けた留意点等について意見交換を行う。また、1
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回目の活動の概要を取り纏めておく。これらに 4 日（作業 2 日、移動 2 日）設ける。 

 

2）2回目のソフトコンポーネント活動（第 2ロットの対象校） 

事前国内準備 

活動計画管理コンサルタント（日本人）は、1 回目の活動の留意点や反省点等を踏まえ、必要に応

じてワークショップを含む全体活動の内容やワークショップのモジュール・手順書を微修正し、活動

内容・日程（案）を作成する。そのほかロジ面の要請・確認等の作業も併せて、計 4 日を設ける。 

 

現地での活動実施に向けた協議・準備 

活動内容・日程およびワークショップのモジュールについて、関係者と最終化を行い、ロジ面に

ついても最終確認を行う。この現地活動の実施に向けた協議・準備のために、活動計画管理コンサル

タント（日本人）に 5 日（移動 2 日、作業 3 日）、ローカルコンサルタント（1 人）に 3 日を設ける。 

 

現地での活動実施・管理 

2 回目のソフトコンポーネントの活動では、第 2 ロットの対象 7 校（サッカル県、ラルカナ県、カ

ラチ・マリプール・タウン）に対して県別に 2 日間のワークショップを実施する。同じく、各対象校

(および周辺のフィーダー校 3 校)で実施される全体集会等の活動期間も 1 日で、全日程においてロー

カルコンサルタントがファシリテーターを務める。この作業のために 19 日（2 日 X3 回+1 日 X7 校

+1 日 X3 校＋3 日（移動））を設ける。同様に、活動計画管理コンサルタント（日本人）は、モニタ

リングの目的で 3 校程度の活動に同席し、この作業に 12 日（2 日 X3 回+1 日 X3 校＋3 日（移動））

を設ける。 

 

 

現地でのソフトコンポーネント活動に係る概要報告（相手国政府関係者への報告） 

1 回目と同様、ローカルコンサルタントは 2 回目のソフトコンポーネント活動の報告書を作成す

る。この作業に 3 日を設ける。また、活動計画管理コンサルタント（日本人）も、1 回目と同様に、

2 回目のソフトコンポーネント活動の概要について相手国政府関係者に報告し、意見交換を行う。1

回目と 2 回目の活動結果を基に、女子の就学促進を目的とするソフトコンポーネント活動を実施す

る上での留意点、良かった点、反省点等ついて取り纏める。これに 4 日（作業 2 日、移動 2 日）設け

る。 

 

国内整理作業 

活動計画管理コンサルタント（日本人）は、帰国後の国内整理作業として、「ソフトコンポーネ

ント実施状況報告書」および「ソフトコンポーネント完了報告書」の取り纏めを行う。この作業にそ

れぞれ 2 日、計 4 日を設ける。 
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3）活動計画管理コンサルタント（日本人）およびローカルコンサルタントの作業日数 

以上、1 回目と 2 回目を合わせた、活動計画管理コンサルタント（日本人）およびローカルコンサ

ルタントがソフトコンポーネントの計画・準備・協議・実施・モニタリング・報告等に要する作業日

数（案）を下表に整理する。 

 

表 活動計画管理コンサルタント（日本人）およびローカルコンサルタントの作業日数（案） 

時期 場所 作業 日本人 ローカル 
1 回目 

 

日本・現地 計画・準備 15 日 2 日 
現地 協議・準備 3 日 3 日 

活動の実施・モニタ
リング 

14 日 29 日 

まとめ・報告 2 日 3 日 
移動（日本―現地） 4 日 - 

2 回目 

 

日本 計画・準備 4 日 - 
現地 協議・準備 3 日 3 日 

活動の実施・モニタ
リング 

12 日 19 日 

まとめ・報告 2 日 3 日 
移動（日本―現地） 4 日 - 

日本 報告書作成 4 日 - 
合計 現地 44 日 

日本 23 日 
62 日 

 

4）活動計画管理コンサルタント（日本人）およびローカルコンサルタントの日程表 

1回目：国内準備 

日数 日本人 日数 ローカル 
0.5 日 活動内容・日程案の作成 - - 
1.5 日 ローカルコンサルタントの TOR 案

作成・選定、ワークショップ等実
施に係る要請・ロジの確認 

- - 

7 日 ワークショップのモジュール案の
作成 

0.5 日 ワークショップのモジュール案
の確認 

5 日 ワークショップの実施手順書案の
作成 

ワークショップの実施手順書案
の確認 

1 日 ワークショップ等実施に係る要
請・ロジの確認 

1.5 日 ワークショップ等実施に係る要
請・ロジの確認 

計 15 日 計 2 日 
 

1回目：現地 

日数 日本人 日数 ローカル 
2 日 日本→カラチ（移動） - - 
3 日 SELD 担当者との協議、各対象県関

係者（DEO および TEO）との打合
せ、ワークショップ等の内容の最
終化、モジュール・手順書の最終
化、ロジ確認 

3 日 SELD 担当者との協議、各対象
県関係者（DEO および TEO）
との打合せ、ワークショップ等
の内容の最終化、モジュール・
手順書の最終化、ロジ確認 

1 日  カラチ→サッカル（移動） 1 日 カラチ→サッカル（移動） 
8 日 参加型ワークショップ（2 日間）4 8 日 参加型ワークショップ（2 日
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回分の実施監督 間）4 回分の実施 
1 日 資料整理 - - 
3 日 全体集会（3 校分）実施監督 3 日 全体集会（3 校分）実施 
1 日 サッカル→カラチ（移動） 1 日 サッカル→カラチ（移動） 
2 日 報告書の作成 

SELD 担当者への報告 
1 日 カラチ→サッカル（移動） 
5 日 全体集会（5 校分）実施 
5 日 全体集会（5 校分）実施 
4 日 全体集会（フィーダースクール

4 校分）実施 
1 日 サッカル→カラチ（移動） 

2 日  カラチ→日本（移動） 3 日 報告書作成 
計 23 日 計 35 日 

 

2回目：国内準備 

日数 日本人 日数 ローカル 
0.5 日 活動内容・日程案の作成 - - 
1.5 日 ワークショップのモジュール案の

修正 
1 日 ワークショップの実施手順書案の

修正 
1 日 ワークショップ等実施に係る要

請・ロジの確認 
計 4 日 計 0 日 

 

2回目：現地 

日数 日本人 日数 ローカル 
2 日 日本→カラチ（移動） - - 
3 日 SELD 担当者との協議、各対象県関

係者（DEO および TEO）との打合
せ、ワークショップ等の内容の最
終化、モジュール・手順書の最終
化、ロジ確認 

3 日 SELD 担当者との協議、各対象
県関係者（DEO および TEO）
との打合せ、ワークショップ等
の内容の最終化、モジュール・
手順書の最終化、ロジ確認 

2 日 参加型ワークショップ（2 日間）1
回分(カラチ開催分)の実施監督 

2 日 参加型ワークショップ（2 日
間）1 回分(カラチ開催分)の実施 

1 日  全体集会（カラチ 1 校分）実施監
督 

1 日  全体集会（カラチ 1 校分）実施 

1 日  カラチ→サッカル（移動） 1 日 カラチ→サッカル（移動） 
4 日 参加型ワークショップ（2 日間）2

回分の実施監督 
4 日 参加型ワークショップ（2 日

間）2 回分の実施 
1 日 資料整理 1 日 サッカル→カラチ→サッカル

（移動） 
2 日 全体集会（2 校分） 6 日 全体集会（6 校分）実施 
1 日 サッカル→カラチ（移動） 3 日 全体集会（フィーダースクール

3 校分）実施 
2 日 報告書作成 

SELD への報告 

1 日 サッカル→カラチ（移動） 

2 日  カラチ→日本（移動） 3 日 報告書作成 
計 21 日 計 25 日 
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2回目：国内整理作業 

日数 日本人 日数 ローカル 
4 日 ソフトコンポーネント実施状況報

告書およびソフトコンポーネント
完了報告書の作成 

- - 

計 4 日 計 0 日 

6． ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

ワークショップをはじめとする活動を担当するローカルコンサルタントには、シンド州の出身者

で、教育分野の活動に従事する NGO に所属するか、フリーランスのコンサルタントとして活動し、

女子の就学促進を目的としたコミュニティ・モービライゼーション等の経歴を有する人材を雇用す

ることとする。ローカルコンサルタントの選定にあたっては、国内準備期間中に相手国政府の関係者

とも相談しながら決定することとする。 

7． ソフトコンポーネントの実施工程 

現段階における実施工程（案）は以下のとおりである。 

 

表 全体工程（案） 

月 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

実
施
工
程1 

第 1 ロットの施設施工工程             
第 1 ロットの機材調達工程             
第 1 ロット対象校へのソフトコ
ンポーネント活動実施全工程 

            

活動（計画・準備・協議、実
施） 

 X X          

相手国政府等への活動報告   X          
実
施
工
程
2 

第 2 ロットの施設施工工程             
第 2 ロットの機材調達工程             
第 2 ロット対象校へのソフトコ
ンポーネント活動実施全工程 

            

活動（計画・準備・協議、実
施） 

     X X      

相手国政府等への活動報告       X      
成果品（実施状況・完了報告書）       △ ▲     

8． ソフトコンポーネントの成果品 

施主と日本側に提出する成果品は、以下のとおりである。 

 「ソフトコンポーネント実施状況報告書」（和・英文） 

 「ソフトコンポーネント完了報告書」（和・英文） 

このほか、活動の実施が確認できる資料（写真）を併せて提出する。 
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9． 相手国側の責務 

相手国政府（シンド州学校教育・識字局：SELD および対象県教育・識字事務所等）には、ソフト

コンポーネントの計画案や参加型ワークショップで使用するモジュール案や手順書案に係る協議に

参加し、内容の最終化に協力することも求められる。実施にあたっては、参加型ワークショップをは

じめとする一連の活動を実施する日程について、選ばれた対象校の関係者に対して、事前に先方の要

望に合わせて日程調整を行う等の協力も求められる。さらに、実際にソフトコンポーネントの活動に

参加し、必要があれば活動参加者へのファシリテーション支援も求められる。具体的に、各関係機関

による協力内容は以下のとおりである。 

 

SELD（1回目・2回目共通） 

 選定されたコンサルタントを承認する。 

 活動計画管理コンサルタント（日本人）とのソフトコンポーネントの活動の計画案およびワーク

ショップのモジュール案や手順書案に係る協議に参加し、最終化に協力する。 

 活動計画管理コンサルタント（日本人）が行うソフトコンポーネントの活動報告に対して、フィ

ードバックを行う。 

 

DEO（1回目・2回目） 

 活動計画管理コンサルタント（日本人）と SELD によるソフトコンポーネントの活動の計画案お

よびワークショップのモジュール案や手順書案に係る協議に参加し、内容を確認する。 

 一連の活動にオブザーバーとして参加する。 

 

TEO（1回目・2回目） 

 活動計画管理コンサルタント（日本人）と SELD によるソフトコンポーネントの活動計画案およ

びワークショップのモジュール案や手順書案に係る協議に参加し、内容を確認する。 

 ソフトコンポーネントの活動日程について、対象校と日程調整を行い、参加を促進する。 

 一連の活動に参加し、必要があればローカルコンサルタントのファシリテーション等をサポート

する。 

 

ソフトコンポーネントの一連の活動を通じて、各対象校の地域住民が女子教育の重要性とその普

及促進に果たすべき役割を認識した上で、実際に女子の中学校への進学・就学を促進する活動を行い、

それが女子の就学率向上の目標達成につながっていくためには、前提条件となるシンド政府による

適切な教員配置や学校修繕等に係る予算配分等が適切且つ継続的になされることが不可欠である。 
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6 参考資料／入手資料リスト 

番
号 

資料名 形態 発行年 発行機関 

1 Pakistan 2025- One Nation-One Vision 電子ﾃﾞｰﾀ 2014 年 Planning Commission, Ministry of 
Planning , Development & Reform 

2 National Education Policy Framework 2018 電子ﾃﾞｰﾀ 2018 年 Ministry of Federal Education & 
Professional Training 

3 School Education Sector Plan & Roadmap for 
Sindh (2019-2024) 

電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

4  The Right of Free and Compulsory Education 
Rules, 2016 

電子ﾃﾞｰﾀ 2016 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

5 The School Up-gradation Policy (2021) 
 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

6 The School Clustering Policy (Revised) 2021 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

7 Recruitment Policy-2021 Teaching & Non-
teaching Staff 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

8 Transfer & Posting Policy-2021 Teaching Staff 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

9 Scheme of Studies Primary Grade (ECE-V) 電子ﾃﾞｰﾀ 2018 年 Directorate of Curriculum, 
Assessment & Research (DCAR), 
SELD 

10 School Education in Pakistan -A Sector 
Assessment 

電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 Asian Development Bank 

11 Situation Analysis of the Education Sector in 
Sindh 

電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

12 Pakistan Education Statistics 2016-17, 2017-18 電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 
2021 年 

Academy of Educational Planning & 
Management, Ministry of Federal 
Education & Professional Training 

13 Profiling for Government Schools 2019 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

14 Annual Status of Education Report -ASER-
Pakistan 2019 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 ASER Pakistan Secretariat 

15 Report and Recommendation of the President; 
Sindh Secondary Education Improvement Project 

電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 Asian Development Bank 

16 Project Apprisal Document: Sindh Early Learning 
Enhancement through Classroom Transformation 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 The World Bank 

17 District Education Plan: District Sukkur, Khairpur, 
Larkana, Nausharo Feroze, Karachi Malir 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 School Education and Literacy 
Department, Government of Sindh  

18 Pakistan Economic Survey 2020-21, 2019-20 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 
2020 年 

Economic Advisor’s Wing, Finance 
Division, Government of Pakistan 

19 Budget Analysis 2019-20 電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 Finance Department, Government of 
Sindh 

20 Budget 2021-2022 
 
 
 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 Finance Department, Government of 
Sindh 
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番
号 

資料名 形態 発行年 発行機関 

21 Pakistan Social & Living Standards Measurement 
Survey (PSLM) 2018-19 National/Provincial 
(Social Report) 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 Pakistan Bureau of Statistics, 
Ministry of Planning Development & 
Special Initiatives 

22 Pakistan Social & Living Standards Measurement 
Survey (PSLM) 2019-20 District Level Report 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 Pakistan Bureau of Statistics, 
Ministry of Planning Development & 
Special Initiatives 

23 USAID-Sindh Community Mobilization Program, 
Annual Performance Report FY 2020-21 

印刷物 2021 年 Blumont Engineering Solutions Inc. 

24 Lessons from Implementation of Educational 
Reforms in Pakistan: Implications for Policy and 
Practice 

印刷物 2017 年 Oxford University Press 

25 Research Report: Assessing Teachers’ Pedagogical 
Practices and Students’ Learning Outcomes in 
Mathematics and Science across Primary and 
Secondary School Levels: A Nationwide Study 

印刷物 2021 年 The Aga Khan University – Institute 
for Educational Development (AKU-
IED) 

26 Tender & Contract Documents: Package No. 
SBEP-P11A QSK, Construction of GBMS Meeran 
Machi 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 SELD Project Management & 
Implementation Unit, Sindh Basic 
Education Program 

27 Request for Proposal under SEF Middle/High 
School Program- Phase II 

電子ﾃﾞｰﾀ 2016 年 Sindh Education Foundation, SELD 
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出典：下記データに基づき調査団作成 

・ 調査対象校位置：踏査時の GPS データ(Cordinates) 

・ その他の学校位置：SELD/RSU の GIS データ（WEB 公開版：https://rsu-
sindh.gov.pk/programs/onlineGIS.php?district= 2022/02-06 アクセス、一部

AEPAM Online GIS School Map により補正） 

・ ベースマップ：OpenStreetMap （as of 2019-04-17 data）  

7-4 対象校の通学圏地図 
 

 
 

Preparatory Survey for the Project for 
Upgrading Primary Girls’ School into Elementary School in Rural Sindh Province 

 
MAP OF THE CATCHMENT AREA OF THE TARGET SCHOOLS 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

  

https://rsu-sindh.gov.pk/programs/onlineGIS.php?district=
https://rsu-sindh.gov.pk/programs/onlineGIS.php?district=
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SU01 Taluka:Rohri UC:Wah Burira GGPS Tando Ali Abad 
SU02 Taluka:Rohri UC: Panhwar GGPS Lutuf Hussain Talpur 

 
SU03 Taluka:Pano Akil UC:Drib GGPS Illahi Bux Mangi 
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SU04 Taluka:Pano Akil UC:Sultanpur GGPS Khairo Indhar 

 
LA01 Taluka:Rato Dero UC: Lashari GGPS Zangeja 
LA06 Taluka:Rato Dero UC: Jumo Agham GGPS Bhai Khan Ghanghro 
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LA03 Taluka:Rato Dero UC: Jumo Agham GBPS Ghulam Hussain Hakro 
LA04 Taluka:Rato Dero  UC: Waris Dino Machihi GBPS Kodrani 

 
NF01 Taluka:Moro UC: Gachero GGPS Rahim Chand 
NF05 Taluka:Moro UC: Fato Balal GGPS Uris Solangi 
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NF02 Taluka:N. Feroze UC: Cheeho GGPS（GGELS) M. Haroon Shar 
NF04 Taluka:N. Feroze UC: Bhanbhari GGPS Yousif Rajper 

 
NF08 Taluka: Mahrabpur UC: Hote Khan Jalbani GGPS Ali Murad Chang 
NF09 Taluka: Mahrabpur UC: Mahrabpur GGPS Syed Khuda Bux Shah 
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KH01 Taluka: Khairpur UC: Shadi Shaheed GGPS Noonari 

 
KH04 Taluka: Gambat UC: Belharo GGPS Belharo Gambat 

 
 



A-112 

KH05 Taluka: Mirwah UC: Sabar Rind GGPS Muhammad Hashim Gopang 
KH14 Taluka: Kingri  UC: Talee GGELS Imdad Ali Shar 

 
KH06 Taluka: Kingri UC: Noorpur GGPS Fateh Ali Chandio 
KH15 Taluka: Kingri  UC: Ahmedpur-TC GGPS Khambhara South 
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KH07 Taluka: Kingri UC: Rahooja GBPS Sher Muhammad 

 
KH08 Taluka: Kingri UC: Drib Mehar Shah GGPS Lal Bux Kandharo 
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KH09 Taluka: Mirwah UC: Mandan GGPS Sari 

 
KH10 Taluka: Faizgunj UC: Kandyyari GGPS Nizamuddin lashari 
KH13 Taluka: Faizgunj UC: Kandajari GBPS Mitho Khan 

 
 



A-115 

KH11 Taluka: Kot Diji UC: Jhando Mashaikh GGELS Mulko Wahan (BRANCH) 
KH12 Taluka: Kot Diji UC: Fakirpur GGPS Manzoor Hussain Bhatti 

 
KA02 Taluka: Gadap UC: Gadap GBPS PUB Malir 
KA03 Taluka: Gadap UC: Gadap GBPS Radho Jokhio 
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7-7 地質調査結果抜粋（現地再委託業務） 
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Bearing Capacity and Soil Profile for each Site 
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